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序章 
 
 近年「子どもの貧困」に注目が集まっている。貧困問題は成人もしくは世帯全体の問題
として捉えられてきたが、「子どもの貧困」は、同じ貧困状態にあっても児童が成人と異な
るニーズを有するとの認識に立つ見方である1。本稿は成人とは異なる児童特有のニーズを
捉え、貧困世帯の児童(貧困児童)をめぐる社会保障法制を分析する。 
本稿は貧困児童をめぐる社会保障法制の体系について、アメリカの社会保障法制、特に
貧困児童をめぐる社会保障法制の分析を基に考察する。児童であることに加え、アメリカ
の法制度がもつ特徴を踏まえた上で、貧困児童をめぐる社会保障法制の特徴を明らかにし、
我が国の法制度に対する示唆を得る。以下では我が国の社会保障法制を整理することで問
題の所在を明らかにする。 
  
１ 貧困世帯をめぐる法制度と児童の位置づけ 
 
 本稿の検討対象である貧困児童は貧困であることと児童であることという二つの特性を
有している。そのため貧困児童をめぐる社会保障法制を考えるとき、貧困世帯を対象とす
る法制度と児童を対象とする法制度の両方を視野に収めなければならない。 
 我が国において貧困世帯をめぐる法制度としてまず挙げられるのが生活保護法である。
ただ生活保護法の枠組みによって全ての貧困世帯を捉えることができるわけではない。生
活保護法は職権保護を認めているものの、申請による保護を中心に運用されており2、実際
に生活保護基準以下で生活する全ての世帯に給付が行われているわけではない3。他方で、
生活保護基準を上回る所得があっても困窮している世帯もある。社会保険や福祉サービス
において保険料や利用料の減免を受けている世帯もここに含まれる4。すなわちアメリカの
ように公式の貧困線をもたない我が国では、生活保護制度を中心に据えつつ、貧困世帯を
                                                   
1松本伊智郎「貧困の再発見と子ども」浅井春夫＝松本伊智郎＝湯澤直美編『子どもの貧困 
子ども時代のしあわせ平等のために』49-50 頁(明石書店、2008)。 
2 生活保護法７条は申請保護の原則を定めているが、同条は「要保護者が急迫した状況にあ
るときは、保護の申請がなくても、必要な保護を行うことができる」とし、25 条で職権保
護について規定されている。 
3 第８回ナショナルミニマム研究会の資料(厚生労働省 HP)によれば、低所得世帯数に対す
る被保護世帯の割合は、平成 19 年度の国民生活基礎調査に基づき所得のみを考慮した場合
は 15.3％、資産も考慮した場合は 32.1％となっている(全国消費実態調査を基に生活扶助と
教育扶助の合計を最低生活費とした場合は前者が 29.6％、後者が 87.4％となっている)。 
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000005olm-img/2r98520000005oof.pdf 
4 例えば国民健康保険法は77条で保険料の減免を、44条で一部負担金の減免を定めており、
介護保険法は 142 条で保険料の減免を定めている。国民年金法も 89 条において障害者、生
活保護受給者等の保険料免除を、90 条においてそれ以外の低所得者等の保険料免除を規定
している。これ以降、我が国の社会保障法制については加藤智章＝菊池馨実＝倉田聡＝前
田雅子『社会保障法』(有斐閣、第 4 版、2009)を参照。 
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生活保護世帯よりも広い範囲で捉える必要がある。また貧困世帯の中でも特に児童に着目
する場合、世帯を対象とする生活保護制度だけではなく、その周辺に位置する法制度(保育
サービス等)を検討する必要がある。これはアメリカの社会保障法制を分析する際も同様で
ある。 
 貧困児童がもつもう一つの特性が児童だということである。本稿で児童とは 20 歳未満の
者を指す。これは民法上の成年(民 4 条)を考慮しつつ、第 8 章で述べるように、児童の高等
教育(大学、短大、専門学校等)へのアクセスを支援することを視野に入れているためである。
我が国の児童をめぐる社会保障法制を考える際には児童福祉法 4 条の定義(18 歳未満)5が重
要であるが、児童養護施設等で養育された児童の支援においては 20 歳まで支援することが
可能となっていることにも留意する必要がある(児福 31 条)。また児童福祉法 4 条は児童を
乳児(1 歳未満)、幼児(1 歳から小学校就学始期)、少年(小学校就学始期から 18 歳まで)に区
分しているが、本稿では 20 歳未満の児童を就学前(義務教育前)、就学期(義務教育期)、就学
期以後(義務教育以後)に区分する。これは児童福祉法の区分を意識しつつ、学校教育6との
交錯領域を重視する本稿の関心による。加えて後述する就労自立との関係から就労可能年
齢を区分に反映させるという意味もある7。 
 貧困と児童という二つの特性を考慮すると、貧困児童を考察対象とする際、生活保護法
や児童福祉法を中心に据えつつ、特定の法体系のみに依拠することはできない。貧困児童
を考察対象にすることは、新たな法体系を構想するという側面を有しているのである8。 
 
２ 社会保障法制と児童の発達可能性 
                                                   
5 「この法律で、児童とは、満十八歳に満たない者をいい、児童を左のように分ける」(児
福 4 条 1 項)。 
6 学校教育法は 9 年の普通教育を受けさせる義務を親に課し(学教 16 条)、「満 6 歳に達した
日の翌日以後における最初の学年の初め」から小学校に就学させる義務を課している(学教
17 条)。 
7 我が国においては憲法 27条 3項に基づく労働基準法 56条以下の規定や児童福祉法 34条
から、義務教育修了前の児童が就労自立を達成することはできない。菅野和夫『労働法』
18 頁(弘文堂、第九版、2010)。 
8横田は「これまで子どもに関わる法は、本来はあらゆる法領域に関わりをもつはずの憲法
をはじめ、民法(家族法に限らない)、教育法、少年法、児童福祉法などといった各法領域に
おいてそれぞれ別個独立に理論展開がなされ、密接に関連し合うはずの他法領域における
基本的な知見すら十分に参考にされることなく、互いに没交渉どころか同一の社会事象に
関して相互に矛盾する法理論状況さえ少なからず生じている」との認識を示す。その上で
「子ども法」を構想する際の「子ども」の定義について「子ども法」は「未成年者法」で
はなく、それは児童福祉法上の定義(18 歳未満)に現れていると述べる。「子ども法」は他の
法領域あるいは法学以外の分野との協働を目指すものであるため、法律上の概念よること
は避けるべきであるとする(同時に法規定が指標になるとも述べる)。その上で「法律とは必
ずしも一致しない社会的に構成された『子ども』とは何かが問われること」になり、「子ど
も」とは何かという問いに答えられない点にこそ「子ども法」の不完全さと他分野との協
働の必要性が表れていると説明する。横田光平『子ども法の基本構造』2,6-7 頁(信山社、2010)。 
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2.1 児童の発達可能性 
  
では貧困児童を考察対象とする際に考慮すべき特性とは何であろうか。それは児童の発
達可能性である。児童の発達可能性はアメリカの社会保障法制を分析する際の視点である
自立にも深く関わる。発達可能性という概念を重視することは、法制度の考察にあたって、
時間の経過に伴う児童の変化を重視するということである9。個々の児童によって成長の速
度が多様であるとしても、学校教育が児童を年齢で区分するように、児童一般に伴う発達
可能性を法制度において考慮することは可能だと思われる。児童は児童期には他者に依存
しているが、成長とともに自立し各々の可能性を開花させる。すなわち発達可能性が開花
した状態が自立なのである10。  
児童が発達可能性を有し将来的にそれを開花させる存在だとすれば、貧困児童は貧困と
いう特性によって児童一般がもつ発達可能性を阻害されているということができる。児童
の貧困を考える際には低所得そのものよりも、低所得であることから生じる不利や困難と
それらの連鎖、蓄積が重要な意味をもつ11。なぜ低所得であることから生じる不利の連鎖、
蓄積に着目するかといえば、児童が成人になるための準備期間だからである12。児童の貧困
の最も大きな特徴は、貧困（低所得）であることの影響が時間を経て現れることであり、
児童の貧困を考える際には、児童を主体的な存在とみなすとともに、準備段階にある存在
と捉える必要がある13。この点に関連して、児童は働くことができない存在である点にも注
意する必要がある14。貧困児童は児童期に一般児童よりも大きな困難を抱えていると同時に、
                                                   
9横田によれば、「子ども法」は「存在」と「時間」を重要な特徴とし、「人間の一生の中で
その後の時期と『時機』・『継続性』の重要性において区別されるべき最初の一定期間に関
わる問題を法的観点から問う問題意識」や分節化された「権利」だけでは捉えきれない「継
続性」を法という観点から捉えることを重視する。このため「子ども法」は児童の成長・
発達に着目する。横田・前掲注(8)1-46 頁の要約・引用による。 
10発達可能性という概念は法学的な概念ではないため、これを法体系に接続する視点が自立
である。この自立という視点を得るためにはアメリカの社会保障法制が児童の発達可能性
をどのように法制度に取り込み、位置づけているかを整理する必要がある。 
11 子どもの貧困白書編集委員会編『子どもの貧困白書』12-13 頁(明石書店、2009）(松本)。 
12 浅井＝松本＝湯澤＝前掲注(1)49-50 頁。 
13 阿部は児童期の貧困において特に 10 歳以降健康格差が広がること、所得の影響が成長に
及ぼす影響は 0～5 歳の段階が最も大きいといった研究を紹介している。その上で先行研究
から「低所得であらわされる貧困と子どものアウトカムと深い相関関係があること、そし
て、(特に乳幼児期の)所得保障と就学前児童教育プログラムが、子どものアウトカムに長期
的なプラスの影響を与えること」を指摘しつつ、「経路が一つではなく、複数であることを
示唆している」ことを指摘する。阿部彩「アメリカにおける貧困研究の動向－子どもの貧
困についての計量分析を中心に－」貧困研究 1 号(2008)110-113 頁。 
14阿部は貧困の中でも子どもの貧困に着目する理由として、「貧困対策を提唱する際に常に
生じる「自己責任論」との緊張が、子どもの貧困に特化すれば、それほど強く生じないか
らである」と述べる。阿部彩著『子どもの貧困－日本の不公平を考える』247 頁(岩波新書、
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児童の特性(＝依存状態、準備段階)から将来大きな困難を抱えることになる。貧困児童を対
象とする社会保障法制においては、個々の児童の発達可能性を維持し、将来それが開花す
るのを支援することが重要となる。 
 
2.2 貧困児童をめぐる社会保障法制と社会保障法学 
 
 我が国の社会保障法学は貧困児童をめぐる社会保障法制をどのように捉えてきたのだろ
うか。児童をめぐる社会保障法制は育児支援を中心に論じられることが多く、児童は「保
護＝恩恵＝客体」と捉えられ、児童を権利主体とする議論が深化しなかった15。この理由と
して児童福祉法を中心に据えたアプローチが多かったことが挙げられ16、児童福祉法(1 条 2
項)から「主体性を持った個としての児童の内発的な『育ち』を支援するという理念」(「子
育ち」の理念)を見出すことは困難であるとされる17。児童福祉法の条文に見出すことは難
しいものの、育児支援の中に「子育ち」の視点を取り入れる考え方18は、児童自身の発達可
能性に着目する本稿と問題意識を同じくする。また児童福祉法等我が国の社会保障法制が
親による養育が不可能もしくは不完全な児童への支援を中心に構成されていることは、必
ずしも否定的に解されるわけではない19。 
 本稿は児童の発達可能性が開花した状態を自立と捉え、社会保障法が想定する自立20のう
                                                                                                                                                     
2008)。 
15 山田晋「育児支援の社会保障法学的検討の視角」社会保障法 23 号(2008)93,98 頁。特に
所得保障については児童が直接所得保障ニーズを有するということは基本的に想定できな
いことから、家庭への経済的支援が議論の中心となる。同 94 頁。 
16 山田・前掲注(15)98 頁。 
17 福田素生「子育ち、子育て支援に関する法制度の歴史的展開と今後の方向性」社会保障
法 23 号(2008)151 頁。福田は児童福祉法から子育ての理念、「一般児童の基礎的な養育単位
である家族の子育てを社会的に支援するという意味での家族政策の理念」を読み取ること
も困難だと指摘する。 
18 橋爪幸代「育児支援－保育サービスと経済的支援－」社会保障法 23 号(2008)101 頁。 
19 福田は児童福祉法が対象とする児童について次のように述べる。「国の対応は、貧困家庭
や養育環境に問題のある児童のうち保護者が対応できない場合に限定されており、それ以
外の場合は、保護者が責任を負うと解されてきた。つまり、国が保護するのは、保護を要
する児童などのうち保護者が対応できないという選別的な場合に限定され、国が一般児童
(及び保護者が対応できる要保護児童)を対象として責任を持ち、普遍的な支援をすることは
考えられていなかったと言ってよいように思われる」。福田・前掲注(17)150-151 頁。ただ
本稿では福田が「保護者が対応できる要保護児童」と呼ぶ児童を、親による養育が不完全
な児童として検討対象に含める。 
20 秋元は「自由な個人が、自律的な判断に基づいて、各々の目標達成のために行為する」
ことを自律と捉えるならば、そこには「インディペンデント(独立)」と「オートノミー(自
律)」の二つの要素が含まれ、社会保障の対象となったのは前者であったことを指摘する。
秋元美世「社会保障法と自律‐自立を論じることの意義‐」社会保障法 22 号(2007)10-11
頁。 
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ち就労による経済的な自立21を中心に据える。後述するようにこのような捉え方は、アメリ
カの社会保障法制の分析に基盤を置くというだけではなく、社会保障法学において児童(若
者)の自立を考える際、就労による経済的自立が重要となるからである。社会保障法学の中
には自立への移行期にある者について、児童と区別し「若者」と捉えた上で、必要な支援
を検討する見方もある22。自立をプロセスとみる視点は発達可能性から自立へ架橋する本稿
の視点と重なるものの、「若者」とされる年齢も児童と捉える本稿は検討対象において異な
る部分もある23。ただ我が国の社会保障法制において「若者」期に対する支援がなされてい
ないとの指摘は本稿の問題意識と重なる24。 
 社会保障法学は我が国の社会保障法制の検討を通じて、児童及び「若者」について一定
の知見を示してきた。「子育ち」や「若者」の自立という視点は、児童の発達可能性及び自
立を軸とする本稿と重なる。ただ次の点で本稿は従来社会保障法学が有していた視点とは
異なる。第 1 に、世帯や親ではなく児童自身に対して社会保障法制がもつ機能に着目する。
これは「子育ち」の視点と重なるが、後述するように機能別の区分と年齢別の区分を用い
ることでより明確に児童自身を中心に据える。第 2 に、発達可能性と自立という視点を使
って、貧困児童をめぐる社会保障法制を制度横断的かつ包括的に捉える。そのため「児童」
と「若者」を就労による経済的自立に向けたプロセスとして一体的に捉えることとなる。
第 3 に、社会保障法制と教育法制の交錯領域に着目する。貧困児童をめぐる社会保障法制
においては教育的機能が重要になる。すなわち本稿は従来の社会保障法学と共通する問題
意識を有しつつ、貧困児童をめぐる社会保障法制を横断的に検討することで、社会保障法
                                                   
21 堀は経済的な自立とは「経済的に他に依存していない状態」であるとし、「経済的に他に
依存していない」とは、「衣食住等の生活費の多くを、自己の就労による所得、貯蓄等によ
って賄っていること」だと述べる。堀勝洋「所得保障と経済的自立」社会保障法 22号(2007)32
頁。 
22 木下は社会保障法と若者について次のように述べる。「ライフステージを子ども期、青年
期、中年期、高齢期と分けるという視点から捉えた上で、その中の『依存する子ども期か
ら自立した成人期への移行』が行われるライフステージを『若者期』として捉えることが
できるのである」とし、「若者」とは「各種法上、『子ども(児童)』に対する場合と異なり、
就労などの活動を規制する対象とするのではなく、『一人前』として扱われて就労等が可能
であるが、なお現実に経済的自立、社会的自立、職業的自立、親・家族からの自立を実現
し、公共への参画を確立できるように、社会的支援が必要な年齢層」と捉える。木下秀雄
「『若者』と社会保障」社会保障法 23 号(2008)9-10 頁。 
23 木下は「自立」を「獲得の過程」(「長期の移行過程」)とみる。また「若者」の範囲につ
いては「15 歳以上 35 歳未満」としている。木下・前掲注(22)10-11 頁。これは 0 歳以上 20
歳未満を「児童」とする本稿の検討範囲とは異なる。 
24 金川は「児童・子育て分野、少子化対策、その他の制度においての若者が関連する意味
での家族政策における諸制度をみても、若者が困難であるとし、それ自体を給付の対象と
しては位置づける」ことはなされていないと指摘する。金川めぐみ「『若者』と家族政策」
社会保障法 23 号(2008)52 頁。この現状認識は本稿における就学期(義務教育期)以後の児童
にも当てはまる。 
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制の新たな側面を見出し、かつその枠組みを広げる25。本稿は児童の発達可能性を社会保障
法制の中でどのように位置づけるのか、また発達可能性を支える給付やサービスとはどの
ようなものなのか、を検討する。前者については発達可能性が開花した状態を「自立」と
捉え、後者については「自立」を達成するための教育的機能をもった給付やサービスに着
目する。ただこれらの具体的な中身についてはアメリカの社会保障法制の分析を行った後
検討する。 
 
３ 本稿の構成 
 
 第 1 章ではアメリカ社会保障法制の概要を説明し、アメリカの法制度が貧困世帯との関
係でどのような特徴をもつのか確認し、2 章以降の分析に方向性を与える。第 2 章ではア
メリカの貧困政策を法学のみならず社会福祉の観点も含めて前史から概観する。植民地時
代の貧困対策から 1935 年の社会保障法、1980 年代のレーガノミックスに至るまで、貧困
世帯が就労による経済的自立を一貫して要求されてきたことを確認する。第 3 章では貧困
世帯をめぐる法制度にとって決定的な転機となった 1996 年福祉改革を分析する。1996 年
福祉改革は種々のプログラムを含む包括的な改革であるが、ここでは就労要件の厳格化に
着目する。第 4 章では児童保護法制を取り上げる。身体的虐待よりもネグレクトに焦点を
当てる。貧困世帯(福祉受給者)であるがゆえに就労要件を課せられ、育児との両立が困難と
なり、育児放棄(ネグレクト)は、就労による経済的自立と育児を中心とする家庭生活におけ
る自立が衝突した結果生まれる26。第 5 章では貧困世帯に対する保育政策を取り上げる。
1996 年福祉改革に至る過程で、連邦政府はワークフェアにおける保育の重要性を認識して
いた。福祉改革の主たるターゲットとなった若いシングルマザーは、稼働能力を有する点
でワークフェアの対象であると同時に、幼い子どもを抱えている点で就労への障壁を抱え
                                                   
25 菊池は「社会保障法の意義や体系を、従来の通説的見解の枠組みを超えて雇用・教育等
の関連法制度にまで拡張」することを主張しないとしつつ、子どもを含む「人的カテゴリ
ーに着目した個別実体法(障害法、高齢者法、子どもと法)の定立可能性というレベルでは、
こうした生活保障の視点を踏まえた法領域の展開可能性がなおも残されているように思わ
れる」と述べる。また政策論のレベルでは「目的を部分的であっても共有する雇用・教育
等の関連諸制度と有機的に関連づけた包括的な議論が求められる」と指摘する。菊池馨実
「新しい社会保障法の構築に向けた一試論」小宮文人＝島田陽一＝加藤智章＝菊池馨実編
『社会法の再構築』248,242 頁(旬報社、2011)。横田・前掲注(18)が提示する「子ども法」
は菊池のいう人的カテゴリーに着目した「個別実体法」に当たるといえる。本稿は社会保
障法の領域(「生活保障の視点を踏まえた法領域」)において「子ども法」を展開するもので
あり、法学理論のレベルで教育を中心とした「関連諸制度と有機的に関連づけた包括的な
議論」を試みるものである。 
26 原田は、個人の自助努力に焦点を当てる福祉のあり方によって、子どものケアの全責任
を個人である親が負担することが要求され、その結果子どもの虐待やネグレクトが発生し
てしまうと指摘する。原田綾子『「虐待大国」アメリカの苦闘 児童虐待防止への取組みと
家族福祉政策』234‐235 頁(ミネルヴァ書房、2008)。 
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ていた。就労自立を促進するため連邦政府は保育サービスの提供に力を入れたものの、保
育サービスの質が、児童の育ちとの関係で問題となった。第 6 章では児童に対する医療保
障と栄養保障を取り上げる。1000 万人近い無保険児童に対し適切な医療サービスを提供で
きるか否かは、十分な栄養を提供できるかという課題とともに、児童の身体的基盤を形成
するうえで重要である。第 7 章では 18 歳以降の児童(若者)に対する所得保障制度の構想(キ
ッズアカウント)及びステークホルダー論をとりあげる。第 8 章では 7 章までの整理と分析
を踏まえ、発達可能性及び自立という視点を抽出し、我が国の社会保障法制における教育
的機能をもつ給付やサービスの意義について考察する。 
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第 1 章 アメリカの社会保障法制 
 
 序章では本稿が対象とする貧困児童の定義と特性を説明し、結論を先取りする形で自立
とそれを支える教育的機能という視点を提示した。ただこれらは次章以降でアメリカの社
会保障法制を分析することによってその具体的内容が明らかになるものである。本章では
アメリカの社会保障法制の体系と特徴を概観することで、自立及び教育的機能という視点
の輪郭を描き、次章以降の分析に一定の方向性を与える。 
 
１ アメリカの社会保障法制と貧困世帯の自立 
 
 貧困児童をめぐる社会保障法制を考察する際、アメリカの法制度を分析する意味はどこ
にあるのだろうか。アメリカの社会保障法制は個人に対し自立(independent)を求める27。 
アメリカの社会保障法制における自立は、就労による経済的自立である。アメリカの貧困
世帯は公的給付に伴い、自立を前提とした種々の要件を課されている。公的扶助における
就労要件もその一つである28。背後には自由経済市場を前提とした社会の枠組みが存在する
29。例えば高齢者と一定以下の貧困者に対してのみ、公的医療保険・医療扶助を提供し、大
部分は企業が提供する民間保険に加入する医療政策は自由主義経済を前提にした法制度で
                                                   
27 自助原則はアメリカと同じく市場経済を基調とする我が国にも当てはまる。「生活自己責
任」としての自助原則は、少なくとも我が国の社会保障法制を考える際の一つの前提であ
ったといえる。すなわち国家による社会保障給付は自らの力で自立した生活を送ることが
できなくなった者に行われるということである。「社会保障は、公的責任で行われる制度で
あるが、国民の生活を始めから全面的に維持することを目的とするものではない。市民法・
自由経済の下では、生活は基本的に個々人の責任で営まれ、生活を維持・向上させる第 1
次的責任は国民にある(生活自己責任の原則)。国家による社会保障は、一定の事故によって
国民が自ら生活を維持することができなくなった場合に行われる。ただし、現在の社会保
障は、国民が生活自己責任を果たすことができるようにする上で不可欠のものとなってい
る」。堀勝洋『社会保障法総論』11 頁(東京大学出版会、第 2 版、2004)。菅野は憲法 27 条
1 項は「国は労働意欲を持たない者のために生存を確保するための施策を講ずる必要がない、
との政策上の指針を表明したもの」であり、失業保険が労働の意思を有する労働者にのみ
支給され、求職活動を支給要件にしていること(雇用保険法 4 条・15 条)、生活保護法にお
ける補足性の原則(生活保護法 4 条)を挙げ、「このように、『勤労の義務』は『勤労の権利』
とは異なり、社会立法全般に通じる当然の理念を表明しているものといえる」と述べる。
菅野・前掲注(7)17 頁。 
28 後述する 1996 年の公的扶助に関する改革では、州は受給者を 2 年以内に就労もしくは
就職活動や訓練等に従事させることを義務付けられた。42 USCS§602. 
29 渋谷は市場主導型福祉国家たるアメリカについて「市場経済の中で所得を獲得し、資産
を形成するという経済力を有する個人が、その経済力にとって不可欠な『自由』を維持、
確保するための民主主義を支えるということが、社会構成員の基準となってい」ると述べ
る。渋谷博史「第 1 章 アメリカ型福祉国家の分析視角」渋谷博史＝渡瀬義男＝樋口均編
『アメリカの福祉国家システム 市場主導型レジームの理念と構造』10 頁(東京大学出版会、
2003)。 
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ある30。これは民間保険でカバーできない範囲(高齢者や貧困者)を公的保険あるいは公的扶
助がカバーする残余的(residual)な構造と言い換えることができる31。年金、医療、社会福
祉、公的扶助などプログラムごとに自助原則の意味やその現れ方は異なるが、特に貧困世
帯への施策については就労による経済的自立が前提となっている32。 
 経済的自立と並んで、アメリカの社会保障法制を考える上で重要なのが、育児を中心と
した家庭生活における自立である。アメリカでは子に対する親の養育権及び養育の自由が
広範囲に認められており、伝統的に国家の介入に対して強い警戒感をもっている33。児童虐
待への対応以外に、家庭内で母親の手により児童の監護をすることが推奨されてきた。こ
れは 1970 年代に保育政策に関する法案が何度も廃案になったことにも現れている。ここで
も国家は家族自身でできない部分、あるいは家族が児童等個人の利益を侵害する場面に対
してでなければ介入しないという意味で、残余的な関与に止まっている34。 
 
２ アメリカの社会保障法制の概要 
 
次にアメリカの社会保障制度を社会保障法(Social Security Law)を中心に概観する。本稿
では連邦政府が管轄する法制度を中心的に扱う。アメリカの社会保障制度は OASDI(各種公
                                                   
30 渋谷は「アメリカ型福祉国家の特質がもっとも顕著に現れるのが医療分野で」あり、「市
場における労働力商品になりうる者が、努力不足で低収入にある場合には、その自助努力
を後押しする施策の一環として、公的扶助やメディケイドが給付されるが、その努力を怠
る場合には、給付をする理由が見つからないというのが、アメリカ型の論理」だと指摘す
る。渋谷・前掲注(29)34 頁。 
31 ANDREW W. DOBELSTEIN, UNDERSTANDING THE SOCIAL SECURITY ACT THE FOUNDATION 
OF SOCIAL WELFARE FOR AMERICA IN THE TWENTY-FIRST CENTURY 35 (2009). 
32 例えば菊池はアメリカにおける「自助、自立の強調」は「本来個人は自らの稼得により
生活の糧を得、『生』を切りひらくべきであるという意味で、資本主義社会における当然の
前提条件というべき『生活自助原則』ないし『個人責任原理』の側面から捉えることが可
能」であり、アメリカにおける「自助」「自立」も本来そのようなものであったと説明する。
他方で「自助」「自立」は「自律した個人による主体的な生の構築それ自体が本来積極的に
評価されるべき政治的道徳価値であるところにも求められる」とし、「個人の自律性や市民
的自由を実効的に保障するための必要条件として、一定の基本的ニーズの保障が再優先さ
れるべきとの考え方は、それを権利として認めるか否かという問題はさておき、アメリカ
での議論を前提としても十分成り立ちうるものといわなければならない」と述べる。菊池
馨実『年金保険の基本構造 アメリカ社会保障制度の展開と自由の理念』524-525 頁(北海
道大学図書刊行会、1998)。 
33 原田は「アメリカの人々は、家庭生活への政府の介入を非常に嫌う。家族に対する公的
サービスがいかに慈善的な関心に基づくものであったとしても、それが政府による私生活
への介入である以上、親が自分の子どもを育てる利益、子どもが親に育てられる利益と潜
在的に対立するものとみなされる」ため、アメリカの児童福祉政策は児童虐待問題等に対
しても事後的な対応に重点を置くと説明する。原田・前掲注(26)229 頁。また原田は判例分
析から「アメリカにおける親の権利の概念が、国家からの自由という文脈で捉えられてい
る」と指摘する。原田・前掲注(26)237 頁。 
34 原田・前掲注(26)書 229 頁。 
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的年金)やフードスタンプ、メディケア等を除き、多くのプログラムを州政府が運営してい
る。例えば AFDC は連邦政府が一定の基準をクリアした州に対しマッチング補助金を交付
していたが、支給対象、要件、給付額等は各州政府が独自に定めていた。TANF の創設に
よって州の裁量はさらに拡大した。これは育児支援に対する補助金やメディケイド、CHIP
などの医療プログラムも同様である35。本稿は州政府の状況、施策に十分目配りしつつ、連
邦政府のプログラムを中心的な検討対象とする。 
アメリカの社会保障制度の多くは社会保障法(Social Security Act)に組み込まれている36。
アメリカにおいて社会保障(Social Security)と言う場合、我が国と異なり、年金保険を中心
とする社会保険制度(特に OASDI)を指すという見方37もある。ただ社会保障法(Social 
Security Act)という具体的な制定法に着目すると、現在では 21 の章(制定時は 13)を有する
複雑な法体系を形成しており38、そこには年金のみならず公的扶助や社会サービス等多種多
様なプログラムが組み込まれ、アメリカの社会保障法制の主たる部分を規定している。 
ここでは主に Dobelstein の整理に依拠しながら、現在の社会保障法の体系に基づいてア
メリカの社会保障制度の概要を、特に貧困世帯への施策を中心に説明する。Dobelstein に
よれば、社会保障法は三つに大別される。社会保険(Ⅱ章の老齢、遺族、障害年金、Ⅲ章の
失業保険)39、公的扶助(Ⅳ章)、高齢者を対象とした医療保険及び貧困者を対象とした医療扶
                                                   
35 これをもって連邦政府管轄のプログラムに着目しても、アメリカの社会保障制度を論じ
ることができないのではないかとの疑念がわくかもしれない。しかし連邦政府による補助
金は州政府にとっては必要不可欠なものであり、プログラムの内容も州政府の要望や成果
が合わさったものなのである。西山は「連邦政府からの補助金の必要性を主張する最大の
根拠は、社会プログラムに適切な財政的基礎を与えることが重要だ」とし、アメリカの州
以下の政府は、財源の多くを自主的に確保する必要があること、州以下の政府は通貨を発
行することが出来ないこと、住民や企業の移動を制限することも出来ないことを挙げ、「州
間の財政上のバランスを保つとともに、最低限の水準を満たした社会サーヴィスを提供す
るためには、連邦政府の財政支援が不可欠」と説明する。西山隆行「連邦政府による財政
援助」久保文明編『アメリカの政治』33-34 頁(弘文堂、1995)。例えば TANF などは先進
的な州がウェイバー条項を使って実験的な立法、運用をした後にその成果を参考に連邦政
府がつくったプログラムである。「ウェイバー条項は、受給資格の制限や給付額の削減を含
め州が独自の基準を設定することを認めるための仕組みとして、一九六二年に制定され」、
AFDC の目的を「促進するような実験的、先駆的または試行的なプロジェクト」の導入を
「州が HHS(保健社会福祉省)に申請してきた場合に、それを実行できるようにするための
特定の要件につき必要な程度および期間で、ウェイバーを与え適用を除外する権限を HHS
長官に与え」るもので、議会の承認に関する規定はない。高梨文彦「福祉政策と連邦主義
－アメリカの公的扶助法におけるウェイバー条項－」早稲田政治公法研究 69 号(2002)363
頁。 
36 以下、特に断りがない限り「社会保障法」とはアメリカの Social Security Act を指すも
のとする。我が国及びアメリカの社会保障に関わる法制度については、原則として「社会
保障法制」という。 
37 藤田伍一「総論‐アメリカ社会保障の枠組み‐」藤田伍一＝塩野谷祐一編『先進国の社
会保障７ アメリカ』10 頁(東京大学出版会、2000)。 
38DOBELSTEIN, supra note 31, at 13-15. 
39 アメリカの社会保険制度の歴史的発展については、菊池・前掲注(32)が詳細な整理を行
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助(ⅩⅧ章のメディケア、ⅩⅠⅩ章のメディケイド)の三つである40。この他 SSI(補足的所得
保障)や各種社会サービス、社会保障法の範囲外のものでも農務省が管轄するフードスタン
プや税制の一部である EITC(勤労所得税額控除)もアメリカにおいて社会保障と呼びうる法
制度である。 
 上記区分のうち本稿で主に取り上げるのは貧困世帯を対象とする制度(公的扶助制度と貧
困世帯のための医療扶助制度)である。Dobelstein のもう一つの整理41によれば、これらの
制度、具体的には公的扶助制度(TANF)、里親、養子縁組支援制度、扶養履行強制制度(Child 
Support Enforcement)、メディケイド、児童医療保険プログラム(CHIP)は、(拠出ではなく)
ニーズに基づく給付で、かつ連邦政府と州政府の両方によって管理運営される制度に分類
される42。各々の制度は現金給付、医療、児童福祉サービスというように、異なる給付類型
に属しており、一見すると同列に論じることが難しいようにみえる。だが各制度の相互的
関係と歴史的発展に着目すると、統一的に検討することができるだけでなく、まとめて視
野に収めるほうがアメリカの社会保障法制を理解する上で有益だといえる。 
 第 1 に、貧困世帯を対象とする社会保障法制は連邦貧困線（Federal Poverty Line FPL）
を基準としている。連邦貧困線はいわゆる絶対的貧困線であり、継続的に見直しが行われ
るものの、3 人家族(大人 1 人、子ども 2 人)で約 1 万 3000 ドル前後を目安とする43。TANF
を中心とする貧困世帯を対象とする各制度はこの連邦貧困線を目安としており、連邦貧困
                                                                                                                                                     
っている。 
40 DOBELSTEIN, supra note 31, at 16.新井は社会保険と公的扶助という二つの類型に整理
し、「アメリカでは、社会保障制度は社会保険に一本化されるべきだとする考え方が根強く、
公的扶助は貧民の恥辱を払拭する社会扶助への発展が図られるよりもむしろ、制度的な終
焉を実現することがほぼ一貫して追及されてきた」と述べる。新井光吉『アメリカの福祉
国家政策 福祉切り捨て政策と高齢化社会日本への教訓』24 頁(九州大学出版会、2002)。
また渋谷は福祉国家という観点からアメリカの社会保障制度を①狭義の福祉、②社会保障
年金、メディケア、③雇用主提供年金、雇用主提供医療保険の三つに分類する。渋谷博史
「序章 アメリカ・モデル福祉国家の本質」渋谷博史＝中浜隆編『アメリカ・モデル福祉
国家Ⅰ 競争への補助階段』8 頁(昭和堂、2010)。 
41 Dobelstein は拠出に基づく給付かニーズに基づく給付、連邦政府の管理運営か連邦政府
と州政府の両方による管理運営か、という二つの軸に沿って、各プログラムを四つに分類
している。DOBELSTEIN, supra note 31, at 19. 
42 予算規模で見れば社会保険が社会保障全体の 42％を費消しているのに対し、公的扶助は
19％に止まる。ここから、民間福祉制度、公的社会保険をメインストリームと位置付け、
公的扶助が補助階段として機能しているとの指摘もある。だが渋谷も指摘するように、公
的扶助の割合が 19％に上ることに注目すべきである。渋谷・前掲注(40)8-9 頁。渋谷は次の
ように述べる。「アメリカ・モデルの論理からは、社会的階段に設置される③民間福祉が原
則的な仕組みであり、それを補完するのが社会的階段の外延的な仕組みである②社会保険
であり、その③および②によって構成されるアメリカ・モデル福祉国家の基軸部分へ連な
るべく用意される『補助階段』をいう位置付けが①狭義の福祉に与えられるのである」渋
谷・前掲注(40)8 頁。 
43 例えば 1999 年の 3 人家族(大人 1 人、子供 2 人)の貧困ラインは 13,423 ドルであった。
久本貴志「アメリカの貧困‐労働市場の視点から‐」渋谷博史＝C.ウェザーズ編『アメリ
カの貧困と福祉』20 頁(日本経済評論社、2006)。 
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線以下の世帯を対象とする制度、連邦貧困線の 200％以下を対象とする制度というように、
各制度毎に受給要件たる所得基準が定められており、連邦貧困線上に並べることで統一的
な整理を行うことができる。第 2 に、TANF(AFDC)という一つの制度自体が貧困政策全体
の基準となっている。TANF 自体は一つの給付に過ぎないが、他の制度の中に TANF 受給
者の取扱いを規定することで、貧困世帯、特に TANF 受給世帯に対する現金給付を含めた
総合的な支援が可能となる。また各制度を検討する上でも、TANF 受給者に関する規定を
媒介にすると、各制度を統一的に把握することができる。第 3 に、後述する 1996 年福祉改
革を見ればわかるとおり、貧困世帯を対象とする各制度については、各々独自の展開を辿
る一方で、近い時期に一体的な制度改正が行われてきた。つまり連邦政府は個々の制度を
単独で捉えるというよりも、貧困世帯を対象とする制度を総合的に捉えている。このため
本稿では個別に制度を検討する際にも、貧困世帯を対象とする法制度全体を視野に収めな
がら検討を行う。 
 
３ 貧困児童とアメリカの社会保障法制 
 
 貧困世帯に対するアメリカ社会保障法制の特徴として、公的扶助がカテゴリー別で包括
的ではないことが挙げられる。例えば TANF は基本的に子どものいる貧困世帯に対する現
金給付であり、医療についてはメディケイド等の医療扶助を利用しなければならない。こ
れは日本の生活保護制度が各種扶助から成る包括的な制度であるのと対照的である44。アメ
リカの公的扶助制度はそれ自体で一つのセーフティネットたりえているわけではなく、現
金給付や EITC といった所得保障を中心に、それぞれの制度が互いに補完的、残余的な位
置づけに止まっているといえる。 
アメリカの社会保障法制は、全体として民間福祉に対し残余的45であり、家族をめぐる
様々な問題に対しても残余的な性格を残している。貧困世帯を対象とすることに加え、本
稿のもう一つの軸となるのが児童である。アメリカにおいて児童の権利は親の養育権と対
になって捉えられているため、国家の介入との緊張関係が主たる問題となり、児童個人の
権利は制限的にしか認められていない46。親の権利が強く認められるものの、親による養育
                                                   
44 生活保護制度は 8 つの扶助(生活、教育、住宅、医療、介護、出産、生業、葬祭 11 条)
から成り、受給者の生活を広範に支えている。これに対しアメリカの公的扶助制度は一人
親世帯を中心に据えつつ、異なる制度の組み合わせによって支えられている。形式的には
社会保障法のⅣ章を中心に規定されているものの、その中身は多様である。 
45 渋谷・前掲注(29)34 頁。 
46米沢によれば、アメリカの児童をめぐる法的状況を概観すると、アメリカにおける連邦最
高裁の判例から、児童の権利と親の養育権(教育権)が一体的に捉えられていること、合衆国
憲法上の権利は児童に及ぶものの、必ずしも成人と同等の保障が及ぶわけではないこと、
その理由として親の養育権(教育権)の保護、児童の福祉の保護、児童の判断能力の未成熟性
を挙げていること、分析対象となった事例においては児童の年齢差や個人差についての分
析は行われていないことが指摘される。米沢広一『子ども・家族・憲法』68-69 頁(有斐閣、
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が不可能だと認められた場合には州が親代わりとなって介入するための法原理が存在する。
これがパレンス・パトリエ（Parens Patriae）である47。ただしパレンス・パトリエは子の
福祉に影響を及ぼす場合一定程度州の介入を許容するものの無条件に介入を許す原理では
ないし、親から介入（支援）を求める根拠となるものでもない48。アメリカの社会保障法に
おける児童の位置づけを考えることは、親の養育権や人権の制約の場面で語られてきた児
童に関する枠組みに、社会権的な側面を付け加えることを意味する。 
Dobelstein は社会保障法における児童福祉政策として、TANF(Ⅳ章 G)、里親制度(Ⅳ章
B)、扶養履行強制制度(Ⅳ章 D)、養子縁組を含む永続的養育環境の提供(Ⅳ章 E)、職業訓練
給付を中心とする JOBS プログラム(Ⅳ章 F)を挙げている49。各制度の詳細については後述
するが、子どものいる世帯への現金給付である TANF と、子どもの数が重要な要件の一つ
である勤労所得に係る税額控除 EITC が貧困世帯に対する所得保障の中心を成している。
扶養履行強制制度は父親からの養育費の徴収であり、TANF や EITC と組み合わさって機
能する、もしくはこれら現金給付を受給する前提となる。公的扶助を受給する世帯には就
労が強く求められるため、JOBS のような職業訓練のためのプログラムが用意されている。
これら子どもを有する世帯への給付やサービスに加え、虐待防止、里親委託、養親縁組な
ど、児童自身を対象とする児童福祉サービスが存在する。 
ただし本稿で扱う制度の範囲はこれよりも広い。保育ブロック補助金等の育児支援制度、
CHIP を中心とする児童のための医療プログラムの他、社会保障法の範囲外である学校給食
も取り上げる。アメリカにおいて児童を対象とする社会保障制度や社会福祉サービスを取
り上げる場合、貧困世帯の児童か障害を有する児童に大別され、本稿は前者を対象とする。
                                                                                                                                                     
1992)。 
47 パレンス・パトリエという思想はそもそもイギリスのエクイティー(衡平)に起源をもち、
領民が死んだ場合に国王が残された未成年相続人の後見を得たことに始まる。すなわち「児
童が適法に保護されるように監督するのは、国親としての国王に委ねられた権利であり義
務である」ということである。その後「被後見人としての子供から子供一般へ、また土地
保有権の相続や動産管理から教育や保護監督へ、さらには子どもにとって必要なら如何な
る訴えでも」と拡大していく。引用部分は徳岡秀雄「少年司法における衡平法と救貧法の
伝統－パレンス・パトリエをめぐって－」関西大学社会学部紀要 22 巻第 2 号(1991)7 頁。
その他渡辺則芳「パレンス・パトリエ思想の再検討」比較法制研究 4 号(1980)、吉中信人「パ
レンス・パトリエ思想の淵源」広島法学 30 巻 1 号(2006)を参照。 
48「子育てに関する親の自由は完全な自由ではなく、子どもの福祉のために行われる州のパ
レンス・パトリエとしての介入に服すべき場合もある」。原田・前掲注(26)235-236 頁。「児
童虐待は、親自身による子どもの福祉の侵害状況であるから、当然、パレンス・パトリエ
としての州の介入対象となる。しかし…現行の法制度のもとでは、州は、虐待の疑いがあ
るからといって無条件に家庭に介入できるわけではない…これまでアメリカで認められて
きた自由主義的な親権に基づいて、子育てへのサポートを州に要求することは容易ではな
い。この権利は、州の干渉を受けずに子どもの教育や養育に関する決定を行うという『消
極的な（negative）』権利であって、子どもの養育に必要な物理的な支援を州から受け取る
という『積極的な（positive）』権利ではないからである」。原田・前掲注(26)238-239 頁。 
49 DOBELSTEIN, supra note 31, at 175. 
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貧困児童をめぐる社会保障法制の分析を行うにあたって、貧困世帯に焦点を当てて制度が
作られているアメリカを参照することで、より明確な枠組みを抽出することができると考
えられる。 
 ADC や初期の AFDC と異なり現在の TANF の直接の給付対象は児童自身ではなく、児
童は受益者の一人であるにすぎない。これは貧困児童に関わる他の社会保障制度について
も同様である。育児支援制度や児童のための医療プログラム、学校給食とともに、実際の
サービスを受けるのは児童であるとしても、法律上の給付対象は世帯もしくは児童の監護
者である。そのため児童は給付に対する権利を有しているということはできない50。では貧
困児童をめぐる社会保障制度を法的な側面から分析するためにはどのような点に留意しな
ければならないのだろうか。児童はその発達可能性の大きさゆえ、自立に向けた支援が効
果的な存在である。また貧困児童の特性として発達可能性を制限されている一方で、早期
に社会へ出ることを求められることが指摘できる。まずこの点に留意し法制度を分析する
必要がある。 
またアメリカにおける貧困世帯の現金給付に対する権利は、特に 1970 年代以降、エンタ
イトルメント概念を鍵として議論されてきた。その結果デュー・プロセス等手続上一定の
権利が認められてきたものの、実体的な権利について確立したとはいえない状況にある。
また制定法上エンタイトルメントが賦与されていなければ、デュー・プロセス上の保護も
及ばない。ただ児童が給付やサービスに対して直接的な権利をもたないこと、合衆国憲法
に社会権規定がないことは、現行の制定法から分析の視点を導き出すには必ずしも大きな
障壁ではない。むしろ憲法の解釈や既存の法体系にとらわれることなく現行法やプログラ
ムの位置づけを考察することによって、新たな視点を得る機会になりうる51。すなわち憲法
上の権利が認められていないことは、現行法やプログラムの分析に対する要請を高めるこ
とはあっても、大きな障壁ではないと考える。アメリカの貧困児童をめぐる社会保障法制
を分析する際には、連邦法に着目しつつも、個々の法制度やプログラムを細かく見ていく
ことが必要となる。 
 
 
 
 
                                                   
50 DOBELSTEIN, supra note 31, at 180-196. 
51 尾形は「合衆国憲法は、社会権規定を欠く、比較憲法的にみれば、まさに古典的な憲法
類型に属するものと位置づける」としつつ、「福祉国家にかかる権利保障の漸進的展開は看
取することができる。そしてここには、社会・経済的権利にかかる実体的な憲法的保障こ
そ最高裁判例のとるところとはならなかったものの、時の経過を経て、先例からも推論し
つつ、事案ごとに憲法判断を行うことを通じて形成される過程によって、動態的に、しか
し漸進的に、福祉国家の憲法的意味が追求されていく過程が、示唆されているように思わ
れる」と述べる。尾形健『福祉国家と憲法構造』46 頁(有斐閣、2011)。 
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第 2 章 貧困法の展開と児童－1996 年福祉改革への道－ 
 
 第 2 章ではアメリカ貧困法制の変遷を児童に関わる法制度を中心に整理する。エリザベ
ス救貧法の影響を受けた救貧制度から、1935 年の社会保障法成立や福祉権運動を経て、ワ
ークフェアに至る過程で、貧困世帯は経済的自立を求められてきた。特に貧しいシングル
マザーは就労による経済的自立と家庭生活における自立の板ばさみになってきた。本章で
は自立を求めるアメリカの法制度が児童自身にどのような影響を与えてきたかという点に
着目する。20 世紀のアメリカ社会保障法を通史的にみた先行研究は既に存在するが52、本
章では児童という主体に着目し、1996 年福祉改革に至るアメリカの社会保障法制の展開を、
社会学や教育学の文献も用いながら53、特に 1960 年代までの歴史を中心に概説する。 
 
2.1 社会保障法制前史 
2.1.1 植民地時代から 19 世紀まで 
 
 19 世紀後半から 20 世紀初頭にかけて、また植民地時代も含め、1935 年に社会保障法が
連邦法として成立するまで、連邦政府による統一的な立法はなく、州やカウンティーなど
の地方政府、民間の慈善団体を中心に施策が形成されていた。貧困政策についてはエリザ
ベス救貧法を軸としながら54、19 世紀には院外救済(居宅保護)としての公的扶助から、救貧
院を始めとする院内救済へと移行した55。 
                                                   
52 本章で扱う部分に関わる主要な文献として、菊池・前掲注(32)、一番ヶ瀬康子『アメリ
カ社会福祉発達史』(光生館、1963)、ウォルター I．トラットナー(古川孝順訳)『アメリカ
社会福祉の歴史 救貧法から福祉国家へ』(川島書店、1978)、西山隆行『アメリカ型福祉国
家と都市政治 ニューヨーク市におけるアーバン・リベラリズムの展開』(東京大学出版会、
2008)、新井・前掲注(40)、小林清一『アメリカ福祉国家体制の形成』(ミネルヴァ書房、1999)
等が挙げられる。 
53 本稿では法学の文献のみならず、社会福祉学を中心に教育学や社会学の文献も参照する。
その理由として児童をめぐる社会保障法制を考えるにあたっては、児童の特性について言
及した文献や教育制度について言及した文献が必要であること、特に本章で取り扱うアメ
リカの社会保障制度の歴史をみると法制度が整備されていない時期の制度研究は法学だけ
ではなく社会福祉学や社会学の見地から多くなされていることが指摘できる。そのため本
章では本稿が法学の論文であることを意識しつつ、他の研究領域の知見を組み合わせアメ
リカの社会保障法制の歴史を描出する。 
54 一番ヶ瀬は植民地時代のアメリカの救貧政策の各州に共通する特徴として「制度として
は、母国、したがってほとんどの植民地では英国のエリザベス救貧法が、各市・町。村の
責任において、それぞれの市・町・村を単位に用いられていた」こと、「各植民地の特殊事
情を反映し、しだいに独自に救貧制度が形成されてきていた。だが救貧の対象は、労働力
のないものにきびしく限られていたこと、院内救護よりは居宅救護によりウェイトがあっ
たこと、子どもは未来の労働力として幼いときから徒弟あるいは農家委託として働く習慣
をつけさせられていたこと」を挙げる。一番ヶ瀬・前掲注(52)29 頁。 
55 トラットナーは 19 世紀のアメリカ社会福祉における重要な傾向として、(北部における)
扶助責任のタウンからカウンティーへの移行と、全般的な院内救済への傾斜を挙げている。
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 児童福祉政策についてもエリザベス救貧法を軸とする公的扶助の一部として形成され56、
院外救済から院内救済へという流れの中にあった。ただ児童福祉政策については、次の点
で成人と異なる特徴をもつ。第 1 に、院外救済において徒弟制度が活用された。徒弟制度
は労働力供給が少ない当時のアメリカ社会の要請にも合致していた57。第 2 に、院内救済に
おいても大人とともに救貧院に入っていた児童は、やがて児童のみの施設(孤児院)に移され
ることになる。また孤児院に対する批判(劣悪な処遇、家庭的環境の必要性)から里親制度の
原型といわれる孤児列車58が生まれたことにも注意する必要がある59。第 3 に、当時の貧困
政策においては児童こそ救済すべき対象とされ60、同時に救済された児童に対しては厳しい
倫理教育が行われた61。 
 このように 19 世紀から 20 世紀初頭にかけての社会保障政策、貧困政策はエリザベス救貧
法に沿った厳格な勤労倫理を反映し、児童福祉制度においてはそれが徒弟制度を通じて植
えつけられていった。また貧困世帯において実親が子どもの面倒を見られない場合、誰が
児童を救済するのかということも大きな問題となった。自立を求めつつ、就労による経済
的自立、家庭生活における自立が機能しない局面にいかに対応するかが、19 世紀において
                                                                                                                                                     
トラットナー・前掲注(52)56 頁。 
56 池谷はエリザベス救貧法を児童福祉的観点からみたとき、①直系親族間の扶養義務を規
定していること、②私生児について母親だけでなく推定上の父親にも養育義務を課してい
ること、③男子は 24 歳まで、女子は 21 歳まで徒弟を義務付けることができること、をそ
の内容として挙げている。池谷和子『アメリカ児童虐待防止法制度の研究』97 頁(樹芸書房、
2009)。 
57 池谷・前掲注(56)101 頁。池谷は徒弟制度のメリットについて次のように説明する。「生
活が危険に満ちており、労働の供給が少なくて小さな子どもでさえ役立たせることを期待
されていた当時のアメリカ社会においては…子ども自身を助けるのみならず、タウンや教
区の経費を削減し、社会の秩序維持にも貢献し」、子どもに対し「安全で新しい家庭環境を
与えるための方法であった」。池谷・前掲注(56)101 頁。児童を社会化する第一次的な手段
として家族が想定されており、子どもがどのように成長するかは親が示す規範次第である
と考えられていたため「家族にできるだけ似せてつくられた施設に置かれるならば、社会
にとって有用な成員になるという発想が生まれたとされる。R.L.ハワード(森岡清美監訳 
矢野和江訳)『アメリカ家族研究の社会史』51 頁(垣内出版 1987)。 
58 孤児列車(orphan train)は都市の貧困児童を農村に送り働きながら面倒をみてもらうも
のである。ニューヨーク児童救済協会によるこの活動が、現在の里親制度の始まりともい
われている。池谷・前掲注(56)110 頁。 
59 池谷・前掲注(56)109-110 頁。トラットナーは施設か居宅かという論争について、全米慈
善矯正会議の児童委員会が出した次のような声明によって 19世紀時点では決着がついたと
する。「可能であれば、どこででも、いついかなるときでも、家庭が保全されるべきだ…し
かしながら、それが不可能であるばあいには、施設外委託もしくは里親委託制度－細心の
調査の後に恒久的な査察指導をともなって実施される－が採用されるべきである」。トラッ
トナー・前掲注(52)105-106 頁。 
60 トラットナーは児童福祉に対して「際立った関心」が寄せられ、その理由として「窮境
にある児童が一般的に強い社会的な関心を惹きつけるという事実」、困窮児童が多数いたと
いう事実を挙げ、「援助を望むあらゆる人びとのなかでは、児童はもっともそれに価する者
のように思われた」と説明する。トラットナー・前掲注(52)96 頁。 
61 池谷・前掲注(56)109 頁。 
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既に大きな問題となっていたのである。 
 
2.1.2 社会保障法の成立と児童 
 
 各地方政府や慈善団体によって福祉サービスが提供されていた 20世紀初頭のアメリカ社
会保障制度は、1935 年の社会保障法成立によって大きな転機を迎える。社会保障法成立の
きっかけとなったのが、1925 年に始まる大恐慌である。この恐慌は大衆消費社会となった
アメリカを直撃し、1929 年に 50 万人弱だった失業者は、1933 年には 1500 万人にまで膨
れ上がった62。 
 連邦政府による失業対策は、1933 年に制定された連邦緊急経済法や全国産業復興法など
を中心に、雇用の創出による失業者の生活保障として展開されたが、州レベルでの対応が
限界をみせ、連邦政府の関与がより一層求められるようになった63。1935 年の社会保障法
成立において大きな役割を果たした経済保障委員会(CES)報告書は、雇用確保、失業補償制
度、老齢保障制度、疾病に対する保障、運営機関に加え、教育およびリハビリテーション
サービスと児童に対する保障を定めており、この報告書について、社会保険や補償そのも
のに価値を置くのではなく、「雇用」を中核に据えている点で「アメリカにおける『自助』
の伝統ないし労働に対する積極的な価値付けに調和する」と指摘される64。 
 CES の報告書に沿って作成された社会保障法(1935 年)は、失業補償と老齢年金を中心と
し、そこに要扶養児童扶助や母子福祉サービス、公衆衛生等を含む内容となった65。では
1935 年法は貧困児童にどのような影響を与えたのだろうか。まず挙げるべきは要扶養児童
扶助(ADC: Aid to Dependent Children 第Ⅳ章)の創設である。これは各州が貧困世帯の児
童に対して行っていた扶助に対し、連邦がその三分の一を補助するというものである66。根
岸は、社会保障法が就労可能か否かという基準を用い、母子家庭を、就労不可能かつ援助
に値する人びと(高齢者、視覚障害者)と区別し、就労可能であるが援助に値する人びと(ADC
によって実際に援助を受けることになった人びと)と位置づけた旨を指摘する67。ADC 成立
は貧困政策を連邦法として成立させた点でアメリカ貧困法制の分岐点となった68。 
                                                   
62 有賀夏紀『アメリカの 20 世紀(上)1890～1945 年』134-135 頁(中公新書、2002)。 
63 菊池・前掲注(32)76-77 頁。 
64 菊池・前掲注(32)83-88 頁。 
65 菊池・前掲注(32)106-107 頁。 
66 菊池・前掲注(32)114-115 頁。同一世帯にある児童のうち一人目が月額 6 ドル、二人目以
降が月額 4 ドルをその上限とした。菊池・前掲注(32)115 頁。 社会保障法成立以前にも母
親年金と呼ばれる州をはじめとする地方政府による公的扶助制度が存在した。ADC が連邦
プログラムとして社会保障法に組み込まれたことにつき、政治的関心の低さから州レベル
で期待した成果を得られなかったためであるとの指摘もある。西山・前掲注(52)123 頁。菊
池・前掲注(32)115頁においては連邦議会におけるADCへの関心の低さが指摘されている。 
67 根岸毅宏『アメリカの福祉改革』17-18 頁(日本経済評論社、2006)。 
68 トラットナーは社会保障法の成立により公的福祉が多種多様かつ大規模になり、公的福
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2.1.3 アメリカ社会保障法前史における児童 
 
 アメリカにおいて 18 世紀末から 19 世紀半ばにかけて成立した近代的家族は、子どもの
養育を家族の中心とし、母子関係の規範化、「未熟な大人」とは異なる子ども像、それに伴
う子どもの可塑性等の要素をもつ69。ADC は親から十分な扶養を受けられない児童を給付
対象とし、結果的に母子に対する給付として機能していた。すなわち ADC は子どもの養育
を中心的機能とする近代的家族を前提に作られた制度だといえる。他方で家庭での養育を
受けられない児童は、孤児列車、里親委託といったように、家族を代替する場を探さなけ
ればならなかった。ここでも「未熟な大人」(年季奉公)から、子どもとして取り扱われるよ
うになったという意味で、近代家族観が反映されている。 
 エリザベス救貧法の中心的要素であった勤労倫理は、年季奉公や救貧院での院内救済を
通じて児童にも影響を与えた。年季奉公が児童による即時的な労働力供給をその動機付け
に含んでいたのに対し、救貧院における生活指導は将来の労働力たる児童への教育という
意味をもっていたことに注意する必要がある。これは将来の労働力や(成人になった時点で
の)児童自身の自立を目的とする。  
次節で述べるとおり、ADC から AFDC への移行によって、公的扶助は児童から世帯へそ
の対象を変化させる。また社会保障法にも様々なプログラムが追加され、一つの世帯に対
し複数のプログラムが機能することとなる。貧困世帯をめぐる各プログラムにおいて自立
を前提とする傾向は確実に継承されていくのである。 
 
2.2 貧困法の展開 
2.2.1 ADC から AFDC へ 
  
1935年法によって成立したADCの受給者は 1945年から 1950年にかけて 47％(37万人)
増加し、1950 年代から 1960 年代にかけて受給者数はさらに急増した70。制度内容にも重要
な変化があった。1956 年の社会保障法改正によって、その目的規定に「自立(self-support)」
と「自助(self-care)」を援護する旨が明記された。従来の目的規定がニーズを有する者に対
する財政援助ができる旨を規定していたのに対し、1956 年の改正は要扶養児童と同居する
親に自立、自助を求めたのである71。1962 年の社会保障法改正では ADC が AFDC(Aid to 
Families with Dependent Children 要扶養児童家庭援助)に改称された。児童を援助対象
                                                                                                                                                     
祉について州と連邦政府の責任分担が確立したと指摘する。トラットナー・前掲注(52)242
頁。 
69 藤本茂生『アメリカ史のなかの子ども』50-54 頁(彩流社、2002)。 
70 新井・前掲注(40)41,76 頁。 
71 Servicemen’s and Veteran’s Survivor Benefit Act of 1956, Pub.L.No.84-881, 70 Stat. 
85. 菊池・前掲注(32)215,221 頁。 
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としていた ADC が、働くことのできない父親や失業した父親を対象に含めることで、世帯
を対象とする制度(AFDC)へ変化したと見ることができる72。さらに 1961 年改正で設けら
れた ADC－UP(Aid to Dependent Children Unemployment Parent 要扶養児童失業扶助 
1962年改正でAFDC-UPに改称)によって児童から世帯へという流れが一層明確になった73。 
 児童から世帯へ対象が移るとき、児童の利益はどのように扱われていたのだろうか。第 1
に、児童自身の利益が公的扶助の目標でなくなったという指摘がある。働くことができな
い両親に扶助を与えることは、児童の養育環境を安定させることが目標であるものの、政
策対象が児童から世帯へ移ったことは間違いない74。第 2 に、他方で、児童のみを対象とし
た福祉サービス等が発達する75。虐待防止法制や里親委託、養子縁組制度の発展もこれに当
たる。公的扶助が世帯へ対象を広げ、児童福祉サービスが発展を遂げた背景として、アメ
リカにおける近代的家庭像の変化、具体的には離婚率の増加や女性の就業率の上昇を挙げ
ることができる76。シングルマザーとその子どもが社会保障法制において中心的な問題とな
るための社会的基盤が生まれ、世帯に対する支援と児童に対する支援の関係はより複雑に
なっていくのである。 
  
2.2.2 「貧困との戦い」と社会保障制度の拡充 
 
 1960 年代に入ると貧困問題が注目を集め、社会保障制度も拡大する。第 1 に、1965 年
の社会保障法改正によってメディケアとメディケイドが創設された。雇用主提供医療保険
が中心を成すアメリカにあって、高齢者のための公的医療保険として成立したメディケア
と、貧困世帯のための医療扶助として成立したメディケイドは大きな役割を果たしている。
第 2 に、公的扶助制度についていえば、「貧困との戦い」が社会運動や政策において展開さ
                                                   
72 DOBELSTEIN, supra note 31, at 181.「ADC(要扶養児童扶助)は当初、要扶養児童のみを
援護対象とした扶助制度であったが、徐々に要扶養児童の両親、里子、18 歳以上の子供、
勤労不能な父親や失業した父親などにまで扶助対象が拡大され、1962 年までに貧困家族の
経済的生活手段を扶助する制度としての AFDC へと発展した」。新井・前掲注(40)77 頁。 
73 「1961 年社会保障法改正は失業した父親のいる世帯に対する扶助制度(AFDC－UP)を導
入することによって、元来「両親の死亡した児童」を対象としていたこの制度を専ら「親
は健在だが不在な家庭」を対象とする扶助に変質させることになった」。新井・前掲注(40)77
頁。1961 年改正においては「裁判所の命令により家を離れて里親家庭に引き取られた児童
に対する要扶養児童扶助の支給、各州がその福利(well-being)に反すると認める家庭に居住
する貧困児童に扶助を拒否することの禁止、などが規定された。このうち ADC－UP は、「失
業者」という潜在的労働能力のある家庭への要扶養児童扶助給付を制度上はじめて認めた
ものであり、同扶助による救済をうけさせるために妻子を遺棄する(家庭に男性がいる場合
受給資格を得られないため)のを防ぐという意味合いを有していた」。菊池・前掲注(32)254
頁。 
74 DOBELSTEIN, supra note 31, at 181. 
75 菊池・前掲注(32)256-257 頁。 
76 新井はこの変化について、働く女性の増加や離婚の増加などにより女性が世帯主となる
世帯が増加したことを指摘する。新井・前掲注(40)85-86 頁。 
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れた。ケネディ大統領の「ニューフロンティア政策」を引き継いだジョンソン大統領は「偉
大な社会」というスローガンの下、ケネディが取り組んできた公民権法案の通過を目指し、
社会保障政策においては「貧困との戦い」を掲げ、連邦政府の関与を拡大させた77。ジョン
ソン政権下でメディケア、メディケイドの創設の他、フードスタンプが恒久的な制度とな
った。同時にキング牧師らを中心とした公民権運動が盛り上がりを見せ、1965 年に公民権
法が成立する。下からの公民権運動と、上からの「貧困の戦い」が原動力となって、AFDC
受給者である黒人女性を中心に、福祉権運動が展開されることとなる78。福祉権運動は単な
る制度拡充のみならず、福祉に対する法的権利(福祉権)確立を目指し一定の成果を挙げた。
第 3 に、公教育の拡大も 1960 年代の大きな動きの一つである。ケネディ政権は教育政策の
中心を「教育への連邦援助」と「青少年に対する職業教育・訓練」におき、ケネディ政権
が提案した「初等・中等教育機関への連邦による一般的援助」はジョンソン政権下で「初
等中等教育法」として成立した79。また貧困世帯の就学前児童に対する包括的プログラムで
あるヘッドスタート(Head Start)も、ジョンソン政権下で、1964 年の経済機会法の一部と
して成立した80。「偉大な社会」政策の下で、貧困政策のみならず教育政策に対する連邦政
府の関与も強まった。 
   
2.2.3 福祉権確立への試み－連邦最高裁判決とエンタイトルメント－ 
 
 福祉権運動は社会保障給付に対する権利論の発展に大きな役割を果たした。全国福祉権
組織(NWRO)の活動は、制定法で定められた権利を訴訟やロビイングを通じて州・地方政府
に実行させることにあり、会員に対し福祉受給申請や異議申し立ての方法を伝えた81。その
中でいくつかの重要な判決が出された。1968 年のキング判決(King v. Smith)82はアラバマ
州法が man-in-the-house-rule に基づき、母親と同居する男性を「父親」とみなし、子ども
                                                   
77 有賀夏紀『アメリカの 20 世紀(下) 1945 年～2000 年』61-64 頁(中公新書、2002)。有
賀はジョンソンがルーズベルトを敬愛していたことを挙げ、ニューディールに匹敵する制
度改革であったと述べる。 
78 福祉権運動は公民権運動の経験と「貧困との戦い」に対する受給者及び支援者、特にア
フリカ系アメリカ人が大半を占めていた AFDC 受給者を組織化し発展した。古川孝順「社
会保障の歴史的形成」藤田＝塩野谷・前掲注(37)78 頁。西山は都市部における集票マシー
ンが力を失い、貧困者や移民の利益が政治過程に組み入れられることがなくなった 1960 年
代において福祉権運動が広がった背景として、①公民権運動の成功、②ケネディ、ジョン
ソン政権下での「貧困との戦い」、③社会学者のマートンらによる(個人ではなく)社会構造
に着目したアプローチ、を挙げる。西山・前掲注(52)177-179 頁。 
79 添田久美子『「ヘッドスタート計画」研究 教育と福祉』61-63 頁(学文社、2005)。有賀・
前掲注(77)63 頁。 
80 添田・前掲注(79)82 頁。 
81 西山・前掲注(52)181-182 頁。西山は NWRO の理念と手法について、既存の法で定めら
れた権利を州や地方政府に実行させることを重視し、申請方法等を伝授していたことを指
摘する。 
82 392 U.S. 309 ; 88 S.Ct.2128; 20 L.Ed.2d 1118. 
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に対し AFDC 給付を拒否したことを争った事例であり、連邦最高裁はアラバマ州のこの規
定が AFDC を定めた連邦法(社会保障法)に反し無効であるとした83。1969 年のゴールドバ
ーグ判決(Goldberg v. Kelly)84はAFDCの支給停止に際し証拠聴聞を行わなかったことが合
衆国憲法修正 14 条(デュー・プロセス条項)に反するかが争われた事例であり、連邦最高裁
の多数意見は公的扶助を特権として捉える見方を否定し、制定法上の資格 (statutory 
entitlement)であると認めたうえで、修正 14 条違反を認めた85。ゴールドバーグ Goldberg
判決は公的扶助制度におけるデュー・プロセス上の権利を認めたことでそれ以降の裁判に
影響を与えた86。 
 これらの判決によって特権あるいは恩恵的な給付とみられていた公的扶助制度87に対し、
憲法上(デュー・プロセス上)一定の権利が認められた。だがアメリカにおいてこのまま福祉
受給権が憲法上の権利あるいは、制定法上保護された権利として判例上拡大することはな
かった。1970 年のダンドリッジ判決(Dandridge v. Williams)88で世帯員の数等と関係なく
AFDC の上限を設けたメリーランド州法が多人数の家族と少人数の家族の間で差別をして
                                                   
83葛西まゆこ『生存権の規範的意義』148-149 頁(成文堂、2011)。葛西はこの判決を「連邦
法が州法よりも、より福祉受給者に保護的であった場合(又はそのように裁判所が解釈しう
る場合)に限っては、King 判決で示される「エンタイトルメント」は、福祉受給者に対する
保護装置として機能しうるということになろう」と説明する。同 150 頁。 
84 397 U.S. 254; 90 S. Ct. 1011; 25 L. Ed. 2d 287; 1970 U.S. 
85葛西・前掲注(83)120 頁。葛西は「社会福祉給付を受ける地位は『権利として確立した財
産権ではない』とした Flemming 判決からの立場の変化を示し、裁判所が社会福祉を受け
る地位を財産権的なエンタイトルメントとして捉えていることを示している」と評価する。 
86「連邦最高裁は、福祉給付について、その受給資格が争われている間扶助が停止となるこ
とは、有資格者が生きる手段をその間奪われていることとなる点などから、福祉受給が支
給停止となるときは、事前の証拠聴聞のみが手続的デュー・プロセスを与えるものである、
などとして、その主張を認めた」尾形健「憲法と『福祉国家』の形成」千葉大学法学論集
23 巻 1 号(2008)64-65 頁。佐伯は次のように述べる。「この判決を起点として、憲法上保護
される実体的権利ないし自由権に関わる行政決定だけでなく、政府による給付に関わる行
政決定についても(法令が当該の決定を規律する何らかの要件を定めている限り)憲法上の
手続的保護が及ぶ、とする判例理論が形成された…もっとも、Goldberg 判決においては、
特権理論その否定それ自体は争点とされていなかったことに、注意する必要がある…それ
故に、公的扶助行政にとっての Goldberg 判決の重要性は、適正手続条項に基づいて導かれ
た事前聴聞の要件とその具体的内容に認められる」。佐伯祐二「アメリカ社会保障行政にお
ける法的統制(一)」法学論叢 118 巻 3 号(1985)35 頁。 
87  「一九三五年法が申請者・受給者の法的地位に一定の配慮をなすものであったとはいえ、
法理論上、そもそもこうした社会保障領域での受給利益が個々の申請者・受給者との関係
で「権利」であるか否かについては、これを消極的に解するとらえ方が支配的であったと
いわねばならない。従来の憲法判例理論においては、政府によって付与される権益・便宜
はその完全に自由な裁量の下に置かれるという意味での「権利－特権区分(right-privilege 
distinction)」論、いわゆる「特権」論が支配しており、社会保障領域においても権利では
なく恩恵(gratuity)としての「特権」であり基本的に政府は自由にこれを打ち切りまたは停
止し、条件を付する等の措置を採りうるとされていたのである」菊池馨実『社会保障の法
理念』37 頁(有斐閣、2000)。 
88 397 U.S. 471; 90 S. Ct. 1153; 25 L. Ed. 2d 491. 
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おり、修正 14 条違反であるとの訴えに対し連邦最高裁は、州は限られた財源を受給者に割
り当てるという難しい責任を負っており、裁判所はその結果を批判する権限をもたないと
して、修正 14 条違反を否定した89。 
 福祉権運動を原動力としたいくつかの訴訟は、公的扶助給付が制定法上のエンタイトル
メントであり、合衆国憲法上デュー・プロセスの保護を享受することを明らかにした。し
かし以後、判例上認められる権利が拡大することはなく、1996 年福祉改革においてはエン
タイトルメントの消滅といいうる事態を迎えた。公的扶助制度そのものも、1970 年代以降
給付要件の厳格化や就労要件の強化など、縮小の方向を辿る。ただしアメリカの社会保障
法制は、判例上認められた権利のみをその内容としているわけではない。憲法上保障され
ていない、あるいは制定法上のエンタイトルメントを伴わない諸制度が実質的な役割を果
たしている。既に述べたように、児童に関していえばそもそも個人として給付に対する権
利を有しないため、判例上の権利のみを追っていたのではその本質を把握することはでき
ない。そこで権利義務関係に留意しつつ、判例のみでは捉えきれない法制度の特徴を分析
する必要が生じるのである。 
 
2.3 ウェイバー条項と福祉改革法案の萌芽 
 
 福祉権運動は貧困世帯の権利意識を向上させると同時に、負の側面も生み出した。福祉
受給者の数と公的扶助への支出の増大である。1950年から1960年代半ばにかけてのAFDC
受給者数増が約 230 万人(220 万人から 450 万人)であったのに対し、1966 年以降 1140 万
人に膨れ上がり、1989 年以降の 4 年間でさらに 1400 万人にまで増加した。これは 16 歳以
上人口の 30％近くにあたる90。このような受給者増加及び予算の圧迫を背景として、1970
年代から 1990 年代前半にかけて、公的扶助に対する抑制策あるいは就労促進策が議論の焦
点となる。また EITC の創設、拡大などいわゆるワークフェア的政策が検討され始める。
ウェイバー条項を活用した各州の福祉政策が連邦政府のモデルとして発展するのもこの時
期である。 
 
2.3.1 FAP 法案と EITC の創設 
 
1970 年代から 1990 年代にかけて、貧困政策に関わる分野でいくつかの重要な制度が創
                                                   
89 葛西・前掲注(83)124-125 頁。葛西はダンドリッジ判決について次のように評価する。「こ
の Dandridge 判決に代表される社会福祉を受ける地位の具体的内容に対する裁判所の消極
的態度は、その後も変化していない(略)つまり、Dandridge 判決に代表される、社会福祉給
付の具体的な内容における福祉受給者の地位についての判例においては、裁判所はきわめ
て消極的な態度を示し続けていると捉えられる」葛西・前掲注(83)125-126 頁。 
90 RON HASKINS, WORK OVER WELFARE, THE INSIDE STORY OF THE 1996 WELFARE REFORM 
LAW 33 (2006). 
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設された。 
第 1 に、後述する EITC の創設である。第 2 に、公的扶助受給者に対する就労促進プロ
グラムが相次いで打ち出された。まず 1967 年の社会保障法改正で導入された就労促進プロ
グラムである WIN プログラム(Work Incentive Program)が実施された。WIN プログラム
はその目的規定において、AFDC 受給者(プログラム参加者)が労働によって経済的自立を達
成することと、それにより子どもの良き見本となることへの期待に言及している91。時限立
法である WIN デモストレーションが実施され、その時限(1987 年)が到来すると、家族援助
法(Family Support Act)92が成立した。家族援助法の中心は JOBS(Job Opportunities and 
Basic Skills Training)プログラムであり、各州に対し AFDC 受給者のための基礎技能訓練
プログラムの設置と実施が義務付けられ、数値目標が課された(1995 年までに 20%以上の
受給者を参加させない場合は連邦政府からの補助金を削減される)。WIN プログラムと
JOBSプログラムの目的から、そこには就労による経済的自立と教育や訓練を中心とした支
援という方向性を見て取ることができる93。 
 第 3 に、公的扶助(AFDC)自体の給付要件も厳格化された。AFDC 受給者の中で本当に必
要な者(Truly Needy)のみに給付を行うため、受給要件(所得上限と資産上限)の厳格化、働
ける者の排除、就労による控除の拡大が行なわれた94。公的扶助の厳格化はそれのみで合意
を得ることは難しく、EITC の創設や就労促進プログラムと一体となって福祉改革の流れを
形成した。そこには公的扶助の受給者に対し経済的自立を求め、そのための支援(教育、訓
練等)であれば積極的に行なうという連邦政府の姿勢を見て取ることができる。 
 
2.3.2 ウェイバー条項と各州の福祉政策 
 
 1996 年福祉改革のモデルはいくつかの州によって形成された。就労促進プログラムやフ
ァミリーキャップなどはその代表例である。特各州が連邦政府による公的扶助の規制
                                                   
91 1967 年の社会保障法改正では、WIN プログラムの目的についてプログラムで規定され
た活動への参加により、社会で賃労働従事者として認められることで尊厳(dignity)や自己充
足感(self-worth)、自信(confidence)を得ることに加え、「家族の中に働く大人の見本
(example)がいることが子どもに良い効果を与える」ことが期待されている、と説明されて
いる(§430)。WINプログラムは、各州がAFDC受給世帯を対象に就労促進プログラム(WIN
プログラム)を実施し、児童、病人、高齢者等を除く受給者に対し原則として労働及び職業
訓練のための登録を義務付けたものである。概要については菊池・前掲注(32)274 頁参照。
Social Security Amendments of 1967, Pub.L.No.90-248, 81 Stat. 821. 
92 Family Support Act of 1988, Pub.L.No.100-485, 102 Stat 2343. 
93 WIN デモンストレーションからの経緯、家族援助法の概要については根岸・前掲注
(67)97-103 頁、菊池・前掲注(32)476 頁を参照。家族援助法はその目的の中で AFDC 受給
世帯の子と親が長期の福祉への依存から脱却するために教育、訓練、雇用を得ることを支
援すると述べ、JOBS プログラムの目的規定(§481(a))も同じ目的を掲げている。§
481(d)(ⅰ)に教育や訓練の具体的内容が列挙されている。 
94根岸・前掲注(67)91-94 頁。 
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(AFDC に関わる規定)を超えた福祉プログラムの策定を容認、奨励すること、すなわち州の
裁量を拡大することが福祉改革の原動力ととなった。その際重要な役割を果たしたのがウ
ェイバー条項95である。 
 ウェイバー条項とは連邦政府が保健福祉省長官の承認に基づき、補助金交付に際して州
政府に課す規定を放棄するための立法で、AFDC に関する実験的プログラムを州に実施さ
せるため 1962 年に導入された96。レーガンはカリフォルニア州知事時代に、クリントンは
アーカンソー州知事時代にそれぞれウェイバー条項を活用し、独自の福祉プログラムを実
施していた97。ウェイバー条項は 1996 年福祉改革の部分的モデルを形成するとともに、州
政府の裁量を拡大させる流れをつくった。他方でウェイバー条項はそもそも連邦政府の基
準よりも予防的なプログラムを州の財政を使って実施するためのもので、給付要件を連邦
基準以下に切り下げるプログラムが次々策定されたことは当初想定されたものとは異なる
との指摘もある98。 
  
2.3.3 貧困法に対する捉え方の変化 
 
 1970年代から1990年代前半にかけての貧困法制の流れは1996年福祉改革の基盤となっ
た。そこには 1935 年の ADC 創設あるいはそれ以前のエリザベス救貧法を軸とした貧困者
対策と共通する部分と、そこから変化した部分の両方を見てとることができる。 
第 1 に、救済に値する（deserving）貧困者と救済に値しない（undeserving）貧困者と
いう区分について、このような区分の仕方は現在に至るまでなされているものの、その内
容が変化してきた。高齢者、障害者、未亡人は一貫して救済に値するものとされてきたが、
問題は子どもがいるために働くことのできない一人親世帯である。ADC は一人親とその子
どもを救済に値する対象とみなしていた。AFDC がその給付範囲を拡大し、AFDC－UP に
よって失業者（失業した両親）も救済に値する対象に含まれることになった。だが 1970 年
代以降、働くことができる者は失業者であれ一人親であれ、働くことを求められるように
なった。就労に向けた何らかの活動に参加しない限り、救済に値しない者とみなされるよ
うになったと整理される99。ここで児童の存在が重要になる。児童の利益を目的とした ADC
において、児童の生活を支えるべき一人親が救済に値する者であったのに対し、世帯にそ
                                                   
95 42 U.S.C.S§1315. 現在のウェイバー条項に至る過程(42 U.S.C.S 1315 LEXIS 
304510685)の中で、1996 年の改正では福祉依存を減らし公的扶助受給者の収入を増やすた
めの試験的プロジェクトを各州が行なうことが推奨されている。 
96 根岸・前掲注(67)94 頁。ウェイバー付与の可否は長官の広範な裁量に委ねられており、
その基準には、コスト中立的であること(連邦政府に新たなコスト増を求めないこと)や、州
政府の策定するプログラムへの参加が全て自発的であることなどが含まれていた。高梨・
前掲注(35)363 頁。 
97 根岸・前掲注(67)99-100 頁。 
98 高梨・前掲注(35)364-365 頁。 
99 根岸・前掲注(67)17-18 頁。 
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の対象を移した AFDC あるいは両親を対象とした AFDC－UP では、創設当初こそ救済に
値する者であった親は結局救済に値しない者になったのである。つまり救済に値する存在
である児童が受給要件における重要性を低下させたことが一人親あるいは失業した親にと
って大きなマイナス要因であったと考えることができる。 
第 2 に、第 1 の点に関連して、自立(independent)と依存(dependent)の捉え方について
も確認しておかなくてはならない。植民地時代の貧困法から 1990 年代の福祉政策に至るま
で、公的扶助に対する依存が批判の対象となり、福祉受給者に自立が求められてきた。自
らの手で収入を得て生活を支えるという意味での経済的自立と、子どもの養育を含めた家
族の運営は当該家族が支えるという意味での自立、二つの意味での自立が求められていた。
前者の自立についての変遷は第 1 の点で見たとおりであるが、後者の自立についてもネグ
レクトと親権剥奪という形で顕在化した。社会保障法が改正される度に里親委託を含めた
児童福祉サービスが拡充され、1974 年以降被虐待児(ネグレクトを含む)に対する移送、里
親委託、養子縁組が促進される。かつて依存的な存在である児童(dependent children)を抱
えているが故に、公的扶助に依存することを許された一人親世帯は、就労による経済的自
立を求められることによって、家庭生活の自立を失う危険性を有することになったのであ
る。 
第 3 に、これらの点を踏まえた時、公的扶助に対するエンタイトルメントをめぐる状況
が変化していることに気づく。AFDC の受給権についての法解釈が 1960 年代後半に、いく
つかの判例によって確立、拡大した。だが 1996 年改革以降の困難は、解釈上の権利(エン
タイトルメント)拡大が停滞したことに加え、立法政策においてそれが縮小あるいは消滅し
たことにある。1970 年代後半から、公的扶助において制定法上のエンタイトルメントを認
めることが、無条件の給付を容認し、過剰な権利意識に基づく依存を助長する、あるいは
それに伴う公的扶助支出の増大をもたらすといった議論が展開された100。これら貧困法制
                                                   
100 HASKINSはエンタイトルメントが法的概念でありながら、州の裁量に委ねられたプログ
ラムと比較されることにより、受給者にいかなる行為を課すこともなく(州が策定した用件
を充足する限り)無制限に給付を行うものとみなされ、政治的なジャーゴンになったことを
指摘する。HASKINS , supra note 90, at 27.西山は「制定当初は、州政府に対する義務的給
付ではあるものの、個人は基準を満たしていたとしても、政府に対しては給付を当然に要
求できるわけではないと解釈されていたこと」、「AFDC などの助成金は、連邦政府と州政
府の間で結ばれた契約であり、福祉受給者は第三者の受益者として、連邦政府の承認の下
で州政府が定めた規則に従って給付が与えられたに過ぎなかった」ことから、「AFDC は、
連邦政府からの州政府に対するエンタイトルメントではあるが、個人に対するエンタイト
ルメントとは考えられて」いなかったにもかかわらず「連邦裁判所の解釈の結果として、
AFDC プログラムは、貧困者に対するエンタイトルメントとみなされるようになっていた」
と指摘する。西山・前掲注(52)272-273.頁。Super の議論に依拠するならば、主体的エンタ
イトルメントの拡大が、無条件なエンタイトルメントを許容することになるという議論で
ある。SuperはエンタイトルメントをSubjective Entitlement, Unconditional Entitlement, 
Positive Entitlement, Budgetary Entitlement, Responsive Entitlement, Functional 
Entitlement の６つに分類する。本稿でいうエンタイトルメントに一番近い、またアメリカ
の判例法で展開されてきたエンタイトルメントの議論に近いものは Positive Entitlement
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に対する考え方の変化が、1996 年福祉改革につながっていったのである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                                                                                                     
であり、理由のない打ち切りが禁じられ、デュー・プロセスによる保護を伴う。また訴訟
において使いやすく、プログラムごとに規定されていることを特徴とする。David Super, 
The Political Economy of Entitlement, 104 Colum.L.Rev. 633, 640-658 (2004). 葛西は
Super によるエンタイトルメントの議論等を参照しつつ「福祉政策に関する議論の混迷の
多くは、その論者がそれぞれの立場において、どの(強度の)エンタイトルメントを想定して
いるかを必ずしも明らかにしてこなかったことによるようにも思われる」と述べる。葛西・
前掲注(83)147 頁。 
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第 3 章 1996 年福祉改革－「個人責任及び就労機会調整法」とその成果－ 
 
 先進的な州で成果を認められた「福祉改革」は 1990 年代前半に連邦議会に波及する。1996
年福祉改革で結実した一連の変化は AFDC 改革に止まるものではない。本章では就労によ
る経済的自立を求める動きに着目しつつ、婚姻促進や婚外子の問題など勤労倫理とは別の
倫理がどのように政策に反映されているのかにも目を向ける。AFDC から TANF への制度
改正が給付要件の厳格化であるとしても、EITC や育児支援など他の制度改革とどのように
調整が図られていたかにも着目する。その上で福祉改革から 15 年近くが経過した現在、
1996 年福祉改革を改めて評価する101。 
 
3.1 「個人責任及び就労機会調整法」の概要 
3.1.1 「個人責任及び就労機会調整法」の概要 
 
 1996 年福祉改革は大きく三つの部分に分けることができる。第 1 に、福祉の代名詞であ
った AFDC を廃止し創設された TANF、第 2 に、現金給付たる TANF とセットで改革が行
われた EITC 等の税額控除や児童扶養強制プログラム102など 1996 年改革法(個人責任及び
                                                   
101 1996 年福祉改革及びアメリカにおける福祉権の展開については多くの先行研究がある
が、本稿で引用する文献の他には以下のようなものを挙げることができる。大久保史郎「ア
メリカにおける生存権的権利の生成と構造(上)」立命館法学 173 号(1984)、木下毅「日米憲
法における生存権的社会権」立教法学 32 号(1989)、藤田忠尚「生存権の発見：アメリカ州
憲法における積極的権利の軌跡(１)」「生存権の発見：アメリカ州憲法における積極的権利
の軌跡(２・完)」福岡大学大学院論集 41 巻 2 号(2009)、廣川嘉裕「個人責任・就労機会調
停法とデュアリズムの進行－1990 年代アメリカ福祉改革の動向－」社会福祉学 43 巻第 1
号(2002)、高橋善隆「福祉政治の理論とアメリカの社会的内実－“いまあるような福祉の終
焉”の再検討－」跡見学園女子大学文学部紀要 45 号(2010)、向井洋子「アメリカ福祉政策
の歴史－政策を支えたイデオロギーを中心に－」沖縄法政研究 12 号(2009)、根岸毅宏「ア
メリカの貧困、就労支援、自立に関するノート」國學院大學経済研究 37 号(2005)、尾形健
「憲法と『福祉国家』の形成－合衆国憲法における展開の一断面」千葉大学法学論集 23 巻
第 1 号(2008)、葛西まゆこ「生存権と立法裁量－アメリカ州憲法における判例展開を手がか
りに－」法学政治学論究 67 号(2005)、葛西まゆこ「アメリカにおける福祉改革－日本にお
ける生存権保障への示唆」法政論叢 41 巻第 1 号、高梨文彦「アメリカの福祉改革の一断面
－公的扶助制度における一定期間居住要件－」早稲田政冶公法研究 67 号(2001)、高梨文彦
「アメリカの州憲法における福祉の権利」早稲田政冶公法研究 71 号(2002)。 
102 児童扶養強制プログラムは児童の所得を保障する上で重要なプログラムの一つである。
下夷は児童扶養強制について次のように整理する。「連邦政府は 1975 年、社会保障法(Social 
Security Act)のⅣ編パート D として養育費制度を創設し、養育費を司法から福祉行政が扱
う問題へと移し」、「とくに 1984 年法で履行強制のための政策手段が整備されて以来、主に
1988 年法、1996 年法によって、養育費を合理的に確定し、強制的に徴収する制度へと強化
されている」。その上で「養育費制度改正は、いずれも公的扶助(AFDC／1996 年法以後は
TANF)の受給者増大への対応政策と連動しており、このように、公的扶助と絡めて展開し
てきている点はアメリカの養育費制度の特徴」だと指摘する。下夷美幸『養育費政策にみ
る国家と家族  母子世帯の社会学』150-151 頁(勁草書房、2008)。 
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就労機会調整法)に包含される他のプログラム、第 3 に、1996 年改革法に直接含まれるわけ
ではないが、直接的、間接的にその影響を受け変化した他の社会保障プログラムである。
ここには CHIP やメディケイド等の児童福祉制度や医療制度も含まれる。本稿は次章以降
で特に第 2、第 3 の部分の分析に力点を置くが、その前提として以下第 1 の部分、すなわち
TANF 創設について説明する。 
1996 年福祉改革は「個人責任及び就労機会調整法(Personal Responsibility and Work 
Opportunity Reconciliation Act : PRWORA)」103の成立によって立法における決着をみた。
その中心は 1935 年の社会保障法制定以来継続してきた公的扶助制度 AFDC の廃止と、
TANF(Temporary Assistance for Needy Families 貧困世帯への一時的扶助)の創設であ
る。だが PRWORA は TANF 創設のみを規定したものではなく、TANF を含めた 8 つの領
域、すなわち TANF、児童のための SSI、児童扶養強制制度、移民等への福祉、児童保護、
保育、児童のための栄養政策、その他(婚外子の減少)に分類される104。つまり PRWORA は
主に子どもを抱えるシングルマザーの就労促進と生活支援に関わる、包括的な立法だとい
える。ここでは TANF を中心に 1996 年福祉改革によって変わった公的扶助制度の概要を
説明する。 
 TANF は「(１)ニーズを有する世帯に支援を行い児童が自分の家もしくは親族の家で養
育されうること、(２)就職準備、就労、結婚によってニーズを有する親が政府による給付へ
の依存を終えられること、(３)婚外子の発生を防止、減少させ、婚外子の防止、減少に関す
る年度毎の数値目標を設定すること、(４)二人親世帯の形成、維持を促進し、策定されたプ
ログラムの運営を州がより柔軟」に行なえるようにすることを目的とする105。 
TANF はこれらの目的を達成するために主に次のような手法を採用した。第 1 に、AFDC
においては上限のないマッチング補助金だった連邦政府から州への補助金を、一括交付の
ブロック補助金に変更した106。これは公的扶助政策における州政府の裁量を拡大したこと
を意味する107。第 2 に、生涯受給期間を 5 年に制限した108。ただし 1 歳以下の子どもを抱
                                                   
103 Personal Responsibility and Work Opportunity Reconciliation Act of 1996, 
Pub.L.No.104-193, 110, Stat . 2105. 
104杉本貴代栄『アメリカ社会福祉の女性史』148 頁(勁草書房、2003)。 
105 42 U.S.C.S§601. 
106 42 U.S.C.S§616. 
107 「各州は低所得家庭に対する新たな扶助プログラムを設計し、実施するのであるが、こ
の際上記の、連邦の TANF 包括補助金、及び、活動維持要件に従った州の一般財源からの
支出という 2 つの財源を利用する。それにより各州は、1996 年法の目的に従い、福祉より
も労働、依存よりも自立を促進するために、独自の福祉プログラム・政策を自由に設計す
ることとなる。TANF 包括補助金制度は、福祉プログラムの設計・運営について、州に対
して、より大きな柔軟性(flexibility)を付与することを目的とする」。黒田有志弥「アメリカ
合衆国における個人の責任と福祉の理念－1996 年個人責任及び就労機会再調整法の分析・
評価を中心として－」本郷法政紀要 10 号(2001)198 頁。1996 年福祉改革については尾澤恵
「米国における 96 年福祉改革とその後」レファレンス 12 月号(2003)も参照。 
108 1996 年法制定前は、州は就労要件に基づき制裁目的で、もしくは期間制限に基づいて
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える場合、州の財源で行なう場合等はこれに該当せず、非常に困難な状況に置かれている
受給者については 20％を上限として除外することができる109。第 3 に、受給者に対し受給
開始から 2 年以内に就労することを求め、州は受給者の一定割合110を労働活動に参加させ
る義務を負うことになった111。これらの特徴及び上記目的規定から、貧困世帯に対し就労
による経済的自立と育児を中心とした家庭生活における自立を求めていたことがわかる。
加えて重要なのがエンタイトルメントの消滅である。 
 PRWORA には「個人のエンタイトルメントの否定」と題され、「TANF は、いかなる個
人又は家庭にも、TANF により補助金を受けるいかなる州のプログラムにおける、扶助に
対する資格を与えたものと解釈されてはならない」とする条文112があり、ここでいうエン
タイトルメントとは「その予算権限を含む根拠法が制定された場合には、政府はその法の
要件を満たす者に支払をする義務がある」との定義に基づき、「議会により制定法で定めら
れた一定の受給要件を満たす限りその資格が認められる概念」を意味する113。 
 1996 年福祉改革でエンタイトルメントが消滅したことは、PRWORA の条文から一見明
らかであるようだが、これについては様々な見方がなされている。上記条文にいうエンタ
イトルメントが、解釈上あるいは実務上従来 AFDC 給付を支えてきたエンタイトルメント
と異なる側面を持つことを指摘し、単純に消滅したとはいえないとの見解がある114。他方
                                                                                                                                                     
給付を終了させることを認められていたものの、給付の終了には至らず減額に止まってお
り、給付の期間制限も原則として認められていなかった。また 33 州がウェイバー条項に基
づく適用除外を用い、給付終了規定を置いていたが、適用されることはほとんどなかった。
黒田・前掲注(107)206-207 頁。杉本・前掲注(104)150 頁。 
109 42 U.S.C.S§608. §608(a)(7)(A )は「いかなる扶助も 5 年を超えないものとする」とい
う原則を述べた後、(B)1 歳以下の子どもがいる場合(妊婦含む)、(C)困難を抱えている、(D)
ネイティブアメリカンである、(E)州の施策として行なう、(F)州の財源で行なう、(G)就労
への移行に使う、といったそれぞれの場合については例外としている。(C)の困難(hardship)
については極めて苛酷な状況(extreme cruelty)という表現がなされており、その場合受給者
の 20％を上限として 5 年の受給期間制限の対象外にすることができる。42 USCS§608. 
110 一定割合とは 1997 年は 25％、2000 年までに 40％、2002 年までに 50％に達すること
が要求され、これを達成できなかった州は次年度の補助金を 5％減額される。「この場合の
労働活動とは、①補助金なしの民間雇用、②補助金付きの民間雇用、③補助金付きの公的
雇用、④就労経験、⑤OJT(職場での職業訓練)、⑥6 週間の職探し活動、⑦コミュニティー・
サービス、⑧職業訓練(12 ヶ月以内)、⑨コミュニティー・サービス参加者への保育、⑩雇
用を前提とした職業技能訓練、⑪雇用に結びつく教育(高校未卒業者のみ)、⑫高等学校また
は同等の教育機関への在籍(高校未卒業者のみ)の 12 種類である。労働活動と見なされるた
めには、12 種類のどれかの仕事に週平均 30 時間(2000～2002 年)従事すること(…)が必要
とされる」。杉本・前掲注(104)150 頁。 
111 42 U.S.C.S§602. 
112 42 U.S.C.S§601.本文の訳は葛西・前掲注(83)114 頁による。 
113 葛西・前掲注(83)114 頁。 
114葛西は 1996 年福祉改革後の裁判例がエンタイトルメントの扱いについて動揺している
ことを指摘し、1996 年法が否定したエンタイトルメントとはあくまで実体的な面のみであ
り、裁判所がなお手続的保障を及ぼそうとしていることから、エンタイトルメントが失わ
れたわけではないと結論づける。葛西・前掲注(83)169-170 頁。佐伯も 1996 年法において
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で、1996 年福祉改革以降の各州の判例から、エンタイトルメントを否定した条文によって
デュー・プロセスによる保護が覆される可能性があるとの見方もある115。福祉受給におけ
るデュー・プロセスの保護が Goldberg 判決をはじめとする最高裁判決によって形成された
ように、1996 年福祉改革における no entitlement も判例の蓄積によってその意味が明確に
なるように思われる。他方で 1996 年福祉改革に至る政治的文脈において、エンタイトルメ
ントを受給者に与えることが福祉依存を助長すると考えられ、エンタイトルメントの消滅
が必ずしも法解釈上の議論ではなく、福祉依存脱却という政策目標達成の一手段として実
行されたという側面は否定できない116。 
 
3.1.2 EITC の拡大 
3.1.2.1 税額控除の概要と特徴 
  
アメリカ貧困法制の中で TANF とともに重要なのが EITC の拡大である。EITC は低所
得者に対し稼得所得額について一定割合の税額控除を与え、控除の額が所得税額および社
会保障税額の合計額を超えた場合は、その超えた額を納税者に還付する制度である117。
EITC を受けるための要件は、「不適格所得」が一定額以下であることや「欺罔行為」がな
いことに加え、納税者が「適格児童(qualifying child)」を有していることが重要な要件とな
                                                                                                                                                     
は AFDC をめぐる判例とは違う意味でエンタイトルメントを使っていることを指摘し、
1996 年法におけるエンタイトルメントとは「連邦裁判所が連邦法令の解釈を通じて受給者
らの個人的かつ実体的な法益を保護すること」と述べ、立法経過から連邦憲法法上の適正
手続の適用まで否定する意思は読み取ることができないと説明する。佐伯祐二「政府給付
(Government Benefit)と適正手続(二)」広島法学 22 巻 2 号(1998)69-70 頁。 
115 今川は1996年福祉改革以降の判例を①Goldberg以降の法理を踏襲し従来どおりのエン
タイトルメントを認めたもの、②エンタイトルメントの性質についての解釈を行ったもの、
③「no entitlement」条項を文言通りに解釈して手続的デュー・プロセスの保護を与えてき
た財産的利益の存在を認めなかったもの、に分類し分析した上で、1996 年福祉改革以降の
州レベルの判例において手続的デュー・プロセスを否定するものが現れていることから、
福祉行政における手続的デュー・プロセスが完全に覆されることはありえないとしても、
それが認められない可能性があることを示唆していると述べる。今川奈緒「個人責任・就
労機会調整法と行政裁量－アメリカ合衆国 1996 年福祉改革法が与えた影響－」福祉教育開
発センター紀要 6 号(2009)47-48.頁。現に 1996 年福祉改革でエンタイトルメントの規定が
なくなったことにより、福祉事務所が自由に申請プロセスを設定し、様々な要件を付加し
て申請を困難にするなど裁量統制の面で問題が起こっていることが指摘されている。木下
武徳「アメリカ福祉改革下における福祉事務所研究」貧困研究 6 号(2011)113 頁。 
116 今川は、エンタイトルメントを否定する条文が加えられた背景に、エンタイトルメント
の強調が公的扶助の受給者は扶助を受ける権利を有するのに義務を有しないという状況を
生み出しているという批判があり、この条項は福祉から就労へという目的を促進させるた
めのものであり、no entitlement の意味はエンタイトルメントそのものの否定ではなく、
従来のエンタイトルメント概念が義務の負荷を禁止していたことを否定するものであった
と考えられることを指摘する。今川・前掲注(115)46-47 頁。 
117 佐藤英明「アメリカ連邦所得税における稼得所得税額控除について‐研究ノートから」
総合税制研究 11 号(2003)57 頁。 
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っている。「適格児童」とは 19 歳未満(または 24 歳未満の学生)で、納税者と 1 年の半分以
上納税者と住所を同じくする、納税者と一定の関係にある児童である118。EITC の額は、例
えば 2007 年で、適格児童が二人以上の世帯で、勤労所得が 37,783 ドル以下あれば 4,716
ドル、適格児童が一人の世帯で勤労所得が 33,241 ドル以下であれば 2,853 ドル、適格児童
がいない世帯で 12,590 ドル以下であれば 428 ドルとなる119。 
TANF をはじめとする他の社会保障法制と EITC を比較したとき、納税者を対象とする
ため制度への参加率が高いこと、スティグマが生じないこと、管理コストが低いこと、就
労インセンティブをもつことが指摘される120。アメリカの低所得世帯に対する所得保障を
総合的に捉えると、公的扶助制度が最低限の生活を維持する役割を担い、EITC は所得水準
を嵩上げし自立を促す役割をもつとの指摘もある121。すなわち所得保障に限れば、特に子
どものいる世帯について、EITC は TANF と並んで重要な制度になっている。また勤労所
得を対象としている点で、就労による経済的自立を軸とするアメリカの社会保障法制の特
徴がよく表れた制度だといえる。 
 
                                                   
118黒田有志弥「所得保障制度としての給付付き税額控除の意義－アメリカの稼得所得税額
控除(EITC)」ジュリスト 1413 号(2010)45 頁。「納税者との間の一定の関係とは、以下のい
ずれかをいう。すなわち、①納税者の子供かその直系卑属、②配偶者の連れ子及びその直
系卑属、③納税者が扶養している兄弟姉妹、義理の兄弟姉妹、及び、それらの直系卑属、
または④納税者の適格な里子である」。同 45 頁。 
119 石村耕治「給付(還付)つき税額控除をめぐる税財政法の課題～アメリカの「働いても貧
しい納税者」対策税制を検証する」白鴎法学 15 巻 1 号(2008)10 頁。 
120 阿部彩「EITC(Earned Income Tax Credit)の就労と貧困削減に対する効果：文献サー
ベイから」海外社会保障研究 140 号(2002)81 頁。 
121 黒田・前掲注(118)51 頁。根岸は「EITC は負の所得税のように AFDC に取って代わる
制度ではないので、AFDC の問題点を解決するわけではない」と述べつつ、EITC の政策的
意義として「負の所得税のように所得保障制度そのものを抜本的に代えることなく、従来
の所得保障制度である AFDC に EITC を加えることで、AFDC の問題点だった労働ディス
インセンティブ効果を労働インセンティブ効果に代え、Working Poor への所得保障を可能
にし、しかも Working Poor への所得保障がスティグマなく、安価な行政費用でできる」と
説明する。根岸毅宏「アメリカの EITC(勤労所得税額控除)の政策的意義と問題点‐税制を
通じた所得保障(Tax-Base Transfer)の具体例として‐」国学院経済学 48巻 1号(1999)67-68
頁。EITC と他の社会保障給付プログラムの関係については、EITC の額は稼得所得を基礎
に給付額が決定されるため、他の給付を受給しているか否かは基本的には関係なく、逆に
TANF の受給決定にあたっては EITC の給付も算入される。黒田・前掲注 118)論文 51 頁。
EITC と公的扶助給付(AFDC、TANF)の関係については、次のような変遷を辿ってきた。
1979 年(The Technical Corrections Act of 1979 P.L.96-222)には EITC の受給額を AFDC
受給決定の際に所得として算入されるものとされ、1981 年(The Omnibus Budget 
Reconciliation Act of 1981 P.L.97-35)、1984 年(The Deficit Reduction Act of 1984 
P.L.98-369)と算入時点の変化はあったものの、算入するということに変わりはなかった。
しかし 1990 年(The Omnibus Budget Reconciliation Act of 1990 P.L.101-508)には EITC
の給付を算入しないこととしたが、1996 年福祉改革で再び算入が可能となった。RICHARD K. 
CAPUTO, U.S. SOCIAL WELFARE REFORM POLICY TRANSITION FROM 1981 TO THE PRESENT 
73 (2011). 
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3.1.2.2 1996 年福祉改革と EITC 拡大の成果 
 
EITC はニクソン政権の下で 1971 年に FAP 法案の中で提案されたが否決され、1975 年
にワーキングプアの救済を目的としたロング議員の労働ボーナスを取り込む形で、時限立
法として成立した122。EITC は強い労働インセンティブ効果を有することから低所得者への
社会保障税の負担を相殺し、その範囲で労働インセンティブを与える役割を担うことにな
り、児童を有する家族への現金給付という側面ももっていた123。さらに EITC はマイナス
の税額が算出される場合に給付を受け取ることのできるシステム(アドバンス・ペイメン
ト・システム)の導入によって負の所得税としての機能を持つようになり、1990 年代に入る
と最低賃金引上げの代替案としての役割も担うようになる124。FAP 法案は各種扶助を統合
する包括的な所得保障政策案であり、SSI 創設のきっかけとなった125。1993 年に就任した
民主党のクリントン大統領は 1994 年から 1996 年にかけて EITC を大幅に拡大した。適格
児童が二人いる世帯について、増額率が 10％(30％から 40％)、最高限度額が約 1,000 ドル
(2,528ドルから 3,556ドル)まで上昇した。さらに 1993年には適格児童がいる世帯に加え、
児童のいない世帯に対しても EITC が適用されることになった126。2006 年時点で約 2200
万世帯が EITC の適用を受け、事実上アメリカにおける低所得者に対する最大の現金給付
                                                   
122 根岸・前掲注(67)105-107 頁。1975 年の内国歳入法改正では勤労所得税額控除も含め、
冒頭で低所得者を対象とした改正であることが言及されている。具体的に勤労所得に対す
る税額控除(credit)を規定した箇所では、受給資格について納税対象期間に合衆国内に本拠
を有する者に加え、その子も対象となっている(26 U.S.C.§43(c)(1)(A))。Tax Reduction Act 
of 1975, Pub.L.No.94-12, 89 Stat 26. 
123根岸・前掲注(67)114 頁。現行の EITC の概要については根岸・前掲注(67)と黒田・前掲
注(118)に詳しい。 
124 根岸・前掲注(67)107-114 頁。現行の EITC は貧困削減について一定の効果を有するも
のの、児童のいる世帯については、3 人より増えても控除額が増加しないことや、勤労所得
をベースにしていることから、イギリスの給付付き税額控除(WTC、CTC)等と比較し、効
果が小さいとの指摘がある。田中聡一郎＝四方理人「給付つき税額控除と子ども手当の貧
困削減効果－マイクロ・シミュレーションによる分析－」貧困研究 5 号(2010)105-107 頁。 
125 SSI 創設は「連邦補助金プログラムとして発展を遂げてきた四つのカテゴリー別公的扶
助のうち、要扶養児童家庭援助(AFDC)を除く三プログラム(老齢扶助、障害者扶助、視覚障
害者扶助)が SSI の導入により連邦直轄制度化された」。菊池・前掲注(32)329 頁。このほか
1970 年代に行われた公的扶助関連の改正としては次のようなものが挙げられる。1971 年に
フードスタンプ法の改正が行われ、全国統一的なプログラムとして確立され、1973 年改正
では食料配給計画から切り離され、この改正は「全国的に適用される現物給付的公的扶助
プログラムとして確立するとの積極的意義を有していた」。また 1974 年のソーシャルサー
ビス改正法では児童扶養強制プログラムが導入された。このプログラムは「公的所得保障
プログラムの実施に関連して、養育費の支払いという私的分野に連邦および州政府が矯正
の契機をもって関与したという点で重要な意義を有する」。 
菊池・前掲注(32)322,337,339,340 頁。 
126 根岸・前掲注(67)111,116 頁。 
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となっている127。 
 
3.1.2.3 アメリカ社会保障法制における税制を通じた給付の意義 
 
 アメリカにおける税制を通じた給付は税額控除だけではないが、税額控除に限っても多
様である128。特に児童に関わる税額控除に着目すると、児童税額控除、児童養育費税額控
除、高等教育税額控除を挙げることができる。児童税額控除は適格性をもった児童(17 歳未
満でアメリカに居住する児童)一人につき 500 ドルの税額控除を受けることができる。児童
養育費税額控除については、13歳未満の児童(または障害を有する配偶者もしくは扶養家族)
を世話する費用、例えばベビーシッター代等を支出した場合その 35％について税額控除を
受けることができる。高等教育税額控除は入学後二年間に限り、学生一人当たり年間最大
1,800 ドルの税額控除を利用でき、その 40％を限度に還付を受けることができるというも
のである129。 
 これら児童に係わる税額控除をみると、アメリカにおいては子のいる世帯が一定程度優
遇されているといえる。EITC では 1993 年に低所得で適格児童のいない世帯にも適用され
るようになったものの範囲は限定されており、フードスタンプ等の公的扶助制度において
も子のいる世帯が優遇されている130。加えて子のいる世帯は児童税額控除による控除や還
                                                   
127 黒田・前掲注(118)44-46 頁。1996 年には最低賃金の引上げも行なわれたが、再配分効
果が強いことや就労インセンティブを伴うことから、低所得世帯への支援としては最低賃
金の引き上げよりも EITC の拡大が効果的であるとの指摘もある。Daniel Shavio, The 
Minimum Wage, the Earned Income Tax Credit, and Optimal Subsidy Policy, 64 
U.Chi.L.Rev.405, 473-474 (1997). 
128 石村によれば連邦法が定める租税歳出は①非課税(exclusions)、②免税(exemptions)、③
所得控除(deductions)、④税額控除(credits)、⑤軽減税率(preferential tax rates)、⑥課税繰
延(deferral of tax liability)に分類され、税額控除は給付(還付)付きのものとそうでないもの
に分けられる。石村・前掲注(119)6,23 頁。 
129 これら税額控除の概要については伊藤公哉『アメリカ連邦税法 所得概念から法人・パ
ートナーシップ・信託まで』325-330 頁(中央経済社、第 4 版、2009)を参照。子どもの養育
費をアメリカの税制の中でどのように位置づけるかについてはいくつかの見方がある。連
邦政府は原則として総所得(gross income)ではなく自営所得(net income)を課税対象とし、
その中でも「通常要しかつ必要とされる」(ordinary and necessary)事業経費(business 
expenses)が控除の対象とされてきた。育児にかかる費用が上記の要件を満たす事業経費で
あるか、個人経費(personal expense)であるかが問題となったが、判例の蓄積等を経て、個
人経費であるとの見解が定着した。育児費用に係る税額控除の創設はこのような背景によ
る。Sara J. Buehler, Child Care Tax Credit, the Child Tax Credit, and the Taxpayer 
Relief Act of 1997: Congress’ Missed Opportunity to Provide Parents Needed Relief from 
the Astronomical Costs of Child Care, 9 Hastings Women L.J. 189, 196-199 (1998). 高等
教育費税額控除に対しては、後述する給付型のペル奨学金があること、税額控除を受ける
のが一年以上先であること等から効果が限定的であるとの見方もある。西村史子「税控除
による高等教育の奨学システムを考える‐アメリカ合衆国のホープ奨学控除と生涯学習控
除‐」生涯学習研究 2005 年 3 号(2005)7-10 頁。 
130 Daniel P. Gitterman, Lucy S. Gorham, Jessica L. Dorrance, Expanding the EITC for 
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付を受けることができる。児童税額控除は全ての子について控除を受けられることや控除
の対象が勤労所得に限定されないこと、還付は限定的ではあるものの証明が EITC よりも
容易であること等から子のいる世帯に対し EITC より多くの恩恵を与えているとの指摘も
ある131。EITC やその他の児童に係わる税額控除をみると、就労している世帯や子どものい
る世帯が優遇されていることから、就労による経済的自立へ向け努力する親をもつ子が恩
恵を受ける構造になっているといえる。 
 
3.2 「個人責任及び就労機会調整法」の成果 
 
 1996 年福祉改革は福祉依存からの脱却を目標にした包括的な立法政策であった。その成
果は第 1 に受給者数がどれだけ減少したか、第 2 に、どれだけの福祉受給者が就労したか、
第3に婚外子がどれだけ減少したか(貧困世帯における婚姻は促進されたか)によって測られ
る。保育や児童扶養強制制度等はそれぞれ独自の目標を持つものの、福祉依存からの脱却
という点では目標を共有している。また 5 年という生涯受給期間制限を設けたことで、実
際どのくらいの受給者が就労を伴わない状態で給付を打ち切られたのかという点にも注目
が集まった。1996 年福祉改革の成果については施行後 10 年以上が経過した今多くの検証
がなされている。 
 
3.2.1 福祉受給者数の減少に対する評価 
 
 AFDC(TANF)受給者の数については、少なくとも成立後 5 年は減少し、2002 年の TANF
受給者数は 530 万人であり、受給者数が過去最多だった 1994 年の 1440 万人から 64％減少
したことになる132。減少率は各州によって異なるものの、多くの州で 1996 年福祉改革以降
福祉受給者数の減少がみられる133。では福祉から離れた受給者は就労できたのか。2001 年
度には成人の TANF 受給者の 27％が雇用されており、これは 1996 年の 2.4 倍であり、シ
ングルマザーも含め福祉受給世帯の月額収入も増加した(466 ドルから 686 ドル)134。ここま
での数字を見る限り、福祉改革は成功を収めたといってよいだろう。しかし評価は一様で
                                                                                                                                                     
Single Workers and Couples Without Children: Tax Relief for All Low-Wage Workers, 15 
Geo.J.Poverty Law & Pol’y 245, 254-255,269 (2008). 
131 Dorothy A. Brown, The Tax Treatment of Children: Separate but Unequal, 54 Emory 
L.J. 755, 757-758 (2005). 田中＝四方・前掲注(124)も同様の指摘をしている。 
132 尾澤・前掲注(107)79 頁。 
133 ボストン、シカゴ、サンアントニオの３都市において 1999 年から 2005 年にかけて福
祉受給率が大きく減少(32％から 12％)し、これはそれ以前の減少率を大きく上回る。BIANCA 
FROGNER, ROBERT MOFFITT, AND DAVID C RIBAR, HOW FAMILIES ARE DOING NINE YEARS 
AFTER WELFARE REFORM 2005 EVIDENCE FROM THE THREE－CITY STUDY, WELFARE 
REFORM AND ITS LONG-TERM CONSEQUENCES FOR AMERICA’S POOR 146-147 (JAMES P. 
ZILIAK eds. 2009). 
134 尾澤・前掲注(107)80 頁。 
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はない。 
 第 1 に、受給者の減少及び就労率の増加が 1996 年福祉改革によるものなのかという疑問
がある。考えられる別の大きな要因は 1990 年代後半から 2000 年代前半にかけてのアメリ
カの好景気である。好調な経済と雇用の改善が福祉受給者を労働者として吸収したのでは
ないかとの指摘がなされている135。福祉受給世帯の収入増加についても同様に好景気によ
る労働市場の逼迫と労働力の吸収、最低賃金の引き上げがその大きな要因であると指摘さ
れる136。逆に好景気等ではなく 1996 年福祉改革が受給者減少をもたらしたとの見方137や、
TANF の創設によって福祉受給者の生活がより労働市場や景気の影響を受けやすくなった
との見方もある138。第 2 に、生涯受給期間の制限(5 年)はどれだけの影響を及ぼしたのか 
。結論から言えば、はっきりとした傾向を述べることはできない。2001 年 4 月時点で 12
万人が 5 年間の期間制限を使い切って TANF の受給資格を失ったとされている139が、その
後どのような生活状況にあるのかはっきりとつかむことはできない。5 年の期間制限が受給
者の減少にどれだけの影響を及ぼしたのかは不明確であり、この受給制限によって福祉か
ら離れた人々の中に、就労できた者と単に打ち切られた者(福祉受給も就労による所得もな
い者)が混在することとなった140。第 3 に、福祉受給者の増減とは別に、貧困率はどのよう
に変化したのかという問題がある。アメリカの貧困率は 1990 年から 1993 年まで上昇し、
2000年までは逆に低下傾向にあったが、2001年からの 3年間は上昇傾向を示している141。
これは受給者数の増減とパラレルな関係にあり、1996 年福祉改革以後、因果関係は措くと
                                                   
135 久世理恵子「欧米諸国の低所得者政策 アメリカ②貧困家庭一時扶助制度(TANF)」週
刊社会保障 2549 号(2009)63 頁。新井は「経済の拡大と労働市場の逼迫がこの受給者数減少
の主因」であると述べる。新井・前掲注(40)230 頁。Mueser, Stevens, Troske も受給者の
増減(新たな受給と既存の受給者の離脱)に対する福祉改革の影響は限定的であったことを
指摘する。PETER R.MUESER, DAVID W. STEVENS, AND KENNETH R. TROSKE, WELFARE 
REFORM AND LEAVER CHARACTERISTICS, WELFARE REFORM AND ITS LONG-TERM 
CONSEQUENCES FOR AMERICA’S POOR 210-211 (JAMES P. ZILIAK eds. 2009). 
136 ザビッキーは失業率が常に 5％以下であった 1997年から 2001年にかけてのアメリカの
労働市場の状況は特別であり、労働市場の逼迫による賃金上昇が女性やマイノリティを含
む最下層にまで及び、1995 年から 1997 年にかけて最低賃金が引上げられた(4.25 ドルから
5.15 ドル)ことも、反対論者の主張とは逆に雇用を増やし貧困を減らしたと説明する。マッ
クス・B・ザビッキー「アメリカ福祉改革への疑問：評価の視点と方法の問題点」渋谷＝渡
瀬＝樋口前掲注(29)222 頁。 
137「保健・福祉省児童家庭庁の TANF に関する第 5 回年次報告書は、1994 年 3 月以降の
月平均の受給者数の減少のうち 4 分の 3 以上は、好景気等の要因ではなく、TANF 自体が
もたらしたものだとしている」尾澤・前掲注(107)79 頁。 
138 黒田・前掲注(107)217 頁。 
139 尾澤・前掲注(107)83 頁。 
140酒井は働けない女性たちも多くが TANF から非自発的に離脱し、就労からも福祉からも
こぼれ落ちていることを指摘する。酒井正「試練の中のアメリカ低所得者支援－労働市場
との関係を巡る近年の定量的研究結果を踏まえて－」海外社会保障研究 171 号(2010)54 頁。 
141 鈴木春子「世界の貧困統計(30)－アメリカ合衆国のワーキングプア－」統計 8 月号
(2009)57 頁。 
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しても、貧困率は改善したということもできる。しかし依然として就労できる者とできず
に福祉に留まる者、福祉に留まることのできる者とできない者が存在し、福祉改革以降貧
困の現状を捉えることはますます困難になっている。 
 1996 年福祉改革は就労によって福祉依存から脱却させるという手法(ワークフェア)をと
ったが、これにより深刻化したのがワーキングプア、就労しているのに貧困線付近の生活
を強いられている人々の問題である142。2005 年のアメリカの貧困率は 12.6％(3700 万人)
で、このうち 770 万人がワーキングプアであるとみられている。ワーキングプアとなった
人々は失業者、労働者、福祉受給者といった複数の属性を有しており、その対策には TANF
等の現金給付のみならず失業保険や EITC を含む税額控除など、働く福祉受給者を前提と
した制度が必要とされる143。しかし彼らの多くは長期間継続して就労することができず、
福祉と就労の間を行き来することも多い。なぜなら就労を前提とした福祉の基盤となるべ
き医療保険や保育サービスが欠如しているからである144。ワーキングプアは就労自立を目
指す社会保障制度の陥穽だといえる。 
 
3.2.2 貧困法と婚外子の防止 
 
 もうひとつの自助原則、すなわち家庭生活における自助を回復させるための施策が婚外
子の防止と結婚の促進である。PRWORA は結婚を促進し、二人親家庭を維持すること145が
貧困や福祉依存脱却の要であるとの認識を前提にしており、婚外子防止教育のための予算
も計上された146。具体的には妊娠中絶を増加させることなく未婚の出産を減少させた州に
                                                   
142 ここでいうワーキングプアとは 16 歳以上で年間 27 週以上を労働力(就労中または求職
中の状態)として過ごしているにもかかわらず、貧困線を下回る所得しか得られない者を指
す。井樋三枝子「アメリカ貧困対策の現状」外国の立法 235 号(2008)188 頁。 
143 「2008 年時点の失業保険の給付総額は 490 億ドルであり、TANF の給付額を上回って
いる」ものの、失業者のうち失業保険を受給している者の割合は 2010 年時点で 40％にす
ぎない。酒井・前掲注(143)55-56 頁。 
144 低所得世帯の成人のほとんどは医療保険に加入しておらず、休暇制度や良質な保育サー
ビスへのアクセスも容易ではない。彼らの多くが臨時雇用であり、「福祉から就労へ移行し
た者で 1年間働き続けることができたのは、3分の 1にすぎない。96年福祉改革移行、TANF
受給から離脱した者のうち 3 分の 1 強は、2002 年までに少なくとも 1 度は、TANF 受給に
戻った」とされる。尾澤・前掲注(107)81 頁。 
145 下夷は児童扶養強制プログラムについても二人親家庭の促進という流れが反映されて
いることを指摘する。「養育費制度の目的として、従来は『子どもが両親から経済的扶養を
受けられるようにする』『子どもに対する親の責任ある行為を促進する』『福祉コストを節
約する』の 3 点が掲げられてきた。近年はそれに『子どもの人生には両親とのかかわりが
必要であることを強調する』という点が加えられている。この動きは、連邦政府の母子世
帯政策全体が、ふたり親家族の価値を強調する方向に向かっていることを反映している」。
下夷・前掲注(102)151 頁。 
146 PRWORA から始まる「健全な結婚の促進」に関する方策は(Ⅰ)広告によるキャンペー
ン、(Ⅱ)高校での教育、(Ⅲ)結婚に関する教育、(Ⅳ)結婚前のカップルに対する教育、(Ⅴ)
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対するボーナスを出し、あるいは福祉受給期間内に出産した子どもについて給付をしない
ファミリーキャップなどの政策を多くの州が採用した147。就労促進が一定程度成果を上げ
たのに対し、家族に関与する政策についてはその成果を疑問視する見方が多い148。そもそ
も TANF 給付のうち１％ほどしか結婚促進等に使用されなかったという指摘もある149。だ
が婚外子、特に十代で母親になる世帯と貧困との関係から婚外子減少を主張する意見は根
強い150。PRWORA の 2002 年の修正時にはブッシュ政権の下で新たに 3 億ドルが健全な結
婚のための施策(広告、カウンセリング、性教育等)に支出されることとなった151。 
 このような婚外子や十代の妊娠を防止するプログラムは二人親家庭を奨励する
PRWORA の政策的方向性に沿ったものであるが、成果が上がっていないことやパターナリ
スティックな介入であることから上記のような批判もある。だが児童の自立における教育
の意義という本稿の観点からは、必ずしも否定的に捉えるべきものではない。Merrittは十
代の妊娠防止教育の方法として①情報の提供、②個人的及び集団的なリスク観念の強化、
③社会的教育、④社会的圧力、⑤コミュニケーション力(交渉力)の訓練を挙げる。また 10
代の妊娠と失業や低学力といった問題が結びついており、性教育と避妊具の給付が妊娠防
止に効果を挙げていることを指摘する。法制度は学校における避妊具の配布の容認(禁止)、
貧困世帯に対する支援等によって妊娠防止に関与しうると述べる152。アメリカにおいては
十代の妊娠と貧困の関係が大きな問題となっており、教育によって妊娠を防止できるとい
う信念がある。パターナリスティックな手法に対する賛否はあるとしても、教育的手法や
学校(高校)という場で教育効果を及ぼそうしている点に留意する必要がある。 
 
3.2.3 児童への影響 
 
 就労による経済的自立と育児を中心とする家庭生活における自立の二つが強調された
1996 年福祉改革は、貧困世帯の児童にどのような影響を与えたのだろうか。保育サービス
の拡大や児童扶養強制プログラムの強化など、1996 年福祉改革には児童の利益に資すると
                                                                                                                                                     
既婚者のスキルアップ、(Ⅵ)離婚防止プログラム、(Ⅶ)結婚相談、(Ⅷ)公的扶助受給者の結
婚に関する不利の除去である。42 U.S.C.S§603(a)(2)(A)(ⅲ). 
147 杉本・前掲注(104)書 175 頁。 
148 ザビッキーは婚外子については減少したものの、出生率全体が下がっていることが背景
にあり、二人親世帯については 1998 年まで増加したものの、その後横ばいになっているこ
とが指摘している。ザビッキー・前掲注(136)234-235 頁。 
149 尾澤・前掲注(107)84 頁。 
150 Ron Haskins, What Work Is Work: Welfare Reform and Poverty Reduction, 4 
Nw.J.L.&Soc.Pol’y 30, 53-55 (2009). 
151 杉本・前掲注(104)187 頁。 
152 Deborah Jones Merritt, Symposium : Meeting the Basic Needs of Children : Defining 
Public and Private Responsibilities : Article : Ending Poverty by Cutting Teenaged 
Births : Promise, Failure, and Paths to the Future, 57 Ohio St. L.J.441, 444-449,466-467 
(1996). 
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思われるようなプログラムも含まれている。親の就労や二人親世帯の維持という PRWORA
の目的そのものが児童の利益に適っているという見方もできるだろう。だが現状は必ずし
も児童の利益に適ったものとは言い難い。例えば中学生以上の年齢の児童における行動面
での悪影響(非行行動等)が認められている153。また就労自立を達成した世帯の児童が有益な
習慣を獲得するという見方についても、親の雇用によってのみそれが達成されるわけでは
ないし、稼得収入が家族の所得を高めたときにのみ子どもの通学状況が改善されるとの指
摘もある154。世帯の収入が増えること自体は児童の利益に適うとしても、それが児童の利
益とどのように結びつくかを説明することは容易ではない。 
 
3.3 ワークフェアと貧困法 
 
 1996 年福祉改革で示された理念は一言でいえばワークフェアあるいはワークファースト
モデルと呼ばれるものだった155。アメリカの福祉改革は福祉受給者の急増という逼迫した
状況を背景としていた。福祉依存から脱却させることが目標であり、就労はその最も効果
的な手段と考えられていた。受給期間制限やファミリーキャップなどは必ずしも就労によ
る自立とは直接関わりをもたないが、福祉依存からの脱却、受給者数減という目標に対し
ては直接的な効果を期待できるものだった。福祉依存からの脱却という目標、就労促進と
いう手段、それを支えたのが自立というアメリカの社会保障制度が維持してきた規範であ
る。 
 だがワークフェア、特にワークファーストモデルにおいては二つの自立が衝突する局面
が生まれる。それは一人親世帯である。特に乳幼児を抱えたシングルマザーは就労と育児
の両面で自立を求められる。1996 年福祉改革が就労促進プログラムと同時に貧困世帯に対
する育児ブロック補助金を拡大したのも、一人親世帯に対する就労促進においては、育児
支援が不可欠であると考えたためである。しかし他方でネグレクトのような局面では、就
労と育児の両立に失敗したが故に親子が分離されるという状況が生まれる。これは一人親
世帯が二つの自立に引き裂かれた結果であると言うこともできる。 
 ではこのような一人親世帯を含む貧困世帯において、児童はどのような立場に置かれて
                                                   
153 阿部彩「アメリカ福祉改革の効果と批判」海外社会保障研究 147 号(2004)73 頁。 
154 ザビッキーはこれと併せて「雇用と結婚が、失業と非婚より良いとしても、なお本質的
要素として福利に関わる他の指標を観察すべきである」と述べる。ザビッキー・前掲注
(136)235 頁。 
155 宮本はワークフェアには「福祉給付の条件として就労を課す面と、福祉の目的を就労支
援におくという面と、二つの契機がある。この二つの契機は不可分のものであるが、それ
でも前者に力点をおく制度と後者に力点を置く制度の相違は重要である」と述べ、労働力
拘束モデルやワークファーストモデルとよばれるモデルは就労を福祉の条件とすることを
重視し、就労支援のサービスが相対的に弱いモデルであると説明する。宮本太郎「就労・
福祉・ワークフェア」塩野谷祐一＝鈴村興太郎＝後藤玲子編著『福祉の公共哲学』220 頁(東
京大学出版会、2004)。 
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いるのだろうか。ネグレクトによる親子分離は、親に対する二つの自助原則が結果的に子
どもの利益に反する事例である。逆に就労し福祉受給から脱却した世帯においては、親が
自立のモデルとなる。直接的な権利を持たず、就労に対する義務を負わない児童は、親を
通じて社会保障法制の影響を受ける。 
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第 4 章 貧困世帯をめぐる社会保障法制とネグレクト 
 
 1996 年福祉改革は福祉受給者の就労による経済的自立を前面に掲げたアメリカの貧困政
策、社会保障政策の一つの成果であった。1996 年福祉改革は AFDC を廃止し TANF を創
設しただけではなく、保育政策の拡充など、特にシングルマザーを就労させるための支援
策も含んでいた。反面 1970 年代以降のワークフェア(ワークファーストモデル)と呼ばれる
諸政策は、貧しい一人親世帯を就労と育児という二つの役割に引き裂くものであったと言
える。就労による経済的な自立と、育児を中心とした家庭生活における自立は伝統的な倫
理観や家族観に裏打ちされている。二つの役割を課された一人親世帯において児童は就労
の障壁となる。就労と育児が家庭内で両立されているうちは恩恵を受けることができるも
のの、そのバランスが崩れたとき、特に育児が十分に行われていないと判断されたときは
親から引き離される。ネグレクトはその典型的な事例である。本章で自立の負の側面とし
て、またそれらが児童に悪影響を及ぼす最も顕著な例としてネグレクトを取り上げる。そ
して児童の利益を中心に据える考え方を確認し、次章以降の検討につなげる。 
 
4.1 ネグレクトの法的位置づけ 
4.1.1 虐待とネグレクト 
 
 虐待は身体的虐待、性的虐待、情緒的虐待、ネグレクトの 4 種類に分けられる156。後述
する「児童虐待防止及び処遇に関する法律（Child Abuse Prevention and Treatment Act 
CAPTA）」157は、「虐待及びネグレクト」を「児童の健康や福祉が害されるもしくは脅かさ
れる状況下で、児童の福祉に責任を負う者によって、18 歳未満の児童が身体的・精神的傷
害や性的虐待、不注意な扱い(negligent treatment)、酷使を受ける」こととする158。 
その中でもネグレクトとは養育者が故意又は不注意により児童の苦痛を看過したり、基本
的ニーズに応えるのを怠る状況を指す。基本的ニーズとは適切な食事、住居、衣服、健康
管理、教育、監督、養育、指導などである。ネグレクトは不作為に分類される点で他の虐
待類型と区別される159。ネグレクトは上記 4 類型に占める割合が高く、影響も深刻である。
1986 年の調査では通報事例の 63％をネグレクトが占めていた。ネグレクトは乳児の身体的
発達、学業成績等の知的発達に深刻な影響を及ぼすことが指摘されている160。   
ただネグレクトは必ずしも上記定義の範疇でのみ考えうるものではなく、その内容は遺
                                                   
156 バーバラ・ローエンサル(玉井邦夫監訳 森田由美訳)『子ども虐待とネグレクト 教師
のためのガイドブック』18 頁(明石書店、2008）。 
157 Child Abuse Prevention and Treatment Act of 1974, P.L.93-247, 88 Stat. 4. 
158 42 U.S.C. 5102. 
159 ローエンサル・前掲注(156)27 頁。 
160 アン・Ｃ・ピーターセン編(多々良紀夫監訳 門脇陽子＝森田由美訳)『子ども虐待・ネ
グレクトの研究 問題解決のための指針と提言』131,261-264 頁(福村出版、2010）。 
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棄からかぎっ子まで多様である。例えば後述する「養子縁組援助と児童の福祉に関する法
律」（Adoption Assistance and Child Welfare Act AACWA 以下、1980 年法）161は児童
福祉サービスの定義にあたって、ネグレクトを虐待、搾取、非行と並べる一方で、障害、
ホームレス、依存状態(dependent)の一つとして位置づけてもいる162。ここからネグレクト
が多様な文脈の中に位置づけられていることがわかる。ではネグレクトの中身は法的にど
のように捉えられているのだろうか。 
 
4.1.2 裁判例にみるネグレクトの法的定義 
 
 ネグレクトの法的定義は一様ではない、Roe v. Conn 事件163において、アラバマ州法はネ
グレクトを次のように定義していた。「ネグレクトを受けた児童」とは、「16 歳未満の児童
で（略）、親による適切なケアや監護を受けていない者、児童の親、両親、監護者、あるい
は児童をケアする者による懈怠（neglect）、虐待（cruelty）、不行跡によって、家庭が不適
合、不適切な場所になった者（略）、モラル、健康、一般的福祉を危険にさらす程度に不適
切、不十分な監護や支配の下にある者（略）、その他あらゆる理由により州によるケアや保
護を必要とする者」（§§350(2)(4),352）。婚姻を伴わない黒人男性との同居が白人児童に
とって不健全（not healthy）であることを理由になされた児童の移送及び母親の親権剥奪
につき、連邦地裁は差し迫った危害（immediate harm）やその恐れ（threatened harm）
がないにも関わらず、通知や聴聞よりも先に移送を行ったことが合衆国憲法修正第 14 条に
定めるデュー・プロセスに反すると判示した。またアラバマ州法がネグレクトを定義する
際に用いる「適切でない（improper）」といった文言が曖昧すぎるとの見解を示した164。 
 ネグレクトを法的に定義する場合問題となるのが、危害（harm）の捉え方である。現実
に危害が発生していない段階で、どのように危害が生じるリスクを評価するかという問題
である。例えば調査の際に家が不衛生である（dirty home）と評価された場合、それは危
害が生じるリスクと評価すべきだろうか。十分な食事が与えられているか否かといった規
準も同様の問題を生じうる。またかぎっ子（latchkey children）も監護不十分という観点
からネグレクトに含まれうる。ネグレクトの難しさは、危害そのものに加え、危害を発生
                                                   
161 Adoption Assistance and Child Welfare Act of 1980, Pub.L.No.96-272, 94 Stat. 500. 
162 1980 年法の§425(a)(1)は児童福祉サービスとは「(A)障害を有する児童、ホームレス状
態にある児童、依存状態にある児童、ネグレクトを受けている児童を含む全ての児童の福
祉を保護、促進し、(B)児童に対するネグレクト、虐待、搾取、非行を生じうる諸問題の解
決において防止策、救済策、支援策を講ずる」ものだとしている。 
163 417 F. Supp. 769; 1976 U.S. Dist. 
164 以上の記述は次の文献を要約したものである。 
ROBERT H. MNOOKIN & D. KELLY WEISBERG, CHILD, FAMILY, AND STATE, PROBLEMS AND 
MATERIALS ON CHILDREN AND THE LAW 490-498 (4th eds. 2000). 
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させる環境や状態を含む点にあるとされる165。 
 ネグレクトは危害を発生させる環境や状態、具体的には居住環境の衛生状態や監護者の
不在等を問題にするため、貧困が環境的要因として深く関わっている。 
 
4.1.3 ネグレクトと貧困 
 
 ネグレクトと貧困の関わりについては多くの指摘がなされている。虐待やネグレクトを
意図的な親の行動ではなく、子どもの基本的ニーズを充たす行為を怠る姿勢だと考えると、
子どもの生活状況全体や社会的背景に目が向く166。その一つが貧困である。虐待、ネグレ
クトを包括する概念であるマルトリートメントのうちでも、ネグレクトは貧困層、特に最
貧困層に集中していることが指摘されている。貧困状態というとき、そこには社会的・物
理的条件や失業、薬物、地域における暴力などが含まれ、児童に与える影響はそれぞれ異
なる。これに対し、貧困がマルトリートメントに影響を与えること、特にネグレクトが貧
困層に多いことまでは指摘できるものの、貧困がネグレクトの原因だといえるかについて
は疑問視する見方もある167。また貧困とネグレクトを区別することが難しい事例もある。
家が不衛生である、十分な食事を与えられていない等、危害を発生させる環境に児童を置
くことをネグレクトと捉える場合、個々の家庭の状況を単なる貧困状態と見るのか、ネグ
レクトを受けていると見るのかという問題が生じる。後者であれば児童を移送する必要が
あり、前者であれば所得保障など家庭生活を維持、向上させるための支援が必要とされる168。 
 ネグレクトは貧困との間に相関関係が見出されるだけでなく、貧困世帯の居住環境や生
活それ自体がネグレクトと判断されることがある。このためネグレクトを防ぐための方策
は、貧困対策と重なると考えることができる169。だがアメリカの児童福祉政策は必ずしも
そのような問題意識のみで展開してきたわけではない。次に虐待を含めたアメリカ児童保
護法制の展開を見た後、1996 年福祉改革以後の児童福祉と貧困の関係について考える。 
 
4.2 アメリカ児童保護法制の展開 
4.2.1 虐待の発見と立法の変遷 
                                                   
165 以上の記述は次の文献を参照したものである。 
ROBERT D. GOLDSTEIN, CHILD ABUSE AND NEGLECT CASES AND MATERIALS 104-118 
(2009). 
166 ドロタ・イワニエク(桐野由美子監修 麻生九美訳)『情緒的虐待／ネグレクトを受けた
子ども 発見・アセスメント・介入』32 頁(明石書店、2003）。 
167 ここまでの記述はピーターセン・前掲注(160)175-178 頁。 
168 GOLDSTEIN, supra  note 165, at 110,120. 
169 虐待・ネグレクトで通報された家庭の 60％が AFDC 等を含む公的支援を受けていたと
の指摘もあるが、所得保障を受けた後どの程度虐待・ネグレクトが減少するかについて体
系的な検討は行われていない。ピーターセン・前掲注(160)328-329 頁。 
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 アメリカで児童虐待防止法制が整備され始めたのは 1960 年代以降である。池谷は児童虐
待が「再発見」された理由の一つに、「医学の進歩」を挙げる。「医学の進歩」とは、X 線の
発見を指す。またアメリカ小児科医学会の「被虐待児症候群（The Battered Child 
Syndrome）」に関するシンポジウム及び座長を務めた小児科医のヘンリー・ケンプの論文
が、児童虐待の存在を社会に知らしめた170。 
 各州で虐待の通報に関する立法が行われた後、1974 年に連邦法として成立したのが既に
紹介した、「児童虐待防止及び処遇に関する法律（Child Abuse Prevention and Treatment 
Act CAPTA）」である。この法律の最大の目的は、各州でバラバラに行われている児童虐待
の通報、調査の記録を連邦レベルで集約し、防止や処遇に関する手法を一定程度共有する
ことであった。そのため 1974 年法は「児童虐待及びネグレクトに関する全米センター
（National Center on Child Abuse and Neglect）」を設置し、社会保障法に基づく補助金
を受ける条件として連邦政府の基準に適った児童虐待防止法制を整備することを課した171。
1974 年法の成立によって連邦レベルの児童虐待に関する情報収集が可能となり、児童虐待
防止法制の拡大へつながった172。 
 1974 年法制定後、児童虐待の通報件数は激増し、移送される児童（里子）の数も急増し、
1970 年代後半には 50 万人に達した173。また複数の里親家庭間の移送を繰り返す里子の「た
らい回し」（foster care drift）が問題になった。この背景には虐待から児童を保護するため
に里親家庭に移送するものの、実親に対する援助あるいは逆に親権剥奪などの事後的な措
置をとらないまま里子の数が増加するという現実があった。そこで制定されたのが「養子
縁組援助と児童の福祉に関する法律」（Adoption Assistance and Child Welfare Act 
AACWA ）である174。1980 年法は社会保障法の第 4 章 E を創設し、連邦政府から各州へ
の補助金を定めた。1980 年法は補助金交付の要件として、家族維持・再統合のための「合
理的な努力」(reasonable effort)を行うことを求めた175。これは里親家庭への移送を一時的
なものであり、（極力行われるべきではない）最終手段と位置づけるものであった。また児
童が里親委託された場合には 6 ヶ月おきに処遇方法を再検討するヒアリングを行い、委託
から 18 ヵ月後に最終的な処遇を決めるヒアリングを行うこととし、分離中の親子に対する
                                                   
170 池谷・前掲注(56)121-123 頁。 
171 42 U.S.C.§2(a)でセンターの設立が宣言され、(b)(1)-(6)でその具体的な内容が説明され
ている。 
172 池谷・前掲注(56)126-128.頁。1974 年法については土屋恵司「アメリカ合衆国における
児童虐待の防止及び対処措置に関する法律」外国の立法 219 号(2004)に詳しい。 
173 池谷・前掲注(56)129 頁。1960 年代前半にはわずかに数百件であったが、1980 年には
110 万件にまで増え、1989 年には 240 万件に達した。田澤あけみ「20 世紀は児童の世紀で
あり得たか？－アメリカにおける児童虐待問題の形成過程と“戦略の立て直し”－」人間
福祉研究 3 号（2000）67 頁。 
174 内容について池谷・前掲注(56)130,134 頁参照。 
175 42 U.S.C.§471(a)(15). 
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支援を州に義務付けた176。 
 1980 年法は家族維持・再統合を目標に実親を支援することによって、里子の数を減らす
ことを目指したが、成果を挙げることはできなかった。1980 年法制定後、里子の数は一時
的に減少したものの、1980年代半ばから再び増加し、1980年に約30万人だった里子は1994
年には約 47万人になった。この原因としてクラック・コカインの蔓延なども指摘されたが、
再統合に向けた「合理的な努力」に注力するあまり、虐待を行った親の更正に時間をかけ
ることによって里親委託を長期化させたことが挙げられる。あるいは危険な親と児童を無
理に再統合させることで再虐待が行われたことも問題となった177。 
 1980 年法に対する批判を受けて成立したのが「養子縁組と安全な家族に関する法律」
（Adoption and Safe Families Act ASFA 以下、1997 年法）178である。1997 年法は 1980
年法への批判とその後の里子の増加を踏まえ、1980 年法の方向性を大きく転換した。1980
年法によって州に課せられていた家族維持・再統合に向けた「合理的な努力」について、「合
理的な努力」を行わなくてもよい例外的な事項を追加した179。また過去 22 ヶ月中 15 ヶ月
里親委託されている児童については特に定められた場合を除いて親権剥奪の申立をしなけ
ればならないこととなった180。1997 年法は家族維持・家族再統合を最優先に位置づけた
1980 年法と異なり、児童の安全を第一義的な目標とした。また実親への支援を重視してい
た 1980 年法に対し、1997 年法は養子縁組の数に応じて州に報奨金を支給する181など、養
子縁組を促進する方向を選択した。児童に永続的な家庭（permanent home）を提供すると
いう目標は同じでも、家族維持・家族再統合から親権剥奪、養子縁組へ舵を切ったのであ
る。 
 1997 年法で注目すべきは、児童の健康と安全を最優先にしたことである。次節で検討す
るとおり、期限を設けて親権終了を容易にしたことに対する賛否はあるとしても、児童自
身の生命、身体の保護を優先したことは 1997 年法の特徴だといえる。立法過程では 1997
年法が「児童の安全と健康を第一に位置づけ」ており、「常に実親のニーズと権利を第一に
位置づける現行のシステムを継続するつもりはない」として、再統合を推進した 1980 年法
との違いが説明されている182。重要なのは 1980 年法との相違点を、児童の健康と安全を優
                                                   
176 42 U.S.C.§471(a)(12).内容について原田・前掲注(26)178-179 頁、 池谷・前掲注
(56)134-135 頁参照。 
177 原田・前掲注(26)178-179 頁。 
178 Adoption and Safe Families Act of 1997, Pub.L.No.105-89, 111 Stat. 2115.池谷・前掲
注(56)136-137 頁。 
179 42 U.S.C.§101 は(a)(A)で「合理的な努力」は児童の健康と安全を最優先にして行なわ
れることを定め、(B)でも実親との再統合にあたっては安全な状態で戻れるよう定めている。
その上で(D)において「合理的な努力」を必要としない場合((ⅰ)-(ⅱ))を明らかにしている。 
180 42 U.S.C.§103. 
181 42 U.S.C.§201. 
182 105 Cong.Rec.H.R.867 26253(1997 )(statement of Sen.Chafee). 常森裕介「アメリカ
児童保護システムの形成と展開－『養子縁組と家族の安全に関する法律』（1997）の立法過
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先するか、親のニーズと権利を優先するか、の違いとして説明していることである。1997
年法も再統合を軽視しているわけではないし、再統合を推進することが親のニーズを優先
しているということにはならない。児童保護法制の中で児童の生命、身体を保護するため
には再統合へ向け実親へサービスや給付を行うだけでは不十分な場合があり、そのような
場合には現に児童を養育している者、里親や養親への支援を厚くしなければならない。そ
の際にも中心となるのは児童自身の生命、身体の保護であることは、1997 年法で里親・養
親の犯罪歴の調査が強化されたことにも表れている183。1997 年法は児童自身の利益をより
重視した立法であったといえる。1997 年制定後養子縁組の数は増加し、5 万人を超えた。
ただ親権終了したものの養子縁組先が決まらない児童や、里親委託が長期化し 18 歳を超え
てしまった児童の問題が浮上した184。 
 
4.2.2 1996 年福祉改革と児童保護法制 
 
 ここで改めてネグレクトと貧困を結びつけて考えてみたい。ネグレクトと貧困の間に因
果関係を見出すこと、貧困状態そのものをネグレクトと見ることが、法的あるいはその他
の専門的知見によっても難しいことは既に述べた。ただ貧困がネグレクトの環境的要因で
あり、具体的な事例（例えば不衛生な家、栄養の不十分な食事等）においては、貧困状態
とネグレクトが重なり合うことも確認した。 
 1996 年福祉改革後、激しい暴力を伴う虐待ではなく、子どもに衣服や食料を満足に与え
ることができないネグレクトが増加しているとの指摘がある。そこに見られる 1996 年福祉
改革の影響は AFDC の廃止（TANF の創設）だけではなく、メディケイド、フードスタン
プなど他の貧困政策との連動、ワーキングプアの増加など、様々な政策が地域全体に影響
を与えたことがネグレクト増加の一因になっていると指摘される185。1997 年法と 1996 年
                                                                                                                                                     
程の分析－」早稲田法学会誌 59 巻 2 号(2009)392 頁。 
183 1997 年法において重要なのは犯罪歴の内容にドラッグに関わるものが含まれているこ
とである。これは虐待やネグレクトが増加した原因の一つにクラックコカイン等のドラッ
グが関わっているという認識があるように思われる。例えば公聴会で証言された再虐待の
例ではドラッグの売人であった両親の元で虐待され、再統合の後に再び虐待されたことに
つき、虐待された児童の祖母が、再統合の際薬物検査等をクリアしていなかったことが原
因だと指摘している。Barriers to Adoption 1996 : Hearings on R.104-76 before the 
Subcomm. On human Resources of the Representative Comm.on Ways and Means, 104th 
Cong. 65(1996)(statement of Patrica Warenda). 常森・前掲注(182)385,408-409 頁。 
184 原田・前掲注(26)179-181.頁。池谷・前掲注(56)136-137.頁。Camp 議員は 1997 年法に
ついて次のように説明する。「1980 年法はよく考えられていましたが、50 万人近い児童が
里親のもとに留まるようなシステムを作ってしまいました…第 1 に、児童に影響を与える
どのような決定においても、児童の健康と安全を最も重要なものとします…この法律は恒
久的で愛のある過程が全ての児童の手の届くところにあることを保証します」。 
105 Cong.Rec.H.R.867 26463(1997)(statement of Rep Camp).常森・前掲注(182) 391 頁。 
185 原田・前掲注(26)217-222 頁。 
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福祉改革の間に共通点を見出す見方もある。第 1 に、期限の設定が挙げられる。1996 年福
祉改革はいくつかの例外を除いて生涯受給期間（5 年）、就職もしくは求職活動への参加（2
年）について期限を設けた。1997 年法も親権終了の申立（15 ヶ月）の期限を設定した。第
2 に、個人責任の強調が挙げられる。1996 年福祉改革は法案名（個人責任及び就労機会調
整法）からもわかるとおり、就労による自立を強調しており、それが上記期限設定につな
がった。1997 年法の実親に対する支援の姿勢は 1980 年法と対照的であり、実親が上記期
限までに更正することができなければ親権を剥奪されることになる。個人に特定の行動規
範（就労、親としての更正）を求め、達成できなかったときの責任は個人に課せられる186。 
 貧困政策と児童福祉政策は、ADC の時代には一体のものとして捉えられていた187。だが
虐待の再発見以降、虐待は貧困と関係なく問題だという認識が広がった。このような問題
の立て方は、貧困問題として世に問うよりも、立法に対する支援を得て児童福祉政策を拡
大するためには効果的だったとの指摘もある188。ネグレクトの防止については、法的因果
関係はともかくとして、経済的要因、社会的要因に帰せられる部分が一定程度認められる
にも関わらず 1997 年法は個々の家庭の問題、個人（親）の問題と捉えた。加えて 1996 年
福祉改革の影響、もしくは福祉改革との共通点を考えるなら、ネグレクトは就労による経
済的自立と育児を中心とした家庭生活における自立が結びついた複雑な現象だということ
ができる。 
 
4.2.3 里子に対する自立支援 
 
 里親委託された児童（里子）は、原則として 18 歳になると里親委託を離れ、自立して生
活することを求められる（エイジ・アウト）。連邦政府の支援の主な内容は里子に対する基
礎的スキル（高校卒業資格、職業訓練、職業選択支援、日常的生活スキル、金銭管理スキ
ル、健康管理スキル）習得支援、職業訓練、高等教育支援等である189。連邦政府による支
                                                   
186 PETER J. PECORA, JAMES K. WHITTAKER, ANTHONY N. MALUCCINO, RICHARD P. BARTH, 
DIANE DePANFILIS & ROBERT D. PLOTNIK, THE CHILD WELFARE CHALLENGE POLICY, 
PRACTICE, AND RESEARCH 44 (3th eds. 2009). 
187 古川孝順『子どもの権利 イギリス・アメリカ・日本の福祉政策史から』175-176 頁(有
斐閣、1982）。 
188 Chris Gottlieb, Reflections on Judging Mothering, 39 U.Balt.L.Rrv.371, 
381-383(2010). 
189 原田・前掲注(26)168-170 頁。ここで挙げられている支援の内容は主に 1999 年の社会
保障法改正(里子自立支援法)によるものであるが、他にも落ちこぼれ防止法(No Left Bhind 
Act)の一部を改正した若年ホームレスのための法律(Homeless Education Assistance Act 
2001)によってエイジ・アウトした里子に対し安定した教育環境を提供すること、もしくは
連邦政府の支援によって 18歳を超えても里親家庭に留まり支援を受けられるようにするた
めの法整備(Foster Care Cotinuing Opportunity Act)に向けた立法の動きが行なわれてい
る。Melinda Atkinson, Note: Aging Out of Foster Care: Toward a Universal Safety Net 
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援の中心となっているのが里子自立支援法(Foster Care Independence Act of 1999)である
190。この法律で定められた支援内容191は上記のとおりであり、これらのサービスが 18 歳以
上 21 歳未満で里親家庭に留まらざるを得ない児童に対して行なわれる192。 
 エイジ・アウトした里子の自立支援は児童に対する自助原則を端的に示しているように
思われる。里子自立支援法はその目的として児童が「自助」(self-sufficiency)へ移行できる
ようにすることを掲げている193。里子は里親委託、里親を通じての連邦政府、州政府から
の公的支援を受けて成長し、18 才になった時点で主として就労による自立を達成しなけれ
ばならない。 
注目すべきは、その支援内容である。職業に直接的に結びつく支援を除くと、第 1 に、
高等教育進学への支援が重視されている。成人に対する支援よりも、教育による能力発達
の可能性が認められている。第 2 に、基礎的スキルで職業訓練を含むものの中には、金銭
管理スキルや健康管理スキルといったものが含まれている。これらは後述する児童のため
の社会保障制度に組み込まれた教育的機能と重なりを持つ。エイジ・アウトした里子の支
援には、児童のための社会保障法制が、就労自立を前提としたとき、どのような機能を含
んでいなければならないかということが現れているように思われる。そこで必要とされる
機能が、職業訓練（training）とは区別されるところの教育（education）なのである。ネ
グレクトを受けた児童は育児という役割を放棄せざるをえなくなった世帯の児童（それに
より家庭生活で身に着けるべきスキルを身につけることができなかった児童）である。す
なわち就労による経済的自立と育児を中心とする家庭生活における自立の両立不可能によ
って生じた里子は、18 歳になると就労により経済的自立を求められ、国家は自立達成のた
めの支援を行なうという構図を見て取ることができる。 
 
4.3 貧困児童をめぐる社会保障法制とネグレクト 
 
 次章以降の検討につなげるため、本章における議論を要約しておこう。 
 第 1 に、虐待よりもネグレクトに着目するならば、その原因には就労による経済的自立
と育児を中心とした家庭生活における自立の矛盾がある。明確な法律上の定義がないこと、
因果関係ではなくいくつかの相関関係が見られるにとどまることを踏まえても、ネグレク
トは貧困問題と深く関わっているといえる。ネグレクトと判断される状態のうち、不衛生
な住居や不十分な栄養は貧困状態の態様でもある。それら家庭環境の荒廃、あるいはかぎ
っ子等監護不十分とみなされる状況は、二つの自立の間で板ばさみになった結果生じる。
このような家庭環境は典型的には就労による自立を求められる母子世帯に当てはまる。 
                                                                                                                                                     
for Former Foster Care Youth, 43 Harv.C.R.-C.L.L.Rev.183 197-200 (2008). 
190 Foster Care Independence Act of 1999, Pub.L.No106-169, 113 Stat.1822. 
191 42 U.S.C.§477(a)(1)-(5). 
192 42 U.S.C.§477(b)(3)(A). 
193 42 U.S.C.§477(a)(1). 
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 第 2 に、特にネグレクトについては貧困との結びつきが指摘されながらも、虐待防止、
里親委託、養子縁組を含めた児童福祉政策は必ずしも貧困との結びつきに着目してこなか
った。特に 1980 年法(AACWA)と 1997 年法(ASFA)を比較したとき、後者は実親や児童が
元いた家庭への支援に期限を設けた。実親に対する様々な支援がネグレクトの環境的要因
の除去を意味するならば、1997 年法は環境的要因たる貧困状態(貧困世帯)の改善よりも、
児童の安全を優先したといえる。これは家庭生活を自力で営むことができない責任を個人
としての実親に課すものであり、その結果与えられる制裁が親権剥奪であった。1996 年福
祉改革の結果、就労自立を求められる一人親世帯が家庭環境を改善することは、短期かつ
支援のない状態では難しく、いったん分離された親子が経済状態や家庭環境を改善して再
統合されることはますます困難になったといえる。第 3 に、里親委託の先には児童の経済
的自立という問題が待ち受けている。親権剥奪によって貧困世帯と切り離された里子は 18
歳になると就労による自立を求められる。エイジ・アウトと呼ばれるこの問題に対し、養
子縁組を増やすという対応もありうる。だが一定程度のエイジ・アウトを前提とするなら
ば、里子本人に対する支援は必要だと考えられる。職業訓練や求職支援とともにその中心
となるのが教育である。ここでいう教育には二つの側面があり、一つは既存の教育システ
ム、特に高等教育への進学をバウチャー等の給付によって支援する、もう一つは健康管理
スキルや金銭管理スキルなど、給付の内部に組み込まれた教育的機能である。  
ネグレクトと社会保障法制は貧困世帯を通してつながっている。第 1 に、ネグレクトと
判断されうる家庭環境は、公的扶助制度を中心とする一人親世帯に対する就労促進策によ
って作り出される。第 2 に、親子が里親委託という形で分離された後再統合を果たすため
には、保育を含めた実親への社会保障給付が不可欠である。第 3 に、再統合も養子縁組も
適わずエイジ・アウトした里子に対しては就労も含めた自立生活のための様々な支援が行
われる。ここでは給付とともに教育が重要となっている。ネグレクトは就労による経済的
自立と育児を中心とした家庭生活における自立の板挟みになった貧困世帯に起こる事例で
あり、貧困児童の心身に重大な影響を及ぼすものだといえる。同時にネグレクトを受け移
送された児童にとっては、教育的機能を含む支援によって自立を促進することが重要とな
るのである。 
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第 5 章 児童の発達とアメリカの保育法制 
 
 一人親世帯でネグレクトが生じる原因の一つに保育サービスの不足が挙げられる。アメ
リカにおいて保育サービスは貧困世帯支援の柱である。だが貧困世帯に対する保育政策は
1970 年代以降拡大を続けているにもかかわらず保育サービスを必要とする世帯に十分な量
のサービスが供給されているとはいえない。保育政策は貧困世帯に対する就労促進政策と
対をなしており、シングルマザーを中心とする一人親世帯に保育サービスを提供すること
により就労率を上げる狙いがあった。他方でサービス内容に目を向けると、貧困世帯が利
用できるサービスの質は高いとはいえず、児童の生命や身体が危険にさらされる事例もあ
る。本章では保育法制の変遷を追うことで、貧困世帯に対するワークフェアと保育サービ
スの提供を関連づけて検討する。次に保育所をめぐる裁判例等を通じ、保育サービスの質
について考察する。その上で児童自身を中心に考えるとき、保育サービスの内容として児
童の生命・身体の保護のみならず、身体的基盤形成や教育的機能が重要になることを示す。 
 
5.1 ワークフェアとアメリカの保育法制の展開 
5.1.1 アメリカの保育法制 
 
アメリカには今日に至るまで連邦全体にわたる統一的な保育プログラムが存在せず、保
育に関わる各法制度は複雑かつ広範囲にわたっている194。アメリカでは小学校入学前 1 年
間の就学前児童に対する教育が発達しており、それ以前の年齢の児童は主として保育所
（center based care）と家庭型保育（family child care）が引き受けており、親族や近隣の
人に子どもを預けることも多い（kinship care）195。アメリカの保育は民間の事業者がサー
ビス提供を引き受け、連邦政府や州政府はこれら事業者に対し、最低限の基準を遵守させ、
貧困世帯に対しては保育料の補助を行うという手法を採用してきた。サービスを購入する
                                                   
194 杉本・前掲注(104)68 頁。杉本は連邦保育プログラムを、①ソーシャルサービスに関す
るもの、②児童の養育・発達に関するもの、③職業訓練・雇用促進に関するもの、④税金
に関するものの 4 つに分類する。①については貧困家庭への保育援助、AFDC 受給者への
保育料補助、児童福祉サービス、②にはヘッドスタート、低学年教育法、障害児教育法、
③には包括的雇用訓練法、就業奨励プログラム、職業教育法、④には企業内保育奨励のた
めの税制優遇、保育費控除が含まれる。杉本・前掲注(104)68-71 頁。 
195 「幼稚園は義務教育とされてはいないが、すべての公立小学校に付設され、就学前教育
として教育体系のなかにほぼ組み込まれている（略）親は保育日数・時間を選べるが、週 2
日から 3 日、午前か午後の半日プログラムが一般的である。アメリカでは保育政策とは別
に、子どもの教育・発達を中心にした、このような保育学校が発達した」。「公的保育施設
を利用できる低所得の親の子ども以外の子どもたちが選択できる保育施設としては、家
族・親族による保育を別とすると、『ファミリー・デイケア（個人の家庭で数人の子どもを
保育する）』『デイケア・センター（日本の保育所にあたる集団保育施設。低所得家庭対象
の公立のものを除くと、高額な保育施設である）』『個人のベビー・シッター』が存在する」。
杉本・前掲注(104)71-72 頁。 
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経済力をもつ世帯は、保育所であれベビーシッターであれ、より質の高いサービスを選択
することが可能である。 
だが貧困世帯が利用できる保育サービスは「高いコスト（high cost）」、「限られた供給量
（limited supply）」、「質のバラつき（uneven quality）」といった問題に直面してきた。コ
ストと供給量の問題は貧困世帯の親の就労に関わる問題であり、質は児童の生命・身体に
関わる問題である。そのためヘッドスタートを始めとする就学前教育、後述する保育ブロ
ック補助金（CCDBG）も貧困世帯を対象としている。貧困世帯にとって負担可能（affordable）
で利用可能（available）で一定の質（quality）を伴う保育サービスを提供することが、ア
メリカの保育政策が抱える課題だといえる。 
 
5.1.2 1970 年代の保育法案の理念 
 
 アメリカにおける保育政策の起源として、1941 年の Lanham 法196を挙げることができる。
大恐慌を経て失業した教師を雇用するため、保育施設に対する補助金を出していた連邦政
府は、女性のさらなる就業を促進するため幼児期の児童のためのプログラムを立法化した。
Lanham 法は拡大されることなく廃止され、その後保育政策については空白の時代が続く
197。 
 だが 1960 年代に入ると保育法制の整備は徐々に重要な政策課題となっていった。その背
景として、働く女性の増加と「貧困との戦い」を挙げることができる。1962 年の社会保障
法改正により、保育への予算配分が承認され（3 年で 2500 万ドル）、1967 年の改正では、
前述の WIN プログラムに参加する親への支援割合を費用の 75％とし、その財源として保
育費用が使われた。1962 年改正と 1967 改正を比較したとき、前者が児童福祉と就労促進
という二つの目的を有していたのに対し、後者では就労促進の色彩がより濃くなっている
ということができる198。 
 1970 年代に入ると、包括的な保育施策に関する法案が連邦議会で次々と提出される。
                                                   
196 An Act to expedite the Provision of Housing in connection with National Defense, 
and for Other Purposes, P.L.77-137, 54 Stat. 1125. 
197 ABBIE GORDON KLEIN, THE DABATE OVER CHILD CARE A SOCIOHISTORICAL ANALYSIS 30 
(1992). 
「この時代の保育政策とは、労働をめぐる社会的変化や要請に対応する手段として暫定的
に政府が保育に介入せざるを得ない結果であったといえる。このように、保育に対して政
府の介入が限定的であった背景には、『女性の最も重要な役割は、平和な時代においてもま
た戦争中であっても子どもに的確な養育を与えることである』という軍事動員委員会（the 
Manpower Commission）の声明に端的に表現されている。すなわち、子どもの養育は母親
が家庭において行うべきプライベートな問題だという認識である」。松山有美「『自助努力
社会』における保育政策と保育選択－アメリカを事例として－」名古屋学芸大学 教養・
学際編・研究紀要 6 号（2010）61 頁。 
198 KLEIN, supra note 197, at 30.  
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1971 年に提出された「児童の発達のための包括的法案（Comprehensive Child 
Development Act）」は、医療や教育を含む包括的な保育を、連邦政府が設立する保育所を
通じて提供するというものであり、低所得層に対しては利用料の減免が行われるものの、
他の所得階層に対しても開かれており、予算規模は初年度で 20 億ドルという大規模なもの
であった199。だが当時の大統領であったニクソンは連邦政府の役割は「私的で開かれた市
場の中で親が必要な保育サービスを購入するのを部分的に支援することであって、そのよ
うなサービスを直接提供するような介入は極力最低限度であり続けるべきだ」として拒否
権を発動し、上記法案は成立しなかった200。 
その後も保育に関する法案が提出されたものの成立せず、1980 年代に入ると就労促進と
の関係で貧困世帯のシングルマザーに対する育児支援は大きな問題となっていった201。
1980 年代の保育政策の中心となったのが「保育の改善に関する法案（Act for Better Child 
Care 以下 ABC 法案）」である。ABC 法案は共和党の Dodd、Chafee を中心に 20 人以上
の上院議員の協力を得て提出された。ABC 法案が目指したのは三つの条件（利用可能性、
負担可能性、質）を充たす保育サービスの提供であり、連邦の予算を財源とする、全国的
な保育サービス提供体制の構築を目指していた。ABC 法案をめぐる議論の焦点は（１）連
邦政府が定めるサービスの基準の妥当性、（２）宗教的基盤をもつサービス提供者の位置づ
け、（３）（税額控除等と比較した際の）ブロック補助金という手法の妥当性、であった202。 
ABC 法案をめぐる議論において特に注目すべきは、保育サービスにおける量と質の両立
である。ワークフェアと歩調を合わせた保育サービスは、まず供給量の拡大を目標として
いた。サービスの供給量を増やすためには、事業者の参入拡大を図らなければならない。
他方で貧困世帯が利用できる保育サービスの質が劣悪であることも大きな問題であり、サ
ービス提供者に対し一定の基準を課さなければ質を確保することはできない。供給量の増
加と質の向上、ABC 法案の目標にいう利用可能性と質はある局面において衝突する。社会
福祉政策の研究者である Rector は公聴会において、連邦政府が現行の（当時の）基準より
厳しい基準を課すことはサービス提供者に追加的コストを負担させることになり、サービ
スの継続を困難にすると指摘している。量の拡大と質の向上の両立こそが、貧困世帯に対
する保育サービスの最も大きな問題だといえるのである203。 
                                                   
199 杉本・前掲注(104)75 頁。 
200 KLEIN, supra note 197, at 34. 杉本はこのニクソンの拒否権発動についてアメリカの社
会の持つ「伝統的保育観」「伝統的家族観」を指摘し、「家族のことには国家は干渉しない
というアメリカ流個人主義があった」と述べる。杉本・前掲注(104)75 頁。 
201 「アメリカの保育政策とは、歴史的にも現在も貧困家庭政策として存在する。保育政策
を確立することは、1970 年代から急増を続けている AFDC 受給者である母を仕事に就かせ
ることを目的としている。その母が就労し、AFDC の受給者でなくなるためには、貧困家
族が利用できる保育施設が不可欠だからである。保育政策の第一義的な目的は、明白にこ
の目的に向けられている」。杉本・前掲注(104)77 頁。 
202 KLEIN, supra note 197, at 41-42. 
203 Child Care Needs of Low-income Families : Hearing of the Committee on Ways  and 
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5.1.3 保育ブロック補助金(CCDBG)成立と 1996 年福祉改革 
 
 ABC 法案を中心とした 1980 年代の議論は、1990 年に成立した保育ブロック補助金
（Child Care and Development Block Grant CCDBG）に結実する。1980 年代の議論に加
え、育児支援においては税額控除等の税制を通じた支援と補助金による支援という二つの
手法の組み合わせ及び配分が問題となっており、成立に向けて財政上のプランについて提
案せざるをえない状況であった。そのような状況下で成立したのが保育ブロック補助金
（CCDBG）である204。 
CCDBG はブッシュ政権の下で成立した予算調整のための法律（Omnibus Budget 
Reconciliation Act）205の一部であり、5 年間にわたり毎年８～９億ドルの予算が計上され
ることとなった206。CCDBG は要件を満たす児童（13 歳以下、世帯収入が中位所得の 75％、
親が就労しているか、職業訓練に参加しているか、保護を受けている）に対し各州を通じ
て支給される207。各州への配分の基準は児童の数及び給食費免除を受けている児童の数で
ある208。また一定の基準を満たすサービス提供者を利用する場合にしか支給対象とならな
い209。CCDBG の特徴は、配分される補助金の使途の一部を保育サービスの質の向上に使
うよう定めた点にある。質の向上とは、具体的にはサービス提供者が基準に適うようサー
ビスを改善する際の貸付、質の監視体制の確立、スタッフの訓練費用等を指す210。 
CCDBGが意図する保育サービスの質は二つに大別できる。児童の生命、身体の保護であ
り、もう一つは児童の能力発達を促す教育的機能である。児童の生命、身体の保護にあた
って問題となるのは児童一人あたりのスタッフの数や施設基準である。営利、非営利を含
め民間団体にライセンスを付与し、補助金等を交付するアメリカの保育政策の中でサービ
ス提供者に質の確保を促すことは容易ではない。問題となるのは質の確保にかかるコスト
を誰が負担するかである。CCDBGの立法過程では、ライセンスを付与するという手法では、
サービス提供者がコストを負担し、利用料金に転嫁されることで低所得世帯の利用可能性
が阻害されるとの指摘がなされた211。ここでいうコストには例えば保育施設での事故に備
                                                                                                                                                     
Means House of Representatives 100th Congress second session 81(1988) statement of 
Robert Rector. ABC 法案をめぐる公聴会等の議論については常森裕介「貧困児童をめぐる
アメリカの育児支援制度」比較法学 43 巻 3 号（2010）を参照。 
204 KLEIN, supra note 197, at 52-53. 
205 Omnibus Budget Reconciliation Act of 1990, Pub.L.No.101-508, 104 Stat. 1388. 
206 42 U.S.C.§658B. 
207 42 U.S.C.§658P(4). 
208 42 U.S.C.§658O. 
209 42 U.S.C.§658P(5). 
210 42 U.S.C.§658G.常森・前掲注(203)43-47 頁。 
211 Child Care Needs of Low-income Families : Hearing of the Committee on Ways and 
Means House of Representatives, 100th Cong.66(1988)(statement of Phyllis Schlafly).常
森・前掲注(203)52 頁。 
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える損害保険への加入も含まれる。質の確保が問題化した背景に事故があることを考えれ
ば保険への加入は必要だが、保険料の高騰が参入の障壁になっているとの指摘もあった212。
これら立法時の課題を踏まえると、CCDBG が質の確保を目的とした補助金を設定したこと
は、額や内容が限定的であるとはいえ、このコストを連邦政府が負担することを意味して
いる。その点でアメリカ保育政策にとって大きな意義を有している。ただ補助金の対象と
なる質は児童の生命、身体の保護を対象としていることに注意しなければならない。もう
一つの質、教育的機能について CCDBG の内容からはっきりと読み取れるわけではない。
ただし後述する就学児童を対象にした放課後プログラムは公立学校との連携によって貧困
児童の能力発達を促すものである。教育的機能は画一的な基準になじまないものであり、
児童の生命、身体の保護という意味での質とは異なる。成立後、CCDBG はアメリカにおけ
る保育サービス拡大の基盤となった。1996 年福祉改革で低所得のシングルマザーの就労促
進が問題となったのと平行して、彼女たちが働きに出られるよう保育サービスを拡大する
ことが求められた。1996 年福祉改革では CCDBG が大幅に増額（6 年で 120 億ドル）され、
TANF のための補助金を最大 30％まで、保育サービス及び社会サービスのために使用する
ことが可能となった213。CCDBG を中心とする保育政策は、公的扶助を始めとする福祉政
策の中心となった。ただここで問題とされているのはサービスの供給量の問題であり、質
の確保は依然大きな課題であった。 
 
 5.2 裁判例にみる保育の質と児童の利益 
 
 1996 年福祉改革を中心とした就労促進策の影響を受け、特に貧困世帯に対し連邦政府、
州政府ともに育児支援策を拡大した。だが ABC 法案をめぐる議論に見られたように、貧困
世帯が直面する保育の問題点は、供給量不足や価格だけではなく、サービスの質が低いこ
とにあった。保育の質はアメリカの保育政策にとって大きな課題の一つである。また供給
量の問題が特に一人親の就労促進策と結びついていたのに対し、質の問題は保育サービス
を実際に享受する児童自身の利益に関わることに注意する必要がある。本節では児童自身
の法的利益に着目することで保育の質について考える。 
 
  5.2.1 保育の質への関与－法規制をめぐる問題－ 
 
 保育の質とは何か、林によれば四つの要素、①人的環境（保育者と子どもの比率、クラ
スの規模、年齢構成）、②物理的環境（健康と安全、子ども一人当たりの面積、年齢にふさ
                                                   
212 Child Care and Small Business : Hearing of the Committee on Small Business 
House of Representatives, 100th Cong.37(1988)(statement of Joan Dunn-Antonsen).常
森・前掲注(203)49 頁。 
213 常森・前掲注(203)57-58 頁。 
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わしい教材）、③保育者の質（安定率等）、④人間関係の質（保育者と子どもの関係等）に
分けられるという214。林は第三者が評価基準に基づいて「質」を評価するというしくみが
アメリカで発達した背景には二つの文脈があると指摘する。第 1 に教育改革、貧困対策に
関わる子どもの認知的発達を重視したカリキュラム開発であり、これは将来の良い国民を
育てるという目的を有していた、第 2 に、市場原理で動くアメリカの保育サービスの中か
ら保護者が選択するための情報提供体制の構築である215。この分析を前提とすると、アメ
リカにおいては保育の質は客観的に評価（数値化）可能なものであり、その手法を発展さ
せてきたことが読み取れる。 
 しかし保育の質の法的位置づけを探るためには心理学や教育学によって体系づけられた
保育の質に対する評価手法をそのまま採用するわけにはいかない。法律によって確保すべ
き保育の質とはいかなる内容、程度であるのか、また保育の質は児童の法律上の利益とど
のように関わるのかという検討が必要となる。次に保育施設をめぐる裁判例を分析するこ
とによって、法による保育の質に対する規制がどこまで可能なのか、あるいは規制する行
政の責任はどこまで問われるのかについて検討する。 
   
5.2.2 裁判例にみる保育の質216 
 
 アメリカの保育制度の大きな特徴はサービス提供者の大部分が民間団体だということで
ある217。そこには営利企業、非営利団体(NPO)、教会など様々な団体が含まれており、州
は直接施設等を運営するというよりも、規制・監督する、もしくは補助金を使って活動を
支援する立場を担う。保育サービスの種類は、家庭型保育(family child care)、保育所(center 
based care)の二つが主に担っており、これにベビーシッター等の個別的なサービスが加わ
る。 
 アメリカでは保育施設に対する規制は主として各州が担っている。規制の内容は州によ
って異なり、全ての施設が州の規制に服しているわけではないものの218、基準を満たす施
                                                   
214 林ゆう子「アメリカにおける保育の『質』の数量的評価方法による研究と実践への貢献
と評価の課題」社会問題研究 58 巻（2009）157 頁。 
215 林・前掲注(214)160 頁。 
216 本節の内容は常森裕介「アメリカにおける保育の質と児童の利益－行政規制をめぐる判
例を手かがりとして－」海外社会保障研究 175 号(2011)の一部を改稿したものである。 
217 「保育事業を展開する民間型保育は、保育ニーズの多様化と保護者のもつ保育への関心
の変化から急激に増加をしている。5 年に一度提出されるアメリカ統計調査によれば、民間
型保育所の数は 1987 年に 26,809、1992 年は 35,327、そして 1997 年には 43,955 と確実
に設置数は増えている…そして 2002 年までには民間型保育所は 44,896 となった。さらに
増加が民間型保育に比べ顕著でない非営利型保育所の数と比較した場合、アメリカにおけ
る保育所は民間主導型によって展開していることは明らかであろう」。 
松山・前掲注(197)66 頁。 
218「認可基準を満たさない保育施設は、州・地方政府によって定期的に行われる査察にお
いて、摘発・排除の対象となっている。もっとも各州政府によって設定されている認可基
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設にライセンス(license)を与え、基準に違反した場合にはライセンスを取り消すという手法
は一定程度共通している。本節では法律によって保障されるべき保育の質と何かという問
題に答えるため、行政がどこまで規制する権限を持つのか、逆に規制監督を行う行政はど
こまで責任を負うのかという二つの側面から、行政規制の役割を検討する。前者について
は査察や監督の範囲を、後者については保育施設での虐待や事故について、ライセンスを
付与した行政機関は責任を負うのかという問題を、判例を用いて検討する。 
Rush v. Obledo 事件219では、家庭型保育施設に対するカリフォルニア州の規制、特に事
前の通知のない抜き打ち査察の合憲性が争われた。家庭型保育施設を運営する原告は、抜
き打ち査察が合衆国憲法修正第 4 条(不合理な捜索、逮捕、押収の禁止)に反するとして、将
来にわたる抜き打ち査察の差止を求めて訴訟を提起した。連邦地裁は、州の抜き打ち査察
を修正第 4 条に違反すると判断した。その大きな理由となったのが、保育所と家庭型保育
の区別である。判決は保育所が保育のための施設を設け、訓練されたスタッフによって児
童の監護を行っているのに対し、家庭型保育は運営者の居住空間と保育スペースの区別が
保育所に比して明確ではないと説明した。その上で、修正第 4 条は公的機関が私人の居宅
に、法的手続きに則った通知なく入ることを禁じており、家庭型保育もその例外ではない
と結論づけた220。 
North Valley Baptist Church v. Mchahon 事件221では、教会が運営する保育所への規制
                                                                                                                                                     
準には著しいバラつきが見られる。たとえば保育者と乳幼児の比は、0 歳児の 1：3(3 州)～
6(8 州)、4 歳児の 1：8(1 州)～20 州(4 州)と大きく異なっている。しかも宗教系の保育所(12
州)や幼稚園(20 州)などに対して認可取得義務を免除している州もあり、認可制度の適用は
徹底されていないのが現状である…家庭内保育は…多くの州で小規模の家庭内保育は認可
取得義務を免除されており、政府による規制が一切及んでいない場合が少なくない」。 
深堀聰子「自助主義にもとづく子育て支援のあり方に関する研究－アメリカの保育事業の
特徴と課題に着目して－」比較教育学研究 36 号(2008)54 頁。 
219 Rush v. Obledo 517 F.Supp.905 U.S.Dis.(Cal. 1981). 
220当時のカリフォルニア州の規制は、保育所(institutional day care centers)と家庭型保育
(family day care homes)を区別し、後者には前者と比して緩やかな規制を課していた。し
かし家庭型保育に対しても抜き打ち査察(unannounced warrantless inspection)が許され
ており、査察の拒否を理由にライセンスを取り消す(revocation)ことも可能であった。
Woosterはこの判決を商業(business)目的の建物に対する抜き打ち査察の有効性が争われた
判決の一つとして位置づけており、保育所やホームスクールに対する抜き打ち査察が修正 4
条に照らして有効とされた例もあることを指摘している。抜き打ち査察の有効性を判断す
るにあたっては、抜き打ちで行うことで得られる利益が重要な判断要素となり、本件にお
いては、児童が特別な保護と配慮を州に求める権利を有し、そのための基準の遵守を施設
に要求することが州の規制の目的(州の利益)の根拠となっている点に留意する必要がある。
Ann K. Wooster, Annotation, Validity of Warrantless Administrative Inspection of 
Business That is Allegedly Closely or Pervasively Regulated; Cases Decided Since 
Colonnade Catering Corp.v. U.S., 397 U.S.72,90 S.Ct.774, 25 L.Ed.2d 60, 182 (1970). 
221保育所は 1981 年まで州からライセンスを付与されていたが、1981 年の調査の結果ライ
センスの更新を拒絶され、1984 年までライセンスを得ないまま運営を続け、施設内での体
罰が問題となった際も州の査察を拒否した。North Valley Baptist Church v. Mchahon 696 
F.Supp.518 U.S.Dist.(Cal. 1988). Matis は修正第 1 条の適用について、保育施設以外の判
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の合憲性が争われた。原告である教会は日曜学校、キャンプなどの活動に加え、就学前児
童に対するプログラムを自らの施設で提供していた。しかし 1984 年州は原告に対し、原告
の施設が保育施設への規制、監視を定めた州法に違反しているという内容の通告を行った。
連邦地裁は(１)制定法が信教の自由にどの程度影響を与えるものであるか、(２)信教の自由
の制限を正当化する利益を州が有しているか、(３)規制を免除することがどの程度障害とな
るか、という基準を立てた上で、国教樹立禁止条項、平等保護条項違反の主張を退けた。
本判決は信教の自由という利益と対比される州の利益の内容として、児童の生命・身体の
保護について説示した点で興味深い判決だといえる。 
ライセンスを付与され、規制に服した保育施設で事故等が起きたとき、ライセンスを付
与し、規制監督権限を行使しうる州はどこまで責任を負うのだろうか。 
 Ruiz v. Mcdonnell 事件222では原告である母親の子(乳幼児)が、州のライセンスを得た保
育施設で保育サービスを受けていたが、頭部を激しく振られたことで脳に損傷を受け死亡
した事件につき、ライセンスを与えたコロラド州を提訴した。連邦控訴裁判所は Deshaney
判決223を引き、州は個人を私的な暴力から保護する責任を負ってはいないことを確認した
うえで、不適切なライセンス付与が事故につながるまでには一定の期間が必要であり、ラ
イセンス付与は原告と死亡した児童を対象としたものではなく、また不適切なライセンス
付与は連邦法 42 編 1983 条224に言う行政の「積極的な行為」(affirmative conduct)には当
                                                                                                                                                     
例を通じて形成された法理を保育施設の事例に当てはめることに疑問を投げかけ、規制の
根拠たる州の「やむにやまれぬ利益(compelling interest)」は、教会がもつ利益と重なる場
面もあることを指摘する。ここで州が規制を正当化するために用いる利益とは、児童自身
が有する利益であり、例えば児童が教会主催の地域行事に参加する場合、州の利益と教会
の利益が明確でなくなることも考えられる。Greg J.Matis,Comment:Dilemmma in Day 
Care:The Virtues of Administrative Accomodation,57 U.Chi.L.Rev.573, 580-596 (1990). 
222 Ruiz v. Mcdonnell 299 F.3d 1173 U.S.App.(10th Cir. 2002). 
223 Deshaney 判決 Deshaney v. Winnebago 489U.S.189;109S.Ct.998;103L.Ed.2d 
249(1989).では、父親から虐待を受けていた児童が死亡した事件につき、カウンティーが移
送を行わなかったことの責任を問われたが、私人間の権利侵害につき行政は基本的に責任
を負わないとして請求を退けたものの、二つの例外を認めている。一つは州と個人が特別
な関係(special relationship)にある場合で、具体的には第三者からの暴力(私的な暴力)から
個人が自身を守るための自由を州が制限した場合であり、もう一つは州が危険を発生させ
た(danger creation)場合である。Ruiz v. Mcdonnell 事件では danger creation を認定する
ための要件として(１)州の機関が何らかの方法で危険に対する(侵害を受けた)個人の脆弱性
を発生もしくは増大させたこと、(２)個人が限定された(画定しうる)集団の一員であること、
(３)州の行為が個人を深刻かつ差し迫った、直近の侵害に対する実質的な危険にさらしたこ
と、(４)当該危険が明らかなものであるか、周知のものであること、(５)州が危険と無関係
に配慮なく行動したこと、(６)当該行為が罪の意識に影響を及ぼしたかどうか、等の要素が
挙げられている。 
224 1983 条は、憲法及び連邦法によって保護された権利を州法に権限行使によって剥奪し
た場合に、連邦裁判所に救済を求めうることを規定している。最高裁は、連邦憲法上の権
利侵害に対する自治体の損害賠償責任についてその可能性を認める。また、連邦の職員に
関してはこれらの規定は及ばないものの、連邦の職員が憲法上の権利を侵害した場合に、
憲法に基づいて損害賠償の義務を負う可能性を承認するに至っている。松井茂記『アメリ
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らず、差し迫った侵害行為(immediate threat of harms)であるとも言えないとして原告の
請求を退けた。Walding v. U.S.A 事件225もまた Deshaney 判決を引き、州には個人を私的
な権利侵害(private harm)から保護する義務を負っているわけではないと確認したうえで、
「特別関係」と「危険の発生及び増悪」(actions created or exacerbated a danger)という
例外事項の存否を検討し、これを否定した。Deshaney 判決で示されたとおり、原則として
州は私人間の権利侵害について 2 つの例外的な場合を除いて責任を負う事はない。ライセ
ンス付与という行為を媒介させたとしても、危険を発生もしくは増大させるような積極的
な行為がなければ、施設における事故について州に責任を課すことは難しいと考えられる。 
 前掲 North Valley Baptist Church v. Mchahon 事件では就学前児童(2 歳～6 歳)は脆弱で
基本的なニーズを自ら充足することができないことから、就学前保育において児童を守る
という州の利益は「やむにやまれぬもの(compelling)」であると述べられ,その上でライセン
ス付与により一定の規制を課すという手法がこの「利益を向上させる、効果的な方法」で
あり、その目指すところが「児童の健康と安全の促進」だという認識が示されている226。
また前掲 Rush v. Obledo 事件では州がもつ「保育を受ける児童の健康と福祉を保護すると
いう」利益と児童自身が「州に対し特別な保護と配慮を求める」権利とが関連づけられ、
特に家庭型保育について保育の質に関する基準を強制することは合法であり、目指すべき
ことであると述べられている227。 
 これらの裁判例で言及されている児童の利益を整理すると、保育の質との関係において
次の三つの特徴を挙げることができる。すなわち、年齢に応じた身体的、精神的脆弱性、
安全と健康を内容とすること、自らの手で利益侵害に対抗することができないこと、であ
る。児童の利益がこれらの特徴を有するが故に、保育施設に対する規制が正当化される。
保護されているのは、生命、身体の保護と言い換えうるようなごく基本的な利益である。
これは裁判例が事故という局面を対象としている以上やむを得ないといえる。児童の生命、
身体の安全が保護されることを当然の前提とし、情操教育や初歩的な学力といった能力発
達に力を注ぐ施設は少なくない。個々の施設が目指す保育の質の内容が、児童の生命・身
体の保護に止まらず、身体的・知的な能力発達も含むとすれば、法制度はどのように関与
することができるのだろうか。 
 
 5.2.3 貧困児童をめぐる社会保障法制と保育の質 
 
 保育の質の評価、裁判例の中で言及された児童の法律上の利益と保育の質についてここ
まで検討してきた。次に立法政策上確保されるべき範囲も含め、保育の質とは何かを探っ
ていきたい。裁判例において認められた保育の質とは、児童の生命・身体の安全を確保す
                                                                                                                                                     
カ憲法入門』145-149 頁(有斐閣、第 6 版、2008)。 
225 Walding v. U.S.A. U.S.Dis. LEXIS20549 (Tex. 2009). 
226 See cases cited supra note 221. 
227 See cases cited supra note 219. 
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ることであった。だが既に述べたように、児童の能力発達を促すプログラムを実施してい
る保育施設は、営利企業が運営する施設を中心に多く存在している228。そのようなプラス
アルファ部分に対し、法制度はどのように関与できるのだろうか。 
 2002 年ブッシュ政権下で始まった” Good Start, Good Smart”イニシアティブにより、小
学校での学習に備えるプログラム（ヘッドスタートの強化、質の高い保育、保護者等への
情報提供）に対する補助金が拡大された。このようなプログラムの背景として NAEYC
（National Association for the Education of Young Children 全米乳幼児教育協会）や研
究者らの手によって質を認定するためのシステムが構築されていたことが指摘される。児
童をより生産性の高い国民にするため、連邦政府の動きにあわせて、州レベルでも就学前
児童への早期教育介入が試みられている229。 
 このように保育の質の中でも能力発達に注目が集まっているのは最近のことではなく、ア
メリカの保育政策がそもそも教育的要素を内包していたためである。次に保育政策の展開
を、ワークフェアとは別の文脈で確認しつつ、ヘッドスタートや就学児童に対するプログ
ラムと併せて、アメリカの保育政策が児童の発達をどのように保障してきたか検討する。 
 
5.3 保育法制における教育 
5.3.1 立法の変遷における監護と教育 
  
 アメリカの保育施設はいくつかの潮流が組み合わさって成立した。第 1 に、働く母親の
子どもを預かる施設として、第 2 に、幼稚園（kindergarten）の流れを汲む教育プログラ
ムを展開する施設としてである230。また Zigler らによれば 1970 年代以降の保育政策をめ
ぐる議論もこの二つの流れの中にあった。そこでは監護(custodial care)と包括的保育
(comprehensive care)という二つのモデルが対立していた。前者は親が働きに出ている間子
どもを安全に監護できるようにすることが保育政策の役割だというもので、後者は心理的、
社会的な要素、親に対するケアを含めた包括的なサービスを提供するべきだというもので
ある。前者が福祉的要素を、後者が教育的要素を多く含むといえる。二つのモデルの中間
に位置するのが発達モデル(developmental care)である。この発達モデルは、児童の安全の
                                                   
228 松山は課税対象となる保育所の「多くは全米で保育所経営を展開する保育チェーンかま
たは地域のニーズにこたえる中小の保育企業によって提供される保育所」であり、「全国的
な規模で保育事業を行う大規模保育企業は、全国本部・州本部・そして各保育所にディレ
クターを配置し、チェーン傘下の保育所では一律のカリキュラムが使用されて」いて、「比
較的大規模な保育企業は、保育者の採用基準を州が定める基準よりも高く設置すること、
また語学学習や独自に開発したカリキュラムなど提供される保育に特色を持たせることに
より特徴をだし、乳幼児の獲得に力を注いでいる」ことを指摘する。松山・前掲注(197)65-66
頁。 
229 林ゆう子「アメリカにおける保育の『質』の数量的評価方法発展の文脈」社会問題研究
58 巻（2009）145-146 頁。 
230林・前掲注(229)143 頁。 
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確保に止まるものではないが、包括的かつ集中的な教育に注力するものでもない。発達モ
デルは折衷的なモデルであり、二つのモデルの間を揺れ動きつつ、CCDBG に至るまで一つ
の保育プログラムのモデルとして機能した231。このような流れをみると、強力な行政規制
を用いるかはともかくとして、教育的要素を含んだプラスアルファ部分に立法政策として
関与することは、アメリカの保育政策の流れから逸脱したものではないということができ
る。 
上記二つの流れに加え、第 3 に、貧困との戦いにおいて「社会経済的に不利な子ども」
に対する「補償教育」という考え方が打ち出されたことが指摘される232。この「補償教育」
という考え方を具体化したのが、就学前児童に対する大規模な教育プログラム、ヘッドス
タートである。添田はヘッドスタートの特徴として、①自助主義が強いアメリカで導入さ
れた、②就学前児童を対象としている、③社会的経済的に不利な立場にある児童を対象と
している、④教育機会を与えることによって「補償」している、⑤教育、健康など幅広い
分野にわたる複合的プログラムであること、⑥個々の家庭がもつ生活様式や文化的価値観
と深く関わっていることを挙げている233。添田は、1964 年の法案段階においては経済機会
法の中心は青少年への教育、訓練が中心で、そこにあった理念は「リハビリ」であったが、
1965 年のケネディ大統領の演説を機に「貧困との戦い」の方向性が「リハビリ」から「治
療・予防」に移行するのとともに、貧困児童への施策もドロップ・アウトした青少年から
就学前児童への早期介入に変化したと説明する234。添田は「補償教育」による平等政策に
ついて、機会を付加的に配分することで能力を獲得させ、市場に戻すことを目指すもので
あると指摘する235。 
 
  5.3.2 公立学校との連携－立法時の議論から－ 
 
 保育を含めた就学前児童に対するプログラムは、早期介入という意味で就学児童あるい
は青年期に達した児童に対するプログラムよりも、より効果が見込まれる。ただ児童に対
する発達保障は就学前期に限定されるものではないし、一人親世帯は児童が就学した後も
学校が終わって、親が帰宅するまでの間児童を監護してくれる施設が必要である。いわゆ
るかぎっ子（latchkey children）問題もこれに含まれる。かぎっ子状態がネグレクトと判
                                                   
231 EDWARD ZIGLER, KATHERINE MARSLAND & HEATHER LORD, THE TRAGEDY OF CHILD 
CARE IN AMERICA 28-29,66-67 (2009). 
232 林・前掲注(229)143 頁。 
233 添田久美子『「ヘッド・スタート」研究 教育と福祉』16 頁(学文社、2005)。 
234 添田・前掲注(233)132-133 頁。 
235 「結果として、獲得した能力に格差があることを是認し、それを公的扶助などで補うと
いった発想にたつものではなく、あくまでも原理の支配する場にもどすことをめざすもの
であり、「ルールの普遍化」というアメリカ的発想の延長線上にあるといえよう」。添田・
前掲注(233)136-137 頁。 
63 
 
断される可能性があること、ABC 法案の審議においても自宅で子どもだけで過ごすことの
危険性を通じてかぎっ子が問題とされたこと236、CCDBG において放課後プログラムに対
する予算が計上されたことを考えると、保育施設から学校へと場所が移っても貧困児童の
監護と発達保障の問題237は残される。 
 就学児童に対するプログラムで重要なのは学校の位置づけである。前述の保育法案（1971
年）をめぐる議論においても保育と（公立）学校をつなぐ提案がみられる。具体的には、
民間企業や教会、NPO 等保育サービスの提供者に、学校を加えようというものである。ま
たヘッド・スタート拡大の中で学校と連携した保育（School-Related Child Care）に対す
る予算が計上された238。公立学校は児童が住む地域の拠点となりうる場所であり、また保
育サービス、就学前教育プログラム（ヘッド・スタート等）に続く児童の居場所でもあり、
放課後プログラムが提供される場所でもある。保育施設と公立学校では規制の主体が異な
るとの指摘239はあるものの、児童の発達保障ということを考えれば、公立学校は就学前児
童と就学児童を一貫して支える存在になると考えられる。 
 
  5.3.3 保育法制と児童の発達可能性 
 
 本章での検討により、保育政策については児童の能力発達を保障するという観点から、
質に着目することが重要であることが明らかとなった。アメリカの保育政策は、福祉改革
に伴う就労促進策との関係で、働く貧困世帯の母親を就労させるために不可欠な政策と位
置づけられ、CCDBG を始めとして予算の拡大が図られてきた。そこでは一般的な女性の社
会進出や働く母親の増加という現象以上に、貧困世帯に利用可能で負担可能な保育サービ
スを提供することに主眼が置かれてきた。アメリカの保育サービスの大部分が営利企業を
                                                   
236 「就学前児童は保護者が仕事先から帰ってくるまで、ほぼ一日中面倒をみる必要がある
のに対し、就学児童は三時頃までは学校で過ごすため、三時から保護者が帰ってくるまで
の間、どこで過ごすかが問題となる。学校から帰って家で一人保護者の帰りを待つ児童は
Latchkey Children（かぎっ子）と呼ばれ、この対策について公聴会が開かれた。まず問題
となるのは安全である。特に入学したばかりの子どもは就学児童といっても低年齢であり、
事故等の危険がある。公聴会では、6 歳の子どもが同級生と遊んでいて火災が発生し、二人
は死亡、8 歳の姉だけが助かったという事例が報告されている。事故当時両親は家におらず、
彼らが住んでいた地域に子どもを預かってくれる施設はなかった」。常森・前掲注(203)50
頁。 
Latchkey Children:Hearing of the Joint Economic Committee Congress of the United 
States, 100th Cong.20(1988)(statement of Amy Tyler-Wlkins)参照。 
237公聴会において、就学児童育児プロジェクトの主任研究員である Seligson はかぎっ子の
経験は、孤独や社会的孤立を与え、子どもの自然な成長を阻害し、学業にも何らかの影響
を与えると述べる。常森・前掲注(203)51 頁。 Latchkey Children:Hearing of the Joint 
Economic Committee Congress of the United States 100th Congress 2nd session 
13(1988)(statement of Micky Seligson)参照。 
238 KLEIN, supra note 197, at 36,44. 
239 KLEIN, supra note 197, at 36. 
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含めた民間団体が担っていることは、自助原則に支えられたアメリカの社会保障法制の特
徴を表すとともに、費用の面で貧困世帯の保育サービスに対するアクセスを阻む原因とな
っていた。 
 貧困世帯に対する保育サービスを考えるとき、供給量や価格と並んで重要なのが保育の
質である。保育の質を本章では主として二つに大別して整理してきた。一つが施設基準や
人員配置といった最低基準の遵守であり、もう一つが児童の学習能力や生活スキルを発達
させるプログラムの実施である。前者は児童の生命、身体といった人としての基本的な利
益を守るもので、裁判例においても肯定されている。また CCDBG が定める基準や各州が
ライセンスを付与する際の質も生命・身体の保護が中心的内容である。後者はむしろ各施
設が独自に行うプラスアルファ部分であり、宗教的色彩をもった施設等では法的な問題を
生ずることはあるものの、公的に関与することは難しいという見方も可能であろう。 
 だが児童の発達可能性という本稿の関心からは、後者の能力発達を促すプログラムの実
施に着目したい。確かに教育的機能を主とするプログラムは行政による強行的かつ画一的
な規制にはなじまない。ただどの施設でサービスを受けるかは原則として利用者の選択に
委ねられていること、既に述べたとおり NAEYC 等の民間団体が教育的内容も含めた保育
の質に関する基準を蓄積していることを踏まえれば、このような保育の質についても公的
な基準設定に取り込むことは可能であろう。 
 また児童の能力発達という点では、公立学校も重要な役割を果しうる。第１に、放課後
プログラムの実施主体として、就学児童に対する監護を担っており、そこでは児童の生命・
身体の保護と、能力発達という保育サービスと同様の質が求められている。第２に、地域
の拠点として、就学前児童に対しても保育サービスを提供する場所となる可能性を秘めて
いる。規制主体やサービス内容の差はあるとしても、大きな可能性をもった提案である。
第３に、ヘッド・スタート等の大規模な就学前プログラムの存在を前提とすると、公立学
校での教育を受ける時点で貧困児童が大きく不利な位置にいないようにすることが、保育
サービスの質にとって一つの目安になる。保育サービスや就学前プログラムにおける学習
やスキルの習得は、早期介入によって生涯におけるスタート時の平等を確保しようという
ねらいをもっているが、具体的な目標としては公立学校での教育を受ける時点での平等を
目指すということになろう。すなわち保育サービス、就学前プログラム、学校教育という
児童の発達を保障する一連のサービスの中に保育サービスを位置づけ、公的にどのような
関与が可能かを考える必要がある。 
 ただ児童の発達を保障し、自立へ向けた条件整備を行うのは保育サービスだけではない。
次に児童の身体的発達を支える制度について検討する。 
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第 6 章 児童の身体的基盤形成と社会保障法制 
 
 前章で検討した保育サービスで身体、生命という児童の利益が法的に保護されているこ
とを説明した。そこでは児童を危険から守り安全に監護するという意味で身体的発達の基
盤が確保されていたといえる。だが児童の身体的発達を保障する方法はそれだけではなく、
児童に対する医療保障制度も検討しなければならない。また身体的発達に欠かせない栄養
を確保するための法制度も併せて検討することによって、児童の身体を形成するための法
制度を把握することができる240。 
 アメリカの社会保障法制の中でも貧困世帯に対する医療扶助(メディケイド)と栄養保障
(フードスタンプ)は歴史的な蓄積をもつ全国的な制度で、連邦政府が、前者に対しては間接
的に、後者に対しては直接的に関与する制度である。本章ではここに学校給食を加え、貧
困児童の身体的発達に広く社会保障法制がどのように関わっているのかを分析する。二つ
の法制度がもつ基本的な機能(医療サービスの提供、バウチャーの給付)に加えて、児童が自
らの身体に何が必要かを理解し選択する能力を身につけるための教育的機能をもったサー
ビスに着目する。 
 
6.1 児童医療保険プログラム(CHIP)の意義 
 
 本節が主として検討対象とするのは 1997 年に成立した児童医療保険プログラム(CHIP)
である。CHIP は雇用主提供型医療保険とメディケイドの狭間で生じた無保険児童(無保険
世帯)の問題を解決するためにつくられた。CHIP は医療保障制度の文脈で見るならメディ
ケイドの拡大部分、あるいは規模では劣るもののメディケア、メディケイドに次ぐ第 3 の
公的医療保障制度とみることも可能である。本節では CHIP 成立の背景を探り、医療の文
脈における CHIP の位置づけを整理する。 
 
  6.1.1 アメリカの医療保障法制の問題点 
  
公的医療保険が全国民をカバーするいわゆる皆保険制を敷くわが国と異なり、アメリカ
の医療保障制度は民間医療保険（雇用主提供型医療保険）と、連邦政府や州・地方政府が
所管する公的医療保険と医療扶助から構成されている。ここでいう公的医療保険とは高齢
                                                   
240 イギリスを中心とした貧困と健康の調査において、絶対的貧困が十分な栄養・衛生的な
環境・医療サービス等へのアクセスが限定されることにより、健康の悪化を生じることに
加え、相対的貧困(貧困であること)が心理社会的ストレスとなり、健康に悪い生活習慣(喫
煙・多量飲酒・薬物依存・運動不足)を蓄積させることが指摘されている。近藤尚己＝イチ
ロー・カワチ「貧困・所得格差と健康－貧困の絶対性と相対性の観点から－」貧困研究 2
号(2009)41-45 頁。 
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者向けのメディケアであり、医療扶助とは低所得者向けのメディケイドである241。雇用主
提供型医療保険とは、雇用主が被用者やその家族、退職者に対して、付加給付（fringe benefit）
の一つとして提供する医療保険である242。本節で検討対象とするのは、医療扶助と雇用主
提供型医療保険の問題点である。 
上記の状況を整理するならば、「患者の保護と負担可能な医療に関する法律」（Patient 
Protection and Affordable Care Act ACA）243が成立するまでは244、高齢者に対しては公
的医療保険（メディケア）、低所得者に対しては医療扶助（メディケイド）が適用され、そ
のどちらでもない大多数の人々は、主として雇用主を通じて民間医療保険に加入していた。
だがその中で多数の無保険者、無保険児童が生じた背景には、雇用主提供型医療保険に加
入する経済的余裕はなく、医療扶助の受給資格を得られるほど低所得でもないために、医
療扶助と雇用主提供型医療保険の両方から抜け落ちた人々の存在があった245。 
 
6.1.1.1 メディケイドの立法展開 
 
                                                   
241 長谷川千春「アメリカの医療保障システム－雇用主提供型医療保険の空洞化とオバマ医
療保険改革－」海外社会保障研究 171 号(2010)16 頁。 
242 長谷川・前掲注(241)17 頁。（医療保険改革以前は）「雇用主は、法人、政府、営利・非
営利を問わず、被用者に医療保険を提供することを法的に義務付けられていない。また被
用者側も医療保険に加入する義務はない。しかし現実には、大企業の大半が付加給付とし
て医療保険を提供している。そのなかには、被用者本人向けの単身保険だけではなく、そ
の扶養家族にまで加入資格を広げた家族保険がある…企業が付加給付として医療保険を提
供すること、及び被用者の保険加入には、税制上のインセンティブが与えられている。民
間企業だけでなく、連邦政府、州・地方政府も雇用主として、その公務員と扶養家族、退
職者に対して医療保険を提供している」長谷川・前掲注(241)17 頁。 
243 Patient Protection and Affordable Care Act of 2010, Pub.L.No.111-148, 124 Stat.119. 
244 ACA 成立を含めた医療保険改革の目的は医療費の高騰に歯止めをかけること及び低・
中所得者の医療のアクセスを改善するためであると整理される。その主たる内容は①個人
に対する保険加入の義務付け、②事業主の保健提供の義務付け、③「医療保険エクスチェ
ンジの創設」、④民間医療保険に対する規制(既往症による加入拒否の禁止等)、⑤メディケ
ア及びメディケイドの拡充、⑥「独立支払諮問委員会」の設置である。島崎謙治『日本の
医療 制度と政策』160-166 頁(東京大学出版会、2011)。ACA 成立後、児童に対する医療
保険においても、出生時からの疾病や障害も含め、19 歳以下の児童に対する既往歴を理由
とする差別(加入拒否)が禁止された。宇佐美耕一＝小谷眞男＝後藤玲子＝原島博編『世界の
社会福祉年鑑 2011 第 11 集』214 頁(旬報社、2011)(阿部)。 
245 中浜はアメリカの医療保険制度の特徴について、国民一般を対象とする公的医療保険が
存在しないこと、民間保険中心であることに加え「第三に、低所得であっても貧困ではな
いために医療扶助の受給資格を得られず、他方で民間医療保険〔雇用主提供医療保険〕に
も加入できないために、医療へのアクセスに大きな制約を受けている無保険者が多数存在
していること」を挙げ、これが「アメリカがグローバル・スタンダードとして世界に向け
て提示するアメリカ・モデルの福祉国家の重大な欠点となりうる」と指摘する。中浜隆「第
1 章 アメリカの医療扶助改革と民間医療保険」渋谷博史＝中浜隆編『アメリカ・モデル福
祉国家－Ⅱ リスク保障に内在する格差』60-61 頁(昭和堂、2010）。 
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 アメリカにおける低所得者向け医療扶助には、連邦政府が関与するメディケイド
（Medicaid）、後述する児童医療保険プログラム（CHIP）、州や地方政府独自の医療扶助制
度がある246。メディケイドは 1965 年の社会保障法改正によりメディケアと同時に成立した。
財源は連邦政府と州が負担しており、実施主体は州である。給付内容については連邦政府
が一定のガイドラインを設けているものの、内容は各州で異なる部分もある。受給対象者
は①強制貧困加入者（TANF 受給者等、各州が必ず給付を行わなければならない者）と、
②任意対象者（各州が任意で対象とすることが認められている者）に加え、医療支出によ
って①と②の要件を満たす状態になった者（医療貧困者）も対象となる。連邦政府が州に
補助金を交付する要件となる基礎的サービスは入院、外来をはじめとする内容で、州は基
礎的サービスの他に予め提示されたサービスの中から任意に選択したサービスを提供する
ことで、連邦政府からの補助金を受けることもできる。児童に関わる基礎的サービスとし
ては、乳幼児へのワクチン接種、児童のための定期健診などがある。メディケイドは現物
給付で直接サービス提供者に支払いがなされ、妊産婦や児童等を除く一定の受給者に対し
一部負担を課すことができる247。 
 メディケイドが転機を迎えたのが 1980 年代から 1990 年代にかけての受給者拡大と、過
渡的医療扶助制度の創設である。1984 年の赤字削減法（Deficit Reduction Act）248によっ
て AFDC もしくは AFDC-UP の受給資格を有する妊婦、AFDC の受給要件を満たす世帯の
5 歳未満の児童、母親が AFDC の受給資格を満たす乳児にメディケイドの受給資格を付与
することが州に義務付けられた。さらにその後も徐々に受給資格の拡大が続き、1990 年に
は世帯の所得が連邦貧困線以下の 6～18 歳の児童に段階的にメディケイドの受給資格を与
えることが州に義務付けられた。また 1974 年に創設された「『過渡的医療扶助（Transitional 
Medical Assistance）』は、養育費の増加、稼得所得・勤務時間の増加、期間限定稼得所得
控除の喪失のために」AFDC の受給資格を喪失する児童のいる世帯に対し、メディケイド
の給付を一定期間継続する制度である249。 
 このようなメディケイドの展開過程をみると、そこにいくつかの特徴を見出すことがで
きる250。第 1 に、就労による経済的自立の重視であり、過渡的医療扶助制度の創設はメデ
ィケイド受給者の中でも就労により自ら収入を得る者を優遇する制度である。またメディ
ケイドの受給資格が AFDC 受給者を軸に拡大したことと、AFDC が 1970 年代以降就労促
                                                   
246 長谷川・前掲注(241)17 頁。 
247 以上メディケイドの概要については西村周三「第 10 章 メディケアとメディケイド」
塩野谷＝藤田・前掲注(37)197-201 頁。 
248 Deficit Reduction Act of 1984, Pub.L.No.98-369, 98 Stat.494. 
249 以上メディケイドの拡大、過渡的医療扶助については中浜・前掲注(245)23-32 頁を要約、
引用したものである。 
250 中浜はメディケイド改革の特徴として「1980 年代における過渡的医療扶助の創設とメ
ディケイドの受給資格者の拡大は、受給者が将来的に民間医療保険〔雇用主提供型医療保
険〕に加入できることになった場合、それに加入しやすくする役割を果たしていることで
ある」と指摘する。中浜・前掲注(245)23 頁。 
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進政策を推し進めてきたことを併せ考えると、AFDC の受給を要件とすることにより、現
金給付（AFDC、TANF）において進められてきた就労促進政策がメディケイドにおいても
実質的に反映されているといえる。第 2 に、育児を中心とする家庭生活における自立であ
り、これは過渡的医療扶助制度が児童扶養強制制度（養育費の取立て）を利用する世帯に
対し適用されていることから、生活を自助によって成り立たせている者を優遇していると
いう意味で、家族生活における自立を求める傾向が現れているといえる。第 3 に、メディ
ケイドは児童を中心に拡大してきたということである。これは上記の拡大過程が対象とな
る児童の年齢の拡大であったことに現れている。すなわちメディケイドは貧困世帯全体を
対象とする制度であるが、そこでは受益者としての児童に対する医療サービスを確保する
ことが念頭に置かれていたと考えられる。 
 
6.1.1.2 雇用主提供型医療保険の限界 
 
 アメリカの医療保障法制においては、非高齢者一般に対して公的医療保障制度が創設さ
れなかったために、1930 年代から雇用主提供型医療保険が公的医療保障制度の役割を代替
してきた。しかし 1970 年代から 1980 年代にかけて、医療費の増加や HMOの参入により、
自家保険を採用する大企業が増加したため、保険者はリスクの高い申込者を拒否するよう
になった。このため 1990 年代以降各州は、中小企業の被用者医療保険へのアクセスを高め
るため、保険者がリスクの高い申込者を拒否するのを防ごうとした251。 
 雇用主提供型の民間保険がアメリカの医療保障制度の中心となり、部分的に社会保険類
似の機能を果たしてきた。しかし雇用主提供型医療保険がメディケアとメディケイドの適
用を受ける世帯以外の全てをカバーしていたわけではない。その結果生じたのが大量の無
保険者である。アメリカにおける無保険者の割合、数は 1990 年代以降上昇し続けている。
1987 年（約 2950 万人）から 1997 年（3990 万人）にかけて 1000 万人以上増加し、2008
年には約 4570 万人にのぼり、17％以上が無保険状態となっている。雇用主提供型医療保険
への加入率が下がった原因としては、非正規雇用の増加による有資格者の低下、加入資格
を有していても保険料の上昇などにより加入しない、あるいは加入できない被用者の増加
                                                   
251 中浜隆『アメリカの民間医療保険』4-7 頁(日本経済評論社、2006）。 
また第二次大戦前のアメリカの医療保険制度と雇用主提供型中心に現在の状況との関係に
つき朱は次のように指摘する。「第一次大戦後における社内医療の普及によって、アメリカ
は 1920 年代まで、雇用関係を基軸とする特殊な医療保険制度の原型ができあがっていた…
こうしたアメリカ型の医療保険制度は、大恐慌を経て第二次大戦まで存続した。大戦期間
中、戦時経済の一環として社内医療が中止となったが、1943 年の政府の医療免税措置によ
り、企業の医療提供方式は、現行の医療保険提供方式に変更されることとなった。こうし
て、雇用関係を基軸とするアメリカ型の民間医療保険制度は、その基本的な構造を維持し、
戦後さらに大きく発展することとなる」。朱賢「アメリカ医療保険制度の展開過程（1950－
1991）－1949 年国民皆保険運動挫折後における医療保険制度の発展と動揺」社会システム
研究 20 号（2010）145 頁。 
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が挙げられる252。世帯が加入できないことによって世帯員である児童も無保険になり、多
くの無保険児童が生まれた。 
 
6.1.1.3 無保険児童の増加 
 
 1997年時点で無保険者が4000万人に達した中にあって、無保険児童は1000万人に達し、
これは全児童の 4 分の 1 にあたる数であった253。児童が無保険状態となるのは、児童が世
帯員（扶養家族）として属する世帯が無保険状態であることによるが、中浜によれば、そ
の態様は必ずしも同じではない。上述のように無保険者となる理由にはそもそも雇用主提
供型医療保険の加入資格を有していない場合と、加入資格を有しているにも関わらず加入
していない場合があり、親の一方が加入資格を有している（有していない）、双方が有して
いる（有していない）、あるいは両親は加入しているが児童（扶養家族）は加入していない
場合などが考えられる。両親が加入しているのに児童が加入していない世帯が存在するの
は、「単身保険」に比して「家族保険」では被用者の保険料負担が大きくなるためであると
される254。つまり「家族保険」について被用者の拠出割合が小さくなれば、「児童のみが州
児童医療保険プランで提供される医療保険に加入するより、親を含む家族が雇用主提供型
医療保険〔家族保険〕に加入するほうが『コスト効果的』になる」255。医療保険に加入し
ていない児童は通常の診療や歯科治療を受ける機会が減り、プライマリーケアを行う医師
との関係を結ぶことが難しく、予防注射や慢性疾患に対する治療を受けられない256。メデ
ィケイドが妊婦や児童を中心に対象を拡大してきたことを併せ考えると、無保険児童は重
要な問題であったと考えられる。 
   
6.1.2 児童医療保険プログラム(CHIP)の成立 
 
                                                   
252 長谷川・前掲注(241)23-26 頁。 
253 常森裕介「貧困世帯の児童に対する州立児童医療保険プログラム（SCHIP）の意義（１）」
早稲田大学大学院法研論集 130 号（2009）227 頁。 
254中浜・前掲注(245)48-51 頁。児童扶養強制プログラムについても児童の医療保障条項を
含むことが義務付けられた。「アメリカの養育費命令の特徴として、子どもの医療保障を含
む点があげられる…すでに 1984 年法で、養育費制度による養育費命令については、子ども
の医療保障の条項を含むことが義務付けられていたが、さらに 1996 年法により、これがす
べての養育費命令で義務化されている。子どもの医療保障にはいくつかの方法があるが、
父親が雇用主を通じて医療保険を利用できる場合には、それを子どもに適用することとさ
れている」。下夷・前掲注(102)158 頁。 
255 中浜・前掲注(245)50 頁。 
256 常森・前掲注(253)227 頁。Improving the Health Care of Children 1997 : Hearing of 
the Committee on Labor and Human Resources United States Senate, 105th 
Cong.(1997) (statement of Sen.Hatch and Sen.Specter). 
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 1000 万人に上る無保険児童、その背景となった雇用主提供型医療保険の加入率の低下と
メディケイド拡大の限界といった問題に対し、連邦政府は新たな立法を行った。これが 1997
年に成立した児童医療保険プログラム（State Children’s Health Insurance Program : 
SCHIP 現 CHIP）である257。CHIP は連邦政府から補助金が交付されるものの、基本的
には各州が制度設計と運営を行う仕組みになっている。連邦政府からの補助金はブロック
補助金であり、配分は各州の無保険児童の数と医療費の水準を勘案して決められる。州が
CHIP を行うか否かは任意であるが、連邦政府はメディケイドよりも補助率を高くしてイン
センティブを与えている。州は制度設計について 3 つの選択肢を与えられている。①州児
童医療プラン（State Child Health Plan）を新たに創設する、②メディケイドを拡大する、
③ ①と②を組み合わせるというものである。給付内容は州によって多様であり、外来診
療や入院、歯科や眼科を組み合わせたパッケージを提供している258。 
 CHIP は次のような特徴をもつ。第 1 に、連邦貧困線以上の世帯を加入対象とした。CHIP
の加入資格はメディケイドの受給資格を有せず、民間医療保険にも加入していない、18 歳
未満の児童（18 歳以下）である259。CHIP 創設の目的は、経済的な理由から雇用主提供型
の民間医療保険には加入できないが、メディケイドの受給資格を得られるほど低所得でも
ない連邦貧困線 100％～200％の世帯の児童である260。CHIP は就労し一定の所得があり、
貧困ではないとされる世帯及び児童（連邦貧困線 100％以上の世帯及び児童）で、医療にア
クセスできないという新たな貧困層を浮かび上がらせた261。 
 第 2 に、CHIP は民間保険会社のパッケージを活用し、連邦政府と州は保険料補助を担う
という方法を選択した。民間保険の活用は例えば民間医療保険から CHIP への乗り換え
（crowd-out）の防止策（待機期間 waiting period 等）262や、州が児童医療プランを独自に
創設する場合の選択肢を民間あるいはそれに準ずる医療保険者のパッケージが占めている
                                                   
257 Balanced Budget Act of 1997, Pub.L.No.105-33, 111 Stat.251.「同法〔SCHIP に関す
る規定〕は 10 年間〔1998 年から 2007 年度まで〕の時限法であった。その後、4 件の連邦
法〔時限立法〕によって、有効期限が 2009 年 3 月 31 日まで延長されている」中浜・前掲
注(245)32 頁。 
258 SCHIP の概要については中浜・前掲注(245)32-35 頁参照。 
259 中浜・前掲注(245)32 頁。 
260 42 U.S.C.§2110. 
261 常森裕介「貧困世帯の児童に対する州立児童医療保険プログラム（SCHIP）の意義（２・
完）」早稲田大学大学院法研論集第 131 号(2009)215 頁。 
262 「crowd-out を防ぐ手法として最も多いのが waiting-period（待機期間）である。これ
は民間医療保険を脱退した者は、一定期間無保険状態になった後でなければ SCHIP に加入
できないというものである。負担が少ないというだけで民間医療保険から乗り換えようと
する者は無保険状態という不利益を被るため、乗換えを防ぐことができる…2006 年時点で
waiting-period を採用している州は 35 州あり、その期間を 6 ヶ月としている州が 16 州、
３ヶ月としている州が 11 州ある」。常森・前掲注(253)237-238 頁。 CBO paper “ Children’s 
Health Insurance Program” 11（2007）。乗り換えについては中浜・前掲注(245)32 頁。 
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ことに表れている263。 
 第 3 に、メディケイドがエンタイトルメントを伴うマッチング補助金であるのに対し、
CHIP はエンタイトルメントを伴わない264。そのため州によっては財政難のため加入範囲を
狭めたり給付内容を削減することも可能であった。ただ同じ CHIP でもメディケイドの拡
大を選択した場合には従来のメディケイドと同じくエンタイトルメントを伴うプログラム
となる265。 
 2009 年 2 月、CHIP は 2009 年児童医療保険プログラム再認可法（Children’s Health 
Insurance Program Reauthorization Act of 2009）266によって維持されることとなった。
再認可法では妊婦、移民への適用範囲の拡大や所得上限を 300％に引上げることなど、制度
として拡大、改善された。また雇用主の最低限の保険料拠出割合を 40％に定めた。雇用主
は供出割合をこれ以下にすると保険料の補助を受けられなくなる267。オバマ政権が発足
（2009 年 1 月）して間もなく行われた CHIP の拡大は、後に成立する ACA への一里塚だ
ったともいえる。次に児童の自立という観点から CHIP を分析する。 
  
 6.1.3 貧困児童をめぐる医療保障と教育的機能 
 
 CHIP をめぐる議論の中では、児童が医療を受けられないことで学校での成績などに悪影
響が現れることや、児童期における無保険状態が慢性疾患につながり、生産性の低い大人
になることが指摘されている。すなわち児童の健康は国家の基盤であり、無保険児童はそ
の基盤を揺るがす問題だという考え方がみてとれる。これは成人よりも、自立へむけたプ
ロセスの途上にある児童に強く当てはまる考え方である268。また 2009 年再認可法ではタバ
コ税が CHIP の財源とされているが、その理由として児童の健康に害を及ぼすタバコ会社
は児童の健康に対し貢献すべきという主張があった269。また Dolgin は小さな政府を志向す
る勢力も児童を問題の中心に据えることに肯定的であり、CHIP を低所得層ではなく中流層
                                                   
263 「州政府が『州児童医療プラン』を選択する場合、給付内容として社会保障法が定める」
①ベンチマーク保険、②ベンチマーク同等保険、③既存の総合保険、④保健福祉省長官が
認可した保険の中から選択しなければならない。詳細は中浜・前掲注(245)36-39 頁。 
264 「ノンエンタイトルメント この章に含まれる一切の規定は州立児童医療保険プログラ
ムに基づく児童への医療給付に対してエンタイトルメントを個々人に与えると解釈されな
いものとする」42 U.S.C.§2102. 
265 中浜・前掲注(245)34-35 頁。 
266 Children’s Health Insurance Program Reauthorization Act of 2009, Pub.L.No.111-3, 
123 Stat. 8. 
267 2009 年再認可法については中浜隆「アメリカの児童医療保険プログラム」損害保険研
究 71 巻 3 号（2009）参照。 
268 常森・前掲注(253)215-216 頁。Covering the Uninsured through the Eyes of a Child : 
Hearing Before the Sub Committee on Health of the Committee on Energy and 
Commerce House of Representatives, 110th Cong.(2007)(Statement of Lambrew). 
269 常森・前掲注(261)206-208 頁。 
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への給付と捉えていることなどから、高齢者医療の拡大よりも注目を集めることを指摘し、
これを「児童という切り札」（Kid Card）の例だとしている270。これらの議論と ACA に先
立ってオバマ大統領が CHIP 拡大に踏み切ったことを併せ考えるならば、適用拡大、財源
等の面で児童は成人に比して政策的合意を得やすい存在であり、その際の理念とは児童の
身体的自立が国家の基盤足りうるという考え方であったことを指摘できる。 
 CHIP は無保険児童を医療保険に加入させることを主たる内容とするが、それだけではな
く教育的機能をもった保健指導もそこに含まれる。Dolgin は親の学歴が健康に対する意識
の差に現れ、低所得層（低学歴層）の児童の健康に影響を及ぼしていることを指摘する271。
CHIP の立法時の議論では児童（特に乳幼児）に対する医療について、家庭への訪問サービ
スを通じ育児支援や児童の医療環境の確保を行う、総合的なサービスとして構想されてい
たことも確認しておく必要がある272。メディケイドの中でも乳幼児に対する健診サービス
(Early and Periodic Screening, Diagnosis, and Treatment  EPSDT)に着目すると、メデ
ィケイドにおいて児童の健康に対する早期介入が重視されていたことがわかる。EPSDT は
1967 年にメディケイドに追加され、1989 年に義務化された。EPSDT は早期介入によって
児童の健康上の発達の障害を取り除くことを目的とする273。CHIP やメディケイド以外の法
制度においても児童の健康を守る制度が存在する。English, Ford, Santelli は無保険児童の
最も大きな問題が予防接種へのアクセスが制限されることであることを指摘し、対応策と
して連邦政府からの補助金を受けて州が実施する児童予防接種プログラム（Vaccines for 
Children VFC）を挙げる。VFC はエンタイトルメントを伴うプログラムであり、18 歳以
下の児童で、メディケイドの受給資格を有し、医療保険に加入していない者を対象とする。
注目すべきは English らが予防接種の対象を児童（18 歳未満）のみならず 25 歳程度にま
で拡大し、親の同意ではなく児童自身の同意によって受けられるようにすべきだと提案し
ている点である274。予防接種の範囲拡大が身体的な基盤を形成する上で重要であるという
だけでなく、児童の年齢を勘案し自らの身体についての児童自身の選択を尊重している点
で注目される。 
 これら CHIP に内在する付加的給付あるいは CHIP の周辺に存在する児童への医療保障
制度に着目すると、児童の発達にとって身体的基盤形成の重要性が認識されていることが
わかる。CHIP における Kid Card の存在に着目すれば、児童の健康に対する政策的関心が
                                                   
270 Janet L. Dolgin, Class Competition and American Health Care : Debating the State 
Children’s Health Insurance Program, 70 La.L.Lev. 683, 740-741 (2010). 
271 Dolgin 723 
272 常森・前掲注(253)234-235.頁。Improving the Health Care of Children 1997 : Hearing 
of the Committee on Labor and Human Resources United States Seneate, 105th 
Cong.48-49(1997)(Statement of Shalala). 
273 Rachel Min Luke, Reading Between the Lines, Early Periodic Screening Diagnosis 
and Treatment, ans Section 1983, 7 Seattle. J.Soc.Jut 737, 739-742 (2009). 
274 Abigail English, Carol A. Ford, John S. Santelli, Clinical Preventive Services for 
Adolescents: Position Paper of the Society for Adolescent Medicine, 35 Am.J.L. and 
Med.351, 354,355,360,361,363 (2009). 
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貧困世帯の医療保険に貢献したとみることもできる。児童個人に着目すること、本体部分
の給付のみならず付加的な教育的機能、つまり児童が自らの健康状態や自分に必要な医療
サービスを選択する能力を身につけることができるようなプログラムに着目することが児
童への医療保障を考える際に重要だといえる。 
 
6.2 貧困児童をめぐる社会保障法制と栄養保障 
   
児童の栄養状態は身体的発達に大きな役割を果たす。貧困であることによって児童の栄
養状態にどのような影響が出るのか、それを是正するためにどのような施策が必要なのか
といった検討は、教育法制、社会保障法制など個別の法制度のみでは対応できない部分を
含んでいる。例えば肥満やそれに伴う生活習慣病などは医療保障制度と関わる部分を持つ。
本節は貧困世帯の児童の栄養保障について、食料供給に関わる制度を中心に分析する。 
 アメリカの食料プログラムは三つの側面を持っている。第 1 に、主として貧困世帯を対
象としている(公的扶助)。飢餓も肥満も貧困世帯において深刻であり、特に児童が大きな影
響を受ける。第 2 に、国内の飢餓(hunger)への対策として始まり、現在は飢餓ととともに
肥満(obesity)への対策を迫られている(栄養保障)。第 3 に、余剰生産物の消費と農家の支援
といった農業振興策を起源とし、現在も農産物の国内消費という理念を維持している(農業
政策)。本章では制度内容や沿革を確認するなかでこれらの特徴に留意しつつ、主として栄
養の量と質に着目して分析をすすめる。 
 
 6.2.1 フードスタンプ法の拡大とその問題点 
 
最低限度の栄養を供給することは、貧困法制の根幹を成す。アメリカの貧困法制におい
て連邦政府が設定する連邦貧困線は大きな役割を果たしている。この連邦貧困線はそもそ
も世帯あるいは世帯員にとって必要なカロリー摂取量を基準にして作られた。当該世帯全
体に必要なカロリー摂取量を計算し、そのためには必要な食費を算出し、大まかには食費
の約 3 倍を目安として連邦貧困線が設定された275。栄養の供給が公的扶助の底流にあるの
は、生命、健康の維持に直接関わるからである。貧困が最も極端な形で顕在化するのが飢
                                                   
275 現在のアメリカの公的貧困基準は、1960 年代に社会保障局により算定された基準を、
物価の伸び率によって調整した基準であり、1961 年に農務省が発表した低所得世帯への食
料プランであるエコノミーフードプランを基準とした。エコノミーフードプランは農務省
が当時「資金に乏しい場合に一時的、緊急的に利用される献立」として採用した食料費で
あり、所得と食料支出の関係について食料費は総所得のほぼ三分の一に充てられていると
いうエンゲル係数を導き出した」。村上雅俊「アメリカにおける貧困基準の新たなアプロー
チについて」千里山経済学 34 巻 2 号(2001)93-95 頁。例えば非農家で年間生計費が 3,165
ドルの家庭(1964年時点)における食料費及び食料は食料費が一日一人あたり70セントであ
った。古米淑郎「アメリカの貧困戦争と貧困線」経済學論叢 22 巻 2＝3＝4 号(1974)362-371
頁。 
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餓である。フードスタンプや学校給食といった栄養保障のための法制度は飢餓対策として
始まり、現在も飢餓軽減へ重要な役割を果たしている。飢餓が栄養の量的側面の欠如だと
すれば、公的扶助は購買力を補うことによって量の欠如を補完する。だが栄養保障は量的
な保障に止まらない。 
 フード・インセキュリティ(Food Insecurity)とは「十分な栄養を有する安全な食料の利用、
もしくは社会的に妥当な方法による満足な食料の入手が制限されているか不安定な状況に
あること」をいう276。この言葉は主に食料を安定的に入手あるいは供給できない状況、端
的には飢餓を指すとみることもできる。だがここではフード・インセキュリティを量の充
足に加え質の確保も視野に収めた言葉と捉える。貧困世帯は経済的困窮から購買力が低く
飢餓の危険にさらされている277とともに、食料購入時の選択肢が限られているため肥満に
なりやすいという問題を抱えている。肥満問題に対応するためには栄養の質について論じ
なければならない278。 
 
6.2.1.1 フードスタンプの概要279 
 
フードスタンプ(Food Stamp Program;FSP)は、農務省の食品栄養サービス局(Food and 
Nutrition Service;FNS) が提供している低所得者を対象とした栄養援助プログラムである。
受給者に配布されるのはクーポン券もしくは電子カードであり、受給者はこれらを使って
食料品店で買い物ができる。受給にあたっては所得制限、資産制限、および就労要件のす
べてを満たさなければならない280。フードスタンプは 50 州全てで運営されており、連邦政
府が給付に対する財政責任を負い、一般歳出の一部である。事務コストについても連邦政
                                                   
276 Guadalupe T.Luna,The New Deal and Food Insecurity in the “Midst of Plenty”,9 
Drake J.Agric.L.213, 213 (2004) . 
277 フード・インセキュリティは貧困世帯に大きな影響を与える。1998 年の調査では一年
の間に 660 万人の成人と 340 万人の児童が飢餓状態を経験しており、全世帯でその年飢餓
を経験したのが3.6%であるのに対し連邦貧困線以下の世帯では 13.5％となっている。Mary 
E Corcoran, Colleen M.Helfin and Kristine Siefert,”Symposium:The Implication Of 
Welfare Reform For Children:The Welfare of Children After Welfare Reform:Food 
Insufficiency and Material Hardship in Post-TANF Welfare Families,60 Ohio 
St.L.J.1395, 1397 (1999). 
278 農務省が国勢調査局に依頼する「食料不足」についての調査は「食料の質ではなく、量
が十分かどうか」に着目しているとの指摘もある。デイヴィッド・K.シプラー(森岡孝二＝
川人博＝肥田美佐子訳)『ワーキング・プア アメリカの下層社会』287 頁(岩波書店、2007)。 
279 概要説明においては次の文献を参照し、まとめている。須藤紀子「米国のフードスタン
プ栄養教育について」栄養学雑誌 67 巻 1 号(2009)29 頁。堤未果「『貧困大国』の真実」
COURRiER Japon3 月号(2010)29-30 頁。厚生労働省社会・援護局保護課『アメリカ所得
保障政策の成立と展開－公的扶助制度を中心とする所得保障政策の動向分析－』112-116 頁
(2002)。 
280須藤・前掲注(279)29 頁、厚労省報告書・前掲注(279)114 頁。受給者は 2009 年時点で
3300 万人以上にのぼる。これは国民の約 12％(黒人の 28％、ラテン系の 15％、白人の 8％)
にあたる。受給額は１人あたり１ヶ月で平均 130 ドルである。堤・前掲注(279)28 頁。 
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府は自ら事務コストに加えて州政府分の事務コストも 50％負担する。連邦政府はクーポン
の発行、償還、規制ならびに監視について権限をもち、州政府は支給決定等日々の運営に
ついて権限を有する。予算の配分は支給ミス(不正受給、過払い等)を QC システム(Quality 
Control System)によってチェックし、その数によって決まる。フードスタンプの特徴は、
全国統一的な基準を有しエンタイトルメントを伴っている点にある281。これは現金給付た
る TANF が連邦政府から州政府への大幅な権限の委譲とエンタイトルメントの消滅によっ
て成立したことと対照的である。 
 
6.2.1.2 沿革 
 
 フードスタンプはそもそも農業政策の一つであった。1935 年の農業食料法 (The 
Agriculture and Food Act)282に基づき、農務省は教会、学校、慈善団体などに余剰農産物
を無料で配布していた。この試みには国内の飢餓を軽減するだけでなく、余剰生産物をな
くすことによって農家の経済的負担を軽減するという目的もあった。しかしこのような食
料分配は必ずしも低所得世帯に十分な種類、量の食料を提供できなかった。償還型のスタ
ンプが実験的に使われたが、目的外使用と栄養価の高い食料(果物、野菜、肉)の供給が課題
となった。 
 1950 年代には幾度かフードスタンプ導入のための法案が提出されたものの、費用対効果
の観点から否定的に解され成立することはなかった。1960 年代に入るとケネディ大統領に
よって国内の飢餓が注目を浴び、1964 年フードスタンプ法(The Food Stamp Act)が成立し
た。1964 年フードスタンプ法は、その目的(§2)で国民の健康と幸福の増進や低所得世帯の
栄養水準の向上とともに、より秩序だった配分を行ない農業を強化することを挙げている。
また「食料」の定義(§3)でアルコールやタバコとともに輸入食品を対象外にしていること
から、余剰農産物の国内消費がその主要な目的の一つであったことが窺われる283。ただ1980
年代のレーガン政権下では貧困率が 20％を超え、飢餓への対策がより求められると同時に、
不正受給の防止も大きな論点となった284。 
実質的に現金給付(AFDC)と同じ機能を持つようになったフードスタンプは、1996 年福
祉改革でも大きなターゲットとなった。AFDC の廃止と TANF の創設により、ブロック補
助金化、エンタイトルメントの消滅、州政府の大幅な権限拡大といった大きな変化が起こ
ったのに対し、フードスタンプは連邦全体の統一的プログラムとしてブロック補助金化を
免れ、エンタイトルメントを維持した。他方で就労要件が厳格化され、受給者はいったん
                                                   
281 RONALD F. KING, BUDGETING ENTITLEMENTS THE POLITICS OF FOOD STAMPS 42 (2000). 
282 The Agriculture and Food Act of 1935, Pub.L.No.74-320, 49 Stat.774. 
283 The Food Stamp Act of 1964, Pub.L.No.88-525, 78 Stat 703. 
284 ここまでの沿革部分は次の論文の一部を要約したものである。Karen Terhune, 
Reformation Of The Food Stamp Act : Abating Domestic Hunger Means 
Resisting”Legislative Junk Food” 41 Cath.U.L.Rev.421, 422-423 (1992). 
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減少傾向を見せる285。だが 2002 年の改正以降再び増加に転じ、2008 年ブッシュ政権の下
で実質的に給付が拡大されることとなり、名称も SNAP(Supplemental Nutrition 
Assistance Program)286に変更された287。 
 
6.2.1.3 フードスタンプがもつ３つの側面 
  
1996 年福祉改革において就労要件が強化されたものの、フードスタンプの受給者数は増
加の一途を辿っている。2007 年に 2600 万人だった受給者は 2009 年には 3300 万人以上に
増えた288。1960 年代以降の制度拡大と受給者増を踏まえると、アメリカの貧困層の栄養状
態改善に一定の貢献をしてきたとの評価289も可能である。他方でフードスタンプは、TANF
等の現金給付と同視される側面を持っている。エンタイトルメントの維持、連邦政府の統
一的運営など TANF と異なる部分を持ちつつ、受給世帯においては現金給付と似た機能を
果たす。例えば最低賃金で月 30 時間働く一人親世帯の場合、月 250 ドル分のフードスタン
プを受給することで月収が実質的に 41％増えることになる290。1996 年福祉改革で就労要件
が厳格化されたことも現金給付との類似性を高めた。このためフードスタンプは常に不正
受給(fraud)についての批判を受けてきた291。 
フードスタンプは現物給付的性格を残しつつも、規模の拡大や貧困者対策との結びつき
によって、福祉(welfare)の一部となり、現金給付類似の性格を有している。ただフードス
タンプが受給者に給付するのは、給付の形式がクーポンであっても、実質的には食料であ
                                                   
285 David A.Super,The Quiet”Welfare”Revolution:Resurecting The Food Stamp Program 
In The Wake Of The 1996 Welfare Law,79 N.Y.L.Rev.1271, 1275 (2004).Super は 1996 年
福祉改革においてフードスタンプが AFDC ほど批判の対象とならなかったことについて、
フードスタンプはそれほど「福祉」を象徴する存在とは見られていなかったこと、受給対
象者の明確性が擁護する議員の得票に結びつきやすかったことなどを挙げている。 
286 Food Conservation and Energy Act of 2008, Pub.L.No.110-246,122 Stat.1651. 
287 2008 年改正では、物価スライドの導入、収入認定の緩和(育児支出に係る支出の控除上
限の廃止、資産認定から退職積立、教育資金積立を除外)、行政審査の簡素化、電話申請の
導入、改称などが行われた。Stacy Dean,Colleen Pawling, & Dorothy Rosenbaum, 
Implementing New Changes to the Food Stamp Program: A Provision By Provision 
Analysis of The 2008 Farm Bill,Center On Budget & Policy Priorities, 1 (2008). 
288 農務省の SNAP 受給者月別統計より。
http://www.fns.usda.gov/pd/34SNAPmonthly.htm 
289 Terhune, supra note 284, at 424.. 
290 Terhune, supra note 284, at 215. 
291連邦政府は各州の事務コストの半分を負担しているため、州への補助金の配分基準にお
いて支給決定における過誤(error)の数をみる。過払いが全て誤りとされるわけではなく、
例えば 1999 年のデータでは過払いの 84％について誤りは認められなかった。このチェッ
クはQCシステムによって行われるが、QCシステムそのものの問題点も指摘されている(審
査が煩雑であること、適用漏れに目が向いていないこと等)。Ed Bolen,Note:A poor Measure 
of the Wrong Thing:The Food Stamp Program’s Quality Control System Discourages 
Participation by Working Families,53 Hastings L.J.213, 215-217 (2001). 
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る。サービス給付が量と質の両面を問うように、食料を給付内容とする制度においても質
が重要となる。 
 
6.2.2 学校給食法とその問題点292 
6.2.2.1 概要 
 
 アメリカの学校給食プログラムには、全米の公立学校、私立学校、保育所などが参加し、
公立学校はほぼ全てが連邦給食プログラムに参加しており、私立校も半数が利用している。
連邦学校給食の計画を作成するのは農務省の食品栄養サービス局である。農務省は栄養に
関する基準を策定し、児童の栄養指導、給食費補助や農畜産品の配給を行う。各学校は州
の教育部門と協定を結んで連邦学校給食プログラムに参加する。連邦政府は補助金を交付
し、各学校は利用した給食の数に応じて連邦政府から補助金を受け取り、州政府も補助金
を上乗せする293。 
連邦学校給食法は学校給食の目的を次のように規定する。「学校給食は、国家安全保障の
手段としておこなわれる。これによって全米の子どもの健康と福祉の保護をおこない、栄
養価のある農産物の国内消費を奨励する」294。給食費については、所得に応じて割引ない
し無料化の措置がとられ、農畜産品を現物給付することもあり、余剰の農畜産品が生じた
ときにはボーナス配給がある295。また非営利性も学校給食の重要な特徴である296。 
 
                                                   
292学校給食プログラムの概要、沿革については本文、脚注とも次の文献を参照。小池治「ア
メリカ学校給食プログラムの改革課題－教育と農業の連携は可能か－」横浜国際経済法学
12 巻 3 号(2004)。新村洋史「アメリカ合衆国(米国)の学校給食法 児童栄養法の研究～日本
の学校給食・食育政策に対して示唆する事柄についての考察～」中京女子大学研究紀 42 号
(2008 年)。GORDON W.GUDERSON,THE NATIONAL SCHOOL LUNCH PROGRAM BACKGROUND 
AND DEVELOPMENT(2003). 概要、沿革部分については他の論文を参照しつつ、小池論文を
中心に要約した形となっている。 
293 以上の概要については小池・前掲注(292)174 頁を要約。「アメリカの学校では、生徒が
ランチボックスを持参することもできるし、昼食をとるために一時帰宅することもできる
ため、学校給食の利用者数は平均で 6 割弱となっている。ただし、貧困家庭の生徒に関し
ては、後述するように無料ないし割引措置があるため、大半の生徒が学校給食を利用して
いる」。小池・前掲注(292)174 頁。 
294 National School Lunch Act of 1946, Pub.L.No.79-396, 60 Stat.230. 
295これは農務省が農畜産品の学校給食への配給を農畜産品の価格調整メカニズムとして利
用しているためである。小池・前掲注(292)174-175 頁。受給資格を有するのは 5 歳から 17
歳までの児童である。新村・前掲注(292)33 頁。 
296連邦学校給食法は「学校給食事業は営利事業としておこなわれてならない」こと、「不当
な給食費の徴収、余剰金の蓄え、他の活動への流用等」が禁止されていること、「連邦から
認定されない営利企業がこの学校給食に参入することはできない」ことを規定している。
新村・前掲注(292)33-34 頁。 
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6.2.2.2 沿革 
 
給食類似の制度は 20 世紀初頭からいくつかの地方政府で始まっていたが、財政的な限界
から連邦政府による支援を求める声が高まっていった297。大恐慌をきっかけに、児童は給
食費を支払えなず、また家庭でも十分な栄養を摂取できなかった。農産物価格の過剰供給
と価格低下から農家も苦しい状況に陥った。1936 年には農務長官に農産物の生産調整権限
を与える法律が可決され、農務省は買い上げた農産物を学校給食に無償提供し始めた。大
戦後予算の恒久化を求める声が強まり、1946 年に「連邦学校給食法(National School Lunch 
Act)」が制定された。成立後 60 年近くを経過した現在においても、その基本的な仕組みは
変わっていないとされる298。 
 
6.2.2.3 学校給食がもつ 3 つの側面 
  
学校給食制度は貧困法制の一環として位置づけることができる。第 1 に、経済的困窮を
理由とする欠食児童に対する食料の配給がその起源となっている。第 2 に、フードスタン
プ(SNAP)、ヘッドスタート受給世帯の児童は無料となる。つまり公的扶助を受給する世帯
の児童は多くの場合給食費の減免を受けることができる。ここから学校給食は現金給付を
含めた貧困法制の一環として捉えることができる。第 3 に、学校内におけるスティグマが
問題視されていることが挙げられる299。学校給食(割引・無料化)がもたらすスティグマは、
学校という場所の閉鎖性、思春期を迎える児童の特性などと相まって看過できない問題に
なると思われる。学校給食は栄養保障を目的とし同時に貧困法としての側面を有し、貧困
児童の身体的基盤の形成にとって重要な制度といえる300。その際重要となるのが、食品の
質である。 
  
                                                   
297 GUDERSON, supra note 292, at 7-27.Guderson が紹介している事例の一つ、フィラデル
フィアにおいては、1894 年にある学校で低価格の給食の提供が始まり、それが地域に広が
り、教育委員会に給食を担当する部署ができる過程という過程を辿った。 
298 以上沿革につき、小池・前掲注(292)168-171 頁を要約。 
299学校給食プログラムは貧困世帯の児童に対し給食(朝食、昼食、軽食)の割引ないし無料化
を実施するため、うわさや嫌がらせなどが学校で広まることを恐れて参加率が下がるとい
う懸念がある。 
Kathryn L.Plemmons,The National School Lunch Program and USDA Dietary 
Guidelines:Is There Room for Reconciliation?, 33 J.L.&Educ.181, 183 (2004). 
300 ただ制度創設時に余剰農産物が先に立ったのとは異なり、現在では児童の栄養保障、健
康の促進に重点が置かれている。Plemmons は学校給食の目的について、大戦前には余剰
農産物の消費に重点が置かれていたのに対し、大戦後(1946 年法)においては十分な栄養を
供給することに着目していると指摘している。Plemmons,supra,note 299, at 182．
Gunderson も一部の行政職員や教師は学校給食を余剰農産物の処理とみなしているが、現
代においては重要な教育上のツールとなっていると述べる。GUDERSON, supra note 292, at 
51. 
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6.2.3 裁判例にみる食物規制の限界と栄養教育の意義 
 
 2009 年のデータでは肥満状態(BMI 値が 30 以上)301とされるアメリカ人は 7200 万人に
上る302、児童についても 2006 年のデータでは肥満の危険を有する児童は 33％に上り、こ
れは 1960 年代の 3 倍にあたる303。肥満の拡大は医療費の増加304につながることから、肥
満対策は重要な政策課題でもある。 
肥満の主たる原因の一つは食生活、具体的にはジャンクフードと呼ばれる食品の過剰摂
取である。ジャンクフードの摂取は糖分、脂肪、塩分の過剰摂取につながる。他方ジャン
クフードはアメリカの食文化の一部であり、特に児童や若者は好んで摂取する。価格も安
く、貧困世帯が入手しやすい食品といえる。肥満問題は栄養を保障する社会保障制度に対
し、その給付内容(食品)の質を問う。次にジャンクフードの規制について検討し、その意義
と限界を探る。 
 
6.2.3.1 肥満問題とジャンクフード 
 
アメリカでは肥満を個人の責任と捉え一部で人格的評価につなげる反面305、肥満を社会
問題や政策問題、具体的には食料供給の不備や行政規制の不備と捉えている。肥満を個人
の問題とだけ捉えることができない理由の一つに、肥満と所得階層、人種との関係を挙げ
ることができる。アフリカ系アメリカ人やラテン系アメリカ人は白人と比較し、肥満率が
高く、また低所得世帯ほど肥満率が高いことが指摘されている。ジャンクフード業界がそ
れらの人種をターゲットにしていることや、低所得層が住む地域では小さなスーパーマー
ケットが多く、生鮮食料品を大量に扱うことができず出来合いのジャンクフード購入が促
進されるとの指摘がある306。農業政策やフードスタンプを低所得層における肥満の遠因と
                                                   
301 肥満及び太りすぎとは、米国国立保険衛生研究所(NIH)が利用する BMI(Body Mass 
Index)の数値により判定されるもので、BMI の数値が 25 以上 30 未満を太りすぎ、30 以上
を肥満と定義している。中川かおり「アメリカにおける子どもの肥満対策」青少年問題 51
巻 1 号(2004)48 頁。 
302 1970 年代の BMI 値が平均 24 なのに対し、現在は 27 である。ケイト・デーリー、アビ
ー・エリン「肥満大国に広まる肥満バッシング」ニューズウィーク 25 巻 7 号(2010)50 頁。 
303 Laure Demattia and Shannon Lee Denney, In This Issue:Overweight And Obesity 
In America’s Children:Causes,Consequences,Solutions:Selection One:Home,School,And 
Community:Childhood Obesity Preventions:Successful Community-Based Efforts,615 
Annals 83, 84 (2008). 
304 2001 年末に合衆国保健福祉省公衆衛生医務長官が公表した報告書によれば、毎年約 30
万人が肥満又は太りすぎに関連する病気で死亡しているとされる(喫煙に関連する病気でな
くなる人は約 40 万人である)。肥満及び太りすぎに起因する費用は 2000 年に 1170 億ドル
に達した。中川・前掲注(301)48 頁。 
305 肥満状態にある人びとへの過剰なバッシングについては前掲注(302)ニューズウィーク
誌参照。 
306 Andrea Freeman,Comment:Fast Food:Oppression Through Poor Nutrition,95 
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捉える見方もある。特定の農畜産物(小麦、牛乳)に対する補助と、補助による価格の安定に
より、果物や野菜ではなくカロリーの高い農産物が農業、食料政策を通じて配分されたと
いう分析や、クーポンという形式が現金と比べ過剰な食料購入を誘発しているという批判
がそれに当たる307。地方政府レベルではジャンクフードに対する規制がいくつか行われて
おり308、学校もその一端を担っている。 
 
6.2.3.2 市場に対する規制をめぐる裁判例の検討 
 
 学校給食は営利事業として営むことを禁じられている。そのため認定を受けた民間企業
しか参入することはできない。しかし学校給食は営利企業たる食品産業と深く結びついて
いる。具体的には財政難に苦しむ貧困地域の学校がコスト削減のために給食事業を民間委
託したり、逆にジャンクフードの売上が貴重な財源となっていることが指摘されている。
そこでいう民間企業とは大手ジャンクフード・チェーンである309。児童も高学年になるほ
ど給食よりもジャンクフードを好む傾向にある310。 
そのような状況の中、州レベルで学校におけるジャンクフードを規制する立法が登場し
た。カリフォルニア州議会は 2003 年に学校内でのジャンクフードの広告・宣伝を制限する
法案、学校内での清涼飲料水の販売を制限する法案を相次いで成立させた311。このような
                                                                                                                                                     
Calif.L.Rev.2221, 2228-2229 (2007).須藤も次のように指摘する。「生鮮食品を豊富に扱うス
ーパーマーケットの数は、白人の居住地域では黒人の居住地域の 4 倍多い。一方で、１平
方マイルあたりのファーストフードレストランの数は、黒人の居住地域が 2.4 であるのに対
し、白人の居住地域では 1.5 である…貧困地域では、低所得と食環境が健康的な食生活の実
践を困難にしている」。須藤紀子「米国における WIC(Women, Infants, and Children)プロ
グラムについて」栄養学雑誌 66 巻 1 号(2008)50 頁。 
307 Patricia L.Farnese,Remembering the Farmer in the Agriculture Policy and Obesity 
Debate,65 Food Drug L.J.391, 393-395(2010).ただしこの論文の結論においては農業政策
(補助金)やフードスタンプの形式と肥満の関係は否定的に評価されている。 
308 ロサンゼルス市議会は 2008 年７月末、特に貧しい南部地区を対象に、ファストフード
店の出店を向こう１年間禁止する条例を可決した。猪瀬聖「アメリカの市民生活② 深刻
な肥満で LA でファストフード出店禁止条例」食品と暮らしの安全 235 号(2008)16 頁。ま
たニューヨーク州のパターソン知事が 2008 年末、清涼飲料に 18％という高率の売上税を
課すことを表明し、ペプシコーラを発売するペプシコ社が「課税するなら本社を州外に移
す」と圧力をかけ断念するという事例もあった。猪瀬聖「アメリカの市民生活⑭ たばこ
税の次はコーラ税？」食品と暮らしの安全 247 号(2009)18 頁。 
309 猪瀬聖「アメリカの市民生活⑱ ジャンクフードを学校から一掃せよ」「アメリカの市
民生活⑲ へんな学校給食に NO」食品と暮らしの安全 251,252 号(2010)参照。 
310年長になるほど給食を敬遠し、ファストフードを好む傾向が見られる。永井純子＝赤星
隆弘＝吉本佐雅子＝高田利子＝松浦尊麿＝勝野眞吾「健康教育の視点に立つアメリカの給
食プログラム」教育学研究 13 巻(2001)181 頁。 
311 これらの法案では、中等学校の生徒に対し、甘味料を加えていない果汁 50％以上の飲料、
水、ミルク等を除く清涼飲料水の販売を禁止し、これに反する食品の販売時間、販売場所
を制限することなどが盛り込まれている。具体的には次のような規定が盛り込まれている。
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規制は連邦議会でも何度か提案されている312。学校内でのジャンクフード販売規制につい
てはいくつかの裁判例で争われており、そこでは連邦法たる児童栄養法を背景とした規制
が問題となった。 
Community Nutrition Institute v.Bergland(1980)事件313では、学校給食におけるジャン
クフードの排除をめぐって、全国清涼飲料水協会が農務省の制定した規則、一部の食品や
飲料の販売を栄養価が低いことを理由に制限する規則が裁量の範囲を逸脱していると主張
した。ジャンクフード(栄養価の低い食品)の販売が給食(栄養価の高い食品)の食べ残しに影
響するかという点につき、連邦地裁はジャンクフードが食事の習慣を乱すという予測に基
づく規制を肯定した。また規制の対象を学校全体で昼休み終了時までとしたことについて
も全体としてみれば合理的であると判示した。しかし控訴審で連邦控訴裁判所は、規定の
根拠となる 1977 年の連邦法(NSLP)の修正過程からみて、販売制限の時間と場所を制限す
る趣旨であったことは明らかであるとして、時間と場所の制限については裁量の範囲を逸
脱していると判示した。ただし”soft drink”という項目で販売を制限することについては
個々の食品を具体的にリスト化した上で販売を制限する方法が望ましいとしても、個々の
食品の情報を収集する過程において一定の項目(category)を設けて禁止することが裁量の
範囲を逸脱しているとまではいえないとした314。 
 また CMA v.Block(1985)事件では連邦法に基づく栄養補助プログラム(後述する WIC プ
ログラム)対象食品からチョコレート味の牛乳を高カロリーを理由に排除したことが争われ、
連邦控訴裁判所は審議過程に利益代表者で上訴人であるチョコレート製品協会を参加させ
ず、意見を聴取しなかったことが手続違反であるとして、意見聴取の機会を与えるよう命
じた315。 
                                                                                                                                                     
「初等学校において朝食又は午後の休み時間に販売されるそれぞれの食品は、次の基準の
すべてを満たさなければならない」(脂肪、飽和脂肪、砂糖の割合を列挙したうえで)「初等
学校は、上記の基準を満たさない食品の販売を、次のいずれかの条件のもとで学校資金集
め行事の一環として許可することができる。(一)学校の生徒により販売されるが、販売は学
校の敷地外で行われること(二)学校の生徒により販売され、その販売が学校の終了時刻の三
〇分後以降に行われること」。中川・前掲注(301)50 頁。 
312例えば FleischhackerとGittelsohn は合衆国憲法 1 条第 8節第 3 項の州際通商規制権限
が、医療や健康に関わる政策において連邦政府が関与する根拠となってきたことから、栄
養政策についても同条を使って関与することができると主張し、また同条第 8 節第 1 項で
連邦議会に課税権が与えられていることを根拠に、連邦法として清涼飲料水に課税するこ
とができると主張する。Sheila Fleischhacker, & Joel Gittelsohn, Carrots or Candy in 
Corner Stores?: Federal Facilitators and Barriers to Stocking Healthier Options, 7 
Ind.Health L.Rev.23, 26-33 (2010). 
313 493 F.Supp.488;1980 U.S.Dist.(Ark. 1980). 
314 721 F.2d 1348;232 U.S.App.D.C.187;1983 U.S.App.(1983).小池はこの訴訟の結果、「給
食時間以外の時間帯における「競合食品」の販売については、州ごとに多様な規制がつく
られることになり、州あるいは学校ごとにばらばらに規制が行われることになった」と述
べる。小池・前掲注(292)180 頁。 
315 755 F.2d 1098;1985 U.S.App.(1985). 
82 
 
これらの裁判例は主として食品販売に対する規制が、行政の裁量の範囲を逸脱している
かという点について争われている。だが学校給食と「競合する食品」316を排除することは
可能なのだろうか。これは規制という手法自体の妥当性や民間企業や営利事業を学校給食
とどのように調和させるのかという問題に行き着く。 
学校内だけでなく、特に貧困地域においては、学校外においても栄養価の高い食料品へ
のアクセスが阻害されている。貧困地域や有色人種の多い地域ではジャンクフード販売店
が多いのに対し、野菜や果物といった生鮮食料品を売るスーパーが少ない。Smith はこの
事実317を指摘した上で、生鮮食料品を売るスーパーマーケットの偏在の是正について法的
主張の手がかりを探る318。また Morales と Kettles は同じく生鮮食料品へのアクセスを問
題とし、農家が営む直売所を SNAP や WIC プログラムに組み入れ活用することを提案する
319。 
 Smith や Morales らの分析から、法による規制の限界やデメリットの一端を知ることが
できる。学校外で市場を規制する法的手がかりは乏しく、訴訟における救済、是正を求め
ることは困難であり、他方で SNAP や WIC プログラムは市場と連携しなければ実行性に欠
ける。栄養保障を目的とする社会保障制度において質を確保するには、市場による供給を
前提としたうえで、市場に適合的な手法を検討しなければならない。同時に市場に対する
                                                   
316 PULASKI COUNTY SPECIAL SCHOOL DISTRICT v. BERGLAND 事件(1980)で連
邦地裁は学校内で販売されているコーラは学校給食が提供する食品と競合する(in 
competition)わけではなく、生徒が選択する食品の一部であるとし、規制に違反していない
と判示した。495 F.Supp.820;1980 U.S.Dist. 
317 Smith は各主要都市(デトロイト、ニューヨーク等)の調査結果をもとに、同じ系列のス
ーパーマーケットチェーン店であっても地域によって、例えば腐りやすい食品(生鮮食料品)
の扱い等の点で地域差があることを指摘する。 
Nareissa Smith, Article:Eatn’Good?Not In This Neighborhood+A Legal Analysis Of 
Disparties In Food Availability And Quality At Chain Supaermarket In Poverty 
Areas,14 Mich.J.Raca&L.197, 199-205 (2009). 
318興味深いのは合衆国憲法修正 14 条に基づく主張である。これは、有色人種であるがゆえ
にスーパーマーケットの偏在によって生鮮食料品へのアクセスを阻害されているというも
のである。Smith は修正 14 条違反が①州の行為(state action)であること、②差別的意図を
含むことを要件としているとした上で、結局小売店について②の差別的意図を立証するの
は難しいため修正 14 条違反に基づく主張も困難であると結論付ける。だが①についてはス
ーパーがフードスタンプや後述するWICプログラムを利用できる店として承認を受けてい
ることから、州の行為の一部を形成しているとみる。Smith は州と協力関係にあることや
承認を受けているという形式的側面よりも、フードスタンプや WIC プログラムが実際には
民間の小売店なしでは運営できず小売店もそれらの受給者から利益を得ているという相互
利益性に着目する Smith, supra note 317, at 207-210. 
319直売所が道路規制等によって自由に出店できないことを挙げ、法によるゾーニングがア
クセスを妨げていると説明する。同時に SNAP や WIC プログラムの対象となっている直売
所が少ないことを指摘し、それらの制度と直売所を連携させることで生鮮食料品へのアク
セスを向上させられると提案する。Alfonso Morales, Gregg Kettles, Healthy Food 
Outside; Farmer’s Market, Taco Trucks, and Sidewalk Fruit Vendors, 26 
J.Contemp.Health L.&Pol’y 20, 35-46 (2009). 
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規制で食品の質(栄養価)を確保することの困難さが窺える。学校給食においては児童栄養法
(Child Nutrition Act)320という連邦法を背景に、学校という限られた場所と時間帯での限定
的な規制が許容されるが、児童が一歩外に出ればジャンクフードが溢れ、生鮮食料品への
アクセスが阻害されている。しかし学校外の食品販売を法的に規制できるかといえば、現
行法上は容易でない。規制という手法が内在的に孕む問題もある。そこで注目すべきなの
が教育という手法である。栄養教育をはじめとする教育類似の手法は、「量」を供給し飢餓
に対応しながら、肥満問題へ対処する可能性を秘めている。 
 
6.2.3.3 法規制から栄養教育へ 
  
フードスタンプ栄養教育(Food Stamp Nutrition Education Plan;FSNE)は「フードスタ
ンプの受給者が、現行の健康ガイドラインに沿って、限られた予算の中で健康的な食品の
選択を行い、身体的な運動を伴った生活を選択する機会を向上させる」ことを目的として
いる321。FSP に関する法律は連邦の規則で定められており、栄養教育を提供する州は計画
と予算が農務省の食品栄養サービス局に承認されると、要した費用の半分が償還される。
2008 年では 50 州全てで予算が承認されている。栄養教育の実施機関は多くが州立大学で
ある322。ガイドラインは受給者の行動(behavior)に焦点を当てる323。栄養教育の内容は多様
で、福祉施設で実際におやつを作ってあげることもあれば、食生活指導も含まれる324。 
 フードスタンプ栄養教育は、現金給付化したといわれるフードスタンプの中で、栄養の
質を支える手がかりとなる。だが問題点はそれが義務的でない(option)ことであり、フード
スタンプ受給者を対象とはしているものの、フードスタンプの給付それ自体とは直接関連
づけられているわけではない。そのような問題点を踏まえたうえで、WIC プログラムをみ
ていく。WIC(Special Supplemental Nutrition Program for Women, Infants, and 
Children)プログラムは「低所得の妊婦や乳幼児やその母親を対象として、栄養価の高い食
料の支給、栄養教育の提供、その他の保健医療サービスや社会サービスの紹介を行う制度
であり、人の成長や発達における重要な時期に初期介入を行えば、将来、発達面や健康上
                                                   
320 児童栄養法は 1966 年に制定された。Child Nutrition Act of 1966, Pub.L.No.89-642,80 
Stat.885. 
321 US Department of Agriculture,Food Stamp Nutrition Education Plan 
Guidance(2009)1. 
322 須藤・前掲注(279)29 頁-32 頁。 
323生活習慣病のリスクを有する受給者の発症を防いだり遅らせたりすることを計画内容と
するよう求めている。その重要な要素として野菜や果物、低脂肪(無脂肪)牛乳の摂取が挙げ
られている。See supra note 321, at 4-6. 
324 FSNE 単独の効果は不明確だが、栄養教育を伴わない FSP に栄養改善効果はないとの
指摘もある。須藤は「FSNE を受ける前の FSP 受給者と非受給者の食事摂取状況を比較し
て、エネルギーと脂肪以外の栄養素摂取量や食品群別摂取量に有意差がみられなかったこ
とから、FSNEを伴わない FSPのみでは栄養改善効果はないと」との研究を紹介している。
須藤・前掲注(279)32 頁。 
84 
 
の問題の発生を妨げるとの考えにもとづいて実施されて」いる325。 
 WIC はフードスタンプと同様クーポン支給という形をとるため、低所得の対象者にとっ
て栄養教育を受ける際の強力なインセンティブになるとの評価もある。また購入できる食
品も限定されている326。ここからフードスタンプと異なり食品や食べ方の「質」をコント
ロールできるという見方もできる反面、6 ヶ月の間に 2 回受けることとされている栄養教育
を受けなかった場合でも食料の支給は拒否されないといったように、強制力を欠く側面も
ある327。食料そのものの支給と栄養教育を組み合わせるという手法は、学校給食において
は実践されているものの、広く貧困世帯への給付として行われている点で注目すべきもの
だと思われる。 
FSNE と WIC についてまず指摘しておかなくてはならないのは、強制力の欠如という点
である。FSNE はオプションに止まるし、WIC は受講を義務付けるものの、何らかのペナ
ルティがあるわけではない。だが教育という手法は強制になじむのだろうか。最初のきっ
かけとして義務的な受講が効果をもつとしても、継続するにつれ受講が形骸化する可能性
は大いにある。そこで WIC プログラムのように給付と組み合わせることによってインセン
ティブをもたせるという手法が注目されるのである。ただこれも受講という行為を促すも
のの、教育として内容を内面化できるかといえば、また別の問題が生じうる。なぜなら何
を食べるかという選択は、医療や福祉サービスよりも、個人的な嗜好に左右されるからで
ある。嗜好は時に経済的合理性を超えた不合理な選択を導く。嗜好が形成されてしまった
成人に対し食品選択を指導することは困難であり、嗜好が形成される児童期に着目しなけ
ればならない。 
アメリカにおける貧困児童への栄養保障を整理すると、いくつかの方向性を見出すこと
ができる。第 1 に、学校内を学校外と区別する意義が生じる。ジャンクフードの規制につ
いても、学校内を嗜好形成の場所と捉えるなら、学校外よりも厳しい規制や排除を容認す
ることができる。これは裁判例も認めているところであり、学校という限定的な空間こそ
教育効果の面から重要な要素となる。例えばアメリカの学校給食における CATCH プログ
ラムは生活習慣の改善による生活習慣病の予防を目指すものである328。第 2 に、FSNE な
                                                   
325橋都由加子「第 5 章 WIC プログラム」渋谷＝中浜・前掲注(40)194 頁。WIC は児童栄
養法第 17 章を根拠とし、2007 年度の受給者は 829 万人となっている。WIC には、カテゴ
リー要件、居住要件、所得要件、栄養上のリスク要件があり、食糧パッケージは多くの場
合小売配分方式(受給者が食糧切符を受け取り、承認を受けた小売店で、食糧と引き換える)
で行われる。同 194-197 頁。 
326須藤紀子「米国における(Women, Infants, and Children)プログラムについて」栄養学雑
誌 66 巻第 1 号(2008)50 頁。須藤が紹介するクーポン券の内容(3 か月分)は牛乳 21ℓ、チー
ズ 0.9kg、ピーナツバター約 500g、シリアル約１kg、100％ジュース 6 本、卵 2 ダースで
ある。同 48 頁。 
327 橋都・前掲注(325)198 頁。 
328 CATCH(Child and Adolescent Trial for Cardiovascular Health)プログラムは行動科学
理論に基づき、生活習慣病の罹患につながるリスク要因の軽減を目標とし、低脂肪・低塩
85 
 
どの貧困世帯の成人向け栄養教育を、児童(を有する世帯)に対する教育と位置づけることが
できる。保護者自身の嗜好や選択を変えることは困難でも、児童の嗜好を間接的に形成す
る役割を期待しうる。逆に児童に栄養教育を施すことによって、児童を媒介として児童が
属する世帯の大人に間接的な影響を与えることも期待できる。Sky は給食において児童に
対する指導が児童の家族へと伝わると指摘する。また情報の伝達のみならず、受給資格を
もった世帯に対しフードスタンプの申請を促す効果も期待できるとする329。第 3 に、以上
二点を踏まえると、学校外における食品に対する規制は、安全性に関するものを除き、望
ましくないということになる。Plemmons は学校給食法が定めるガイドラインは、学校を
離れた場所での児童の選択に対してほとんど効果はなく、児童の選択に対して最も効果的
なのが栄養教育であり、特に低年齢児の栄養教育であると述べる330。 
 
6.3 児童の自立と身体的基盤形成 
 
 本章ではここまでCHIP(児童医療保険プログラム)とフードスタンプ及び学校給食制度に
ついて論じてきた。前者が医療保障制度であるのに対し、後者は栄養を保障する制度であ
る。だがこれらの制度を統一的に把握するための要素がいくつかある。第 1 に、局面は異
なるもののいずれも児童の身体的発達を保障するための制度である。第 2 に、TANF 受給
資格や連邦貧困線を媒介として貧困世帯(貧困児童)に対する政策として統一的に把握する
ことができる。第 3 に、いずれも学校を基点にしたサービスを含んでいる。前章で明らか
にしたように、就学児童だけでなく就学前児童においても学校は貧困児童をめぐる社会保
障法制の基点となりうる。 
 
6.3.1 医療保険への加入と栄養保障 
 
 まず医療保険への加入と基礎的栄養としての食料供給が児童の身体的発達の基礎である
ことを確認しておこう。6.1 で確認したとおり、無保険児童は傷病時に治療を受けられない
というだけではなく、健診等様々な関連するサービスを受けられないことにより、将来の
身体的、知的発達という点で重大な悪影響を被ることが CHIP 成立時の議論においても指
摘されていた。つまり医療保険に加入すること自体が児童の身体的発達の重要な基盤であ
                                                                                                                                                     
分・低糖分・高繊維食品の摂取と有酸素運動の実施を予防行動の柱とする。具体的には①
体育の授業時間数の増加、②朝食不摂取への介入、③友人関係等に着目した喫煙防止プロ
グラムの三つを柱としている。CATCH プログラムの特徴は「健康教育を運動面、栄養面、
そして心理面と様々なアングルから捉え直し、総合的かつ包括的な健康教育プログラムを
長期にわたって実施した」点にある。永井＝赤星＝吉本＝高田＝松浦＝勝野・前掲注
(310)179-180 頁。 
329 Theodore Sky, School-Based Outreach and Heightened Food Stamp Participation: Is 
There a Promising Partnership ?, 14 Geo.J.Poverty Law&Pol’y 283, 294 (2007). 
330 Plemmons, supra note 299, at 1,187. 
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るということができる。 
 フードスタンプや学校給食についても同様である。栄養指導の効果の前提として、児童
に対して身体的発達を保障するのに十分な量の栄養が供給されなければならない。これは
フードスタンプや学校給食が有する問題意識、飢餓や栄養失調対策と肥満対策のうち、前
者に対応するものであり、栄養の量と質のうち量の確保を目指すものと言ってもよい。フ
ードスタンプや学校給食が飢餓対策、栄養失調対策として始まったことを踏まえ、現在も
主としてそれらの目的に対応した制度として認識されていることを踏まえるならば、栄養
指導について論じる前にそういった側面の重要性を確認しておかねばならない。 
 つまりこれらの制度は貧困児童だけでなく児童一般を想定するとしても、児童の身体的
発達にとって重要な制度であるといえる。ただ貧困児童は医療や栄養確保の面で、一般児
童と比較して劣位にあり、それが貧困児童を重視する理由となっている。 
 
6.3.2 社会保障法制と生活スキルの習得 
 
 上記の制度は児童の身体的発達を保障するための制度であるとともに、貧困世帯を対象
とした制度でもある。医療、現物給付の公的扶助、学校給食制度とバラバラに見える制度
であるが、連邦貧困線、TANF 受給資格を媒介として統一的に把握することができる。フ
ードスタンプが収入や資産要件のみならず、就労要件においても TANF と連動しており、
学校給食制度も連邦貧困線やフードスタンプ受給資格と連動している。連邦貧困線策定に
あたっても栄養量が基準となり現在でも重要な指標になっていた。メディケイドや CHIP
も連邦貧困線を基準としている。CHIP は連邦貧困線 100～300％を対象としているものの、
医療へのアクセスに関わる新たな貧困層を対象としている点で貧困世帯に対する制度とと
らえることができる。 
 医療保障（メディケイド、CHIP）の主要な内容は児童を医療保険に加入させることであ
り、フードスタンプや学校給食はバウチャーや現物（食料）給付によって児童に必要な栄
養量を与えることを第一義的な目的にしている。これは医療保険への加入（医療給付）や
栄養量を補い、それにより身体的発達の基盤を形成することを狙いとする。他方で、肥満
問題にみられるとおり、欠けているものを給付やサービスによって充足するだけでは児童
の身体的発達にとって十分ではない。規制によって児童を保護するというやり方にも限界
がある。そこで求められているのは、児童が自分に必要な栄養を知り、食物を選択する能
力であった。これは CHIP における保健指導や予防接種に関する児童自身の選択、TANF
における妊娠防止プログラムにもつながる考え方である。これらは各々態様を異にするも
のの、教育的手法を使って児童が自らの身体を管理できるように誘導するプログラムであ
る。給付によって身体の形成を支えるのに加え、これらの能力を養う教育的機能も重要な
意味を持つ。 
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6.3.3 給付と結びついた教育 
 
 これらの教育的機能は本体部分の給付からみれば付加的なものにすぎず、強制力はない。
フードスタンプ栄養教育は州が実施できるというにとどまり、WIC プログラムの栄養指導
も受講が義務付けられているものの、受講しなかった場合に給付減額等のサンクションが
用意されているわけではない。ただ強制力や制裁がないことをもって教育的機能の位置づ
けを軽くみることは適切ではないように思われる。 
 第 1 に教育的プログラムは、その性質上強制することと相容れないからである。給付減
額などによって強制したところで受講が形式的なものになるだけであり、実効性を失わし
める危険がある。第 2 に、強制力こそないものの給付と連動していることは重要である。
給付減額のようなサンクションを伴うのではなく、WIC のように給付月ごとに受講を促す
など、本体部分の給付と連動していることが重要になる。第 3 に、児童の場合教育的プロ
グラムは学校という場所で行われることが多い。CHIP による保健指導や学校給食における
栄養指導、健康指導などがこれにあたる。すなわち制度上強制力を伴っていなくとも、学
校という場で行うことによって効果的に受講させ、児童個人に効果を及ぼすことができる。
つまり成人への就労訓練や半強制的な就労参加と対比すれば、児童は発達期にあるという
その特性から、教育的プログラムがより大きな効果を及ぼすことが期待できるし、学校と
いう場所を基点とすることで世帯と分離した状態で、個々の児童に対してプログラムを実
施することができる。教育的機能を有するプログラムは、児童の発達可能性を児童自身の
手で伸ばすという意味で、貧困児童に対してより意味をもつものといえる。 
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第 7 章 所得保障と教育－ASPIRE 法案をめぐる議論－                                   
 
 保育サービス、医療保障、栄養保障を検討してきたが、本章では所得保障について検討
する。第 2 章でみたとおり、貧困世帯を支える所得保障は TANF や SSI といった現金給付
と EITC 等の税額控除が中心となる。だがそれらの所得保障制度は児童を受給の要件ある
いは受益者の一人としつつ、直接の受給権を親等の監護者に付与し、世帯全体の生活を支
えている。ただ本稿は世帯を単位とする所得保障の重要性を踏まえつつも、身体的基盤の
形成や教育に関わる給付やサービスに着目してきた。本章では児童に実質的な受給権(所有
権)を付与し、複数の教育的機能を有する所得保障構想について検討する。 
 従来の条件つき現金給付や勤労所得に対する税額控除は、労働市場において賃金を獲得
し、経済的自立を達成する人々が最も大きな利益を受けられるよう設計されていた。しか
し近年、1996 年福祉改革以降の流れとは一線を画す議論が登場している。ベーシック・イ
ンカム(Basic Income:BI)である。BI は欧州から持ち込まれた議論であり、端的にいえば無
条件の基礎所得保障を提唱するものである。しかし BI がアメリカの社会保障政策として実
現される可能性は極めて薄い。そこで新たな所得保障の枠組みとして注目されるのがステ
ークホルダー(stakeholder)という考え方である。これは各個人に同じ分け前(stake)を実際
に給付する、という具体的な所得保障政策につながる議論である。Ackerman らは具体的
に 21 歳に達した成人全てに 8 万ドルを給付する内容の政策提言を行っている。ステークホ
ルダー論は、「リアルな自由」(real freedom)を目標に掲げる点で BI と重なるが、個々人に
所有権を認める点、所得や雇用の保障それ自体を目的としない点で異なる。それ故アメリ
カにおいて BI よりも現実に即した枠組みを提供する。 
 ステークホルダー論の枠組みを具体化したのが「個人の投資、退職、教育へ向けたアメ
リカにおける倹約のための法案」(America Saving for Personal Investment, Retirement, 
and Education Act : ASPIRE Act)で提唱されたキッズアカウント(Kids Account 児童のた
めの貯蓄口座)である。この ASPIRE 法案の分析を通じ、児童を中心に据えた新たな所得保
障政策における所得保障と教育の関係を考える331。   
 
7.1 ワークフェアとベーシック・インカム論の限界 
 
 アメリカの就労促進政策(ワークフェア)は、稼働能力をもつ成人であれば公的扶助に依存
するのではなく、自ら働いて生活するのが、個人の生き方として推奨されるという考え方
に基づいている。だが西山は、従来アメリカにおいて福祉受給と労働は対立するものと位
置づけられていたが、現在は福祉給付が貧困者の労働市場への参加を補完していると指摘
                                                   
331 本章の内容は常森裕介「ステークホルダーとしての児童‐キッズアカウントをめぐる議
論を素材として‐」早稲田法学会誌 61 巻第 1 号(2010)341-382 頁を改稿したものである。 
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する332。また福祉給付が労働市場への参加を補完しなければならないのは、ワークフェア
がそもそも完全雇用と十分な額の最低賃金を想定しており、その達成が現在のアメリカに
おいてほぼ不可能なためだと説明している333。ワークフェアの限界はいくつかの局面で明
らかになっている。第 1 に、雇用が存在し、その雇用に基づく賃金で生活できるという前
提が崩れている。TANF 受給者と就労率の増減が、景気の波と雇用状況に左右されている
という事実がそのことを端的に証明している。だが完全雇用という前提が完全に満たされ
たことはなく、これからも完全雇用の達成は困難だと考えられる。第 2 に、TANF や AFDC
はワークフェアの流れの中で、給付に厳しい要件を付していた。給付が条件付(conditional)
であることは自明のことと考えられてきたが、福祉受給に伴う条件は就労に止まらず、広
範かつ厳しいものであった。その根底には救済に値する貧困者と救済に値しない貧困者と
いう伝統的な枠組みが常に存在していた。普遍的な(universal)な所得保障に対する要求は、
この伝統的な枠組みに対するアンチテーゼでもある。第 3 に、ワークフェアも含めたアメ
リカの所得保障政策においては常に家族(世帯)が給付単位となっていた。父親やそれに類す
る男性がいるか、子どもがいるか、法律婚か事実婚かなどの要素が給付内容に大きな影響
を与えていた。自らを自らで支えるという自立観の延長線上に、家族はその成員で支える
べきという考え方が、世帯単位の制度を支えてきた334。 
ワークフェアが前提とする条件を覆す所得保障構想がベーシック・インカム(BI)である335。
BI は全ての個人に対する無条件の所得保障である。資産調査や稼働能力調査から無条件の
                                                   
332「今日のアメリカの対貧困者政策は、労働と福祉受給を対立的に位置づけていない。身
体的、精神的に労働可能であるにもかかわらず労働しない人には、連邦政府からの給付は
行われない。現在の対貧困者政策は、労働市場に参画している、あるいは参画しようとし
ていることを前提条件として、それを補完するものとして位置づけられているのである」。
西山隆行「アメリカの対貧困者政策」甲南法学 50 巻 1 号(2009)14-15 頁。 
333 西山・前掲注(332)13 頁。 
334 BI の代表的な擁護者であるパリースは第二次大戦後の社会保険以外の所得保障の特徴
を「(１)働いていない場合、もしくは働けない場合、受給者はオファーがあれば、適切なジ
ョブを進んで受け入れるか、あるいは適切な職業訓練を進んで受けなければ、受給資格を
得られない、(２)他の方法では十分な所得を得られないことが明らかである場合はじめて、
受給資格が与えられる。したがって、受給者は資力調査をパスせねばならない、(３)ある人
が受給資格を持つか否か、それがどの程度の水準であるかは、その人の世帯状況によって
－例えば、その人は独力で暮らしているのか、ジョブを持っている人と一緒に暮らしてい
るのか、ジョブのない人と暮らしているのかなどによって－代わってくる。そして最後に、
(４)ある人が受給資格を得るかどうか、その水準がどの程度かは、その人のすんでいる場所
によって－例えば、その人は大都市部に住んでいるか、地方都市に住んでいるか、農村部
に住んでいるかによって－変わってくる」と説明している。P.ヴァン・パリース(後藤玲子
＝斎藤拓訳)『ベーシック・インカムの哲学 すべての人にリアルな自由を』55 頁(勁草書
房、2009)。 
335 BI については、以下の文献を参照。T.フィッツパトリック(武川正吾＝菊池英明訳)『自
由と保障 ベーシック・インカム論争』(勁草書房、2005)、小沢修司『福祉社会と社会保障
改革－ベーシック・インカム構想の新地平』(高菅出版、2002)、武川正吾編著『シティズン
シップとベーシック・インカムの可能性』(法律文化社、2008)。 
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給付へ、世帯単位の給付から個人単位の給付へ、BI は理念的には従来の所得保障政策を根
本的に覆すものである。ただ具体的な提案のレベルになると、種々のアイデアが存在し、
特定の政策について合意を得ているわけではない。また無条件の所得保障に対する反論も
根強い。BI 論の特徴は、ニーズに基づかない給付であること、所得と労働を実質的に切り
離したことである。だがアメリカでワークフェアへの代替案になる可能性は極めて低い。
BI 論の特徴を生かしつつ、公正な所得保障とは何か、という抽象的かつ複雑な議論に足を
とられない道を探らなければならない336。 
 代替案は次の条件を満たす必要がある。第 1 に、上記に挙げた BI の３つの特徴を備えて
いる、第 2 に、抽象的かつ複雑な議論を一時的に回避しうる、第 3 に、特に受給者が負う
義務の内容において、TANF とは違った形でアメリカの伝統的な社会通念に合致する。そ
の可能性を秘めているのがステークホルダー論である。 
 
7.2 所得保障法制におけるステークホルダー論の可能性 
7.2.1 ステークホルダー論の理念 
 
 Ackerman と Alstott が提唱するステークホルダー論とは、人生の出発点において選択の
自由を獲得するために、全ての個人が stake(分け前)を所有すべきだという考え方である。
具体的には stake としてまとまった額の金銭を、人生のある時点において一括で支払う手
法を採る。ステークホルダー論が目指すのは「経済的シティズンシップ (economic 
citizenship)」の確立であり、そのために必要なのが①社会保障の最大化、②自由主義モデ
ル(libertarian model)の社会、③各個人が自らの機会を最大限に活かす権利、である337。 
Ackerman らは Parijs のいう「リアルな自由」を「全ての個人に対して、個人が人生設計
を形作るために必要な資源を与えることを社会に求めるもの」と説明している。そして「全
ての人にとっての自由を尊重するということは、家で働こうが、賃労働をしようが、仕事
を全くしないということも含めて、全ての人の選択を尊重するということである」と述べ
る。Ackerman らのいう自由とは、自らの生を「選択する」自由と言い換えることができ
る。自由と平等を、自由の最大化において達成しようとする点で、ステークホルダー論は
BI 論と共通点をもち、Ackerman らも Parijs との共著の中で親和的なものとして説明して
いる338。 
                                                   
336 宮本太郎はベーシック・インカムとワークフェアを対置させ、さらにワークフェアをワ
ークファーストモデルとサービスインテンシブモデルに分類した上で、アクティベーショ
ンをサービスインテンシブモデルと重なるものとして位置づけている。加えてこれらの分
類の上位概念として「社会的包摂」を挙げている。武川・前掲注(335)221-222 頁。座談会
における宮本の発言、並びに宮本が作成した「社会的包摂のための諸戦略」と題された図
を参照。 
337 BRUCE ACKERMAN, ANNE ALSTOTT, THE STAKEHOLDER SOCIETY 3-4(1999). 
338 ステークホルダー論と BI 論の共通点として、革新的な再配分を要求すること、集団単
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 ステークホルダー論は次のような特徴をもつ。第 1 に、富裕層や勤労者からの所得再分
配を肯定する際、ステークホルダー論は富裕税(wealth tax)を主張する。その根拠は前の世
代から承継したものを現在の世代もしくは次の世代において分配するという考え方にある。
第 2 に、ステークホルダー論は一括給付を求める。これは給付方法における技術的な相違
ではない。ステークホルダー論は、各個人(ステークホルダー)が自らの選択に対する責任を
負うことを前提とするため、生涯を通じた給付ではなくある一時点での一括給付という手
法を採る。ステークホルダー論では個人が stake を元手に成功しても失敗しても問題には
ならない。Ackerman らの関心は「セーフティーネットではなくスタート地点に、不運で
はなく機会に、福祉ではなく経済的シティズンシップ」339にある。だからこそ給付される
現金の使途は限定されない。これは後に紹介するキッズアカウントと異なる。第 3 に受給
者である個人が死亡したときは、返済できる限度で受給額を返済しなければならない。こ
れは世代間に基礎を置くステークホルダー論の特徴の一つである340。 
                                                                                                                                                     
位ではなく個人単位で考えること、従来の古典的リベラリズムや社会民主主義的な考え方
とは異なること等が挙げられている。また相違点としてパリースが定期的給付である BI を
一括給付にすることを禁止するのに対し、ステークホルダー論においては一括給付された
stake を保険会社との契約において定期的給付に変えることが許容されていることを挙げ
ている。BRUCE ACKERMAN, ANNE ALSTOTT & PHILIPPE VAN PARIJS, REDESIGNING 
DISTRIBUTION 45-49 (2006). 
339 ACKERMAN & ALSTOTT, supra,note337,at 8. Ackerman らはステークホルダー論と BI
論が自由を重視するという共通点を持つことを認めつつ、一括給付であるステークホルダ
ー論の長所を二点紹介している。一つは継続的かつ少額の給付では、現在の状況を劇的に
変化させることはできないのに対し、一括で 8 万ドルを受け取れば大学進学等によって将
来の展望を大きく変えることができるというものであり、もう一つは一括給付が個人の大
きな選択(責任)を課すのに対し、継続的な給付は受給者の成長を促すことなく「永遠の子ど
も(eternal child)」にしてしまうということである。Id.at 210-216. 
340 尾形は Ackerman らの構想を「経済的シティズンシップ」を権利として確立することを
目指すものだと指摘し、「各人が、自由で平等な市民として、自己の生を構想する機会を保
障する、積極的施策というべき側面をもつもの」と述べ、世代間の関係においても「信託
原理(principle of trusteeship)」を基盤としている点にも言及している。尾形健「『健康で文
化的な最低限度の生活』水準のあり方をめぐって－持続可能な社会保障制度における生活
保障水準のための原理的考察－」社会保障法 18 号(2003)9-10 頁。葛西もステークホルダー
論の憲法的側面に着目する。「アッカーマン＝アルストットは、「ステイクホールディング
(stakeholding)は…憲法的レベルでのコミットメントである」として、その憲法上の根拠と
して修正 14 条をあげる。アッカーマン＝アルストットによれば、修正 14 条にあげられて
いる特権及び免除の内容は条文上明らかではなく、「その制約のない言葉(open-ended 
language)の意味を理解するという永続的なチャレンジを次世代に任せている」ことになる。
アッカーマン＝アルストットによれば、ステイクホールディング(stakeholding)はシティズ
ンシップの経済的特権に新しい意味を与えるものであり…その規範性を強調する」。また葛
西はステークホルダー論と BI 論について「ステイクホルダー社会論はもとより、ベーシッ
ク・インカム論そのものの採用には大きな反発が想定しうる。なぜなら、ステイクホール
ディング(stakeholding)論は 1 回限り大きな元手を与えるという、ベーシック・インカムを
時間的に限定したものであるが、純粋なベーシック・インカム論とは常に政府によって最
低所得を保障するものだからである」とその差異を説明している。葛西まゆ子「生存権の
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7.2.2 ステークホルダー論と所得保障 
 
 Ackerman らが提案するのは、21 歳になった全ての成人に対して政府が 8 万ドルを給付
するというものである。条件があり、高校を卒業していること、犯罪歴がないことが必要
となる。ただこれらの条件を満たしていない人が、stake を剥奪されるという意味ではない。
高校を卒業していない人は、卒業のための基礎所得を保障されるし、犯罪歴がある人でも
受給時期が延期されるだけである341。既に述べたように受給者の死亡時には原則として受
け取った額を返還しなければならない。 
 上記の提案はシンプルかつ具体的であるといえる。Ackerman らの提案の特徴として、
第 1 に、受給者として若者を想定している。これは一括給付であることと相まって、結果
(outcome)ではなく機会(opportunity)を重視すると必然的な流れであると考えられる。第 2
に、大学を中心とした高等教育のために使用することが想定されている。建前上は「ラス
ベガスですってもかまわない」が、高校卒業要件や 8 万ドルという額からも、4 年生大学進
学のための費用となることが期待されていると思われる342。第 3 に、stake の返還を受給者
の責任(responsibility)として課している。Ackerman らはこの責任が果たされたなら、富裕
税の率を下げることも可能であると説明する。 
また Ackerman らの議論について次のような特徴を指摘することができる。第 1 に、彼
らの問題意識はアメリカ国民、特に中流階級の再興にある。「ステークホルダー論は全ての
人々に経済的自立を提供するとともに、そのような約束は特にアメリカの中産階級(middle 
America)にとって特別な意味を持つ。彼らは政府が普通の人々(ordinary people)に対して
再び仕事を用意できることを確信したなら、そのための支援に向けて結集すべきである」343。
第 2 に、Ackerman らは給付を受けた後の就労を前提としている。学歴の格差が職業や収
入の格差につながることを批判しているし、具体案においても生涯基礎所得を保障するわ
けではない。第 3 に、既に述べたとおり受給後の失敗も制度の想定内としている344。 
                                                                                                                                                     
財産論的アプローチ」大沢秀介＝小山剛編『東アジアにおけるアメリカ憲法－憲法裁判の
影響を中心に』361-362 頁(慶應義塾大学出版会、2006)。 
341 ただし Ackerman らは高校卒業資格を持たない人に分割して支払われる額の合計は、一
括して支払われる額とほぼ同等だと断っている。また犯罪歴についても収監される期間の
長さによっては剥奪もありうるとしている。ACKERMAN, ALSTOTT, & PARIJS, supra note 338, 
at 60. 
342 Ackerman らはヘッドスタートが十分機能していないことを指摘したうえで教育機会
の重要性を指摘している。またアメリカの若者の 75％が 4 年生大学を卒業していないこと
を紹介している。ACKERMAN & ALSTOTT, supra,note337,at 29-30. 
343 Ackerman らは第二次大戦中の国民全体の団結が、その後の経済成長と経済格差によっ
て失われたことを指摘し、ある時期の軍人恩給を stake の例として紹介している。
Ackerman らは決して旧来の社会観念を美化しているわけではないが、アメリカにおいて
平等が失われたことは強調している。ACKERMAN & ALSTOTT, supra,note337,at 10-12. 
344 パリースは一括給付の後の個人の失敗を「リアルな自由」の観点から肯定できないとす
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ステークホルダー論は全ての児童(若者)に stake を与える構想であり、貧困児童に着目し
ているわけではない。だが学歴の格差に対する問題意識から、8 万ドルによって大学等の高
等教育へのアクセスを促進することが期待されているし、高校修了という要件も教育への
意識を窺わせる。また児童本人に実質的な受給権を与え将来返還させるという手法は、将
来経済的な自立を達成するために、児童期に自立のための給付を受けるという本稿の枠組
みとも重なる。 
 
7.2.3 ASPIRE 法案をめぐる議論 
 
 ステークホルダー論を具体化した政策が、キッズアカウント(Kids Account 児童のための
貯蓄口座)である。この政策は出生時に創設される児童自身の口座にまとまった額の現金を
振り込み、18 歳になった時点で使用できるようにするものである。イギリスではブレア政
権の下で Child Trust Fund(CTF)345として実現しており、その他いくつかの国においても
既に立法化されている346。アメリカにおいてもカリフォルニア州において 2008 年にキッズ
アカウントが成立した。しかし本章で取り上げるのは、数度の法案提出に関わらず連邦議
会で一度も成立していない「個人の投資、退職、教育へ向けたアメリカにおける倹約のた
めの法案」(America Saving for Personal Investment, Retirement, and Education Act : 
ASPIRE Act、以下 ASPIRE 法案)である。ASPIRE 法案は 1995 年(税額控除方式)、1997
                                                                                                                                                     
る。「私は、数十年前に一回だけ賦与された給付金を浪費したために－その重い代償として
－貧乏に陥る老人が大量に発生するという事態を、本当に自由な人々からなる社会が見過
ごすとは思えません…月単位の給付が妥当なところだろうと思います。恣意的であること
は確かですが、私の感覚では十分に納得できるものなのです」パリース・前掲注(334)51 頁。 
345 CTF は 2004 年に立法化され、その対象となるのは 2002 年 9 月 1 日以降に誕生した英
国在住の児童である。イギリス版児童手当といえる child benefit の対象となる児童は自動
的に CTF の対象となる。口座の名義は児童自身であるが、バウチャーは育児責任者あてに
支給される。出生時に 250 ポンド、7 歳になったときにもう一度支給される。上記児童手当
や児童税額控除(child tax credit)との併給が可能で、また 1200 ポンドまで親戚や知人が追
加して振り込むことができる。18 歳になるまで引き出すことはできないが、使途は定めら
れていない。田中(平松)那須加「英国の貯蓄推進政策とチャイルド・トラスト・ファンド」
資本市場クォータリー夏号(2004)124-125 頁。チャイルド・トラスト・ファンドについては、
2007 年 6 月までに 330 万人の児童信託基金バウチャーが発行され、そのうち 75％が口座
を開設した。平均額は 981 ドルであり、その多くが増加しているとされる。丸尾直美「資
産ベースの福祉政策‐新しい福祉政策の登場‐」週刊社会保障 2474 号(2008)45-46 頁。 
346 イギリスの他、カナダ、シンガポール、ハンガリー、韓国で類似の制度が存在する。た
だしカナダが教育目的なのに対し、シンガポールやハンガリーは出生率向上を目的とし、
韓国はそもそも里子のための制度であり、それぞれ事情が異なっている。Lora Cicconi, How 
Far Do Child Savings Accounts Stray From the Tax Code; A Comparative Perspective, 
34 Ohio N.U.L.Rev.17, 25-33 (2008).またこの論文において、Ackerman らのステークホル
ダー論とキッズアカウントを含む種々の貯蓄プログラムとの比較も行われており、異なる
点として、使途の限定に対する考え方が挙げられている。 
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年、1998 年、1999 年、2000 年、2004 年、2005 年に提案された347。ここでは 2005 年の
公聴会の記録などを中心に ASPIRE 法案の意図や背景を抽出する。 
 
7.2.3.1 ASPIRE 法案の概要 
 
 キッズアカウントの正式名称は Kids Investment and Development Savings Account(投
資及び倹約の促進のための児童口座)である。2005 年に連邦議会下院に提出された ASPIRE
法案348の冒頭には「キッズアカウントを創設することによって、倹約を奨励し、金銭感覚
を向上させ、若者の機会を拡大する」と記されている。 
受給資格を持つのは①「個人責任と就労機会調整法」(1996)に基づきアメリカの市民権を
持っており、②2006 年 12 月 31 日より後に出生した者(すなわち 2007 年以降に生まれたも
の)で、③18 歳未満の者である。各口座の名義は社会保障番号によって裏付けられる。口座
名義人(account holder)が 18 歳になるまで(§3(g))、口座に関する権利及び義務は法律上の
監護者によって行使される。だが口座名義人が 18 歳になるまで引き出すことはできない(§
3(i)) 。受給資格をもった名義人全員の口座に出生時に 500 ドル(automatic contributions)
が振り込まれる。さらに全国の中位所得の 50％以下にある場合はさらに 500 ドル
(supplemental contributions)が振り込まれる(§4(a))。加えて、自ら 1000 ドルまで追加し
て振り込むことができる(private contribution)(§3(f) ) 。「キッズアカウント基金委員会」
によって初期投資プログラムが創設される(§8)。口座名義人は 30 歳に達すると出生時に振
り込まれた 500 ドルを返還しなければならない(§3(f))349。 
 ASPIRE 法案の特徴は、①口座の名義が児童であること、②投資を前提としていること、
③返還を予定していることである。また児童の自立という視点から留意すべきは口座の名
義人(児童)と監護者の金銭感覚を向上させるためのプログラムの展開が求められている点
である。次に ASPIRE 法案をめぐる 2004 年、2005 年の本会議及び公聴会における議論を
                                                   
347 これらの法案の内容を簡単に紹介すると次のとおりである。1995 年に Kerrey 上院議員
と Lieberman 上院議員によって提出されたものは、いわゆる児童税額控除と呼ばれるもの
で、法案自体は通過しなかったが、クリントン政権の租税政策にその内容が反映された。
1998 年に両上院議員によって提出された法案は、子どものための退職貯蓄口座と呼ぶべき
中身を持ったもので、税額控除であった 1995 年の法案から、口座への現金の給付という形
に変化した。1999 年と 2000 年に提出された法案は同じく両上院議員によって提出された
もので、本章で紹介する法案に近い内容(子どものための貯蓄口座)であった。本章で紹介す
る 2004年の法案は 4 名の議員(Santorum, Corzine, Kennedy, Petri)によって提案されたも
ので、2005 年の法案は Santorum,Corzine, Schumer, Demint の４議員によって提出され
たものである。Cicconi , supra note 346, at 20-24. 
348 H.R.1767 109th Congress(2005). 
349ASPIRE 法案によれば、口座に振り込まれた金銭にはインフレ調整が加えられる。財務
省は口座の名義人が 30歳に達してから 5年間の間に、彼らがどれだけの納税をしているか、
返還をしたか、財政的な困難に直面しているかについて議会に報告しなければならない(§
12(a))。 
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見ることで、よりこの法案の性格を明らかにする。 
 
7.2.3.2 ASPIRE 法案をめぐる議論 
 
キッズアカウントは「真のステークホルダー社会」(true stakeholder society)を実現する
ものだと考えられていた350。またイギリスの CTF を基礎としつつアメリカ的価値観を実現
するものとされていた351。具体的には ASPIRE 法案は貧困世帯の貯蓄率の低さへの危惧を
背景としており352、成人用の IDA(Individual Development Account)を使った貯蓄の成功
例353が紹介され、若い親に対する金銭教育の重要性が強調された354。倹約と貯蓄はキッズ
アカウントに道徳的意味づけを行う上で非常に重要なものである。キッズアカウントは強
制的な貯蓄であり、この貯蓄をきっかけに金銭教育、すなわち倹約や貯蓄がいかに重要か
を、特に貧困世帯に対して教えることを重要な目的としている。Ackerman らも自らの
stake を素材とした金銭教育を提案している。 
 金銭教育を強調することは貯蓄から投資へというキッズアカウントの性質と整合的であ
る。出生時に振り込まれる額(500 ドルもしくは 1000 ドル)は決して多額ではない。キッズ
アカウントは、受給者に二つのことを期待している。一つは自発的な増資 (private 
                                                   
350 Kennedy 議員は ASPIRE 法案の紹介にあたって、19 世紀のホームステッド法を引き、
20 世においては資産の所有(ownership)が機会と密接に結びついていると説明し、法案の目
的はアメリカに生まれた全ての児童に将来における stake を与えることであり、普遍的な
キッズアカウントは、「真のステークホルダー社会」(true stakeholder society)への道を創
るものだと主張する。108 Cong.Rec.(2004)1499-1450(statement of Rep.Kennedy). 
351 Santorum 議員は、ASPIRE 法案がブレア政権の政策(CTF)を基礎としていることを認
めたうえで、この法案が「アメリカ人が持つ最も基本的な価値観」、すなわち「平等な機会
というアメリカが持つ理想」に基づいていると述べる。108 Cong.Rec.S.2751 
(2004)17127(statement of Rep.Santrum). 
352 Lincoln 議員はアメリカ人の貯蓄率が、賃金の問題などとも相まって低下傾向にあり、
そこには金銭教育(financial literacy)の問題があることを指摘している。Building Assets 
for Low-Income Families:Hearing on H.R.1767 Hearing of the social security and 
family policy subcommittee of the senate finance committee, 109th Cong. 
3(2005)(statement of Sen.Lincoln). 
353公聴会では貧困生活に苦しんでいたものの、貯蓄をすることによって、家を手にいれた
人などが具体的な体験談を紹介している。例えばペンシルバニア州の Simmons さんは刑
務所から出所して路上生活をしていたが、州が行っている家族貯蓄口座(family saving 
account)によって毎日 50 セントを貯金し、州からの支援を受け家を購入したという自身
の体験談を紹介している。Building Assets for Low-Income Families:Hearing on 
H.R.1767 Hearing of the social security and family policy subcommittee of the senate 
finance committee, 109th Cong. 5(2005)(statement of Simmons). 
354公聴会では貧困生活に苦しんでいたものの、貯蓄をすることによって、家を手にいれた
人などが具体的な体験談を紹介している。このプログラムは具体的には、私的なキッズ
アカウントを提案したり、幼稚園で児童に金銭教育を行うものである。Building Assets 
for Low-Income Families:Hearing on H.R.1767 Hearing of the social security and 
family policy subcommittee of the senate finance committee, 109th Cong.9 
(2005)(statement of Rubio). 
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contribution)であり、もう一つは投資による増額である355。Ackerman らの提案では 21 歳
時点で 8 万ドルを支給することで、スタート地点の平等が確保されていたが、キッズアカ
ウントにおいては出生時は同額でも、18 歳時点では既に差がついている。18 歳の時点で児
童は自らの資産を保有しつつ、自らの(親の)選択の結果を問われることになるのである。 
ではキッズアカウントは貧困児童にとってどのような意義をもつのだろうか。貯蓄は実
質的な資産形成と金銭管理の習慣という二つの意味をもつ356。これはキッズアカウントの
源流の一つである IDA と同じである357。すなわち給付による資産形成及び生活保障と、世
帯と児童個人に対する貯蓄の促進と金銭教育という教育的機能を併せ持ったのがキッズア
カウントだといえる。貯蓄や倹約の習慣づけや金銭教育は生活スキルの習得と位置づける
                                                   
355 Kennedy 議員は 7％の利回りを想定すると、出生時に 1000 ドルだった現金が、18 歳時
点で 20000 ドル以上になるだろうと述べる。108 Cng.Rec.1499-1450(statement of 
Rep.Kennedy)1501. 18 歳時点で退職金プログラムに移せば、さらに増額しているという
計算が成り立つ。フィナンシャルアドバイザーの Edelman はキッズアカウントをかつて
ないほど長期にわたる退職保障(retirement security)だと説明している Building Assets 
for Low-Income Families:Hearing on H.R.1767 Hearing of the social security and 
family policy subcommittee of the senate finance committee, 109th Cong. 
2(2005)(statement of Edelman). 
356 ミシガン大学の Shanks は親の教育水準と子どもの学業成績の関係を指摘し、キッズア
カウントが少額であっても意味はあると述べている。Building Assets for Low-Income 
Families:Hearing on H.R.1767 Hearing of the social security and family policy 
subcommittee of the senate finance committee, 109th Cong. 
21(2005)(statement of Shanks).またワシントン大学の Sherraden は 25％以上の世帯が貧
困線以下の生活をしているという事実は、失業や疾病等に対する財政的緩衝材を有して
いないことを意味し、現行の社会保険制度と資産形成の組み合わせが重要だと説く。
Building Assets for Low-Income Families:Hearing on H.R.1767 Hearing of the social 
security and family policy subcommittee of the senate finance committee,109th Cong. 
20(2005)(statement of Sherraden). 貯蓄プログラムによって家を購入した Beale 氏は貯蓄
によって預金額を気にし、買い物での意識が変わり、そのような親の姿勢が子どもに影響
を与えると述べる Id.at 7(statement of Beale). 
357 野田によればキッズアカウント構想はアメリカにおける IDAs という実践の一つとして
位置づけられる。「アメリカの IDAs は、低所得者個々人が専用の口座を持ち、その口座に
彼・彼女ら自身が預金すると同時に、その預金に対して公的・私的な第三者が一定の割合(…)
で上乗せする。そして、その預貯金の使途は教育や自宅の購入・修繕などに予め限定され」 
、「連邦政府や州政府は、非営利組織による事業の運営費や口座の預金に上乗せする資金を
提供する。野田は、「①個々人の預貯金を増やす機会を提供し、かつ、②その機会を活用し
て長期的な生活設計を展望した行動様式や態度を養うことを狙っている。このような専用
口座の活用は、1970 年代以降の社会保障政策に先例があり、たとえば一部の企業年金では
年金加入者が自らその拠出金を運用するために専用口座を活用していた。それを低所得者
への貧困対策に応用した点に IDAs の新しさがあった」と整理する。野田博也「アメリカに
おける『個人開発口座 IDAs』の展開－資産ベース福祉政策に関する予備的研究－」貧困研
究 2 号(2009)94 頁。また丸尾は Ackerman らの提言について、資産を持たない者ではなく
市民に対する普遍的な給付を提唱している点が特徴的であると指摘する。丸尾直美「資産
ベースの福祉政策の設計‐理念、意義、展望‐」尚美学園大学総合政策論集 7 号(2007)61
頁。 
97 
 
ことができるが、アカウントの金銭を大学進学等に使えば高等教育へのアクセスに資する
ことになる。この点も Ackerman らの構想とも重なる部分をもつ。 
 
7.3 所得保障と教育 
  
 キッズアカウントは児童に対する無条件の現金給付といった単純なものではない。第 1
に、倹約と貯蓄という道徳的な意味づけを持った金銭教育を一つの目的としている、第 2
に、資産運用という市場と整合的な方法を採用し、そこにはある程度の選択と失敗が前提
とされている、第 3 に、特に貧困世帯に着目しており、一律の給付ではない。これらはイ
ギリスの CTF と重なる部分もあり、アメリカというよりも市場主導型社会と整合的な制度
だといえる。 
キッズアカウントにおいては出生時の給付と同時に資産運用が始まり、18 歳になったと
き名義人はその使途を決めなければならない。名義人たる個人の選択は Ackerman らがス
テークホルダー論において想定する時期よりもずっと早く始まり、かつ監護人の意思や経
済情勢の影響を受ける。18 歳になった名義人は就労して自立することを期待される。キッ
ズアカウントをめぐる議論の中には使途を教育、持ち家購入、退職時に向けた貯蓄に限定
すべきとの提案も存在するが、使途を限定するならば、キッズアカウントにおける名義人
の選択は、ステークホルダー論が想定する選択よりもずっと限定されたものとなる。ステ
ークホルダー論はその権利において、無条件かつ普遍的な給付という性格を備えるものの、
自ら選択し、選択肢を増やし、自立するというアメリカの福祉政策が目指す人間像に合致
する。キッズアカウントはそのようなステークホルダー論の性格をより顕著な形で具体化
しているということができる。 
ステークホルダー論とキッズアカウントはそれぞれ構想段階であるとはいえ、児童の発
達可能性を開花させるために重要な提案である。第 1 に、生活スキルの習得(貯蓄習慣と金
銭教育)と給付が連動している。第 2 に、高等教育へアクセスするための資産になりうる。
第 3 に、児童自身に権利を与え義務を課している。特に重要なのは義務である。Ackerman
らの構想においては死亡時に原則として stakeを(遺産税や贈与税を通じて)返還しなければ
ならない。これは stake の分配を受けることが、前の世代から受け継いだ資源を再分配し
た結果だという考え方に由来する。つまり大枠において受給者は前の世代も含めた社会全
体から元手を借りている状態にあって、それ故に人生を終えたとき返還しなければならな
いのである。キッズアカウントにおいても最初に振り込まれる 500 ドルの返還が予定され
ている。児童を将来的に就労自立する(就労義務を課せられる)存在と捉え、児童期における
自立のための支援として機能しているのである。 
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第 8 章 社会保障法制における児童の自立と教育の意義 
 
 第 2 章から第 7 章までの分析を踏まえ、本章では児童の発達可能性を中心に据え、その
自立を支援する社会保障法制の体系を再検討する。貧困児童をめぐるアメリカの社会保障
法制の分析から得られた示唆と両国の法体系の相違点を確認した上で、我が国の社会保障
法制を分析するための視点を得る。次に我が国の貧困児童をめぐる社会保障法制と、それ
らの法制度に対する社会保障法学の捉え方を整理し、児童の発達可能性及び自立という視
点からその意義と限界を指摘する。最後に児童の自立を支援する社会保障法制を、児童の
発達過程に対応した区分を基に整理し、児童の自立を可能にする法制度の方向性を示す。 
 
8.1 貧困児童をめぐるアメリカの社会保障法制 
8.1.1 アメリカ社会保障法制と児童の自立 
 
 我が国の社会保障法制を分析するために、ここで改めて前章までの内容を整理し、貧困
児童をめぐる社会保障法制を考察するための視点を得る。第 2章から第 7章までの分析は、
第 1 に、貧困世帯をめぐるアメリカの社会保障法制を通史的に概観し、第 2 に、貧困児童
に関わる法制度を横断的に捉え、第 3 に、児童の発達可能性と自立を各法制度を整理する
視点として提示した。 
 第 2 章、第 3 章では貧困世帯を対象とした現金給付である ADC、AFDC、TANF の変遷
を中心に、アメリカの貧困法制が支援対象を児童から世帯へと移し、ワークフェアが推し
進められた過程を描写した。貧困世帯の中でも特に若いシングルマザーは就労による経済
的自立と家庭生活における自立の板挟みになり、不十分な環境における養育が結果的に児
童の利益を損なっていた。1996 年福祉改革を中心として貧困世帯への支援が縮減し、児童
は養育環境の悪化によって間接的に大きな影響を受けた。第 4 章で問題となるネグレクト
は、二つの自立を両立できなくなった貧困世帯で児童の生命、身体が危険にさらされる事
象である。ネグレクトの問題を検討することにより、背景である世帯や親の貧困に留意し
つつ、現に危険な状態にある児童自身の生命・身体へと視点を移行させた。第 5 章で取り
上げた保育サービスについても同様である。連邦政府は保育サービスを一人親世帯が抱え
る二つの自立の問題と結びつけ、一人親世帯の就労を促進するために保育サービスを拡大
した。本稿はここで保育サービスの質に着目し、サービスを受ける児童自身へ視点を移し
た。第 4 章でのネグレクト、第 5 章での保育サービスの質の検討を通じ、児童の貧困を世
帯や親ではなく児童自身を中心に考察するという本稿の視点を提示した。加えて、虐待や
ネグレクトに対応した児童保護法制が児童の生命・身体の安全を最優先とし、あるいは裁
判例において認められる保育の質が生命、身体に関わる範囲に限定されていることを踏ま
えた上で、身体的基盤形成や知的発達など児童の発達可能性に関わる側面をもつことにも
目を向けた。第 6 章で医療保障と栄養保障を取り上げる際には、これらのサービスが児童
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の身体的基盤形成を主眼としつつ、自らその基盤形成を行うスキルが重要であることを指
摘した。第 5 章、第 6 章を通じて保育、医療、栄養供給といった児童をめぐる給付やサー
ビスが、児童の身体、生命の保護に止まらず、身体的基盤形成や生活スキルの習得、知的
発達という機能を備えていることを示した。特に生活スキルの習得や知的発達は社会保障
法制における教育的機能と呼ぶべきものである。世帯や親を通じ間接的な支援を受ける、
あるいは脆弱性ゆえに保護される存在として児童を捉えるだけではなく、児童自身の発達
可能性に着目し、それを開花させる支援に着目することの重要性を指摘した。第 7 章で児
童自身を給付対象とするキッズアカウントについて検討したのは、発達可能性を支援する
社会保障法制の具体的な姿を示すためである。 
本稿は世帯や親から児童自身へ、生命や身体の保護から教育的機能へ視点を移しながら、
児童の発達可能性を視点の中心に据えてきた。ここで再検討すべき視点が自立である。歴
史的にみても 1996 年福祉改革を経た現在においても、アメリカの社会保障法制は特に貧困
世帯に対して強く自立を求めてきた。そこでいう自立とは、就労による経済的自立と、育
児を中心とする家庭生活における自立である。貧困世帯に対し自立を求め、それを支援す
るというアメリカ社会保障法制の特徴は児童をめぐる法制度にも反映されている。アメリ
カの社会保障法制は、個人に対し自立を強く求めることから、児童も将来的な自立を強く
求められているといえる。児童は児童期においては発達可能性を秘めた存在として直ちに
自立を求められることはないが、将来的にはその発達可能性を開花させ自立を求められる。
児童の発達可能性を中心に据えた社会保障法制とは、児童の将来的な自立を想定し支援す
る法制度だということになる。 
貧困児童に求められるのは就労による経済的自立である358。一般的に児童の自立を考え
るとき、その中身は将来的な経済的自立に止まるものではない359。身体的自立や精神的自
立など多様な自立の態様があり、個々人の多様性も重要な要素となる360。ただ貧困児童に
                                                   
358 本稿はここまでアメリカの社会保障法制を分析する際、就労による経済的自立と育児を
中心とする家庭生活における自立の二つを軸に分析を進めてきた。貧困児童に求められる
自立が、貧困世帯に求められる自立を反映するという場合、当然上記二つの自立の両方が
問題となる。ただここで特に就労による経済的自立に着目して議論を進めているのは、通
常児童が二つの自立を達成することを場合、経済的自立の後に家庭生活における自立が問
題となるからである。経済的自立を達成する前に育児を中心とした自立が問題となる、十
代の妊娠等の問題については今後の課題としたい。 
359 品田は社会保障法を考える際の自立の内容として、経済的自立、身体的自立、精神的自
立の三つを挙げる。品田充儀「社会保障法における『自立』の意義」菊池馨実編著『自立
支援と社会保障 主体性を尊重する福祉、医療、所得保障を求めて』32 頁(日本加除出版、
2008)。 
360 これに対して自立を自律（autonomy）と対置させて捉える見方からすれば、生活保障
における側面、その中でも就労による経済的自立に焦点をあてている点で、本稿の見方は
狭いということもできる。例えば尾形は自立（independence）を「他者依存の状況にない
当事者の主体的な状態を指すもの」とした上で、「『自立』の観念はかならずしも『自律』
的法主体と無関係ないし排他的関係にあるものではなく、法理論としては、むしろ後者の
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着目し、アメリカの社会保障法制の特質361を踏まえるならば、自立の中核的内容を就労に
よる経済的自立と捉えることは、ここまでの分析から妥当だと考えられる。 
では経済的自立を中核に据える視点が我が国の社会保障法制を検討する際どれほどの普
遍性を有しているのだろうか。貧困児童は発達可能性を阻害される要因を有し、その多く
が養育環境に起因する。親が提供すべき養育環境を全く与えられないもしくは不完全な状
態の養育しかできないことが多く、国家による支援が必要となる。貧困児童をめぐるこの
ような状況は「子どもの貧困」が問題となっている我が国にも当てはまる。また我が国に
おいても、里親家庭や児童養護施設で養育される児童はアメリカと類似した状況に置かれ
ている。貧困児童の中でも親による養育が不可能とみなされた児童は里親委託され、18 歳
で自立を求められる。そこでいう自立とは就労による経済的自立であり、そのための公的
支援が行われている362。また生活保護法にいう「自立」が稼働能力を有する場合には「就
労等による可能な範囲での経済的自立を通じて実現される」との見解363を踏まえ、児童が
                                                                                                                                                     
うち、生活保障における主体的な行為の側面に焦点を当てた理論構成と位置づけることも
できるように思われる。そうだとすれば、問題はむしろ、当事者がおかれる実際の社会状
況に慎重かつ十分に配慮しつつも、その生活保障における各側面ないし生の各段階におい
て、その主体性を発揮・尊重するための施策のあり方の検討が肝要となろう。この意味で、
『自立』をめぐる法施策は、『自律』性獲得過程の一側面として構想することができるかも
しれない」と説明する。尾形健「『自律』をめぐる法理論の諸相」菊池・前掲注(359)67-68
頁。このような指摘は自立一般を考える際には重要であるが、アメリカの貧困児童をめぐ
る社会保障法制を分析する際には就労による経済的自立を中心に据えることに妥当性があ
ると考える。 
361 貧困児童をめぐる社会保障法制の中核に経済的自立を据えるのは、アメリカ社会保障法
制の特質による。アメリカの児童をめぐる社会保障法制は児童一般に対して統一的な法制
度を構築しておらず、給付やサービスの多くは貧困児童に集中していた。貧困児童に対す
る支援は、個々の児童の多様性を考慮しつつ、成人後就労し経済的に自立することが目標
とされる。すなわち自立の中心は就労による経済的自立であり、その他の自立(身体的自立、
精神的自立等)は経済的自立の基盤として位置づけられる。すなわち成人後経済的自立を達
成するためには、品田のいう身体的自立や精神的自立が児童期に達成されていることが必
要とされ、それらの自立が達成された状態を土台として成人後経済的自立が達成される。
ただ本稿では品田のいう身体的自立、精神的自立という区分ではなく、児童期における生
命・身体の保護、身体的基盤が成人後の経済的自立の基盤になると考えている。 
362 里子は一定の年齢で自立を求められると同時に、里子自立支援法等によって自立のため
の公的支援が行われる。これは貧困世帯(成人)に対し就労による経済的自立を求めると同時
に、自立のための公的支援を行うのと同じ構図である。医療やカウンセリング等のサービ
スは就労を中心とした経済的自立を達成するための基盤整備と捉えることができる。給付
やサービスの内容に差はあるものの、これは我が国の児童養護施設等で養育される児童に
も当てはまるものと思われる。 
363 菊池は生活保護法の「自立助長」にいう「自立」とは「基本的には最低生活の保障によ
る被保護者の主体的生活者としての精神的自立ないし人格的自立」を意味するものとし、
「自立」イコール就労自立としない捉え方は受給者の大半を高齢者・障害者が占める我が
国の現状に適合的である旨述べる。同時に受給者が稼働能力を有する場合については「稼
働能力がある場合、ここでいう精神的自立ないし人格的自立は、原則的に就労等による可
能な範囲での経済的自立を通じて実現される」とし、その理由として生活自助原則が資本
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将来的な稼働能力を想定しうる存在だとすれば、我が国の社会保障法制における自立を就
労による経済的自立と捉えることにも一定の妥当性を有するものと考える。 
 就労による経済的自立と育児を中心とした家庭生活における自立、二つの自立の板挟み
になった貧困世帯、特に一人親世帯の所得を保障することで経済的な自立を支援し、保育
サービス等で家庭生活における自立を支援する、これがアメリカの貧困法制が構築してき
た典型的な法制度であった。ワークフェア政策を推し進めてきたアメリカの社会保障法制
は、単純に比較することはできないものの、我が国の現状あるいは法制度と大きく隔たっ
ているということもできない。アメリカの社会保障法制で強調されてきた自立、本稿で確
認してきた児童自身の発達可能性という視点で我が国の社会保障法制を分析することで、
我が国の社会保障法制でこれまであまり顧みられることのなかった側面を提示し、新たな
法制度構築の契機とすることができるように思われる。その前段階としてアメリカと我が
国の社会保障法制の相違点について改めて確認する。 
 
8.1.2 アメリカの法制度の特徴 
 
我が国の社会保障法制との比較に際し、アメリカの社会保障法制の特徴を挙げるとすれ
ば次のような点を指摘することができる。第１に、社会法を根拠づける憲法上の規範をも
たない。生存権や教育を受ける権利といった権利は合衆国憲法上、明文の根拠規定をもた
ない。これは憲法 25、26、27、28 条を有する我が国とは大きく異なる点であり、特に 25
条の有無は公的扶助の権利性に関わる364。パレンス・パトリエのように、国家の介入を一
定程度認める原理は存在するものの、具体的な支援や給付を請求する憲法上の根拠はない。
デュー・プロセスによる保護も制定法にエンタイトルメントが規定されていることが前提
となり、TANF も CHIP もエンタイトルメントを伴わないことが明記されている。社会保
障制度、社会福祉制度の設計、運営について各州が大きな裁量を有していることにも留意
する必要がある。教育制度の設計や運営も同様である365。 
                                                                                                                                                     
主義社会の基本原則であること、就労による生計維持は人格的利益を実現する活動である
こと、国家による個人生活への介入を避けられることを挙げる。ただし菊池のいう「経済
的自立」が当然に「就労自立」を指すものではなく、公的支援を受けながらの稼働能力の
活用も含んでいることに注意する必要がある。菊池馨実『社会保障法制の将来構想』187
頁(有斐閣、2010)。 
364 尾形は日本国憲法 25 条が存在することの意味について「憲法典それ自体として福祉国
家の形成・展開がビルト・インされていないアメリカ合衆国憲法下にあっても、福祉国家
をめぐる憲法論が有意に展開されるのであれば、日本国憲法の社会権条項の意義を格別重
視せずに、本書のような試みは進行しうるかもしれない」としつつ、「憲法制定当時の国民
の苦難を極めた生活状況と憲法制定時の関係者の企図、そして憲法二五条をめぐるこれま
でのわが国の憲法実践など(…)に想到するとき、やはり社会権条項が現行憲法に規定された
ことの意味は、真剣に受け止めなければならない」と述べる。尾形・前掲注(51)59 頁。 
365 今川によればアメリカでは我が国のように合衆国憲法上教育を受ける権利及び教育を
受けさせる義務について規定されておらず、全国統一的な義務教育も存在しない。公立学
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第 2 に、貧困世帯に対する社会保障法制が、カテゴリー別に分立している。これは多様な
属性やニーズに対応する我が国の生活保護法や児童福祉法とは異なる。第 3 に、アメリカ
の社会保障法制を支えてきた自助原則は財政的な理由に止まらず、エリザベス救貧法以来
続く厳しい勤労倫理に基づいており、我が国の社会保障法制にも自助原則が認められるも
のの、アメリカのほうがより厳格な自助を貧困世帯に課しているといえる366。 
これらアメリカ社会保障法制の特徴を踏まえると、第 1 に、憲法レベルの権利論で我が
国と単純に比較することはできない。現行の制定法やプログラムの内容を具体的に検討し、
視点を抽出した上で、我が国の社会保障法制と具体的な法制度のレベルで比較検討しなけ
ればならない367。第 2 に、生活保護法や児童福祉法が、類似の内容を定めたアメリカの社
会保障法制と比較し包括的な性質を持つため、制定法に基づく個々の法制度のレベルで比
較することも必要になる。例えば生活保護法が定める扶助のうち教育扶助や生業扶助を取
り出した上で、世帯全体の生活保障に主眼を置く生活扶助等と区別し検討しなければなら
ない。第 3 に、就労による経済的自立に着目する視点は我が国の社会保障法制と整合的か
という疑問も生ずるだろう。だが既に述べたとおり、「子どもの貧困」が注目される現在、
                                                                                                                                                     
校における教育は各州の憲法及び制定法によって根拠づけられており、各学校区を財政を
含めた管理運営主体とし、州政府が財源の補助を行なっている。合衆国憲法上の権利こそ
ないものの、実質的には私立学校と合わせて多くの児童が学校という場に参加し、州レベ
ルで教育権も認められている。今川奈緒「アメリカ合衆国学校財政制度訴訟における教育
の権利の変遷」早稲田政治公法研究 79 号(2005)319-320 頁。ただし足立は、連邦憲法上公
立学校を設ける義務がない中で各州の憲法が公立学校の設置義務を課してきたことを指摘
しつつ「州憲法にも子どもあるいは州民の『教育を受ける権利』を明示的・積極的に保障
している例はない」と述べる。足立英郎「合衆国における公教育の正統性と公共性」森英
樹編『市民的公共圏形成の可能性－比較憲法的研究をふまえて』163 頁。(日本評論社、2003)。
塙はアメリカの公教育制度を「偉大な平等化装置」と「不平等再生産装置」が同居したも
のとの評価を示す。塙武郎「アメリカ『公教育制度』の経済的考察－その制度的根拠をめ
ぐって－」社会理論研究 3 号(2001)51 頁。そもそも「アメリカ公教育制度は、当初より学
校設置に関する法律、教育カリキュラムを法定する法律、宗教教育を定める法律、英語以
外の言語使用禁止の法律、教育委員会の諸権限を定める法律、教育税(財政)を定める法律な
どが、一八世紀に州立法という形で定められた。また、高等教育の整備として土地供与(land 
grant)が連邦によって行なわれた。その後二〇世紀に入って、連邦法による教育助成法や市
民権法(civil rights act)が制定された」。青木宏治「アメリカ合衆国における公教育の『法化』
とその特質－一九七〇年前後の生徒の権利保障判決にかかわって－」東京都立大学法学会
雑誌 32 巻 1 号(1991)136 頁。 
366 厳しいか否かという点については価値判断や各人の主観に委ねられる部分もあるが、例
えば第 3 章でみたように、1996 年福祉改革が就労等への参加に 2 年という期限を設け、5
年という生涯受給期間を設定した点は、我が国の公的扶助と比較し受給者に対し厳しい姿
勢で臨んでいるといいうるように思われる。 
367 ただ比較のレベルについては、各州が大きな裁量を持っているといっても、一部の州を
取り出して我が国の社会保障法制と比較するのは妥当ではない。多くの社会保障プログラ
ムが連邦政府からの補助金の交付によって、一定程度全国で統一的な運営がなされている
ことはここまで見てきたとおりである。これらの条件を踏まえると、連邦政府が策定した
現行のプログラムの分析から得られた視点を、我が国の社会保障法制に当てはめることは
一定の妥当性を有する。 
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貧困問題の深刻さはアメリカと大きく隔っているとはいえない状況にある。 
このようにアメリカと我が国の法体系、制度体系の相違を踏まえると、憲法レベルの権
利論ではなく制定法に基づく具体的な法制度のレベルで比較し、同時に自立という視点を
抽出し当てはめることで両国の法制度を比較しうる。次に具体的な支援内容も含め、アメ
リカの法制度の分析から得られた児童の発達可能性を中心に据えた社会保障法制の枠組み
を提示する。 
 
8.1.3 児童の発達可能性を支える法制度 
 
 我が国の社会保障法制を分析するにあたって、児童の発達可能性を中心に据えた法制度
の具体的な内容をアメリカの社会保障法制の整理を基に考えたい。児童の発達可能性を支
え、自立(就労による経済的自立)を達成することを目標とする場合、児童をめぐる社会保障
法制にはどのような機能が必要とされるのだろうか。まず児童が属する世帯に対する支援
が必要であることは言うまでもない。現金給付(TANF、SSI 等)、税額控除(EITC 等)368、医
療扶助(メディケイド)及び医療保険、フードスタンプ、保育サービスは等は世帯や親に対す
る支援と捉えることができる。虐待対応、里親委託、養子縁組等の児童保護法制も家族再
統合のプロセスを重視すれば親への支援が中心になる。だが既に述べたとおり、本稿は世
帯から児童自身へ、児童の保護から児童の発達可能性へ、と章を追うごとに視点を移して
きた。以下では世帯や親に対する支援の重要性を認識した上で、上記の給付やサービスが
児童自身に対してどのような機能を果たすのかという側面に着目する。 
児童の自立を支える給付やサービスは児童の生命・身体の保護と身体的基盤形成、教育
的機能に大別することができる。身体的基盤形成は就労自立の最も基本的な条件であり、
栄養保障(フードスタンプ、学校給食)と医療保障(CHIP)を主たる内容とする。一般児童であ
ればこれらの保障は親によってなされるが、養育が不可能もしくは不完全な貧困世帯に対
しては、その全部もしくは一部を国家が代替することとなる。栄養保障や医療保障は成人
に比して身体が発達期にある児童は特にその必要性が高い。例えば成人に対する栄養保障
が現時点での生活を支えるという役割をもつのに対し、児童に対する栄養保障は現時点で
の生活に加え、将来の身体的基盤(＝就労の基盤、生活の基盤)を形成する意味をもつ。また
貧困児童は医療ネグレクトや栄養失調、虐待など、一般児童と比べて諸ニーズが充足され
ない危険が高い。 
 教育的機能は二つに分けることができる。給付と連動した生活スキルの習得(保育におけ
る教育、CHIP の保健指導、WIC・学校給食・フードスタンプの栄養指導、キッズアカウン
                                                   
368 後述するように所得保障については児童が直接受給者となる法制度はなく、世帯や親が
給付を受け児童は受益者あるいは給付要件に止まるため、児童自身に対しどのような機能
を担っているかを分析する際には、アメリカにおいても我が国においても所得保障制度は
後景に退く。 
104 
 
トの金銭教育)と高等教育へのアクセス(キッズアカウント)である。特に前者においては学
校の活用(就学児童の放課後プログラム、保健指導、栄養指導、妊娠防止教育)が重要な要素
となる。身体の基盤形成も含めこれらの要素が全て含まれているのが里親や施設で養育さ
れエイジ・アウトした児童に対する自立支援である。 
教育的機能をもつ給付は、本体部分の給付からみると付加的給付であるということがで
きる。だが教育的機能に着目することは次の点から重要だと思われる。第１に、児童の発
達可能性に着目すると、本体部分の給付とともに、付加的な給付の重要性が増す。第２に、
これらの給付は権利義務関係を発生させない、あるいは予算規模が小さいことなどからこ
れまで社会保障法制の中で明確な位置づけを与えられることがなかった。そのため貧困児
童をめぐる社会保障法制の中に明確に位置づけることに意味がある。第３に、学校教育と
の連携に着目することは給付やサービスの実効性を確保するためにも重要である。児童に
対する保健指導や栄養教育、妊娠防止プログラムも多くが学校で行われる。第 5 章でみた
とおり、アメリカでは就学児童の放課後の監護だけでなく、就学前児童に対する保育サー
ビスについても学校を基盤に行うという提案もなされていた。これは学校が教会と並んで
地域共同体の要となるからだけではなく、就学児童が大半の時間を過ごす場所であり、児
童が世帯から離れ個人としてサービスを受けられる場所として重要だからである。 
ここまで公的扶助、社会保険、税額控除といった制度区分に応じた整理ではなく、児童
の自立に果たす機能に着目して社会保障法制を整理した。制度別、機能別の整理に加え、
児童の発達段階、具体的には就学前・就学期(義務教育期)・就学後(義務教育以後)という時
系列に沿った整理も行う必要がある。発達段階に沿った区分を行うことで貧困児童が自立
するためにどのような支援が必要であるかがより明らかになる。これら三つの区分は社会
保障法制ではなく、教育法制に沿った区分である。児童の発達可能性を支援する法制度は
社会保障法制と教育法制の両方を視野に収める必要がある369。発達段階に沿った整理は、
機能別の整理と一定程度重なる。就学前は生命、身体の保護が優先され身体的基盤形成が
加わる、就学期には身体的基盤形成に加え学校を中心とした教育的機能が重要となる。就
学後においては教育的機能、特に高等教育へのアクセスをいかに確保するかが重要である。
いずれの機能も全ての発達段階に関わっているが、その内容や比重の違いが各発達段階に
必要な支援を決める370。児童の発達可能性及び自立を中心的な視点とし、ここまで見てき
                                                   
369就学前・就学期・就学後という区分は教育制度が異なるため、我が国とアメリカの両方
に当てはまるわけではない。特に就学後というのは我が国の義務教育修了年齢(15 歳)から
就労するまでの期間を指す。これ以後の年齢においては就職、進学等自立の時期も多様で
あり一括りにして検討することには困難が伴うものの、後述するようにこの時期の児童に
対する支援こそ児童の自立とって大きな意味をもつ。そのため就学後については 15 歳～19
歳の児童とし、両国の法制度を架橋したい。 
370 各法制度が年齢に基づく発達段階できれいに整理されるわけではない。例えば生命・全
体の保護は全ての児童にとって重要な機能であり、身体的基盤形成も同じく全ての児童に
とって欠かせない機能である。だが就学前児童に対する保育サービスと就学児童に対する
放課後プログラムを比較すればわかるとおり、生命・身体の保護や身体的基盤形成、教育
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た三つの区分(制度、機能、発達)を我が国の社会保障法制に当てはめると、どのような法制
度体系が浮かび上がってくるのだろうか。次に我が国の社会保障法制と社会保障法学のア
プローチを検討する。 
 
8.2 我が国の社会保障法制における児童の位置づけ 
 
 ここでは我が国の憲法上の権利を踏まえた上で、貧困児童をめぐる社会保障法制を憲法
25 条と憲法 26 条の交錯領域として整理する。次に我が国の社会保障法学がこの領域に対し
どのようなアプローチをとってきたのかを確認する。我が国の社会保障法制においても自
立という理念の重要性が増していることが指摘され371、自立という視点がもつ「ベクトル」
としての性質や社会的な側面は、法体系の相違をこえてアメリカと我が国の社会保障法制
をつなぐ要素になりうる372。教育的機能をもつ支援によって、経済的自立を達成させると
いうアメリカ社会保障法制の枠組みは、貧困児童を対象とする限りで一定の普遍性をもつ
といえる。児童の発達可能性及び自立を中心に据えるとき、これまでのアプローチで未整
理だった部分、あるいは視野の外に置かれていた部分をいかに法制度に組み込むかが問題
となる。憲法上保障される権利や国際条約に基づく権利カタログの議論を超えて、児童を
                                                                                                                                                     
的機能といった機能は双方の段階に含まれるものの、その比重が異なる。前者においては
安全な監護が最優先事項となり、後者においては年齢が上がるにつれ自らの生命、身体を
自力で保護する能力が向上するため身体的基盤形成や生活スキルの習得に重点が置かれる。
また身体的基盤形成といっても年齢ごとに内容が異なる。就学前児童にとっては適切な保
護によって身体の成長を妨げられないことが重要であるのに対し、就学期の児童は栄養教
育によって自らの身体に必要な食品を選択する能力を養成すること、成人に近い児童であ
れば予防接種や避妊といったより高度な選択をする能力の養成が重要となる。 
371品田は社会保障制度の新たな法理念を求める動きや財政的制約、自立を可能にする豊か
な社会といった背景を前提とし、従来「結果」であった自立が「国民自らの生活向上を目
指して自律的に選択する意義を超え、もはや法の庇護を受けるために必然化された価値を
意味している」と述べ、わが国の社会保障制度において「法目的として明記され、もしく
は法の理念として承認されつつある」ことを指摘する。ただ自立は法律上の概念としての
み使用されるものではなく、その意味するところは多様である。品田は他の学問分野と比
較し「社会保障法の目的として意識される『自立』は当為としての側面を持つ。つまり、
法目的として明記された『自立』は、当該法の適用対象者に対してあるべき姿を示すとい
う意味を持ち、人はなんらかの形でその意義に拘束される」という特徴を指摘する。品田・
前掲注(359)23-33 頁を要約。 
372 品田は「『自立』か『依存』かは、定点でとらえるべき概念ではなく、傾向もしくは方
向性（ベクトル）で捉えるべき概念である」ことを指摘する。品田・前掲注(359)33 頁。ま
た品田は社会保障法における「自立」価値の二面性として、社会的価値としての「自立」
と個人的価値としての「自立」に区別し、前者について「国民に『自立』を意識させるこ
とにより、共同体社会に対する過度の依存を排除すれば、社会保障制度が健全に保たれる
可能性が高まることはおそらく否定されないものと思われる」、「社会変革や人口変動のた
め、社会保障の手段たる連帯の限界が明らかになり、『社会のための個人の自立』が誘導さ
れることはもはや受け入れざるを得ない現実である」と述べる。品田・前掲注(359)36-38
頁。 
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めぐる社会保障法制の全体像を整理するための契機を探る。 
 
8.2.1 憲法上の権利と児童 
  
我が国の児童をめぐる社会保障法制を考える上でまず確認しておかなくてはならないの
が、社会保障法制の憲法的基礎づけである。児童を対象とするため憲法 25 条のみならず広
く社会権と呼ばれる権利373、具体的には 25 条とともに 26 条に関わる権利や制度に着目す
る必要がある。 
 我が国の憲法学において、児童の憲法上の権利が体系的に明らかにされてきたとは言い
難い。憲法 26 条に基づく権利の中心は学習権であり374、他方で成人とは異なる存在(未成
年)として諸権利を制約されることがどこまで許されるか、といった議論もなされてきた。
すなわち児童も人権享有主体としての国民に当然含まれるものの、心身が発達途上にあり
判断力が未成熟であるため、憲法(参政権)や民法(行為能力)上の権利に一定の制約を受ける
とされてきた375。やや乱暴に整理するなら、我が国の憲法体系に基づく子どもの権利論は、
憲法 26 条に基づく学習権はどのような内容をもつのか、自由権的側面を有する人権は子ど
もであるという理由からどこまで制約されるのか、という点に集約されるといえる。また
児童の人権の制約の一部が児童の保護を理由に行われていることを考えると、「保護」と「自
律」という二つの理念の対立構造として捉えることもできるだろう376。子どもの権利一般
                                                   
373 社会権を構成するのは 25 条(生存権)、26 条(教育を受ける権利)、27 条(勤労の権利、労
働条件基準の法定、児童の酷使禁止)、28 条(労働三権)であり、25 条が社会保障法の根拠規
定であるとともに、他の社会権の総則的地位を占める。西村健一郎『社会保障法』35 頁(有
斐閣、2003)。 
374 「教科書検定や学力テストの合憲性が争われた教育裁判において、教育権の所在をめぐ
って教育内容を決定する権能が国家にあるのか、それとも国民にあるのかが争われるなか
で、子どもの権利は、国民の教育権説をバックアップする方向で、憲法 26 条を根拠にする
学習権として主張されたのである。教科書検定の合憲性を争った 1970(昭和 45)年の第 2 次
家永訴訟第１審判決(いわゆる杉本判決)は、子どもの生来的権利である学習権を根拠に国民
の教育権を展開して、子どもの人権論の礎を築いたといえる」。中村睦男「日本国憲法と子
どもの権利」子どもの権利研究 3 巻(2007)4 頁。 
375 芦部信喜著 高橋和之補訂『憲法』88 頁(岩波書店、第五版、2011)。他方で憲法上の人
権享有主体については、主に外国人、天皇・皇族、法人に関して論じられ、子ども(未成年
者)に関してはほとんど触れられてこなかったとの指摘もある。大江洋『関係的権利論 子
どもの権利から権利の再構成へ』4 頁(勁草書房、2004)。このような憲法学の中でも人権享
有主体としての児童の発達段階に応じた基本権の制約でなければならず、その範囲は自律
の助長促進にとってやむを得ない範囲にとどめられなければならない、との佐藤の説は重
要である。佐藤は①自律の現実化を妨げる障壁の除去、②自律の現実化の過程に必要な条
件の積極的な充足、③過程そのものへの介入を具体的な内容として挙げる。佐藤幸治『憲
法』411-415 頁(青林書院、第三版、1995)。ただしここで佐藤が憲法の原理として尊重して
いるのは「自律」であり、本稿が中心に据える(就労による)「自立」とは異なる点に注意す
る必要がある。 
376 「子どもの人権の制限について、学説は、一般に、保障される人権の性質に従って、子
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に対するこのような捉え方はアメリカにおけるそれとも共通する部分をもつ377。 
 我が国の社会保障法制の主要な根拠を憲法 25 条と考えると378、児童の自立という観点か
ら、憲法 26 条も含めた社会権を児童をめぐる社会保障制度の根拠として考える必要がある
379。他方で児童の権利が学習権や人権の制約という側面から捉えられてきたことを踏まえ
ると、社会保障法制が規定する側面はこれまで顧みられてこなかったともいえる。児童の
自立という観点から我が国の社会保障制度を検討することは、社会保障法学にとっても憲
法学における児童の権利論にとっても新たな側面を付け加える可能性を有している。 
 
8.2.2 社会保障法制における児童の位置づけ 
 
 では我が国の児童をめぐる社会保障法制はどのように整理されるのだろうか。児童に憲
法 25 条の生存権が及ぶとしても、児童に直接的な受給権を与える制度は存在しない。我が
国の社会保障法制もアメリカと同様児童を受益者と位置づけており、給付に対する権利を
もつのは親等の監護者であることが多い。まず現行の社会保障法の中で児童がどのように
                                                                                                                                                     
どもの心身の健全な発達を図るための必要最小限度の制限が憲法上許されるものと解して
いる」中村・前掲注(374)5 頁。「権利の自律的行使は、次のような理由から、判断能力が未
成熟な子どもにとっても、大きな意義を有している。すなわち、第一に、自律は個人の尊
厳につらなるものとして、それを行使すること自体に価値を有している…第二に、権利を
行使する能力は、実際にそれを行使することによって形成されていくという面を有してい
る…そこで、一方では必要最小限の子どもの保護を図りつつ、他方では子どもの自律を国
家に対して最大化することが必要と」なる。米沢・前掲注(46)244 頁。中村はこの米沢の見
解を受け「子どもの権利を保障するにあたっては、子どもの心身の健全な発達のため親や
国の保護を必要とする場合があることを認めつつ、保護が子どもの自律を妨げないよう配
慮するとともに、国の介入は必要最小限度のものに止めなければならない」と述べる。中
村・前掲注(374)5 頁。大江も「記述的・歴史的に子どもの権利をみたとき、そこには『保
護から自律・解放へ』という流れがある」と指摘し、「規範的次元・記述的次元どちらの次
元においても保護・自律の両契機が子どもの権利論の内容的軸となってきた」と述べる。
大江・前掲注(375)19-20 頁。 
377 アメリカにおける子どもの権利については米沢・前掲注(46)参照。 
378 「従来の通説は、憲法 25 条の生存権規定に社会保障の規範的基礎を求めてきた。現在
に至るまで、生存権が社会保障を支える理念であることについてほぼ異論をみない。歴史
的にみても、社会保障制度には、近代市民社会の下での資本主義経済の進展に伴う諸矛盾
の露呈に対する緩和・調整策としての側面があり、その意味では特定の憲法規定を俟つま
でもなく、こうした社会保障制度の生成の背景にあった生存権思想が、社会保障法を支え
る理念であるということができる」。菊池・前掲注(363)6-7 頁。 
379 堀は憲法 26 条が社会保障法と関わる面として、①貧困などの理由により教育を受ける
ことが困難な者に対する教育権の保障(生活保護法上の教育扶助、生活保護制度や児童手当
等の所得保障制度による間接的な教育権保障)、②児童福祉施設に入所している児童の教育
権の保障を挙げる。ただし児童福祉施設における児童の人格的発達を目指した様々な働き
かけは広義の教育ではあるものの「憲法 26条が保障する教育権に基づくものというよりは、
憲法 25 条 1 項が規定する人間的最低生活権そのものの保障」であり、「憲法 26 条の教育に
は児童福祉施設で行われる保護育成の活動は基本的には含まれないと解すべきである」と
述べる。堀・前掲注(27)188-189 頁。 
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位置づけられているかを確認する380。 
 所得保障では年金、社会手当、公的扶助が検討対象となる381。年金において児童が給付
対象となるのは、遺族基礎年金及び遺族厚生年金である382。特に遺族基礎年金においては
妻についても一定の要件を満たす子と生計を同じくすることが必要になるため、子の存在
は重要となる。社会手当については児童手当(一定の所得以上の世帯の児童を除く)、児童扶
養手当(一人親世帯)、特別児童扶養手当があり、いずれも目的規定に児童の福祉を掲げるも
のの、受給者は児童自身ではなく監護者である383。生活保護制度については世帯員として
                                                   
380 以下我が国の社会保障法制の概要については加藤＝菊池＝倉田＝前田・前掲注(4)及び西
村・前掲注(373)を参照。 
381 この他税制を通じた控除等の中にも貧困世帯を支援する機能を有するものもある。ただ
し給付つき税額控除が立法化されていない点も含めアメリカと大きく制度が異なることや、
税制を通じた給付では児童自身が受益者に止まらざるを得ない点などから、本稿では我が
国の税制を通じた給付を検討対象としない。ただし以下に挙げる点については貧困児童に
関わる制度として今後の政策動向が注目される。第 1 に、子ども手当の導入に伴って年少
扶養親族(16 歳未満の者)にかかる扶養控除が廃止された、第 2 に、高校無償化に伴い特定
扶養親族(16 歳以上 23 歳未満)のうち、16 歳以上、19 歳未満の者にかかる扶養控除の上乗
せ部分が廃止されることになった、第 3 に、給付つき税額控除導入の動きである。金子宏
『租税法』184-188 頁(弘文堂、第 16 版、2011)。また貧困世帯をめぐる税制のより根本的
な問題として、我が国では所得制度と公的扶助制度が「連携せずに孤立的に存在し」、「税
法上の人的控除が生活保護法上の最低生活費保障水準といかなる相互関係を保つかについ
て」議論が深まっていないことが指摘される。木村弘之亮『所得支援給付法』28 頁(信山社、
2010)。 
382遺族基礎年金を受けることができる子は被保険者又は被保険者であった者の子であって、
被保険者又は被保険者であった者の死亡の当時その者によって生計を維持し、18 歳に達す
る日以後の最初の 3 月 31 日までの間にあるか又は 20 歳未満であって障害等級に該当する
障害の状態にあり、かつ、現に婚姻をしていないことが必要となる(国年 37 条の 2)。次に
遺族厚生年金であるが、遺族基礎年金にいう遺族が「妻又は子」であるのに対し、遺族厚
生年金は「配偶者、子、父母、孫又は祖父母」を遺族としており(厚年 59 条)、遺族基礎年
金より範囲が広い(加藤・菊池・倉田・前田・前掲注(4)100 頁)。子又は孫については 18 歳
に達する日以後の最初の 3 月 31 日までの間にあるか、又は 20 歳未満で障害等級の 1 級若
しくは 2 級に該当する障害の状態にあり、かつ、現に婚姻をしていないことが必要となる(同
条)。 
383 平成 23 年度における子ども手当の支給等に関する特別措置法は第 2 条で受給者の責務
として「子ども及び子育て家庭に資する」よう用いることを定め、4 条 1 項は支給要件たる
「子ども」を「監護し、かつ、これと生計を同じくするその父又は母」(1 号)、「父母等が指
定する者」(2 号)、「監護し、かつ、その生計を維持する者」(3 号)、施設の設置者(4 号)に支
給するものと規定する。児童扶養手当法 1 条は「父母又は母と生計を同じくしていない児
童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するため、当該児童手当について児
童扶養手当を支給し、もって児童の福祉の増進を図ることを目的とする」とし、4 条で「母」
(1 項 1 号)、父(同 2 号)、「当該養育者」(同 3 号)に対し手当を支給するものと定める。特別
児童扶養手当等の支給に関する法律 1 条は「精神又は身体に障害を有する児童について特
別児童扶養手当を支給し、精神又は身体に重度の障害を有する児童に障害児福祉手当を支
給する」とし、「これらの者の福祉の増進を図ることを目的とする」と規定し、養育を行う
「父若しくは母又はその養育者」に手当を支給すると規定する(特児扶手 3 条 1 項)。子ども
手当特別措置法は「子ども」を 18 歳以下の者とし、児童扶養手当法も特別児童扶養手当法
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利益を享受するとともに、教育扶助や高等学校就学費(生業扶助)は児童に対する給付として
位置づけられる384。サービス保障では児童福祉、医療保障が対象となる。前章まで分析し
てきた法制度やプログラムの多くは、我が国の社会保障法制では児童福祉法に規定されて
いる。前章までとの関係で中心的な検討対象となるのは、子育て支援事業、要保護児童の
保護措置、事業養育里親及び施設に関する規定である385。児童福祉法は第 1 条で児童自身
の位置づけを規定しているものの、児童自身の権利を明記しているわけではなく386、児童
自身の利益の位置づけは個々のプログラムによって異なる387。また児童福祉法にいう児童
(児福 1 条、4 条)は必ずしも貧困児童を対象としているわけではないものの388、規定されて
いる各プログラムは本稿が前章まで検討してきた貧困児童をめぐる法制度と重なる。医療
保障においては健康保険法における被扶養者(健保 3条 7項)、国民健康保険法の被保険者(国
保 5 条)となり389、生活保護世帯の児童は医療扶助(生保 15 条)の対象となる。また児童福祉
法も助産施設への入所(児福 22 条)、母子生活支援施設への入所(児福 23 条)に加え、療育の
                                                                                                                                                     
も「児童」を 20 歳未満の者と定義する。 
384 教育扶助(生保 13 条)は義務教育に伴って必要な教科書その他の学用品(同 1 項 1 号)、義
務教育に伴って必要な通学用品(同 2 号)、学校給食その他義務教育に伴って必要なもの(同 3
号)について行われる。生業扶助(生保 17 条)は生業に必要な技能の修得(同 2 号)を定め、高
校就学費はここに含まれる。 
385 子育て支援事業(児福 21 条の 8－21 条の 17)、要保護児童の保護措置等(児福 25 条－33
条の 9)、事業、養育里親及び施設(児福 34条の 3－49条)は児童福祉法の一部に過ぎないが、
本稿は障害を有する児童を検討対象から外しているため、これらのサービスが主たる検討
対象となる。 
386 児童福祉法 1 条は「すべて国民は、児童が心身ともに健やかに生まれ、且つ、育成され
るよう努めなければならない」(1 項)、「すべて児童は、ひとしくその生活を保障され、愛護
されなければならない」(2 項)と規定し、2 条は「国及び地方公共団体は、児童の保護者と
ともに、児童を心身ともに健やかに育成する責任を負う」とし、第 3 条はこれらの規定が
児童に関する法令の施行にあたって常に尊重されなければならないとする。児童福祉法は
制定時の時代背景から、児童自身の「権利」を明記せず「愛護されなければならない」と
いう受動的な立場に位置づけたとの指摘がある。佐藤進＝桑原洋子監修 桑原洋子＝田村
和之編『注釈現行法１ 実務注釈 児童福祉法』35 頁(信山社、1998) (桑原)。 
387 例えば子育て支援事業については「保護者が、その児童及び保護者の心身の状況、これ
らの者の置かれている環境その他の状況に応じて、当該児童を養育するために最も適切な
支援が総合的に受けられるように」体制の整備に努めなければならないとし(児福 21 条の
8)、総則的にその目的を規定しているが、放課後児童健全育成事業等に関する規定はその目
的を「児童の健全な育成に資するため」とする(児福 21 条の 9、21 条の 10)。児童の福祉や
利益を考えるとき、養育者の利益が重要になることは当然だが、本稿は児童自身の利益を
浮かび上がらせることを目的とするため、子育て支援事業の中で児童の利益がどのような
内容をもつかを整理する。 
388 児童福祉法 4 条は 1 項で児童を年齢別に定義し、2 項で「障害児」を定義している。戦
前の児童に関する法律が要保護児童を対象とする保護立法であったのに対し、現行児童福
祉法はとくに保護を要する児童だけではなく、すべての児童を法律の対象にする意図があ
った。佐藤＝桑原＝田村・前掲注(386)31 頁(桑原)。 
389 被保険者証及び被保険者資格証明書の有効期限は市町村が定められることになってい
るが、18 歳未満の者については 6 ヶ月以上としなければならない(国保 9 条 10 項)。 
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指導(児福 19 条)、療育の給付(児福 20 条)等を規定している390。医療保険に加入している世
帯の児童、経済的理由により医療扶助を受ける児童、疾病の種類等により長期の療育を要
する児童、に分けることができ相互補完的に児童の医療を保障している391。後述する学校
保健安全法も合わせると、貧困児童については学校と家庭の両方で医療へのアクセスが確
保されることが求められる。 
 我が国の貧困児童をめぐる社会保障法制の特徴として、第 1 に、その包括性392により生
活保護法と児童福祉法が主軸となり、第 2 に、世帯を通じて児童の生活を支える制度(社会
保険等)は各法制度に散在している、第 3 に、児童福祉法を中心とする児童に対するプログ
ラムは児童一般を対象としつつも、「保育に欠ける」児童(児福 24 条 1 項)や「要保護児童」
(児福 25 条)等何らかのニーズを有する児童に対する施策を中心に構成されている393。この
ように見ると、我が国の社会保障法制の中には児童及び貧困児童に対する施策が確かに存
在するものの、それらは各制度の中に散在している。他方で生活保護制度は生活のあらゆ
る側面を包括的に規定しているが、児童に対する支援はその一部に過ぎない。では児童の
自立という観点から我が国の社会保障法制をみるとどのような論点が浮かび上がるだろう
か。 
 
8.2.3 社会保障法学における児童の位置づけ 
 
 次に我が国の現行の社会保障法制の特徴を踏まえた上で、アメリカの社会保障法制の分
                                                   
390 児童福祉法 19 条 2 項は「保健所長は、疾病により長期にわたり療養を必要とする児童
につき、審査を行い、又は相談に応じ、必要な療育の指導を行うことができる」とし、20
条は「骨関節結核その他の結核にかかっている児童に対し、療養に併せて学習の援助を行
なうため、これを病院に入院させて療育の給付を行うことができる」と規定する。19 条 2
項は改正によって追加された条項であり内臓の疾患やぜんそく、糖尿病等長期の療養を必
要とする疾病に罹患した児童を対象とする。指導内容には看護、食事、から精神的支援や
学校との連絡調整も含まれる。佐藤＝桑原＝田村・前掲注(386)書 96-97 頁(逢坂)。 
391 例えば児童福祉法 20 条の療育の給付は公的医療保険による給付が優先され、本人負担
を除く残りの部分が療育給付の対象となる。佐藤＝桑原＝田村・前掲注(386)122 頁(鵜沼)。 
392 TANF が現金給付でしかなく、フードスタンプ(食料)、メディケイド(医療)といった他
のプログラムと組み合わせることで貧困世帯の生活を支えているのに対し、生活保護制度
は医療、介護、障害等様々なカテゴリーを各種扶助及び加算という形で取り込んでいる。
アメリカの貧困政策は連邦貧困線や TANF の受給資格を媒介として統一的に把握すること
ができるものの、生活保護制度が一つの制度としてそれらを取り込んでいるのとは異なる。
故にわが国の貧困児童をめぐる社会保障法制を検討する際、アメリカにおいて連邦貧困線
や TANF を中心に据えたように、生活保護制度を中心に据えることは一定の妥当性をもつ。  
393 児童福祉法は保育所の入所要件として「保育に欠ける」(児福 24 条 1 項)ことを挙げ、
25 条は「要保護児童」という要件を定めている。24 条 1 項は「保育に欠ける」の内容を「保
護者の労働又は疾病その他の政令で定める基準に従い条例で定める」としている。児童福
祉法施行令 27 条は昼間の労働、妊娠、疾病、介護、災害、その他これらに類する状態を 24
条 1 項の内容として定めている。施行令の内容から経済的事情は含まれないとの見方もあ
る。佐藤＝桑原＝田村・前掲注(386)書 141 頁(田村)。 
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析から得られた視点である。児童の発達可能性と自立を軸に制度体系を考察する。まず我
が国の社会保障法学が児童をどのように位置づけてきたかを確認する。その意義と限界を
確認することで、本稿の視点がもつ意味がより明確になるものと思われる。 
 社会保障法学における児童の位置づけを考える際に、これまで最も重視されてきたのが
児童の権利という考え方であった。小川は、児童の権利はその生活の諸側面に応じて多様
であるとした上で、「生まれ、発達・成長するものとしての児童の特質」と憲法 25 条や児
童福祉法 1 条の表現を考え併せ「健やかに生まれ、健やかに育つ権利」と総括し、児童を
めぐる社会保障法制及び権利を 8 つに分類する394。小川は児童に関わる社会保障給付の水
準・範囲は教育権主体としての児童の教育権要求を含んだ生活が考慮されなければならな
いと説明し395、生活保護法(2 条、13 条、32 条 2 項)の規定から権利性は明確であり、権利
主体は児童本人であるとする396。佐藤進も児童期は能力の展開、発達期で成人へのステッ
プであるから、「その発達、発展、能力の展開、発展促進にかかわる総合的な生活保障の法
体系が政策的にも創出されねばねらない」と述べる。児童の生活保障として 6 つの要素を
挙げ、児童の生存権の体系化を試みている397。また特に教育と社会保障法制を考える際に、
自立と労働により生活するための基礎能力の保障という視点を提示する研究もある398。近
年の研究においても、児童自身の発達を重視し憲法 26 条を視野に入れたアプローチがみら
れる399。 
                                                   
394 小川は児童の権利を保障するために提供される諸手段ならびにそれに関連する立法を
次の 8 つに整理する。①健やかに生まれてくる権利(母性保護、母子保健、入院助産、出産
給付等‐労働基準法、母子保健法、児童福祉法、医療保険諸立法)、②健やかに育つ権利(一)(医
療的サービスとのかかわりで‐公費医療諸立法、医療保険諸立法)、③健やかに育つ権利
(二)(社会福祉サービス等とのかかわりで‐主として児童福祉法)、④健やかに育つ権利
(三)(司法福祉とのかかわりで‐少年法等)、⑤教育・文化に対する権利(教育と福祉‐教育諸
立法、就学援助諸立法等)、⑥経済的保障に対する権利‐生活保護法、児童手当諸立法)、⑦
健やかに育つためのよるべき基本的場に対する権利(ⅰ 人権としての家族‐家族法、ⅱ 
安全健康良好な環境や、住まいにかかわる権利‐環境諸立法や住宅立法、ⅲ 人権として
の民族‐国籍をもつ権利と国籍をこえる平等保障の問題、⑧そして基本的には、民主主義
と平和のうちに育つ権利。小川政亮「子どもと法」小川政亮著作集編集委員会編『小川政
亮著作集４ 家族・子どもと社会保障』194-195 頁(大月書店、2007)。 
395 小川政亮「教育と福祉の権利のかかわり」小川政亮著作集編集委員会・前掲注(394)221
頁。 
396 小川政亮「社会保障法と教育権」小川政亮著作集編集委員会・前掲注(394)246 頁。 
397 佐藤は児童の生活保障を体系化する際の要素として次の 6 つの要素を挙げる。①生活扶
養責任者を通じた「生活保障＝経済保障」、②児童の健康権保全を前提とした疾病にかかる
予防・治療・リハビリテーション、③児童養護施設や通園施設を含む社会福祉サービス、
④障害を有する児童に対する教育の保障、⑤義務教育後に就労する権利、⑥居住環境に関
わる権利。佐藤進『社会保障と社会福祉の法と法政策〔第5版〕』237-240頁(誠信書房、1998)。 
398 高野範城「教育保障と社会保障法」日本社会保障法学会編『講座 社会保障法 第 6 巻 
社会保障法の関連領域‐拡大と発展‐』4 頁(法律文化社、2001)。 
399菊池は憲法 13 条を基軸とした社会保障の基礎づけを提唱し、そこから導かれる規範原理
の一つである実質的機会平等の観点から、子どもへの実体的保障を提案し、「養育される子
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 上記の概括をもって社会保障法学のアプローチと呼ぶことは憚られるものの、成人と区
別した上で児童をめぐる社会保障法制を体系づけようとした研究は決して多くはない。こ
れら社会保障法学のアプローチは本稿の視点と重なる部分をもつ。第 1 に、児童を成長、
発達する存在と捉え、第 2 に、教育権及び教育法制との交錯領域に着目し、第 3 に、能力
発達の先に就労を念頭に置いている。これらは発達可能性を中心に据え、自立を支援する
本稿の構想と重なる。 
 だが本稿は次の点でこれまで社会保障法学が行ってきたアプローチと異なる。第 1 に、
憲法上存在する権利を唯一の根拠もしくは限界としない。小川のアプローチに見られるよ
うに、憲法 25 条及び 26 条もしくは子どもの権利条約等の国際条約が児童の社会保障法制
を根拠づけることを認めつつ、本稿は憲法上権利として認められることを必ずしも重視し
ない400。アメリカの社会保障法制を分析することで、憲法上の権利に収斂させて考えるだ
けでなく401、現行の法制度やプログラムの分析から児童の発達可能性と自立という視点を
得た。裁判規範たりうる権利が認められることは望ましいと考えるが、それを法制度の限
界とはみない。第 2 に、現行の法制度や権利をカタログとして列挙するだけでなく、一定
                                                                                                                                                     
ども自身の発達や福祉の向上それ自体を、法的に保護されるべき価値として正面から認め、
子ども個人に対する社会的支援の視点をより一層明確にしていく必要がある。将来的に、
社会で自律し、自立した生活を営んでいくための準備段階として、実質的に平等な機会を
保障するとの観点から、子育て支援・児童育成策を構築していく必要がある」と述べ「一
人ひとりの子どもの個性・能力に応じた発達支援を実効的に保障するためには、教育を受
ける権利を定めた憲法 26 条 1 項も依るべき規範的根拠となる」と言及している。菊池・前
掲注(363)6-14,23-24 頁。 
400 許斐は子どもの権利条約が「より積極的に、条項によっては具体的かつ詳細に子どもの
権利を規定している」のに対し、児童福祉法をはじめとする日本の法律では具体的に子ど
もにどのような権利があるのかわかりにくく、子どもが権利の主体であるといっても、法
定代理人たる親を通じて行使する仕組みになっており、子どもは「観念的に権利享有主体
であるにすぎない」といった対比を提示している。許斐有『子どもの権利と児童福祉法 社
会的子育てシステムを考える』53 頁(信山社、増補版、2001)。他方で、大江は「子どもの
権利条約」についてその重要性を認めつつ権利カタログの制定を最終目標とし、それを基
準として不足分を手当すればよいわけではないと述べ、その理由の一つに財源の制約を挙
げる。大江洋「子どもの権利を問うこと」愛敬浩二編『講座 人権論の再定位２ 人権の
主体』147 頁(法律文化社、2010)。これら子どもの権利に関する評価を同じ平面で論じるこ
とはできないものの、許斐のような捉え方は子どもの権利条約等を基準に国内の実定法を
再考するものであり、大江はそのような捉え方を相対化しているようにも読める。本稿は
子どもの権利条約等によって示された権利カタログを重要な根拠としつつ、国内法の不足
分を指摘するだけでなく、現行の法制度を整理し直すことで新たな意味づけを行うことを
目指す。 
401 例えば高校就学費の出所である生業扶助について遠藤は、生業扶助は最低生活保障の範
疇ではないため不可欠の構成要素ではなく「上積み・プラスα」であり、生業扶助は「立
法によって創出されたものであって、特に生業扶助に対する権利は、立法上の権利でしか
ない」と説明する。遠藤昇三『社会保障の権利論』159 頁(法律文化社、1994)。このように
自立を支える支援は、最低生活保障を軸とする生存権論や貧困法制においては上積み部分
と捉えられうる。だからこそ憲法上の権利を重視しつつ、個々の具体的な法制度を分析し
なければそれらがもつ機能を適切に捉えることができないのである。 
113 
 
の順位付けと取捨選択を通じ法体系を整理する。子どもの権利条約や憲法上の権利から導
かれた制度は、体系というよりもカタログに止まる傾向がある。成人も享受する人権、世
帯や親を通じた間接的な保障、児童固有の権利や保障、いずれも重要であるが法体系を構
想する際には列挙するだけでは不十分である。本稿は発達可能性を支援する法制度を重要
なものとみなし、個々の児童がもつ発達の多様性を考慮しつつ、就労による経済的自立に
収斂させるという枠組みを採用した。児童をめぐる社会保障法制を体系づけるためには、
このような取捨選択や順位付けが必要だと考える402。第 3 に、教育法制との交錯について
も本稿は社会保障法制に内在する教育的機能に着目する。主に児童期の生活保障や学習に
かかる費用の支弁を通じて教育を受ける権利の実効性を確保するというだけなく、従来児
童期の生活を支えると考えられていた給付やサービスの中に能力発達を促したり自立へつ
ながる部分を見出す。加えて従来教育法制として位置づけられていた給付やサービス、特
に学校という場で行われるサービスが社会保障法制にとってどのような意義を有するのか
という点も検討している。すなわち従来児童の権利というカテゴリーの中で並んでいた社
会保障法制と教育法制を、社会保障法の観点から再整理するということである403。 
 我が国の社会保障法学において、特に児童に着目した研究は、憲法及び国際条約に基づ
く権利に対応させる形で社会保障法制や教育法制における給付やサービスを整理し、我が
国における児童の権利カタログをつくってきた。そこではしばしば教育を受ける権利を十
全なものにするため、社会保障法制によって児童の生活面を支えるという考え方がみられ
た。しかし本稿は社会保障法制における児童の位置づけと教育の意義を主題とし、発達可
能性と自立を中心に据えることで、カタログではなく一定の取捨選択と順位付けを伴う体
系を志向する。その際憲法上の権利に十分留意するものの、必ずしもそれを限界付けとは
しない。本稿は貧困児童を中心的検討対象とするが、児童をめぐる社会保障法制としても
一定の意義を有するものと考える。以下では現行の社会保障法制の整理を基盤とし、本稿
                                                   
402 大江は「保護・自律の両契機が子どもの権利論の内容的軸となってきた」ことを指摘し
た上で、「保護の契機があること、すなわち誰がどのような保護を行うべきか、自律の契機
をどのように保障(その陶冶を含め)するのか、さらには両契機の調整はどのようになされる
べきか」という問題群が浮かび上がると指摘する。大江・前掲注(375)20 頁。この大江の指
摘は社会権的な文脈や社会保障法制に焦点を当てたものではない。しかし本稿の視点で捉
え直せば、具体的な制度を体系づけるにあたっては「両契機の調整」(＝保護、自律・自立)
の関係を並列させるだけではなく、順位付けや取捨選択を通じて整理することが求められ
るといえる。 
403 教育法学や憲法学において学習権・発達権の研究が行われ、その中で児童の発達可能性
を中心に据える理論も提唱されてきた。大江・前掲注(375)書 92 頁。教育法制を考える際に
児童の発達可能性が中心に据えられることはありうることであるが、本稿の眼目は社会保
障法制を児童の発達可能性を中心に捉え直す点にある。ただ子どもの権利論の中にも社会
保障法制の体系にとって重要な考え方もある。「自律契機を下支えするものとして保護の契
機を積極的に捉え直していく立場」から「意味ある生をおくるために自己決定を行う」た
めの「具体的な資源や能力の所有」という考え方はその一つである。大江・前掲注(375)90
頁。 
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の構想を素描する。 
 
8.3 児童の自立と社会保障法制 
8.3.1 児童の自立と教育の意義 
 
体系化及び提言を行うにあたって、まず本稿の視点を確認する。本稿は児童をめぐる社
会保障法制を児童の発達可能性を中心に据えて考察してきた。発達可能性が開花した状態
を自立と捉え、多様な自立の形態の中で就労による経済的自立を一つの目標とした。これ
らの視点からみると、児童をめぐる社会保障法制は世帯や親を通じた給付によって児童期
の生活を保障する部分と、児童自身の発達を促す部分に大別される(同じ給付がそれぞれの
側面を有していることもある)。後者を機能別に分類すると①生命・身体の保護、②身体的
基盤形成、③教育的機能に分けられる。教育的機能は生活スキルの習得と高等教育へのア
クセスを主たる内容とし、学校という場に着目することが必要となる。これら機能に即し
た分類に加え、児童の発達段階に応じ就学前、就学期(義務教育期)、就学期以後(義務教育
以後)といった区分を行うことで、制度別の区分では見えてこない体系を描くことが可能に
なる。従来の制度別の区分と異なる点は、各制度をいくつかのカテゴリーに振り分けるの
ではなく、一つの制度がもつ複数の側面を上記の視点から整理することである。法制度が
もつ複数の側面を明らかにすることで、場当たり的に行われていた制度改革に、児童の発
達可能性及び自立という視点から新たな方向づけが可能となる404。 
 上記の視点に基づき就学前、就学期、就学期以後に分けて、我が国の現行の法制度に基
づき児童をめぐる社会保障法制を再検討する。ただし児童をめぐる社会保障法制の中でも
貧困児童を念頭においた検討となる。またアメリカの社会保障法の分析から得た枠組みを
用いるため、前章まで分析したアメリカの社会保障法制と重なる法制度を中心的に検討す
る。 
 
8.3.2 我が国の児童をめぐる社会保障法制 
 
 以下では児童の発達段階に沿った区分を用いて我が国の児童をめぐる社会保障法制を再
検討する。論点を明確にするため就学前、就学期、就学期以後について主たる検討対象を
                                                   
404例えば国民健康保険法において実質的に保険料を負担するのは親である。親の保険料負
担によって児童が医療給付を受ける点をみれば、親を通じた間接的な生活保障の一部だと
いえる。だが児童自身に対してどのように機能するかという点に着目すると身体的基盤形
成に資するものということができ、学校保健安全法と組み合わせると教育的機能も関わっ
てくる。資格証明書世帯に属する児童への短期被保険証の交付が高校生以下の児童に対し
て行われたが、児童の発達段階を踏まえると対象年齢を 15 歳以下に限定し対象となる世帯
を拡大することも考えられる。「通知 資格証明書世帯に属する高校生世代以下の子どもに
対する短期被保険者証の交付について」国保実務 2771 号(2010)63 頁 
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設定する。就学前については「子ども・子育て新システム」、就学期については学校給食制
度を含む就学援助制度を中心に検討する。就学期以後については奨学金制度を軸として新
たな所得保障制度のモデルを提示する。 
 
(ⅰ)就学前 
 
 就学前とは 0 歳から 6 歳の未就学児童を指す。児童の発達可能性という観点から考える
と、第 1 に生命・身体の保護が優先され、次に身体的基盤形成の支援が求められる。これ
らは通常親によって担われる役割であるが、親による養育が不完全もしくは不可能な世帯
の児童に対しては国家による支援が必要となる。児童の出生については、児童福祉法 22条、
23 条が助産施設及び母子生活支援施設での支援を定め405、生活保護法は医療扶助(生保 34
条)に加え出産扶助(生保 35 条)や妊産婦加算も含んでいる406。国民健康保険等に加入してい
る場合は出産育児一時金が支払われる407。このように公的医療保険が出産を含めた母子に
必要な医療給付をカバーし、経済的な理由から医療へのアクセスが妨げられている母子に
対しては児童福祉法や生活保護法が対応する。これは我が国の貧困児童をめぐる社会保障
法制全体にみられる構図である。就学前における児童の生命・身体の保護という点では児
童虐待防止法制も重要である408。ただ我が国で就学前児童について中心的に議論されてき
たのは保育サービスである。ここでは特に幼保一元化と呼ばれる政策動向に着目する。な
                                                   
405 児童福祉法 22 条は妊産婦が「保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、
入院助産を受けることができない場合において」申込みがあったときは、妊産婦に対し助
産施設において助産を行わなければならないと規定する。 
406 妊産婦加算は通知(「生活保護法による保護の実施要領について」昭和 36 年 4 月 1 日発
社第 123 号)によって定められている。妊産婦加算は届出によって行われ、期間は「専ら母
乳によって乳児をほ育する産婦」については 6 ヶ月、それ以外の場合は 3 か月とされてい
る。「生活保護法による出産扶助は、生活困難のため最低限度の生活を維持できない者に対
して、①分べんの介助、②分べん前及び分べん後の処置、③脱脂綿、ガーゼその他の衛生
材料の範囲内で行われ(生保 16 条)、出産扶助の方法については、金銭給付によって行うも
のとされ、現物給付は例外的に認められている(生保 35 条)」、「助産施設入所の措置と出産
扶助が競合した場合、生活保護法 4 条 2 項の他法他策優先の原則により」児童福祉法 22 条
の措置がとられる。佐藤＝桑原＝田村・前掲注(386)134-135 頁(本田)。 
407 国民健康保険法 58 条は「保険者は、被保険者の出産及び死亡に関しては、条例又は規
約の定めるところにより、出産育児一時金の支給又は葬祭費の支給若しくは葬祭の給付を
行うものとする」と定める。出産育児一時金制度は平成 23 年 4 月以降受取代理制度が制度
化された。支給額は 42 万円のままである。 
厚生労働省 HP http://www.mhlw.go.jp/bunya/iryouhoken/iryouhoken09/dl/07-1_02.pdf 
408 児童虐待防止法制は児童をめぐる社会保障法制にとって極めて重要である。児童虐待の
防止等に関する法律と児童福祉法が連携することで児童の生命・身体の保護が図られてい
る。ただ本稿は児童の生命・身体の保護を重視しつつ児童の生活保障に着目するため、特
に通報から一時保護を中心とする虐待防止法制に詳しく立ち入ることはしない。むしろ虐
待を防止するための支援、養育が不可能になった児童の支援について論じる。虐待防止法
制については原田・前掲注(26)、池谷・前掲注(56)に詳しい。 
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ぜ幼保一元化に焦点を当てるかといえば、本稿は保育サービスについて、親に対する育児
支援の一部という側面に留意しつつも、児童に対しどのように機能するかという点に着目
するためである409。アメリカの社会保障法制の分析からもわかるとおり、従来児童の世話(生
命・身体の保護)を担ってきた保育サービスがいかに教育的機能を取り込むかという点が、
児童の発達可能性という観点から注目される。 
 我が国の保育制度は保育料について応能負担を採用しているため、生活保護世帯を含む
低所得世帯は低額もしくは無料で保育を受けることができる410。幼稚園は、学校教育法に
基づき 1948 年に「幼稚園教育要領」が作られて以来、児童福祉法に基づく保育所制度とは
別の制度として、保育所との違いを明確化する形で進められてきた。すなわち幼稚園は幼
児に対し学校教育を施すもので、保育所は「保育に欠ける」児童の保育を行うものだとい
う認識があった。他方で幼稚園における教育内容と保育所における保育内容は徐々に接近
する。また就学前教育という観点からは、保育所と幼稚園が区別されてきたのとは別に、
就学前教育として統一化がすすめられてきたという側面もある。2008 年の保育指針改訂で
は 5,6 歳の児童の記録を小学校に送付することが求められており、これをもって保育所保育
が学校教育と一体になった就学前教育に組み入れられたとの見方もあり、教育基本法が「幼
児期の教育」という形で就学前教育全体を規定したことも同じ方向性を有するとの指摘も
ある411。ただし認定こども園を含むいわゆる幼保一元化の議論は保育内容に着目して進め
                                                   
409 菊池は「扶養する親あるいは家庭への法的配慮の視点とは別に、扶養される個々の児童
に着目し、その人格的発達を通しての『個人的自由』の追求を可能にするための条件の確
保、とりわけ乳幼児期における実効的な配慮の必要性という視点」から、「自らのあずかり
知らない偶然の境遇で誕生し、養育されざるを得ない個々の児童固有の法益に着目し、人
格的発達による潜在的な自律能力の発揮に向けた社会的援助を行なうべきこと」が要請さ
れる旨述べる。また児童手当等の具体的な法制度においても「子どもの健やかな育ち」と
いった児童自身の福祉を正面から法目的として設定すべきとする。菊池・前掲注
(363)169-172 頁。この菊池の視点は本稿の問題意識と重なるものであるが、菊池の提言は
貧困児童のみならず一般児童や障害を有する児童へのサービスを念頭においていることに
注意する必要がある。そのため就労による経済的自立を目的とする本稿の視点とは異なっ
た部分をもつ。 
410 保育料は市町村が独自に設定することになっているが、実際には厚生労働省が示す保育
所徴収金基準額表に沿って保育料を決めている。国の基準額表では保育料が高額になるた
め、多くの市町村はその額を軽減した保育料基準額表をつくり、独自負担を行って保育料
の軽減を図っている。私立保育所についても公立保育所についても基本的に同じ考え方に
基づいて行われている。児童一人当たりの費用は年齢によって異なるが、低年齢児ほど高
額になるので保護者負担割合は低く抑えられており(ゼロ歳児の場合 2：8)、児童の年齢が
上がるにつれ、保護者負担が重くなる。児童福祉法 56 条 3 項が「保育費用をこれらの者か
ら徴収した場合における家計に与える影響を考慮して」定めるとしているため、応能負担
が採用されており、貧困世帯に対する配慮がなされている。以上、杉山隆一・田村和之編
著『保育所運営と法・制度 その解説と活用』 (新日本出版社、2009) 194-196 頁(逆井・田
村)を要約。 
411 幼稚園と保育所に関するここまでの記述は、見平隆「保育所指針から考える『子どもの
貧困』の課題」名古屋学院大学論集社会科学編 46 巻 3 号(2010)の内容を要約したものであ
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られてきたわけではなく、主たる目的は待機児童の解消(サービス供給量の拡大)にあったこ
とに注意する必要がある412。 
 ごく簡単に制度の変遷をみる限りでは、我が国の保育所制度は待機児童の問題を抱えつ
つ、保育内容において就学前教育の下に幼稚園との接近が図られ、学校教育との接合も視
野に入れていることが窺われる。これはいわゆる幼保一元化議論と目的を一にするもので
はないが、認定こども園等の施設も保育内容の面で養護と教育の一体化の流れを加速させ
ることが期待される。児童の発達可能性という観点から、保育所での保育内容と幼稚園で
の教育内容が接近もしくは統合されることは望ましいといえる。1999 年の保育指針では教
育部分は幼稚園と同じ 5 領域(健康、人間関係、環境、言語、表現)とされており、貧困世帯
であっても同じ保育(教育)内容が保障されることは児童にとって有益であると思われる413。 
幼保一元化を含む我が国の就学前児童をめぐる社会保障法制を本稿の視点から整理する
とどのような体系が浮かび上がるだろうか。就学前児童においては、生命・身体の保護と
身体的基盤形成が重要となり、加えて教育的機能も有している。就学前児童をめぐる我が
国の保育法制は、エンゼルプラン以降414待機児童の解消を最重要課題としてきた。例えば
                                                                                                                                                     
る。 
412 認定こども園を含む幼保一元化をめぐる議論は、待機児童の解消を最大の目標に掲げて
いたということができる。すなわち保育所には空きがないが、幼稚園には空きがあるにも
関わらず、所管する省庁(厚生労働省と文部科学省)が異なるせいで、施設を含めた社会資源
が有効活用されていないという議論である。これは議論の中で登場した「総合施設」(認定
こども園)の基本機能が「親の就労の有無や形態で区別しない入所条件」「子育てに関する必
要な相談・助言・支援」「早朝や夜間保育、情報提供といったサービスの付加」とされてい
ることからもうかがえる。山内紀幸「日本における幼児教育・保育改革－2000 年代を中心
とする『幼保一元化』議論－」研究年報社会科学研究 30 号(2010)40-46 頁。 
413留意しなければならないのは、我が国の保育政策は保育料の面で貧困世帯に配慮してい
るものの、貧困世帯に着目したものではなく、あくまで児童福祉法の要件を満たす全児童
を対象としていることである。養護と教育の一体化が児童の発達を保障し貧困の再生産を
防ぐ点から評価される一方で、認定こども園等多様な保育施設が保育指針の適用を受けな
ければ、保育料や質の面で貧困児童が不利益を被るとの指摘もある。見平・前掲注(411)116
頁。見平隆「保育領域における『子どもの貧困』の課題」名古屋大学論集社会科学篇 46 巻
2 号(2009)145 頁。ただここまで長い時間をかけて保育指針が幼稚園教育要領の内容を取り
込んできたことを考えれば、幼保が一体となるもしくは両者ともに養護と教育が一体とな
った保育を提供することについてまず評価されるべきであろう。 
414 保育所の定員充足率は平成 23 年のデータでは 96.3%で、待機児童の数は 25,556 人であ
るが、その多くが都市部に集中している。厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」(平成
23 年 4 月 1 日)。http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001q77g.html。だが我が国
の保育政策は待機児童数の減少にのみ注力してきたわけではない。例えば平成 11 年の「新
エンゼルプラン」でもその中心は親が仕事と子育てを両立できるように保育所等の受け入
れを拡大することであるが、他に教育的機能を有するプログラムの拡大についても言及さ
れている。「地域で子どもを育てる教育環境の整備」の中に含まれる各施策はその例である。
平成 11 年 12 月 19 日「重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画について（新エン
ゼルプラン）の要旨」。http://www1.mhlw.go.jp/topics/syousika/tp0816-3_18.html。 
118 
 
内閣府による「子ども・子育て新システム」(以下、新システム)415は、所得保障からサービ
ス保障まで主として就学前児童に関わる法制度を包括的に再構成するものであるが、目的
規定から親の支援に重点が置かれているとみることもできる416。本稿は児童自身に対しど
のような機能を有するかという点に着目するため、量よりも質に着目する417。 
第 1 に、保育の質の内容を再検討する必要がある。児童福祉法は最低基準の設定、遵守
を義務付けている (児福 45 条、46 条)418。児童福祉施設最低基準(以下、最低基準)は児童の
生命・身体の保護にとって重要な意味をもつ。ただ設備や人員配置に関する基準419を定め
ることに加え、児童の発達可能性という視点から、教育的機能をもつ最低基準にも着目す
る必要がある。例えば最低基準 32 条の 2、33 条 1 項は調理施設に関する規定であるが、調
理員の配置(33 条 1 項)、衛生面(32 条の 2 第 1 項)、アレルギー対策(同 4 項)といった生命・
身体の保護や身体的基盤形成に関わる規定だけではなく、後述する食育に関する努力義務
(同 5 項)420も含んでいる。アメリカの保育サービスにみられたように、教育的機能をもつプ
ログラムは生命・身体の保護に関わる基準と比べ、基準を遵守するというよりも各施設の
自主的な取り組みに委ねられる面をもつ。ただ質の確保というとき、設備や人員配置基準
の厳格化や遵守だけでなく、教育的機能に関わる基準にもより着目する必要があるのでは
ないだろうか。 
第 2 に、病児保育を再検討する必要がある。病児保育は一般的に働く親への支援と捉え
                                                   
415内閣府子ども・子育て新システム検討会議「子ども・子育て新システムの基本制度案要
綱」(2010 年)。なお「子ども・子育て新システム」については、財政負担面を中心に江口
隆裕『「子ども手当」と少子化対策』(法律文化社、2011)において詳しく検討されている。 
416 新システムは次の 4 つを目的として掲げる。「すべての子どもへの良質な成育環境を保
障し、子どもを大切にする社会」、「出産・子育て・就労の希望がかなう社会」、「仕事と家
庭の両立支援で、充実した生活ができる社会」、「新しい雇用の創出と、女性の就業促進で
活力ある社会」。児童自身に着目したものは一つめだけであり、他の三つは親や女性一般を
念頭においたものである。 
417新システムは 7 つのサービス類型の拡大を挙げた上で、サービス提供者についても多様
な事業者の参入による基盤整備を進めるとしている。これらはサービス量の拡大である。
「子ども・子育て新システム制度案要綱」では「撤退規制、情報開示等のルール化を行う
ことにより、サービスの安定と質の確保を図る」、「サービスの質の向上を検討する」と記
されているが具体的な記述はない。 
418 児童福祉法 45 条 1 項は「厚生労働大臣は、児童福祉施設の設備及び運営並びに里親の
行う養育について、最低基準を定めなければならない。この場合において、その最低基準
は、児童の身体的、精神的及び社会的な発達のために必要な生活水準を確保するものでな
ければならない」と規定し、2 項で最低基準の遵守、3 項で設備及び運営についての水準の
向上に関する努力義務を定めている。45 条が定める最低基準につき「学説はほぼ一致して、
最低基準を受ける利益の法的権利性を認めている」とされている。佐藤＝桑原＝田村・前
掲注(386)281 頁(菊池)。 
419最低基準は、保育所について設備基準(32 条の 1、32 条の 2)、職員配置基準(33 条)を定
める。 
420 最低基準の総則部分では食事について「児童福祉施設は、児童の健康な生活の基本とし
ての食を営む力の育成に努めなければならない」(11 条 5 項)と規定する。 
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られている421。病気になった子どもを保育所等が預かってくれないため、親が仕事を休ま
ざるを得ないという問題である。だが妊産婦への各種支援と連続した制度と捉えるならば、
病児保育は親のニーズだけでなく、児童の身体的基盤形成にとっても重要な制度である422。
乳幼児は自らの症状を言葉で正確に伝えることができず、乳幼児期の疾病はその後の発達
に大きな影響を及ぼす。また貧困世帯等においては親が必ずしも医療へのアクセスを確保
しているわけではなく、知識や経験も十分でない場合がある。病児保育のケアを通じ児童
の親や世帯全体に健康管理のスキルを伝達することも期待される病児及び病後児はより重
視されるべき制度であるといえる423。 
第 3 に、保育所における教育的機能を重視する必要がある。既に述べたとおり幼保一元
化の議論は幼稚園の教育的機能を取り込むという方向をもっていた。ここでいう教育的機
能とは生活スキルの習得(食育)よりも、次の教育段階との連関を意味する。最低基準は保育
の内容(35 条)について「養護及び教育を一体的に行うことをその特性」とすると規定して
いる424。新システムが「小学校学習指導要領との整合性・一貫性を確保した新たな指針」
を創設し、保育サービスと幼児教育を保障するために妊娠から出産、保育サービスの利用、
                                                   
421 保育所保育指針(厚生労働省告示第 141 号〔2008 年〕)は「保育所において、保護者の仕
事と子育ての両立等を支援するため、通常の保育に加えて、保育時間の延長、休日、夜間
の保育、病児・病後児に対する保育など多様な保育を実施する場合には、保護者の状況に
配慮するとともに、子どもの福祉が尊重されるよう努めること」と定める。
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/hoiku04/pdf/hoiku04a.pdf 
「病児保育」とは「基本的に親の就労の有無にかかわらず」子どもの自宅療養や入院治療
を受けている子どもたちの生活援助も含むものであるが、一般的には「親の就労の継続性
を確保するために一時的に病気の世話をする」という狭義の保育を意味するとされる。高
橋美知子「病児保育の必要性と課題」花園大学社会福祉学部紀要 19 号(2011)60-61 頁。新
システムは病児・病後児保育を幼保一体給付の一つに位置づけている。 
422 例えば病児保育の捉え方として次のようなものもある。病児保育とは「単に子どもが病
気のときに保護者に代わって子どもの世話をすることを意味しているわけ」ではなく、「病
気にかかっている子どもに、子どもにとって最も重要なニーズを満たしてあげるために」
専門家によって保育と看護を行い「子どもの健康と幸福を守るためにあらゆる世話をする
ことを」いう。全国病児保育協議会 HP より。http://www.byoujihoiku.ne.jp/ 
423 保育所等への看護師の配置は増加傾向にあるが、2 割程度にとどまっている。この原因
として看護師の配置に関する法的基準が設定されておらず、もっぱら配置数が乳児の数に
よって決まっているためだと指摘される。正田梨花＝喜多淳子＝工藤貴子「病児保育にい
ける質的な改善策の提案に向けた文献検討」大阪市立大学看護学雑誌 7 巻(2011)61 頁。ま
た正田らは、病児保育制度の機能として「単に子どもが病気になったときの母親代わりの
看病制度と捉えられるのではなく、家庭での子どもの看護を支え、子どもの看護について
の知識を与え、育児相談に応じることのできる」制度として認識されることが課題となる
旨指摘する。同 61 頁。 
424新システムも各制度を包括的・一元的なものにする中で、「こども園(仮称)」構想を含め
幼保一元化を推進するものと思われる。新システムは「基本設計」として「幼保一体化を
含め、制度・財源・給付について、包括的・一元的な制度を構築する」と述べ、「幼保一体
給付」や現在の「幼稚園、保育所、認定こども園の垣根を取り払い(保育に欠ける要件の撤
廃等)、新たな指針に基づき、幼児教育と保育をともに提供するこども園(仮称)に一体化し、
新システムに位置づける」ことなどを提案している。 
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放課後対策まで「切れ目のないサービスを提供する」としている点も重要である425。児童
の発達に応じた法制度を構想するとき、各発達段階によって必要な給付やサービスが異な
るという点とともに、各発達段階をつなぐ発想が必要になる。アメリカのヘッドスタート
はその一例である。ただ就学期とのつながりを考慮すると、学習指導要領との整合性・一
貫性を指針とする新システムは妥当であるように思われる。 
以上のとおり児童の発達可能性という観点から、生命・身体の保護、身体的基盤形成、
教育的機能という諸機能を我が国の保育法制に当てはめると、各発達段階に対応しかつ一
貫した医療保障と、教育保障が重要な要素として浮かび上がってきた。これまでの育児支
援政策が親のニーズを重視したものであったのに対し、児童自身に着目すると別の側面が
みえる。アメリカの保育法案が保守的な論調、子どもは家庭で(母)親が育てるべきといった
議論のもとで廃案に追い込まれたように、保育サービスを考える際には常に誰が子どもの
面倒をみるべきかという議論が起こる。だが児童自身のニーズに着目すれば、誰がニーズ
を充足するかという問題はそれほど重要性をもたない。これは貧困児童だけでなく、児童
一般についてもいえる。児童自身の発達にとって「切れ目のないサービス」が求められて
いるのである。 
 
(ⅱ)就学期 
 
 児童をめぐる社会保障法制は発達段階に応じた異同を考慮するとともに、各発達段階を
切れ目なく連結することを求められている。就学前児童で検討した医療保障と教育保障は
就学期においても重要な柱となっていた。ただ就学前児童に対しては生命・身体の保護が
優先されたのに対し、就学期においては身体的基盤形成、教育的機能が重要となる。各機
能の内容も異なる。就学前児童の身体的基盤形成が親等の監護者によって担われ児童が受
動的な存在に止まるのに対し、就学児童は学校での保健活動や給食を通じて自らの身体的
基盤を形成するスキルを身につける。 
就学児童の身体的基盤形成において重要なのが医療保障と栄養保障である。就学児童に
ついては家庭と学校のつながりを意識する必要がある。医療保障についていえば、国民健
康保険等に加入している場合、生活保護法に基づく医療扶助を受けている場合は就学前児
童と同じである。学校保健安全法(旧学校保健法)は就学児童について426、健康相談(8 条)、
                                                   
425 ただし新システム要綱は「幼保一体給付(仮称)や育児休業給付等、幼保一元化を含め、
仕事と子育ての両立支援と、保育サービス、幼児教育を保障するために、妊娠から出産、
育児休業、保育サービスの利用、放課後対策まで、切れ目のないサービスを提供する」と
しており、主眼は親の支援と読めることに注意する必要がある。 
426 学校保健安全法 2 条は 1 項で「学校」とは学校教育法 1 条にいう「学校」を指し、2 項
で「児童生徒等」とは 1 項の学校に在学する幼児、児童、生徒又は学生を指すとしている。
学校教育法 1 条にいう「学校」とは「幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、
特別支援学校、大学及び高等専門学校」を指す。これらの規定から幼稚園から小学校へ進
学する生徒は就学前から学校保健安全法の定める制度の中にいることになる。 
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保健指導(9 条)、健康診断(13 条)、診断に基づく治療の指示(14 条)等を義務付けている。例
えば 9 条は児童の健康状態の把握、児童への指導、児童の保護者への助言について規定し
ている。ここでいう児童への指導が本稿にいう教育的機能(生活スキルの習得)にあたり、児
童が自らの健康を管理する術を身につけることが、結果的に身体的基盤形成につながる。
また保護者への助言が含まれている点も重要である。学校という場や児童という存在を通
じ、家庭の衛生状態及び他の世帯員の健康状態に影響を及ぼすことができる。これは健康
管理等の生活スキルを欠く世帯に改善効果をもたらすものである。ただし健康指導や治療
の指示を受けた児童が医療へのアクセスを欠くのであれば、学校保健安全法の規定も実効
性をもちえない。児童をめぐる医療保障というときには、このような家庭と学校、社会保
障法制と教育法制が連関する領域全体を捉える必要がある。 
栄養保障についても同様である。我が国の学校給食は学校給食法によって規定されてお
り、学校給食法の中に就学援助規定が組み込まれている。学校給食法における就学援助規
定の成立過程から、学校給食の目的が教育的側面と栄養改善の二つの側面を意識し明文化
され、2008 年の学校給食法改正によって学校給食の主目的が栄養改善から食育の推進へ転
換されたと整理されている427。食育基本法は第 1 条で「国民が生涯にわたって健全な心身
を培い、豊かな人間性をはぐくむための食育を推進することが緊要な課題となっている」
との認識を示し、第 2 条で「食育は、食に関する適切な判断力を養い、生涯にわたって健
全な食生活を実現することにより、国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成に資するこ
とを旨として、行われなければならない」と規定する。食育基本法を受けて策定された 2006
年の食育推進基本計画では、肥満や生活習慣病の防止とともに、「孤食」「個食」といった
食卓の変化、国土や自然への関心が問題意識として設定されている428。ここで問題とされ
ているのは、食品そのものよりもむしろ食品の生産消費を含む生活全体であり、それは 1980
年代以降の政策的な流れでもあったことが指摘されている429。 
改正前の学校給食法が「すべての子どもに栄養を行き渡らせ、健康を増進する」ことを
理念としていたことから、2008 年改正で栄養改善という目的が軽視されているとの批判430
もあるものの、本稿が掲げる児童の自立という観点からみれば、食育を主目的に掲げたこ
                                                   
427 藤澤宏樹「就学援助制度成立過程の一断面－学校給食法における就学援助規定の成立－」
大阪経大論集 61 巻 3 号(2010)150-151 頁。 
428 『平成 22 年版 食育白書』126-127,132-133 頁(内閣府、2010)。 
429 森本は 1980 年代以降、食品そのものの栄養や機能から食生活へと関心が移り、農水省
の食品生活懇談会が「私達の望ましい食生活－日本型食生活のあり方を求めて」という提
言を出し、厚生省が「健康づくりのための食生活指針」というガイドラインを公表した流
れをみたうえで、官製食事指針は1980年代に大きな転換を迎えたと説明する。森本芳生『「食
育」批判序説 「朝ごはん」運動の虚妄をこえて、科学的食・生活教育へ』126-127 頁(明
石書店、2009)。 
430 藤澤・前掲注(427)150,156 頁。山本は「行政が学校給食を教育問題として取り扱ったと
ころに給食問題の基本課題がある」と指摘する。山本信良「学校給食に関する一考察－教
育と福祉の関連から－」人間の福祉 15 号(2004)173 頁。 
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とは肯定的に評価できる。我が国の食育は、児童が自らの身体を形成する食品を選択する
能力を養うという点で、アメリカの学校給食やフードスタンプ栄養教育、WIC プログラム
と同じ目的をもつものである。貧困世帯に栄養が行き渡っていない現状を憂慮する見方431
は重要であるものの、第 6 章でみたように貧困世帯においては栄養不足とともに肥満が大
きな問題となりうることを踏まえれば、栄養教育(食育)の重要性は高まるだろう432。 
教科指導を含む学校教育の本体部分についても、特に貧困児童について同様の連関がみ
られる。貧困世帯の児童の教育へのアクセスを確保する法制度としてまず挙げられるのが
教育扶助である。教育扶助は貧困世帯の児童に対し、義務教育費用を扶助することにより、
児童の自立を助長することを目的としている。生活保護法 13 条、32 条を根拠とし、義務教
育に伴って必要な教科書、学用品、通学用品を現金給付(できない場合は現物給付)で支給す
る。教育扶助の立法展開から、政府は救護法以来、教育が自立助長にとって有益であると
の見解を採りつづけてきたことが指摘される433。 
 就学援助制度は貧困世帯の教育を受ける権利を実現するための教育制度であり、市町村
による就学援助(学教 19 条)と国庫補助制度からなる。基盤となる日本国憲法 26 条 2 項を教
育基本法 4 条 1 項及び 3 項にいう教育の機会均等によって具体化し、各法制度を通じて制
度化している434。対象となるのは生活保護世帯及び準要保護世帯のうち、義務教育課程に
ある児童のいる世帯であり、要保護世帯には教育扶助に加え教育扶助から支給されない費
目(修学旅行費、医療費)が、準要保護世帯については学用品や修学旅行費等が支給される435。
就学援助制度には市町村独自の給付も多く、生活保護法に基づく教育扶助との整合性が問
                                                   
431 藤澤・前掲注(427)155-156 頁。 
432 岡井らは所得とレトルト食品の利用を例に挙げ、「経済的な格差が食べ物格差や食育格
差を生み出す」と指摘する。岡井康次＝岡井紀代香「食育社会学の試み－子どもの貧困・
教育格差と食育格差」大阪薫英女子短期大学紀要 43 号(2008)40 頁。須藤も栄養指導に対す
るインセンティブとしての食料品配給という点から WIC プログラムを評価し、「わが国で
も近年、世帯間の経済格差が広がりをみせており、なかには WIC のようなプログラムを必
要としている世帯もあるであろう」と述べる。須藤・前掲注(326)50 頁。 
433 教育扶助の概要も含め、藤澤宏樹「教育扶助の再検討」賃金と社会保障1412号(2006)4,18
頁。 
434 小椋祐紀「就学援助制度における社会福祉学分野の課題」社会福祉学 49 巻 3 号
(2008)17,23 頁。 
435 「就学援助の対象となるのは、生活保護世帯及び準要保護世帯のうち、義務教育過程に
ある児童生徒のいる世帯である。要保護世帯の認定は福祉事務所が行い、準要保護世帯の
認定は教育委員会が行う。要保護世帯には教育扶助が給付され、教育扶助に含まれていな
い修学旅行費、医療費は、就学奨励法に基づき、就学援助から給付されるということにな
る。準要保護世帯については、就学奨励法から学用品、修学旅行費、入学準備金、校外活
動費などが支給され、学校給食法から給食費、学校保健法から医療費が支給されることに
なる。これらについて、自治体独自の上乗せが可能である。たとえば東京都中野区では、
小中学校記念アルバム代を上限 11,100 円まで支給している。神奈川県川崎市では、自然教
室の食事代実費を補助している」。藤澤宏樹「就学援助制度の再検討(１)」大阪経大論集 58
巻 1 号(2007)202 頁。 
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題となってきたことなどから436、教育扶助と就学援助は、各々社会保障法制と教育法制に
根拠をもちつつ、対象や内容は接近しており相互補完関係にあるといえる437。 
 これら現行法制の分析からいえるのは、義務教育期の就学児童をめぐる社会保障法制に
とって重要なのは、学校という場の活用だという点である。社会保障法制は家庭に対する
支援を担うのみならず、学校において貧困児童を支援し、教育的機能を発揮することが求
められる。また家庭と離れた場で児童が身につけたスキルが貧困世帯に伝達され、世帯全
体に影響を及ぼすことが期待される。 
 第 1 に、学校保健安全法で定められた学校での健康診断と、貧困世帯への医療へのアク
セスが連関している必要がある。生活保護世帯の児童は医療扶助(生保 15 条)によって医療
へのアクセスが確保されている438。国民健康保険において児童に対し短期被保険者証を発
行することも同様の意義を有する。では学校保健安全法が定める健康診断の役割とは何で
あろうか。成人が自らの心身の状況を把握し、医療給付を受ける時機を判断するのに対し、
児童はそれらを把握し判断する能力が未成熟であり、かつ児童自身の判断のみで医療給付
を受けることは難いため、親の了解を得なければならない。学校での健康診断はこれら児
童の能力及び資源を補完する役割を担う。すなわち児童の心身の状況を把握し、診断に基
づく治療の指示を与えることで、児童自身の身体的基盤を確保するのである。生活スキル
の欠如した貧困世帯について、このような関与は大きな意義を有する。 
第 2 に、栄養保障についても医療保障と同様の意義をもつため、その範囲を拡大するこ
とも考えられる。栄養保障でも学校での栄養教育が教育的機能、児童が自らに必要な食物
や栄養を管理するスキルを習得することによって、結果的に児童の身体的基盤形成につな
がるという連関を指摘することができる。食育基本法の趣旨から、直接的な指導はないと
しても、学校における栄養教育が家庭に浸透することを狙いの一つとして読み取ることが
できる。栄養保障における家庭と学校の連関を重視するならば、学校給食を中学校にまで
拡大するという方向もありうる。現在中学校段階で学校給食を実施するか否かは各自治体
によって異なる439。中学校における学校給食は実施するか否かという二者択一ではない。
                                                   
436生活保護制度を優先することが確認され、二重受給がないように指導がされてきたこと
を踏まえても、未だ非整合的であり、教育費援助のナショナル・ミニマム画定に関わる問
題を孕んでいるとの指摘もある。小椋・前掲注(434)22-23 頁。 
437 就学援助が準要保護世帯にも適用されることを考えると、より広い範囲の児童をカバー
しているとみることもできる。教育扶助を「そのおそれのある者」(生活保護法 17 条)にま
で拡大すべきとの見解を踏まえると、両制度は貧困世帯やそれより少し上の世帯にとって
より重要な位置を占めることになろう。藤澤・前掲注(433)20-21 頁。 
438アメリカにおいてメディケイドで捉えきれない範囲の貧困児童を CHIP が補完していた
ように、我が国でも生活保護制度における医療扶助で捉えきれない部分を、国民健康保険
がその対象範囲を拡大して補完しているといえる。 
439 平成 21 年のデータでは小学校の学校給食の実施割合が 99.2%(完全給食 98.1%、補食給
食 0.5%、ミルク給食 0.6%)であったのに対し、中学校の実施割合は 85.5%(完全給食 76.2%、
補食給食 0.6％、ミルク給食 8.7％)となっている。文部科学省「学校給食実施状況調査 平
成 21 年度結果の概要」。
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アメリカの栄養教育、我が国の食育基本法を見ればわかるとおり、学校給食は栄養量を保
障するだけのものではないし、食事を提供できない親の代わりを学校が務めるというだけ
のものでもない。栄養管理のスキルを習得するという教育的機能こそ重要となる。教育的
機能に主眼を置くとすれば、中学生に対しては一律の給食ではなく、簡易な内容の食事を
含め選択を許容する制度も考えうる。 
第 3に、学校での活動を終えた児童に対する放課後プログラムを充実させる必要がある。
児童福祉法 21 条の 10 は子育て支援事業の一つとして「放課後児童健全育成事業」の推進
を努力義務として市町村に課している。児童福祉法 6 条の 2 第 2 項によれば「放課後児童
健全育成事業」とは小学校に就学しているおおむね 10 歳未満の児童に対し、授業の終了後
に適切な遊びと生活の場を与える事業である440。児童福祉法における位置づけ、保護者が
仕事で家にいない児童が対象となっていることを踏まえれば、「放課後児童健全育成事業」
は児童を養育する親のための事業であるということもできる。ただ法が定める目的は児童
の健全な育成に資することであり、サービスを享受するのは児童自身である。遊びを含め
た教育的機能を考慮すれば、「放課後児童健全育成事業」は学校と家庭の間に存在し、かつ
両者をつなぐ場として積極的に評価される。また児童館等の役割が中高生への対応も含め
拡大していることをふまえると441、10 歳未満を主たる対象とする児童福祉法の規定を見直
し、中学生まで対象とすることも可能だと思われる。 
ここまで医療保障、栄養保障、教育保障について就学児童をめぐる社会保障法制と教育
法制の連関を確認した。学校で学習する児童を経済的な側面から社会保障法制が支援する
のみならず、教育法制と社会保障法制が各々の性質を部分的に内在させ連関することで児
童をめぐる法制度を形成している。このような全体像を描くためには学校という場を基点
として給付を考える必要があった。ただし次に検討する就学期以後は個々の児童の多様性
が大きくなり、法制度の整備も不十分であるため就学前、就学期の児童とは異なる部分も
ある。 
 
(ⅲ)就学期以後 
 
 ここでいう就学期以後とは義務教育期以後のことであり、本稿にいう児童の範囲(20 歳未
満)と併せ考えると 15 歳以上 20 歳未満の者を指す。児童の発達可能性を開花させる、すな
わち自立を達成するためには重要な年齢であり、この段階で適切な支援を行うことによっ
                                                                                                                                                     
http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa05/kyuushoku/kekka/k_detail/__icsFiles/af
ieldfile/2011/01/24/1301170_1.pdf 
440 「この法律で、放課後児童健全育成事業とは、小学校に就学しているおおむね十歳未満
の児童であって、その保護者が労働等により昼間家庭にいないものに、政令で定める基準
に従い、授業の終了後に児童厚生施設等の施設を利用して適切な遊び及び生活の場を与え
て、その健全な育成を図る事業をいう」(児福 6 条の 2 第 2 項)。 
441川村匡由・米山岳廣編著『シリーズ 21 世紀の社会福祉５ 児童福祉論』54-56 頁(ミネル
ヴァ書房、2005) (築地)。 
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て就学前や就学期で形成した基盤が意味をもつ。にも関わらず義務教育以後の児童を支援
する法制度は就学前や就学期の児童と比較し十分とはいえない。憲法 26 条の教育を受ける
権利は義務教育期の授業料無償を保障しているが、高等学校、大学については基本的に授
業料を支払わなければならない。また高校進学、大学進学、就労等選択肢も増え、個々の
児童の選択も多様になるためどのような支援が適切であるかを一律に議論することが難し
くなる。しかし本稿が 20 歳未満を児童の定義としたのは、個々の児童の発達可能性及び自
立の時期が多様であることを踏まえつつ、児童が自らの発達可能性と自立の時期を見極め
る選択肢として高等教育へのアクセス確保することが必要だという考え方による442。教育
的機能の一つである高等教育へのアクセスを、我が国の社会保障法制はどのように確保し
ているのだろうか。 
 義務教育期の児童に対して教育扶助と就学援助が相互補完的に機能しているのに対し、
義務教育を終え高校進学した、もしくは高校進学しようとする児童に対しては、我が国の
社会保障制度はほとんど支援を行っていない。こうした中で生活保護法に基づく生業扶助
として、2005 年から高等学校等就学費(以下、高校就学費)が支出されている。生活保護法
における高校就学は 1961 年以降認められていたものの、進学先の限定や世帯分離など厳し
い制約が課されていた。だが 1970 年に大学と各種学校の世帯分離が認められるとともに、
高校生の世帯内修学が認められた。その後各種学校についても徐々に世帯内修学が認めら
れていった。そして 2005 年に高校就学費が生業扶助の技能習得費として支給されることに
なった。これらの流れの中で、自立・就労の重視と修学の効果への着目が指摘される443。
高校就学費については教育扶助でなく生業扶助に位置づけられていること、生業扶助の中
でも技能習得費として支給されることに対して、教育扶助として位置づけるべきとの批判
がなされている444。他方で就学援助制度は義務教育期に限定されている。つまり高校生以
上の児童に対する社会保障給付は、就学期、就学前児童と比べ不十分であるといわざるを
得ない。生活福祉資金貸付制度、母子及び寡婦福祉資金貸付制度、奨学金、国の教育ロー
ンなどはあくまで貸付であるため、自治事務たる就学援助制度を高校段階まで拡張すべき
                                                   
442 菊池は教育扶助及び生業扶助における高校就学費について「最低生活の一内容との側面」
よりも自立助長との関連を重視すべきとし、「生き方の選択の幅の平等の」の確保という視
角から、「教育扶助を義務教育水準と連動させる必然性はなく、高校修了までを対象に含め
るべきである」と述べる。菊池・前掲注(363)192 頁。この菊池の視点は本稿の視点と重な
るものである。 
443 ここまでの高校就学費の記述は藤澤・前掲注(433)を要約したものである。「内容は、基
準額(月額)五三〇〇円、教材代、授業料・入学料及び入学考査料、通学のための交通費、で
ある。これにともなって世帯認定の規定も以下のように変更された。高等学校(定時制及び
通信制を含む)、中等教育学校の後期課程、盲学校、聾学校若しくは養護学校の高等部専攻
科、高等専門学校、専修学校又は各種学校(以下高等学校等という。)に就学し卒業すること
が世帯の自立助長に効果的と認められる場合については、就学しながら、保護を受けるこ
とができるものとして差し支えない」とされた。藤澤・前掲注(433)16 頁。 
444 山口春子「被保護者の『自立助長』と高校就学費」東京成徳大学研究紀要 13 号(2006)51
頁。藤澤・前掲注(433)17-18 頁でも同様の指摘がなされている。 
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との意見445は首肯しうる。私見も就学援助制度を高校段階まで拡大するべきであると考え
る。高校までの教育費支援については、ニーズが一定程度画一的であることから現物給付
や代理納付の活用も検討されるべきであろう446。 
 では高校卒業後(18 歳以降)の児童についてはどうだろうか。就職であれ大学や専門学校
への進学であれ、高校卒業段階では個々の児童が自らの能力や希望に応じて自立の時期や
自立へ至る過程を選択することが求められる。それゆえ 18 歳以降の児童の自立支援につい
て顧みられることが少なかったように思われる。だが貧困世帯の児童は自立のための基盤
が脆弱であるにも関わらず、早期の就労自立を求められることもある。親によって養育さ
れた児童は自らの基盤を見極め、自立の時期を選択できるのに対し、国家による支援を受
けて養育された、あるいは親ではなく国家の手で養育された児童は自立の時期を選択する
ことが困難となる。このジレンマは児童養護施設等で養育された児童に特に当てはまる。
児童養護施設等で養育された児童は原則として 18 歳の段階で自立を求められる447。ただ全
員が 18 歳の段階で自立できるわけではなく、様々な障壁を抱えているため、自立のための
支援が各施設で行われている448。施設から出る、あるいは世帯から分離される形でいった
                                                   
445 藤澤宏樹「就学援助制度の再検討(２・完)」大阪経大論集 59 巻 1 号(2008)73 頁。 
446 藤澤は「『現物給付』規定は空文化して」おり、「この条文を積極活用し、自立助長を促
進するための方策を講ずることはでき」るのではないかと指摘する。藤澤・前掲注(433)20
頁。母子世帯に対する調査によれば、大学への進学を最も望ましいと答えた割合が 53.6％、
専門学校・短大が 17.6％、就職が 14.2％となっている。他方で低所得世帯は将来の返済を
心配して奨学金を借りることを避ける傾向があるとされ、「返済が必要な奨学金は、将来に
子どもの負担となるので借りたくない」と考える割合が 54.5％となっている。山野良一・
湯澤直美「母子世帯の子どもの教育機会と修学保障」貧困研究』5 号(2010)136-139 頁。 
447児童養護施設や里親家庭で養育された児童で、18 歳以上の者への支援は重要な問題であ
り、アメリカにおいてはエイジ・アウトという表現がなされる(本稿 4 章参照)。「入所の対
象となる子どもは、原則として満 1 歳から満 18 歳未満の児童であるが、児童福祉法第 31
条の規定により満 20 歳に達するまで延長して入所させることができることになっている。
さらに、入所中の子どもが大学・専門学校等へ進学した場合などで家庭復帰が難しい場合
には、年齢超過で措置が解除された後も、卒業するまで施設からの通学が認められている。
ただし、その場合には、食事等の実費を徴収するなどして、入所している他の子どもの処
遇低下を招かないように配慮する必要が求められている」。坂本博寿「児童養護施設におけ
る自立支援」許斐有＝望月彰＝野田正人＝桐野由美子編『子どもの権利と社会的子育て』
53 頁(信山社、2002)。また入所中の教育についても児童福祉法が規定する「教育」の内容
が具体的ではないとの指摘もある。山田晋「少子化社会と改正児童福祉法」高藤昭編著『少
子化と社会法の課題』247 頁(法政大学現代法研究所、1999)。 
448我が国においてもアメリカにおいても親の養育を受けられずに児童養護施設等で育った
児童は、進学か就職かという選択を迫られ、18 歳未満でありながら就職を選択せざるを得
ない場合も多い。児童養護施設では生活指導を中心として、就職や進学に向けた支援が行
われているが、その内容は各施設によって様々である。児童養護施設の児童は、親が様々
な理由から養育が不可能になったため、国家の手で養育される。18 歳に達した児童は基本
的に施設を出なければならない。元の家庭に復帰できない場合は、自立して生活すること
を求められる。農野は「子どもの養育にあたる第一義的責任者である親が、子どもに十分
な養育を保障できなかったり、あるいは子どもの利益を顧みることがなかった場合には、
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んは自立した児童が失業その他の原因により自立に失敗した場合、より支援が困難となる。 
 2005 年を中心としてニート(NEET  No Employment, Education, and Training)と呼ば
れる若者の存在がクローズアップされ、フリーターと呼ばれる若者(アルバイトを中心に生
活を営む若者)も併せ、彼らの自立を支援していかなければならないという機運が高まった。 
2003 年に文部科学、厚生労働、経済産業、経済財政政策の四大臣で発足した「若者・自立
挑戦戦略会議」で打ち出された「若者自立・挑戦プラン」(以下、プラン)は、教育・雇用・
産業政策による総合的な人材対策である449。また 2005 年には内閣府による有識者会議であ
る「若者の包括的な自立支援方策に関する検討会」が報告(以下、検討会報告)を出した。検
討会報告は特にニートについて貧困や家庭状況等「本人を取り巻く経済・社会状況等が明
確に影響を与えている」ことを指摘し450、自立の目的には若者の自身のため、社会のため
という二つの側面があると説明している451。プランと検討会報告を比較したとき、両者と
も自立が困難な若年者の存在に危機意識をもっており、特に検討会報告では貧困や養育環
境への言及が見られる点も注目される452。 
                                                                                                                                                     
これら各法に規定されている保護年齢は、その子どもに確実に保障されているのだろうか」
という疑問を投げかけ、施設で生活をしている子どもたちが「親にさまざまな援助を求め
られないままに、義務教育の中学を卒業し、あるいは高校を中退し施設を出て社会に巣立
ち、即座に社会的なハンディキャップに直面」していると指摘する。農野寛治「自立支援
とアフターケア」許斐＝望月＝野田＝桐野・前掲注(447)185 頁。 
449 以下の記述も含めプラン、検討会報告については賃金と社会保障 1407 号
(2005)26-41,43-55 頁に掲載の資料を参照。プランは自立した人間を目標に掲げ、その内容
は正規雇用による就労自立と読むことができる。他方で政策対象をフリーター、若年失業
者とするのみで年齢等で定義していないことも含め、大まかな類型化に止まっている。ま
た個人的な要因を精神的な側面(目標設定する力、達成する力)に求めており、経済状況や養
育歴に対する考慮はない。原因として、求人の減少やミスマッチといった労働市場の問題、
目標や目標達成力といった若者個人の問題、社会全体を含めたキャリア形成過程の複雑化
を挙げる。目指すべき人間像として「真に自立し、社会に貢献する人材」、「確かな基礎能
力、実践力を有し、大いに挑戦し創造する人材」を挙げ、具体的施策としてキャリア教育
及び企業実習と職業訓練を組み合わせた「日本版デュアルシステム」の導入を提唱する。
脇田はフリーターを含む若者に対する雇用対策を整理した上で、非正規雇用との関連、高
等教育の必要性について言及している。脇田滋「『若者』と教育、職業訓練・雇用保険」社
会保障法 23 号(2008)25-28 頁。 
450 検討会報告(前掲注(449))は若者の社会的自立をめぐる問題を、職業的自立も含め社会と
のつながりの喪失(社会的孤立)の問題として捉え、その背景として自立に対する意思の欠如
(精神的側面)に加え貧困や家庭状況について指摘する。その上で基本的な視点として、若者
に対するフォロー、高校卒業段階での自立のための基礎能力の習得、積極的な社会参加の
促進を挙げる。 
451若者の自立の社会的側面について「若者及びその世代は社会の貴重な資源であり、税や
社会保障制度を支えることはもとより、社会の持続と発展のために、若者の活力・思考力・
創造性を生かしていくこと」と説明する。すなわち就労のみならず広く社会参加を目指す
検討会報告の目標は非常に広範かつ曖昧なものとなっている。 
452 プランと検討会報告を比較したとき、いくつかの相違点を指摘することができる。第 1
に、プランは若者と労働市場の関係に焦点を当てているのに対し、検討会報告は社会との
つながりを二者の関係の背景及び基盤として捉えている。第 2 に、プランがもっぱら目標
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 以上のように義務教育以後の児童は発達可能性を開花させ、自立を達成するための重要
な段階にありながら、特に親による養育が不可能、不完全な児童については支援が十分で
あるとはいえない。プラン及び検討会報告が提示しているのは、障壁を抱えたまま社会に
出て失敗した児童に対する事後的な支援である。本稿が教育的機能に高等教育へのアクセ
スを組み込んでいるのは、義務教育以後の児童も就学前や就学期に形成した基盤を自立へ
つなげる準備期間にいるものと捉え、公的な支援が必要だと考えるからである。この時期
の児童を受動的な存在というだけでなく、自らの希望と能力に応じて選択する主体と捉え
ると個々の児童の選択を保障しうる仕組みが求められる。 
 
8.3.3 児童の自立を可能にする所得保障制度 
8.3.3.1 高等教育へのアクセスと所得保障制度の理念 
 
高等教育へのアクセスを確保するための所得保障制度を考えるにあたって、所得保障制
度との関係で本稿の視点を改めて確認する。本稿は児童の発達可能性を中心的な視点とし、
その開花の形として就労による経済的自立を想定していた。就学前、就学期では児童の生
命、身体の保護から身体的基盤形成へ移行し、発達段階が進むにつれ教育的機能(生活スキ
ルの習得)が組み込まれるようになった。就学期以後は児童が就学前、就学期に形成した基
盤を基に自立へ向けた選択を行う時期である。それらの基盤を自立へつなげるために必要
となるのが、高等教育へのアクセスである。就学期以後の児童については年齢(15 歳以上)
等から、どのような教育が必要か自ら選択する点が重要となる。高校、大学、専門学校等、
進路が多様である点もこの段階の特徴である。つまり児童自身に選択を委ね、かつ多様な
選択肢へのアクセスを許容するような支援が求められる。他方で、我が国の社会保障法制
において義務教育以後の児童に対する支援が十分でないことは既にみたとおりである。本
稿の視点と我が国の義務教育以後の児童に対する社会保障法制の状況を踏まえると、児童
の選択を尊重するような所得保障制度が必要であると考える。また貧困世帯の児童が高等
教育へ進む意欲を失わないような、十分な額の給付が行われる必要がある。以下ではモザ
イク状になった現行の制度を概観した上で、一定の方向性を示す453。 
 
                                                                                                                                                     
達成能力等若者個人の問題に還元しているのに対し、検討会報告はコミュニケーション能
力等個人の能力に言及しつつ貧困や家庭環境等も背景の一つとして指摘する。第 3 に、具
体的な施策においても、プランが職業キャリア形成を中心に据えるのに対し、検討会報告
は労働市場外の活動も含む社会参加を目指す。このように同じフリーター、ニート、若年
失業者の自立を目指す政策であっても、対象とする範囲や理念に違いが見られる。 
453我が国の児童をめぐる社会保障法制を考える際、まず児童手当等の社会手当を挙げるこ
とができる。、しかし現行の児童手当の給付額等を考慮すると、高等教育へのアクセスを確
保するためには現行の社会手当とは別の制度が必要であると考える。そのため本稿では現
在の児童手当制度のあるべき姿について踏み込んだ言及はしない。児童手当(子ども手当)
と第 7 章の議論については常森・前掲注(331)370-372 頁参照。 
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8.3.3.2 高等教育へのアクセスを保障する現行制度 
  
以下では、まず我が国の現行の法制度や各種プログラムを確認する。8.2 で取り上げたも
のを除くと、主たる検討対象となるのは、生活福祉資金貸付制度、民間の教育ローン、日
本学生支援機構による奨学金である。 
第 1 に、貧困世帯に対しては生活福祉資金貸付制度がある。高等教育へのアクセスに関
わるのは母子寡婦福祉資金貸付制度と生活福祉資金貸付制度である。これら教育支援費の
貸与は、義務教育までしかない教育扶助や成績要件を伴う他の奨学金を補完する役割を担
っている454。生活福祉資金貸付全体の件数が減少する中で教育支援費の比重は増している
455。この教育支援費は児童の経済的自立、具体的には雇用の機会を得て所得の向上を達成
することが目的とされ456、限度額がある点、ケースワークを伴う点、長く児童自身ではな
く親に対して貸し付けられていた点でその他の奨学金と異なることが指摘される457。ただ
教育支援費は貧困児童の教育へのアクセスを支える重要な制度であるものの、給付額等を
みると大学や専門学校等へのアクセスを十分に保障しているとはいえない458。第 2 に、民
間の各種教育ローンがある。ただ多くの民間教育ローンは借り手として親を想定しており、
親の返済可能性が審査されるため、貧困世帯が利用することは困難なことが指摘されてい
る459。また国による教育ローンへの関与も低下している460。第 3 に、日本学生支援機構(以
                                                   
454 「母子寡婦福祉資金の修学資金は、生活保護の教育扶助が義務教育までであること、育
英会などの奨学金は成績が良好でなければ利用できず、貸付対象数の制約もあり、母子世
帯の子どもの進学に十分な経済的援助がなされていない場合が多いことから」1953 年に貸
付が開始され、1964 年には入学時にかかる費用のために就学支度金の貸付が開始された。
また母子世帯以外の世帯に対しては 1961 年に世帯更正資金(現在の生活福祉資金)によって
就学資金の貸与が始まった。鳥山まどか「貧困・低所得世帯への教育費支援－生活福祉資
金貸付制度を中心に‐」社会福祉学 46 巻 1 号(2005)43 頁。 
455 生活福祉貸付全体の貸付件数が 1990年代前半(2000件超)から 2000年代(2006年は 185
件)にかけて急激に減少しているのに対し、修学資金は創設当初は全体の 11％(4103 件)にす
ぎなかったが、2006 年時点では全体の 6 割(6664 件)を占めている。室住眞麻子「生活福祉
資金貸付制度の現状分析－生業資金から要保護世帯向け長期生活支援資金に至る変化‐」
藤田博康＝中野祐子＝香山リカ＝室住眞麻子「人間のこころと社会‐『お金』を通しての
考察」人間文化学部研究年報 10 号(2008)36 頁。 
456 鳥山・前掲注(454)43 頁。 
457 鳥山まどか「貧困・低所得世帯のための教育資金貸付‐福祉的貸付制度から見た日本の
教育費‐」季刊個人金融春号(2010)43 頁。 
458 教育支援資金には修学に必要な経費を対象とした教育支援費と入学金等を対象とした
修学支度費がある。前者は高校(月 3.5 万円以内)、高専(月 6 万円以内)、短大(月 6 万円以内)、
大学(月 6.5 万円以内)で、後者は 50 万円以内でいずれも無利子である。返済は卒業後 6 ヶ
月以内に始まり、20 年以内に返済しなければならない。厚生労働省「生活福祉資金貸付条
件等一覧」。「修学資金の限度額は育英会の奨学金と同程度であるが、修学資金を利用した
親は、高校時利用世帯で半数弱が、大学時利用世帯で 6 割が」足りなかったという調査結
果がある。鳥山・前掲注(454)45 頁。 
459 「わが国では教育ローンの多くは、親が子(＝教育需要者)のために借りることを想定し、
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下、機構)の奨学金がある。独立行政法人日本学生支援機構法(以下、機構法)は 3 条の目的
規定で、その「教育の機会均等」に資する援助によって「創造的な人材」を育成すると規
定する461。第 1 種(無利子)と第 2 種(有利子)を中心としたこの奨学金は、1999 年の「きぼ
う 21 プラン」(第 2 種)の創設によって大幅に利用者が増加した。重要なのは大学進学率の
拡大を支えたのが低所得で学力の低い私立大の学生だったという点である462。すなわち学
生支援機構による奨学金は高等教育へのアクセスに効果的だったといえる463。他方で、奨
学金が負債になることで低所得層のアクセスを妨げているとの指摘もある464。 
 我が国の貸与制度は学生支援機構の奨学金を中心に、生活福祉資金貸付制度や民間の教
育ローンが補完的な役割を果たしていると整理することができる。ただし高等教育へのア
クセスを保障する方法は貸与制度だけではない。授業料の減免、給付型の奨学金も有力な
選択肢となる。後述するように本稿の視点は貸与制度と親和的であるが、公立高校の授業
料無償化465、文部科学省による給付型奨学金構想466を踏まえると、他の選択肢が排除され
                                                                                                                                                     
教育需要者本人が借りることを想定していない。例えば、融資を利用できる人を「教育機
関に入学／在学する子弟を持つ保護者」と特定したり、利用条件に安定継続収入や勤続年
数を挙げている金融機関は多い」。宮本佐知子「教育資金ファイナンスの現状と課題」季刊
個人金融春号(2010)35 頁。 
460 「教育積立郵便貯金」は郵政民営化に伴い新規申込みを受け付けておらず、国民生活金
融公庫の「教育一般貸し付け」は国民生活金融公庫が日本政策金融公庫に統合されて収入
金額が変更され、「年金教育貸し付け」は 2008 年から斡旋業務を休止している。宮本・前
掲注(459)34 頁。 
461 機構法 3 条は「教育の機会均等」のための「修学の援助」を行うことにより「次代の社
会を担う豊かな人間性を備えた創造的な人材の育成に資するとともに、国際相互理解の増
進に寄与することを目的とする」旨規定する。 
462 「きぼう 21 プラン」の創設によって奨学生数は 10 万人程度から倍の 20 万人にまで拡
大した。藤森はこの拡大の中身について①大学進学率の上昇が私立の学力の低い層が担っ
ていること、②進学率の上昇と共に低所得層にシフトしたこと、③低所得層＝国立大学、
中所得層＝私立という図式は 1996 年の時点では成立していたが 2004 年段階では崩れたこ
と、④奨学金の受給率の上昇の中身は「きぼう 21 プラン」(第 2 種)であること、を指摘し
ている。藤森宏明「奨学金拡大政策の帰結‐誰が新たに奨学金を受給するようになったの
か‐」人間科学研究年報 3 巻(2009)51,57 頁。 
463 古田は 90 年代の中盤から後半にかけて教育費の高騰により、低所得層の非進学という
反応があったが、2000 年代に入ると低所得層からの進学が伸び「この背景には日本育英会
奨学金の拡充とそれを積極的に利用した学生の行動がある」ことが示唆され、「近年の奨学
金の拡充は、経済的余裕の乏しい家庭に対して進学のハードルを引き下げる効果」をもち、
「それにより低所得層出身者を中心に高等教育進学が促進されたと考えられる」と指摘す
る。古田和久「奨学金政策と大学教育機会の動向」教育学研究 73 巻 3 号(2006)213 頁。こ
れに対し藤森は学生支援機構による奨学金の拡大が中高所得層へ恩恵をもたらしており、
「奨学」という観点からは 1999 年の拡大が予想したほどの効果を挙げていないことを指摘
する。藤森・前掲注(462)65 頁。 
464 藤森は「貸与＝借金」という事実は否めず、低所得層はこの事実を重く受け止めており、
貸与型の奨学金では低所得層が申請する動機付けが弱い旨指摘する。藤森・前掲注(462)66
頁。 
465 平成 22 年 4 月から開始されたいわゆる高校授業料無償化は、生徒から授業料を徴収せ
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るわけではない。  
例えばアメリカには連邦政府が関与する給付型奨学金が存在し、その他各州が関与する
奨学金、各大学が設けている奨学金もある。連邦政府が関与する奨学金にはペル奨学金等
の給付型奨学金、貸与型のローンがあり、他に学生の雇用を確保する雇用機会奨学金があ
る467。アメリカの奨学金で最も特徴的なのがペル奨学金である。低所得者を優先する給付
型のペル奨学金は 1972 年に創設され、これにより連邦政府の高等教育への関与が強まった
468。しかし 1990 年代に入ると給付型奨学金が縮小し、貸与型が拡大する。その理由として
連邦政府が借り入れをしてまで高等教育へ進みたいという意欲をもった人を支援する立場
を採り、高等教育の受益者負担が強まったことが指摘される469。また 1990 年代には多くの
大学で授業を高額に設定し、大学独自の奨学金によって実際に支払う授業料を抑えるとい
う手法が採用された470。連邦政府による奨学金との関係では、連邦政府が主体となって奨
学金を使って低所得層の大学進学を可能にし、その結果各大学の財政運営が連邦政府の奨
学金政策に従属的なものになったといわれる471。また進学の際に貸与するだけでなく、連
邦政府が教育費の積立を支援する制度もある472。第 7 章で紹介したキッズアカウントも高
等教育へのアクセスを念頭に置いた公的な積立制度と捉えることができる。 
                                                                                                                                                     
ず、かわりに国が授業料収入相当額を県もしくは市町村に支払うというものである。私立
学校についても就学支援金として 12 万円、年収 250 万円未満の世帯には 24 万円を支払う
としている。文部科学省「公立高校の授業料無償化及び高等学校等就学支援金の創設」。 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2010
/02/24/1289540_2.pdf 
466 これは平成 24 年度予算として文部科学省が計上したものであり法制度として成立した
ものではない。年収 250 万円未満の世帯の高校生に対し教科書相当額(18,300 円)を支給す
るものであり、高校無償化と併せると公立高校に通う年収 250 万円未満の世帯の生徒は負
担が実質的になくなる。文部科学省「高校生に対する給付型奨学金事業(新規)」。
http://www.mext.go.jp/a_menu/hyouka/kekka/1312105.htm 
467 ペル奨学金は約 400 万人が利用する最大規模の給付型奨学金で、条件によっては年間
3500 ドル以上が支払われる。教育機会奨学金は連邦政府が資金を準備し、各大学が給付を
行うもので、年約 4000 ドルを上限とする。パーキンス・ローンは返済利率が史上最低水準
であり、卒業後 9 ヶ月から返済を開始し最長 10 年の返済期間が認められている。スタッフ
ォード・ローンは学生が金融機関から融資し、連邦政府が在学中の利子を支払う。プラス・
ローンは親が借りてとなる点に特徴がある。丸山文裕「アメリカの奨学金制度とその課題」
大学と学生 442 号(2001)20 頁。 
468 塙武郎「アメリカ奨学金政策の動向分析」公益事業研究 56 巻 1 号(2004)14 頁。 
469 塙・前掲注(468)17 頁。 
470 小林雅之「アメリカの大学における授業料と奨学金の動向(２)」IDE435 号(2002)69 頁。 
471 塙武郎「近年米国における競争的奨学金制度とバウチャー機能」筑波大学経済学論集 49
号(2003)206 頁。塙は「学生が在籍大学に支払う授業料の一部は連邦および州政府の奨学金
で賄われていることを考えると、連邦政府や州政府は奨学金を通じて各大学に補助金を間
接的に与えていることになる」と述べる。 
472 これは 529 プランと呼ばれるもので「両親や祖父母等が子を受益者に指名した上で、大
学教育費を積み立てる際、税制上の優遇措置を受けられるという制度」である。宮本・前
掲注(459)38-39 頁。 
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 アメリカでも我が国でも児童の高等教育へのアクセスを確保するための政策手法は多岐
にわたり、我が国でもアメリカでも複数の制度が相互補完的に児童のアクセスを支えてい
る。貸与であれば児童は負債を背負うものの、給付型奨学金で進学に必要な金銭を全て賄
うのは難しく、公的な奨学金の充実によって授業料が高騰すれば効果が相殺される。また
所得を要件にするか、能力を要件にするかという問題もある。本稿の視点(児童の発達可能
性と自立)を軸としてどのような方向性がありうるか以下で提示する。 
 
8.3.3.3 高等教育へのアクセスを支える所得保障制度 
 
 就学期(義務教育期)以後の児童の高等教育へのアクセスを支える法制度は、我が国の児童
をめぐる社会保障法制において十分であるとはいえない。では本稿の視点を軸にしたとき
どのような方向性を示すことができるだろうか。就学前及び就学期から就学期以後の児童
を区別する一つの特性として、選択能力を挙げることができる。就学前及び就学期の児童
は、給付の中で児童自身に対し機能する側面を有していたものの、児童が自身に対する給
付を選択する段階ではなかった。しかし就学期以後は、個々の児童がもつ多様性が増大す
るとともに、それ以前の発達段階に比して選択する能力も増すものと考えられる。第 7 章
で検討したキッズアカウントも 18 歳までは貯蓄することを想定していた。そのような前提
に立てば、十分な助言や相談を伴った上で、児童自身の選択を尊重する制度も考えうる。 
 また就学期以後の児童の特性として、就労可能性を挙げることができる。就学期(義務教
育期)を終えた児童は就労が可能となる。就学前、就学期には生命・身体の保護を受け、身
体的基盤を形成していた児童は、それらの基盤を基に自立を目指すことになる。すなわち
就学期以後の児童は多様性を有しつつ、自立へ架橋するような支援を必要としており、本
稿では高等教育へのアクセスがそれに当たると考えている。自立につながる支援を求める
ことは、支援の内容も一定程度自立、就労による経済的自立を前提としたものになる。本
章で検討したように我が国でも学生支援機構の貸与型奨学金が中心となり、福祉資金貸付
や民間の教育ローンがそれを補完している。アメリカのペル奨学金は給付型の奨学金であ
るが、それのみで高等教育期を支えられるわけではない。就学期以後の児童に対する支援
が貸与中心になる理由の一つとして、就学前及び就学期(義務教育期)と比べて就労による経
済的自立を期待できることが挙げられる。加えて既に述べたとおり選択能力も増す。よっ
て自らの返済可能性を踏まえた上で、貸与を受けることができる。 
 就学期以後の児童がもつ多様性、選択能力、就労可能性を考慮すると、就学期以後の児
童を支援する形として貸与型の制度は親和的だと考える。貸与型奨学金が中心を占める我
が国の法制度はこの点で肯定することができる。だが児童の発達可能性と自立と貧困世帯
の児童であることを考慮すると、次の点で改善する余地がある。 
 第 1 に、貸与の際に能力ではなく経済状況をより重視する方向が考えられる。奨学金の
貸与要件を学業成績等を反映したメリットベースと、(世帯の)所得を反映したニードベース
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に分ける考え方がある473。このニードとメリットという枠組みを借りるならば、例えば機
構法 13 条 1 項 1 号は「経済的理由により修学に困難がある優れた学生等に対し」援助を行
う旨規定しており、ニード(「経済的理由」)とメリット(「優れた」)の両方の要素を含んで
いる474。既に述べたとおり必ずしも学力レベルの高くない私立高校、私立大学への進学が
アクセス向上のために重要であるとすれば、メリットベースの要否判定が障壁となる恐れ
もあるためよりニードを重視すべきと考える475。第 2 に、返済は毎月定額ではなく、所得
連動型にすることも考えられる。所得連動型というとき、返済額と所得を連動させる以外
に所得に応じて返済を猶予(免除)するという方法もある476。学生支援機構等日本の奨学金の
多くが一律の返済を義務付けていることが大きな負担になっていること477、またメリット
よりもニードを重視するのだとすれば、所得連動型が妥当だと考える。ただし返済猶予(免
除)は原則として認めず、低額であっても毎月の返済を求めることも考えられる478。これは
                                                   
473 塙は近年のアメリカの奨学金政策が低所得者から優先配分する平等的(need-based)な受
給基準を見直し、意欲・能力のある者から優先配分する競争的(merit-based)な受給基準を
積極的に導入」しようとしていると指摘する。また連邦レベルでの「受益者負担」化と、
州及び大学レベルでの「競争主義」化との理念的整合を生み出し、「個々人に責任と能力を
求める教育理念を正当化する内容へと変化しつつある」と述べる。塙・前掲注(468)13,21
頁。 
474機構法は第 1 種奨学金について「特に優れた者であってより著しく修学に困難がある」
と認定された者(14 条 2 項)、第 2 種奨学金は第 1 種と認められなかった者のうち「優れた
者であって経済的理由により修学に困難があるもの」(14 条 3 項)に貸与される。第 1 種奨
学金大学進学者のための予約採用では「高等学校又は専修学校（高等課程）における学業
成績が平均水準以上と認められる者」(第 2 種)、「高等学校又は専修学校高等課程の１年か
ら申込時までの成績の平均値が 3.5 以上」(第 1 種)という要件が設けられている。 
日本学生支援機構 HP http://www.jasso.go.jp/saiyou/daigaku.html#ysaiyoh 
475社会保険が保険原理に扶助原理を加味し、保険原理を貫徹していないように、特に貧困
児童の高等教育へのアクセスを確保するためには、貸与と返済においてニーズと返済能力
を中心的な判断要素とすべきである。現行の奨学金制度も純粋な貸借関係ではなく世帯の
ニーズ(所得)等を考慮している。塙は「奨学金制度は貧困学生を救済する社会保障制度では
ない」こと、「高等教育は義務教育」ではないことを挙げ、経済的理由だけで「奨学金の受
給資格を自動的に与えてはならない」とし、「そのような奨学金政策は貧困を既得権益化さ
せ、学生の勉学意欲、努力を阻害しかねない」と述べる。塙武郎「アメリカにおける奨学
金政策と大学財政－『高負担・高援助』化の事例分析－」地域公共政策研究 6 号(2002)106
頁。しかし貸与型は児童自身が返済義務を負うものであり「貧困を既得権益化」するもの
ではないと考える 
476 「所得連動型ローンには、所得に連動した返済額、一定所得以下の場合の返済猶予ない
し免除、源泉徴収あるいはそれに類似の返済方法という、三つの要素がある。これらはそ
れぞれ別の問題であり、これらを組み合わせて、各国の所得連動型ローンは設計されてい
る。所得連動型ローンでは、所得の一定割合を返済していくため、低所得であっても返済
の負担感が軽い」。小林雅之「学費と奨学金」IDE520 号(2010)21 頁。 
477 古田は日本では一部の例外を除いて、奨学金の返済が均しく義務づけられているため、
「イギリスのような卒業後の所得に応じた返済と比べて、負担感は大きいと推察される」
と指摘する。古田・前掲注(463)214 頁。 
478 所得が皆無である場合は返済額もゼロとなる。 
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機構法が猶予(15 条 2 項)や免除(15 条 3 項、16 条)を定めるのと異なる479。児童自身の選択
を尊重し、責任を負わせつつ、ニードを最大限考慮するという発想といえる。第 3 に、児
童の進路選択の多様性をより幅広く確保する制度が求められている。そのために毎月一定
額を貸与する形式に加え、一度に貸与する額を柔軟に変更できる制度も考えられる。例え
ば機構の奨学金では自宅通学で私立高校、私立大学へ進むと約 550 万円近くの貸与を受け
ることになる。他方で私立高校のみでは約 100 万円の貸与となり、必ずしも十分とはいえ
ない480。加えて費目の多様性を保障する必要がある。高校生活に必要な支出は入学金や授
業料、教科書代だけでなく、部活動に係る経費等も含まれる。「子どもの貧困」が多様な体
験の欠如に由来するとの指摘481を踏まえると、児童が自分の発達や自立にとって重要だと
考える費目に支出できる点が重要になる。塾や予備校代に利用できれば進学への意欲をも
つ段階で挫折するのを防ぐことができる482。貸与額や使途を柔軟にすることで、学生支援
機構の奨学金を中心にモザイク状になっている現在の諸制度の隙間を埋める役割を果たす
ことができるように思われる。どのような制度であれ、就学期の児童に対する金銭教育は
重要になる。児童自身の選択を尊重しつつ、選択を可能にする支援が求められる483。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
479 機構法 15 条 2 項は貸与された者が「災害又は傷病により学資金を返還することが困難
となったとき(略)その返還の期限を猶予することができる」とし、15 条 3 項は「死亡又は
精神若しくは身体の障害により学資金を返還することができなくなったときは(略)その学
資金の全部又は一部の返還を免除することができる」と規定する。また 16 条は大学院生で
貸与を受けた者で「在学中に特に優れた業績を挙げたと認められる者には(略)その学資金の
全部又は一部の返還を免除することができる」と定める。 
480 機構法施行令第 1 条別表。 
481 阿部は「子どもの貧困」をなくすステップの一つに「教育の必需品への完全なアクセス
があること」を挙げており、「子どもが教育からの便益を最大限に獲得するためには、学校
の門戸を開くだけでは」足りず、給食や身だしなみ、部活や遠足も「教育の必需品」の一
つだと述べる。阿部・前掲注(14)225-226 頁。 
482 現在の学生支援機構の奨学金も支出費目に制限は設けていないため、月毎の貸与を貯蓄
にまわして大きな支出をすることは不可能ではない。ただ例えば自宅通学の私立高校生で
月 30,000 円の貸与では多様な費目に支出することは困難と思われる。 
483生活福祉資金貸付でも貸与額の決定にあたって、社会福祉協議会の職員や民生委員、母
子自立支援員などが借入や償還に関わる相談支援活動を行う。鳥山・前掲注(457)43 頁。 
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おわりに 
 
 
 本稿は児童の発達可能性及び自立という視点を据えアメリカの社会保障法制を分析し、
我が国の法制度に対しても一定の方性を示した。本稿で触れることができなかった視点や
制度は多くあるが、その一部を今後の課題として提示したい。 
 第 1 に、本稿の分析が、貧困世帯の児童の自立をこえて児童一般の自立、さらに自立概
念一般に対して何か示唆を与えるかということである。だが本稿で対象とする児童が親に
よる養育が不可能あるいは不完全な児童であるとすれば、一般児童もその延長線上で把握
することが可能であろう。貧困児童をめぐる社会保障法制の枠組みは、親の養育が不可能
あるいは不完全であることで国家が介入せざるをえないという点から生まれたものである
が、児童一般に適用できる可能性はある。生活保護に陥る危険がある世帯に支援を拡大す
るためにも、貧困児童を対象とする分析から得られた枠組みを一般児童にも当てはめるこ
とは重要である。自立概念一般については自立は児童のみならず他の属性(性別、年齢、障
害の有無等)を有する人々にとっても重要な概念であり、安易に本稿の分析を当てはめるこ
とはできない。ただ児童の自立の特徴として、就労による経済的自立を適用しうることは
確認できた。また自立という視点が動的方向性をもっており、それにより制度を統一的に
把握することが可能であることもわかった。このような機能は他の属性を有する人々の自
立概念を考える際にも有用であると思われる。 
 第 2 に、今後の課題であるが、最も大きな課題は就労自立の可能性が低いもしくはない
児童に対する法制度をどのように構想するかである。障害児などはその典型であり、児童
をめぐる法制度ではなく障害者をめぐる法制度で対応するという見方は可能であるものの、
貧困児童をめぐる社会保障法制が教育法制と交錯していたことを踏まえれば、障害を有す
るという側面のみを捉えるのでは不十分である。またニートと呼ばれる若者の中には就労
意欲の低い人たちも含まれており、児童期における不登校や中退など、本稿で示したよう
な法制度から脱落する児童こそ社会保障法の対象であるといえる。本稿は就労自立を中心
に据えたものの、そこから脱落する者を排除する趣旨ではない。そこにはモデルの提示に
とどまらない、多様かつ複雑な対応が必要になってくるものと思われる。故に本稿で提示
したモデルをもとに、そこから派生する法制度の姿を探ることを今後の課題としたい。 
 第 3に、高等教育へのアクセスを確保することが児童の自立にいかなる意味をもつのか、
より詳細な分析が必要とされる。本稿が児童の発達可能性に着目し、発達可能性の開花し
た状態を就労による経済的自立と捉える本稿の視点から、大学進学支援が貧困児童の就労
自立を支援するものであるのか、疑問視する見方もありうるだろう。アメリカ型の奨学金
制度を参照する限り、学力の低い学生が私立大学へ進学することに意義を見出すことがで
きる一方で、学力の低い私立大学への進学が就労にどれほど結びつくかは未知数でもある。
むしろ義務教育期や高校で職業に直結するような支援も必要になってくるだろう。本稿で
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示した高等教育へのアクセスは自立支援の一つであり、児童の自立につながる他の有効な
支援について研究することも、今後の課題となるだろう。 
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